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総則 第１節 

震災復興マニュアルの目的等 

 
 

 

 

 阪神・淡路大震災では、都市直下での甚大な被害から、復興活動が長期にわたるとともに、事

業も広範囲に及ぶことなどが明らかになった。その後も、新潟県中越地震、中越沖地震など各地

で大きな地震が発生し、被災地では復興に向けた取り組みが続けられている。そして未曾有の被

害をもたらした東日本大震災の被災地においては、まさに復興の長い道のりに入ったとも言える

状況にある。 

 政府は、マグニチュード７クラスの首都直下地震が今後 30 年以内に 70％程度の確率で発生する

と発表しており、豊島区もいつ被災してもおかしくない状況の中、震災に備えて被災直後の応

急・復旧対策と同時に、大災害を教訓としつつ復興に向けた事前対策を講じることが一層重要に

なってきている。 

 震災復興の一連のプロセスを迅速かつ適切に遂行するため、事前に区民との合意形成のあり方

や復興のための業務に携わる職員の行動指針や手順等をまとめた「豊島区震災復興マニュアル」

を策定することとした。 

 

 

 

 

 

 

 本マニュアルは 「豊島区基本構想」、「豊島区基本計画」、「東京都震災復興マニュアル」、「豊島区都

市計画マスタープラン」、「東京都防災都市づくり推進計画」、「豊島区地域防災計画」等の諸計画と整合

性を図りつつ、諸計画を具体化又は補完する計画の一つとする。また、模擬訓練等の経験を踏まえ、区

の震災復興のための総合的なマニュアルとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ マニュアルの目的と背景 

２ マニュアルの位置づけ 

豊島区震災復興マニュアル 

・東京都震災復興マニ

ュアル 

・東京都区市町村震災

復興標準マニュアル 

・東京都地域防災計画

・東京都防災都市づく

り推進計画 

・東京都震災復興グラ

ンドデザイン 

・豊島区基本構想、豊島区基本計画 

・豊島区都市計画マスタープラン 

・豊島区住宅マスタープラン 

・豊島区地域防災計画 

・豊島区業務継続計画 

・豊島区危機管理指針 等 ・上池袋地区震災復

興まちづくり訓練 

（平成 21年度） 

・池袋本町地区震災

復興まちづくり訓練 

（平成 24年度） 

・豊島区防災対策基

本条例 

・豊島区震災復興の

推進に関する条例 
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３ マニュアルの構成 

総則 
・震災復興マニュアルの目的等 
・震災復興の基本的な考え方 
・震災復興本部の設置 
・震災復興マニュアルの更新等 

第２章 都市の復興 
 ・被害概況の把握 
 ・都市復興基本方針の策定と展開 
 ・都市復興基本計画の策定と展開 
 ・復興事業の推進 

第３章 地域協働復興 
 ・被害の把握と復興への準備 
 ・復興まちづくり協議会の結成 
 ・地域協働復興による時限的市街地の展開 
 ・復興まちづくりへの支援 
 ・復興まちづくり計画案の検討 
 ・くらしとコミュニティの復興 
 ・復興まちづくり事業の展開 
・事前まちづくりと復興への準備 

第４章 住宅の復興 
 ・被害状況の把握 
 ・応急的な住宅の確保 
 ・住宅復興計画の策定 
 ・自力再建への支援 
 ・集合住宅再建への支援 
 ・区営住宅 

第５章 くらしの復興 
 ・医療と福祉の確保 
 ・保健・衛生の維持 
 ・生活支援対策 

第
２
編 

都
市
・
住
宅
復
興
編 

第
３
編 

生
活
・
産
業
復
興
編 

第
１
編 

総
則
・
体
制
編 

第１章 復興体制の整備 
・被害状況と復興需要の把握 

 ・生活再建支援体制の整備 
 ・震災復興基本計画の策定 
 ・財源確保・復興基金 
 ・復旧復興の用地確保と利用調整 
 ・がれき処理 
 ・ボランティア 
 ・広報活動 

第６章 教育・文化・地域の復興 
 ・教育の復興と子どものケア 
 ・文化と都市活力の復興 
 ・コミュニティの復興 

第７章 仕事と産業の復興 
 ・産業の復興 
 ・雇用・就業の確保 
 ・消費者の保護 
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総則 第２節 

震災復興の基本的な考え方 

 
 

 

 

地震による被害は、「豊島区地域防災計画」で想定するものとする。 

 

◆ 前提条件 
（「首都直下地震等による東京の被害想定報告書」（平成 24 年 4月東京都防災会議）より） 

 

１．想定地震 

項 目 内 容 

種 類 東京湾北部地震 
多摩直下地震 

(プレート境界多摩地震) 
元禄型関東地震 立川断層帯地震 

震 源 東京湾北部 東京都多摩地域 神奈川県西部 東京都多摩地域 

規 模 マグニチュード(以下「Ｍ」と表記する)7.3 Ｍ8.2 Ｍ7.4 

震源の深さ 約 20～35km 約 0～30 ㎞ 約 2～20 ㎞ 

 

２．気象条件等 

季節・時刻・風速 内 容 

冬の朝５時 

 

風速 

4m／秒 

8m／秒 

○兵庫県南部地震と同じ発生時間 

○多くの人々が自宅で就寝中に被災するため、家屋倒壊による圧死者

が発生する危険性が高い。 

○オフィスや繁華街の屋内外滞留者や、鉄道・道路利用者は少ない。 

冬の昼 12時 

 

風速 

4m／秒 

8m／秒 

○オフィス、繁華街、映画館、テーマパーク等に多数の滞留者が集中

しており、店舗等の倒壊、落下物等による被害拡大の危険性が高

い。 

○住宅内滞留者数は、１日の中で最も少なく、老朽木造家屋の倒壊に

よる死者数は他の時間帯と比較して少ない。 

冬の夕方 18 時 

 

風速 

4m／秒 

8m／秒 

○火気器具利用が最も多いと考えられる時間帯で、これらを原因とす

る出火数が最も多くなるケース 

○オフィスや繁華街周辺、ターミナル駅では、帰宅、飲食のため多数

の人が滞留 

○ビル倒壊や落下物等により被災する危険性が高い。 

○鉄道、道路もほぼラッシュ時に近い状況で人的被害や交通機能支障

による影響拡大の危険性が高い。 

  

１ 本マニュアルの前提となる被害想定 
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◆ 豊島区に係る被害想定 
 

被害想定については、前述の「◆前提条件」のうち、豊島区において特に大きな被害が想定

されている東京湾北部を震源とする地震とする。 

豊 島 区 

条

件 

種類及び規模 東京湾北部地震 Ｍ7.3 

予想震度階（区内における面積比率） ６弱（88.4％）～６強（11.6％）

時期及び時刻 冬の夕方 18 時 

風速 8m／秒 

物

的

被

害 

原
因
別 

建
物
全
壊
数

ゆれ 1,672 棟 

液状化 3 棟 

急傾斜地崩壊 4 棟 

計 1,679 棟 

火
災 

出火件数 8 件 

焼失棟数(倒壊建物を含む) 1,355 棟 

焼失棟数(倒壊建物を含まず) 1,315 棟 

ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

電力(停電率) 10.0％ 

通信(固定電話不通率)  2.4％ 

ガス(低圧供給支障率・ブロック内全域)  0.2％ 

ガス(低圧供給支障率・ブロック内 1/3) 88.0％ 

上水道(断水率) 23.9％ 

下水道(下水道管きょ被害率) 24.7％ 

閉じ込めにつながり得るエレベーター停止台数 183 台 

震災廃棄物 65 万 t 

人

的

被

害 

死者（うち災害時要援護者死者数） 121 人（48 人） 

負傷者（うち重傷者） 2,778 人（279 人） 

避難人口 52,485 人 

 （うち避難生活者数） 34,115 人 

 （うち疎開者人口） 18,370 人 

滞留者数（うち屋外被災者） 374,171 人（45,507 人） 

徒歩帰宅困難者数 140,005 人 

自力脱出困難者 770 人 
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総則 第２節 

震災復興の基本的な考え方 

 
 

 

 

災害が発生し、又は発生する恐れがある場合は、区、防災関係機関及び住民は一致協力して、

応急対策等に努め、被害の発生を最小限に留める必要がある。 

このため、区及び防災関係機関は、相互に密接な協力態勢をしき、「災害対策本部」を設置する

など、災害の拡大防止又は救護救援活動が的確かつ迅速に実施できるよう努めることとしている。 

 区長は、豊島区が大規模な地震等により被害を受けた場合において、復興対策を迅速かつ円滑

に推進するため、災害対策本部とは別組織となる「震災復興本部」を設置する。 

 災害対策本部が所掌する応急的な事業で、震災復興に関係するものについては、両本部が緊密

に連携し、処理する。 

 

１ 目的及び根拠 

 
災害対策本部 

（被災直後～概ね２か月） 

震災復興本部 

（被災後１週間～数年） 

目 的 

震災発生直後からの応急・復旧対策を

臨時的、かつ、機動的に実施すること

を主な設置目的とする。 

被災直後から応急・復旧対策が一段落

した段階で、復興対策を計画的に実施

することを主な設置目的とする。 

根 拠 災害対策基本法 豊島区震災復興の推進に関する条例 

 
２ 震災復興本部の主な業務内容 
・震災復興本部の設置・運営 

・震災復興基本計画の策定 

・震災復興関係の予算措置、財政運営 

・人的資源、用地、情報管理、広報、相談、区民

活動等 

・がれき処理 

・区有施設、家屋等の被害の把握 

・都市復興基本計画・住宅復興計画の策定と展開

・時限的市街地の建設・運営 

・応急的な住宅の確保 

・区営住宅等の供給・管理 

・民間住宅に対する再建支援 

・医療機関の復旧状況把握・復旧支援 

・被災者の健康管理、メンタルヘルスケア 

・被災者生活実態調査 

・被災者の生活再建支援 

・学校施設等の再建 

・被災児童生徒への支援、メンタルヘルスケ

ア 

・区内産業の被害の把握 

・産業再建に対する支援 

・雇用の維持拡充等 

 

２ 災害対策本部と震災復興本部の関係 
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３ 取り組まなければいけない代表的な対応事項についての比較 

対応事項 
災害対策本部 

（被災直後～概ね２か月） 

震災復興本部 

（被災後１週間～数年） 

 

情報の収集 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設の被害把握 

被害概況調査 

応急危険度判定 

 

 

 

 

 

 

被害状況調査 

家屋被害データベースの作成 

 

被災者生活実態調査（地域福祉需要調

査） 

商店街・事務所の被害調査 

区民生活の復興支援のための各種調査

がれき処理 道路、公共施設のがれき処理 民間施設のがれき処理の支援 

応急住宅の提供 
応急仮設住宅用地確保から入居まで

 

復興住宅の建設、仮設住宅入居者に対

する生活支援 

施設の復旧 応急復旧 恒久的な復旧、再建 

用地の調整 応急的な用地の調整 
時間的な需要の変化を考えた用地の調

整 

り災証明  り災証明書発行 

 

≪復旧と復興の関係≫ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 二重線は応急・復旧対策（災害対策本部）、実線は復興対策（震災復興本部）、点線は通常業務。 

時間

予

防
対

策

復興対策

応急・復旧対策

※通常業務と並行して、

  十数年続く･･･

通常業務

事務量

災害対策本部

震災復興本部
震災

復興

準備室

1週間 2ヶ月地震発生
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 総則    第３節 震災復興本部の設置 

 

１ 震災復興本部の設置 

実 施 責 任 担 当 課 企画課、防災課、都市計画課 

マニュアル更新担当課 企画課、都市計画課 

活動のあらまし 

災害救助法施行令第１条に定める程度以上の災害が発生した場合には、地域防災計画に基づき

「災害対策本部」を設置し、災害の拡大の防止又は救護救援活動を的確かつ迅速に実施する。 

同時に、災害対策本部の中に、「震災復興準備室」を設置し、総合的な震災復興の必要性を検

討し、「震災復興本部」の立ち上げ準備を行う。被災後１週間以内に、震災復興を統括する組織

として「震災復興本部」を設置する。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以内 震災復興準備室の設置 

１週間以内 震災復興本部の設置 

終了時 震災復興本部の解散 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：震災復興本部の設置状況 

 

過去の震災では、当日に災害対策本部を設置し、

被害が甚大な場合、少し経ってから復興本部が設置

されている。 

◆（兵庫県）平成 7 年 1 月阪神・淡路大震災では、

兵庫県は 1 月 17 日 7 時に災害対策本部を設置した。

本庁舎に出勤できたのは数人であった。1 月 30 日

災害対策本部内に「兵庫県南部震災復興本部」を設

置し、住宅再生、ガレキ処理など復興に向けての準

備に入った。3 月 15 日に組織改正を行い「阪神・

淡路大震災復興本部」に組織替えし、復興計画策定、

事業推進を図った。震災 10 年を経過した平成 17 年

3 月 31 日に両本部は解散した。（兵庫県①建築学会

①） 

◆（神戸市）市長が 6 時半頃に市役所に出務し、7

時に 1 号館 1 階に災害対策本部を設置した。しかし

千人以上の避難者の流入があり、1 時間後に 8 階に

移動した。9 日後の 1 月 26 日に市長を長とする

「神戸市震災復興本部」を設置したが、組織を規定

する条例は 2 月 15 日に議決された。庁舎 2 号館が

中間層破壊したため、水道局・都市計画局等の資料

が使用不能となり、迅速な復旧復興を妨げた。（神

戸市①） 

◆（西宮市）2 月 1 日に震災復興本部を設置した。

事務局は企画調整部長を長に市長室、企画、都市計

画、人事、財政等であった。都市復興には 2 月 6 日

から 3 月末まで 27 人の職員による「市街地復興室」

を立ち上げ、計画策定や用地確保等の執行にあたっ

た。（西宮市①） 

◆（新潟県）平成 16 年 10 月新潟県中越地震では、

2 週間後、県災害対策本部の中に復旧・復興本部が

設置された。3 班で発足、翌年 8 月に復興計画が成

案になったので知事を本部長とする「新潟県中越大

震災復興本部」が設置された。（中越①） 

※出典文献等は資料編 P資 166 参照。（以下同じ） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)震災復興準備室の設置 

① 災害対策本部の設置に伴い、本部内

に震災復興準備室を設置する。 

② 震災復興準備室は、企画課、防災

課、危機管理担当課、治安対策担当

課、都市計画課を中心に組織する。 

(2)震災復興本部の設置 

① 区長は、震災被害が甚大であり、震

災復興の迅速かつ計画的な遂行を図る

必要があると判断したときは、震災復

興本部を設置する。 

② 震災復興本部を設置した場合、東京

都及び関係防災機関に連絡するととも

に、区民に周知を図る。 

(3)組織 

① 本部員 

・本部長 区長 

・副本部長 副区長、教育長 

・本部員 災害対策本部各部長 

・その他 本部長が指名する者 

（広報課長、危機管理担当課長、治安

対策担当課長他） 

② 事務局  

企画課、防災課、都市計画課 

(4)震災復興本部の解散 

① 区長は、復興対策が進捗し、復興本

部設置の目的が達成されたと認めると

きは、震災復興本部の審議を経て、本

部を解散する。 

② 震災復興本部を解散したときは、東

京都及び関係防災機関に連絡するとと

もに、区民に周知を図る。 

発災 

災害対策本部の設置 

必要な物品   
 
・地域防災計画 □ 
・震災復興マニュアル □ 
・都市計画マスタープラン □ 
・地域地区図 □ 
・都市計画道路現況図 □ 
・都市計画施設図 □ 
・建物用途現況図 □ 
・土地利用現況図 □ 
 

震災復興準備室の設置 

【企画課、防災課、 

都市計画課】 

留意事項 
○ 必要に応じて、震災復興本部内の部の他に

「復興プロジェクトチーム（担当局）」を別
途組織する。 

○ 震災復興準備室は、復興本部設置後、事務
局の機能を有する形で「復興統括局」とし
て活動する。 
 

今後の課題 
○ 組織改正等が生じた場合は、震災復興本部

の組織及び分掌事務、担当課等を修正し、
適宜職員に周知する。 

 

震災復興本部の設置 

【企画課、防災課、 

都市計画課】 

震災復興本部の解散 

【復興統括局（企画課、 

防災課、都市計画課）】 

３日以内 

※資料編 P 資 2～14 参照 

１週間以内 

終了時 

被災直後 
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 総則    第３節 震災復興本部の設置 

 

２ 震災復興本部会議の開催 

実 施 責 任 担 当 課 復興統括局（企画課、防災課、都市計画課） 

マニュアル更新担当課 企画課、都市計画課 

活動のあらまし 

復興に関する意思決定機関として、区長（本部長）は、震災復興本部会議を招集する。 

震災復興本部会議は、震災復興基本方針、震災復興計画の策定、事業計画、財政計画、人事計

画等、重要事項を審議し決定する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 震災復興本部会議の招集 

随時 震災復興本部会議の開催 

随時 震災復興本部の復興方針、計画の広報活動 

 留意事項：   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：震災復興本部の組織方針 

 

 過去の例をみると、復興本部の構成は、最初から

定まったものではなく、統括担当のもとで組織が増

強されている例が多い。 

◆（兵庫県）復興計画策定と復興事業推進を担った

「阪神・淡路大震災復興本部」は、3 月 15 日の組

織改正で、協議・調整機関である本部のもとに執行

機関的な 12 部を置いた。これは、総括部、国際部、

地域部、渉外部、防災部、福祉部、保健環境部、商

工部、労働部、農林水産部、土木部、都市住宅部と

震災復興総合相談センターである。しかし、「総括

部」を新設した以外は、部長は既存の部長が兼務し

通常の組織の大半が移行した。（内閣府①） 

◆（神戸市）1 月 26 日に発足した神戸市の震災復

興本部は、復興計画策定と全庁的な調整を図る「総

括局」を置き、本部員（ほぼ全庁部局）を統括した。

総括局は、当初は調査・計画の 2 課でスタートした

が、翌年、企画調整局と統合し企画調整部・復興計

画推進部・国際部・東京事務所の 3 部 6 課に拡大、

その翌年には情報企画部も加わった。（神戸市①） 

◆（西宮市）震災復興本部の最初の本部会議は、2

月 1 日に開かれ、2 月中に大枠を整理し、6 月を目

途に震災復興計画を策定することが決定された。

（西宮市①）最初の本部会議では行政の基本的な方

針とともに、議会や学識者を交えた復興計画検討の

体制やスケジュール等を方向付けている。（内閣府

①） 

◆（新潟県）平成 16 年 10 月の中越地震では、新潟

県の「県中越大震災復興本部」設置は、復興計画の

確定した 8 月 9 日と同時であった。復興施策の確実

な実施と総合調整を図るための組織で、知事の他、

副知事～局長、出先局長 25 名で組織し、必要に応

じて「震災復興アドバイザーグループ」から助言し

てもらうことにした。3 月の「復興ビジョン策定」

にあたった懇話会の学識経験者によるものであった。

第 1回本部会議は 10月であった。（新潟県①） 

10



 

 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)震災復興本部会議の招集 

① 震災復興本部が設置された場合は、

区長（本部長）は、速やかに震災復興

本部を招集する。 

② 組織 

・本部長 区長 

・副本部長 副区長、教育長 

・本部員 災害対策本部各部長 

・その他 本部長が指名する者 

（広報課長、危機管理担当課長、治安

対策担当課長他） 

・事務局  

企画課、防災課、都市計画課 

(2)震災復興本部会議の運営 

① 本部長が必要と認めた場合、または

要請を受けた場合には、会議を開催す

る。 

② 本部会議は、震災復興基本方針、震

災復興計画の策定、事業計画、財政計

画、人事計画等、重要事項を審議し、

決定する。 

③ 本部会議は、震災復興施策の進行を

管理する。 

④ 震災復興本部会議での決定された事

項で、東京都または関係機関に連絡が

必要な事項は、速やかに連絡する。 

(3)区民等への広報活動 

① 震災復興本部会議で決定された事項

について、区民への周知が必要なもの

は、多様な広報媒体を活用して速やか

に周知する。 

発災 

震災復興本部の設置 

（総則第３節１を参照） 

必要な物品   
 
・地域防災計画 □ 
・震災復興マニュアル □ 
・都市計画マスタープラン □ 
・地域地区図 □ 
・都市計画道路現況図 □ 
・都市計画施設図 □ 
・建物用途現況図 □ 
・土地利用現況図 □ 
 
 
 

震災復興本部会議

の招集 

【復興統括局（企画課、 

防災課、都市計画課）】 

留意事項 
○ 震災復興本部で審議する内容は、平時の政

策経営会議と同等の扱いとする。 
○ 復興本部会議後の記者会見の開催基準を決

めておくこと。 
 

今後の課題 
○ 議事録、決定事項記録のアーカイブ化。（復

興誌の一部となる。） 
○ 「本部会議」での決定を必要とする事項の

リスト化。 
 

 

震災復興本部会議

の運営 

【復興統括局（企画課、 

防災課、都市計画課）】 

区民等への広報活動 

【復興統括局（広報課）】 

１週間以内 

随時 
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 総則    第３節 震災復興本部の設置 

 

３ 職員配置 

実 施 責 任 担 当 課 総務課、人事課 

マニュアル更新担当課 人事課 

活動のあらまし 

確保できる職員を速やかに把握する。震災復興では一定の期間に集中的に人材を確保すべき業

務と通常業務が併存することから、効率的・弾力的に職員を配置する。また、職員だけでは対

処しきれない場合には、他自治体に対し職員の派遣を要請する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 確保可能な職員の調査を開始する 

２週間以内 過不足と必要人数を把握し、職員配置を行う 

２週間以内 他自治体等への応援要請、受け入れを行う 

 留意事項：長期間の対応を前提とするので、一部職員の負担が過重にならないように配慮する。 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：災害対策本部や震災復興本部と職員 

 

◆（芦屋市）阪神・淡路大震災の前から地域防災計

画で各部署の役割が定められていたが、当初は、登

庁職員が少なく、地域防災計画で定めた組織の体に

なりえなかった。3 日目に、地域防災計画をベース

に必要な部署に重点配置した組織に修正した。その

後も、1 月 24 日、2 月 8 日、13 日、3 月 1 日、4 月

1 日と、活動内容や他市町の応援職員やボランティ

アなどの状況に従って組織の充実を図っていった。

こうした変更は、寄り合い所帯で指揮系統が分かり

にくく、人事担当は班編成の調整に大変苦慮し、職

員の負担も大きかった。（内閣府①） 

◆（西宮市）西宮市の場合でも、人事異動は頻繁に

行われた。2 月 6 日付 10 人（倒壊家屋対策室設置）、

7 日 6 人（応急仮設住宅対策室）、4 月 1 日 314 人

（復興に向けての大変更）、7 月 10 日 57 人（復興

対策の強化）、10 月 1 日 140 人（復興の本格化）の

異動が発令された。 

 4 月になると全国に技術系職員の派遣を呼びかけ、

18 団体から 22 人（土木 10 建築 12）の派遣職員を

長期に受け入れた。7 月には技監ポストを新設、国

から専門官を迎えた。（西宮市①） 

◆（望ましい人物像）阪神・淡路大震災の対応経験

者が感じた理想の人材像として、 

（ア）体力的・精神的に強靱である人／（イ）個人

的事情よりも仕事を優先できる人／（ウ）その場で

自分に何ができるかを考える人／（エ）全体像を把

握した上で仕事ができる人／（オ）自分の判断で迅

速に事態に対応できる人／（カ）声の大きい人／

（キ）誰とでも対等に渡り合える人／（ク）コミュ

ニケーション能力が高い人／（ケ）周りの人の動き

がちゃんと理解できる、読める人／（コ）調和が取

れている人／（サ）いろいろなタレントを組み合わ

せてうまく使える人、という指摘が残されている。

（兵庫県②） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等

(1)職員人員調査の開始 

① 震災復興本部内の各部が人材の投入

を必要とする場合には、投入する職員

の職種、人数、期間を申請する。 

② 従事可能な職員の職種、人数の調査

を開始する。 

(2)応急職員配置の調整 

① 職員投入の申請をとりまとめ、可能

な範囲での職員の配置調整を行う。 

② 変動する状況に応じた職員需要を継

続的に把握し、過不足があれば再配置

を行う。 

(3)応援要請 

① 対応する職員が不足する場合には、

他の自治体等に、職種、人数、期間を

明記して職員の派遣を要請する。 

② 宿泊等の生活環境の確保を開始す

る。 

(4)応援職員受け入れ 

① 宿泊等の生活環境が整っていること

を確認する。 

② 到着した職員を各部に配属する。 

発災 

震災復興本部の設置 

（総則第３節１を参照） 

必要な物品   
 
・職員名簿 □ 
・職員配置申請書 □ 
・応援職員要請書 □ 
・応援職員受け入れ候補施設リスト □ 
・災害時応援協定（地域防災計画） □ 
 
 
 
 
 
 

職員人員調査の開始 

【人事課】 

留意事項 
○ 応援職員の要請から受け入れまでの手順を

確認しておく。 
○ 他自治体からの応援要請について、別途検

討する。 
 

今後の課題 
○ 災害の規模と初動期において活動可能な職

員数に応じた職員配置案を作成しておく。 
○ 特定分野、職種での人員不足のおそれがあ

るので、事前に検討を行い、確保策を検討
しておく。 

 

応援要請 
【人事課】 

１週間以内 

応急職員配置の調整 

【人事課】 

応援職員受け入れ 

【人事課、各部】 

※資料編 P 資 15～20 参照 

２週間以内 

２週間以降 
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 総則     第４節 震災復興マニュアルの更新等 

 

１ 震災復興マニュアルの更新及び職員訓練 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課、防災課、関係各課 

マニュアル更新担当課 都市計画課、防災課、関係各課 

活動のあらまし 

予想される震災に備えて、震災復興マニュアルを定期的に更新する。継続的な見直しを行うこ

とで、マニュアルの維持管理のみならず、震災復興の予行演習の機会とする。 

また、震災復興マニュアルの実効性を高めるとともに、平素より迅速かつ円滑に復興施策を推

進する体制を整えるため、職員向けの模擬訓練を実施する。 

更新したマニュアルは、ホームページ等で公開する。 

プロセスのポイント 

発災前 

震災復興マニュアルの更新 

職員向け模擬訓練の実施 

更新したマニュアルの周知・公開 

 留意事項：本節では、職員によるマニュアルの更新、訓練について記載する。 

区民と区による地域協働復興訓練については、第３章第８節３（P166,167）を参照。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：防災計画や復興訓練の強化 

 

 防災計画や行動要領がいったん定めた後忘れられ

て、いざというとき役立たないという事例は多い。

◆（神戸市）昭和 38 年に「神戸市防災会議条例」

を制定し、神戸市地域防災計画を策定し、以後、毎

年見直していた。しかし阪神・淡路大震災の前まで

は、水害対策が重点であり、地震対策編の想定地震

は最大震度 5 強で、被害は最大で建物全壊 3 千棟、

火災 110 件、人的被害なしとされていた。水害対策

に係る土木系職員を除くと多くの職員は地域防災計

画書を開いたことはなかった。一方、戦災復興区画

整理事業は昭和 40 年ごろに全国的にほぼ終わった

が、神戸市では完了直前であった。その経験が復興

に持ち込まれた。 

 阪神・淡路大震災を教訓にして、神戸市では地震

対策編を抜本的に改定した。その後、地域防災計画

では、地震対策編の強化（平成 16 年東南海・南海

地震対策等）、風水害編の強化（昭和 13 年梅雨前線

豪雨以上にも対処）、その他、サリン事件やＳＡＲ

Ｓなど危機管理対策、職員や地域での訓練、安全福

祉コミュニティづくりが進められている。 

◆（東京都）東京都では昭和 38 年の新潟地震の後、

震災対策を重点に進めており、都区ともに毎年地域

防災計画を修正し総合防災訓練を実施するなどして

いた。しかし、復興についての検討は、平成 7 年阪

神・淡路大震災を受けてようやく始まった。 

 平成 9 年 5 月「東京都都市復興マニュアル」策定

に始まり、翌平成 10 年 1 月「生活復興マニュアル」、

平成 13 年 5 月「震災復興グランドデザイン」平成

15 年 3 月東京都「震災復興マニュアル（プロセス

編・行政施策編）」、平成 16 年 4 月東京都震災対策

条例改訂、平成 16 年「東京都復興市民組織育成事

業」平成 21 年 3 月「区市町村震災復興標準マニュ

アル」等強化がなされ、この間、都や区市町の職員

による震災復興訓練も実施されている。
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)震災復興マニュアルの更新 

① 地域防災計画の見直し等と並行し

て、震災復興マニュアルを更新する。

② 更新期間を設定し、定期的に更新調

査を行う。 

③ 各担当課は実務レベルでの検討を通

じて、継続的に見直しを行う。 

(2)職員向け模擬訓練の実施 

① 調査期間は模擬訓練実施期間に位置

づけ、各担当課は期間内に、マニュア

ル記載の職員行動手順を実施・シミュ

レーションする。 

② 訓練成果をマニュアルに反映させ

る。 

③ 関連部局の職員は、東京都の復興模

擬訓練や研修等に参加する。 

(3)更新したマニュアルの周知・公開 

① 更新したマニュアルは速やかにホー

ムページ等に公開する。 

 

 

 

必要な物品   
 
・震災復興マニュアル更新用データ □ 
・追録加除整理一覧表 □ 
 
 

震災復興マニュ
アルの更新 

【都市計画課、防災課、 

各担当課】 

留意事項 
○ 更新にあたっては、地域防災計画の見直し及

び社会・経済情勢の変化に考慮すること。 
 

今後の課題 
○ 鮮度の高いマニュアルとするため、更新期

間の単位（１年毎等）を設定する。 
○ 更新の手続き方法の検討。（検討委員会形

式、個別対応） 
○ 更新後の区民への公開・周知方法の検討。

（ホームページの更新、区広報への掲載） 
○ 模擬訓練の内容・実施場所等を検討してお

く。 
○ 災害対策本部・復興本部設置訓練の実施に

ついて、検討しておく。 

職員向け 
模擬訓練の実施 
【都市計画課、防災課、 

各担当課】 

更新したマニュア

ルの周知・公開 

【都市計画課、防災課】 

発災前 
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第１編 総則・体制編 

 

第１章 復興体制の整備 
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第１章 第１節 

被害状況と復興需要の把握 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災後には、復興施策を展開するために被災後１か月程度までに実施しな

ければならない代表的調査について概要を示す。住家の公的被害認定調査

（家屋被害状況調査）は、り災証明書発行の根拠となるため、慎重を期す必

要がある。 

これらの調査は、データを集約し共有化することにより、復興需要を的確

に把握することができる。また、目的が違う調査であっても他の調査の参考

になるものある。収集したデータを電子化し、データベースを構築する。 

 

発災後１週間       ２週間          １か月          ６か月 

家屋被害状況調査 

・第１次建築制限区域の検討資料 

・被害区域を中心に危険度判定の実施計画作成資料 

・面整備エリアの検討資料 

・仮設住宅建設資料 

応急危険度判定調査 

復興計画 

家屋被害状況代替調査資料 

住家の公的被害認定調査（家屋被害状況調査） 

・り災証明書発行資料 

・第１次建築制限区域の検討資料 

・仮設住宅建設資料 

※調査に用いる地図は共通のものを用いる 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 

19



 

 

 

 第１章 復興体制の整備    第１節 被害状況と復興需要の把握 

 

１ 住家の公的被害認定調査（家屋被害状況調査） 

実 施 責 任 担 当 課 都市整備部各課、税務課 

マニュアル更新担当課 建築審査課 

活動のあらまし 

被災地の全住家建物を対象に、被災状況の現地調査を行う。現地調査後、復興本部担当で査定

し、全壊／半壊といった被害区分の仮判定を行う。調査は行政職員が実施する。 

住家被害を公的に認定し、り災証明の根拠となる調査であり、公平性と合理性が求められる。

 調査結果は、都市復興計画を立てていくための最重要資料となる。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 被害概況の把握。調査の準備を整える 

１か月以内 現地調査、判定案作成、台帳及び図集を作成 

１か月以内 調査票を集計し、東京都に報告する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の公的被害認定調査 

 

◆甚大な被害を前に、阪神・淡路大震災での被害認

定調査は大きく混乱した。り災証明書の判定を不服

とする再調査の申請が相次ぎ、長期間にわたった。 

 西宮市では、災害対策本部調査班が 1 月 23 日か

ら 2 月 6日まで 2人 1 組で住宅地図を持参して被災

地を回って被害認定をした。住宅地図上に全壊全焼

は×、半壊半焼は△、一部破損は○、被害なしはレ

を付けた。調査結果は情報システム課の協力でコン

ピュータによる被災者台帳に入力し集計した。 

 被災証明書の交付が 2 月 13 日から始まったが、

その会場で被災者から不満が噴出し、再調査の申し

出が殺到した。2 月 18、19 日に一斉調査を行った

他、職員・ボランティアによる「即時調査班」を待

機させ再調査にあたったが、未処理が相次いだ。再

調査期限を 4 月 21 日としたが、それ以後も変更申

し出が頻発した。（西宮市①） 

神戸市では再調査の受付は 4 月 7 日で打ち切った

が、6万件以上となった。（神戸市①） 

 芦屋市では「り災証明書」の発行が進む中で、被

害調査結果を不服とする再調査依頼が多数殺到し、

消防職員・ボランティア建築士による再調査が実施

された。さらに、それでも結果を不服とする市民に

対しては、建築専門家による被害調査も行われた。

（芦屋市①） 

◆（調査に従事した職員）再調査では一軒の家に、

最高 10 数回調査に訪れたというのがあったという。

しかし、いったん一部破損に判定したものは、何回

行っても変わらないし、変えられない。10 回目で

一部破損から半壊に変われば、今までの 9 回はいっ

たい何だったんだということになってしまう。（内

閣府①）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)活動組織編成（1 週間以内） 

① 建築審査課が主体となり、都市整備

部が所管する。調査地の順位づけを行

う。 

② 1 チーム 2 人、70 棟/日を目安に調査

計画を構築する。 

③ 人員不足の場合は庁内及び東京都に

応援を要請する。 

(2)現地調査と判定案作成 

① 調査のあらまし（1か月以内） 

2 人以上で調査班を構成し、調査票

に基づいて建物の被災状況を評価す

る。建物全景や損壊個所を撮影する。 

調査票をもとに判定マニュアルに従

い、判定案を作成する。 

② 留意事項 

非木造建物については、技術職員が

実施する。 

(3)調査結果の台帳作成 

① 権利関係や建物情報を固定資産台帳

で確認し、画像と共にデータベースに

入力する。 

(4)調査図集の作成 

① 都市復興の基礎資料として、家屋別

被害状況図、街区別被害度分布図等の

図集を作成する。 

(5)東京都へ報告 

① 家屋被害台帳(電子データ)に町丁目

単位の被害状況を入力し、東京都 DIS

端末により東京都都市整備局に送信す

る。 

発災 

被害概況の把握 
（第２章第１節を参照） 

必要な物品   
 
・自転車 □ 
・現地用住宅地図 □ 
・整理用住宅地図 □ 
・調査票 □ 
・筆記具／腕章／画板 □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・デジカメ（電源含む）、その他 □ 
・判定マニュアル □ 
 

調査準備 
【都市整備部各課、税務課、外部応援】 

留意事項 
○ 作業が大幅に遅れ、復興計画策定作業に影

響を生じると見込まれるときは、応急危険
度判定の調査票をもとに被災市街地の建築
物の被害状況を分析し、実働調査に代え
る。 

 

今後の課題 
○ 調査計画立案、調査実施、判定案作成、台

帳作成、調査図集作成といった一連の工程
についてのマニュアルづくり。 

○ 固定資産税台帳のデータ入手について、事
前に都と調整が必要である。 

○ 判定マニュアルの整備。 
 

現地調査と判定案

作成 

【都市整備部各課、税務課、外部応援】 

調査結果の台帳作成 

【都市整備部各課、税務課、外部応援】 

調査図集の作成 
【都市整備部各課、税務課、外部応援】 

東京都へ報告 
【都市計画課】 

１週間以内 

１か月以内 

※資料編 P 資 21～37 参照 

り災証明書の発行 
（第１章第２節１を参照） 
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 第１章 復興体制の整備    第１節 被害状況と復興需要の把握 

 

２ 区有施設の被害状況の把握 

実 施 責 任 担 当 課 災対総務部、区有施設所管課 

マニュアル更新担当課 施設課 

活動のあらまし 

災害時の対応拠点として機能する区有施設に対して、応急危険度判定を実施し、使用可否を判

断するとともに、余震による二次災害防止策を実施する。その後、被災度区分判定を実施し、

施設の復旧計画を立てる。 

 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以内 区有施設の被害状況を把握する 

１週間以内 機能復旧に向けた調査等を実施する 

できるだけ早い

時期 
区有施設の応急復旧を行う 

 留意事項：公設・民営型の施設（特別養護老人ホーム等）については、事業者との連絡調整が

必要となる。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の公共施設被害と対応 

 

平成 7 年阪神・淡路大震災で神戸市では、市役所

2 号館の 6 階崩壊を始め、各区総合庁舎、出張所に

大きい被害が生じ、円滑な応急対策活動を難しくし

た。また学校校舎や体育館は、施設の安全性を確認

する前に避難者が集中した。 

 住宅局では市有施設について、まず、第 1 次調査

として被災施設の危険度判定と応急措置を行うこと

にした。職員が直接調査に行き、その場で使用可否

を即決した。対象施設が多かったため、神戸市建築

協力会や兵庫県建築士事務所協会に協力を求めた。

設備については神戸市設備協力会及び神戸市電気協

力会に協力を求め、設備課職員も立ち会って実施し

た。 

 引き続いて第 2 次調査として統一的客観的なデー

タ収集を行うため、「被災度判定調査」を行うこと

にした。2月早々に耐震、構造、ＲＣ、設備等の学 

 

識経験者、建築学会、官庁営繕関係、設計事務所や 

建設業による「神戸市公共建築物震災調査会」を設

置し、2 月 7 日から 3 月 9 日の 1 か月間に「調査シ

ート」を用いて 212 施設 649 棟を調査した。その後、

目視できない部分や復旧設計のための詳細調査を行

ったが、並行して応急措置、見積もり、災害復旧費

国庫補助申請資料作成、現地調査、設計発注工事に

追われることになった。8 月に災害補助査定が完了

したが、職員の気力体力が大変であった。 

 1,382 棟 40,783 戸を有していた市営住宅は、被

災翌日、神戸市建築協力会に依頼し第 1 次調査を行

ってもらった。20 日から第 2 次調査（危険となっ

た住宅等）、1 月 28 日からは第 3 次調査（構造躯体

への被害建物）を行った。その結果は市営住宅の再

建、復旧工事設計に活用された。（神戸市①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)被害状況の把握・確認 

① 各施設所管課の施設管理者は、管理

している施設の被害状況を調査し、災

害対策本部に報告する。 

② 施設使用が明らかに危険であると判

断されるときは、立入禁止の措置を講

ずる。 

③ 施設使用が危険と思われる場合は、

施設課が確認する。 

(2)判定調査の実施 

① 応急危険度判定を実施し、被災建築

物の危険性等を把握する。当面の使用

の可否を判断し、二次的災害を防止す

る。 

② 施設の応急危険度判定の実施につい

て、必要人員が満たされないと思われ

る場合は、災害対策本部を通じて都に

応援要請を行う。 

(3)応急復旧の実施 

① 引き続き、被災度区分判定を実施

し、被災度に基づく応急復旧を実施す

る。 

(4)復旧計画の検討 

① 被災度に基づき、施設の復旧、再建

方法の検討を行う。 

② 区有施設の被害状況を集約し、再建

方法や優先順位を決定する。 

③ 区有施設の再建計画を策定し、都市

復興基本計画に反映する。 

発災 

必要な物品   
 
・各施設位置図 □ 
・各施設設計図           □ 
・デジカメ             □ 
・調査器具、調査票         □ 
・筆記具 □ 
・ヘルメット、軍手 □ 
・車両または自転車 □ 
 
 
  
 

被害状況の 
把握・確認 

【災対総務部、各施設所管課】 

留意事項 
○ 被害状況調査は各施設管理者が発災時、チ

ェックリスト等で調査を実施する。 
○ 応急危険度判定／被災度区分判定は、専門

技術者を派遣して行う。 
○ 避難施設等に使う施設については、優先し

て調査、判定、応急復旧を行う。 
 

今後の課題 
○ 応急危険度判定／被災度区分判定について

の専門技術者の確保及び配置。（実施体制の
整備） 

○ 区有施設の優先度の順位付け。 

判定調査の実施 
【施設課、各施設所管課】 

復旧計画の検討 
【企画課、財政課、施設課、

施設計画課、都市計画課】 

応急復旧の実施 
【施設課、各施設所管課】 

３日以内 

１週間以内 

できるだけ

早い時期 

１か月以降 

※資料編 P 資 38～43 参照 
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 第１章 復興体制の整備    第１節 被害状況と復興需要の把握 

 

３ くらしの復旧に向けた社会調査 

実 施 責 任 担 当 課 関係各課 

マニュアル更新担当課 防災課、都市計画課 

活動のあらまし 

東京都震災復興マニュアルには、生活・住宅・産業再建のため「被災者生活実態調査」や「雇

用状況調査」といった被災者の意向を把握するための調査の実施が、案として示されている。 

震災後のくらしの復旧に向けた対策を展開するため、自記方式等の社会調査を実施する。有効

な対策を実施するため、早めの調査実施を図る。 

なお、生活の復旧状況と対策を修正するため、継続的に社会調査を実施する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間～１か月 
被災者生活実態調査（兼地域福祉需要調査） 

１か月以内 商店や事業者の被害把握 

１か月以内 児童生徒の状況把握 

 留意事項： 

  

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：くらしの復旧に向けての調査事例 

 

◆（兵庫県）震災後 3 日目の平成 7 年 1 月 20 日に

緊急救援活動部（生活文化部）のもとで県職員と警

察官の合同チーム「避難所緊急パトロール隊」を編

成した。この隊で 1 か月間に「福祉施設等の緊急一

時入所希望調査」「ボランティアニーズの把握調査」

「避難所における健康医療関係調査」「避難所の生

活実態調査」を実施した。また、3 月までにボラン

ティア・炊き出し状況調査、避難所状況調査を実施

し、4～7 月には避難所における世帯数等の把握調

査・ボランティア活動状況調査等を実施した。なお

市外・県外避難者の生活実態は十分でなかったとさ

れている。（内閣府②） 

◆（神戸市）神戸市では、3 月「避難されている市

民の方に関する調査」を実施した。避難所で 3 万 2

千枚を配布し、2 万枚強を回収。結果は避難所改善、

仮設住宅確保等に役立てた。5月には「避難所個別 

 

面談調査」が 1 万 4 千世帯を対象に実施され、7 月

に避難所で避難者個別面談指導がなされ、仮設住宅

への移転が進んだ。8 月 20 日には避難所は閉鎖さ

れ、12の待機所にまとめられた。（内閣府②） 

◆（新潟県）平成 16 年中越地震では、被災 10 日後

の 11 月 3 日県災害対策本部は全避難所一斉調査を

行った。342 の避難所で 126 人の職員が聞き取り調

査を実施、結果は 5 日の本部員会議に出され、食事、

トイレ等避難環境の改善が指示され、仮設住宅要望

になった。特に大規模な避難所には 11 月 17 日に第

二次調査が実施され、冬到来に備え暖房の確保、間

仕切り強化等が指示された。年内の 12 月 21 日には

避難所は解消された。（中越①） 
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※資料編 P 資 44～46 参照 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)被災者生活実態調査（兼地域福祉需

要調査） 

① 避難所滞在者・応急的住宅入居者・

住宅等残留者・区外避難者などを対象

に実施する。 

② 被災者生活実態調査（兼地域福祉需

要調査）を実施し、被災前後の状況、

今後の住宅や生活再建意向を把握す

る。復興基本計画、住宅復興基本計画

等の基礎データとなる。 

③ 必要に応じ、都及び他の自治体の応

援を受ける。応援を受ける場合は、応

援職員に対し、調査の手順を周知徹底

する。 

④ 調査結果については、都の福祉保健

局に報告する。 

(2)商店や事業所の被害把握 

① 商店主・事業者を対象に実施する。 

② 被害の実態、再建のための支援ニー

ズ等を把握する。 

③ 産業復興基本計画等の基礎データと

する。 

(3)児童生徒の状況把握 

① 各教育相談窓口等に寄せられた相談

内容や、各校からの報告等を通じて、

児童生徒の不安等に対するケアニーズ

を把握する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・調査票 □ 
・筆記具 □ 
・腕章 □ 
・被災者生活実態調査票 □ 
・被災者生活実態調査報告書 □ 
 
 

被害概況の把握 
（第２章第１節１を参照） 

留意事項 
○ 被災生活実態調査（兼地域福祉需要調査）

は、各種相談業務等に活用するため、「被災
世帯データベース」を構築する。 

○ 商店、事業所を対象とした調査は、調査結
果の活用方法を検討しておくことが必要で
ある。 

○ 調査対象が分散するため、効率的に進める
必要がある。 

今後の課題 
○ 事前に調査体制を検討しておく。 
○ 調査員が不足する場合は、都の福祉保健局

に応援を要請する。 
○ データベース構造を検討しておく。 
○ 区外避難者の対応方法を検討しておく。 

被災者生活実態調査 

（兼地域福祉需要調査） 

【保健福祉部、関係課】 

商店や事業所の 
被害把握 
【文化商工部】 

児童生徒の状況把握 

【教育総務部】 

３日以内 

１週間～１か月 

１か月以内 
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 第１章 復興体制の整備    第１節 被害状況と復興需要の把握 

 

４ 被災統計データベースの構築 

実 施 責 任 担 当 課 関係各課 

マニュアル更新担当課 防災課 

活動のあらまし 

住棟単位で実施する住家の公的被害認定調査等をＧＩＳ等で統合し、り災証明書の発行、復興

基本計画策定、復興における相談業務等に役立てる。 

また、災害対策本部が集めた情報については、復興本部と情報を共有するとともに、区民への

情報提供が円滑にできるように整理する。 

プロセスのポイント 

発災から 

随時 家屋被害状況等をデータベース化 

１か月以降 データベース利用を開始 

 留意事項： 

  

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 コラム：被害調査のデータベース開発の経過 

 

従来の災害においては、被害や被災者の情報は紙

の台帳であったが、平成 7 年阪神・淡路大震災をき

っかけにＩＴ化が始まっている。 

◆（西宮市）1995 年阪神・淡路大震災では、直後

から情報システム担当職員が「被災者支援システム」

を短期間に開発した。ベースは「被災者台帳」、「被

災家屋台帳」の 2 システムで構成される「被災者支

援システム」で、「り災証明書」、「被災家屋証明書」

発行や義援金の給付や生活支援金の貸付管理など被

災者支援制度の管理も行った。サブに「避難所関連

システム」、「緊急物資管理システム」、「仮設住宅管

理システム」、「犠牲者遺族管理システム」、「復旧・

復興関連システム（GIS を利用）」、「倒壊家屋管理

システム」が付随している。これは汎用 Web で総務

省から全国に提供されている。 

◆（小千谷市）平成 16 年新潟県中越地震の小千谷

市では、被災後 2 日目から富士常葉大・京大防災研

により、建物被害認定調査～り災証明発行、被災者

台帳構築にいたる支援システム開発が行われた。地

理情報システム（GIS）を使った「建物被害データ

ベース」に建物被害や世帯の状況の調査票と外観被

害写真が入力された。これは約 10 日間で完成し、

これを用いて「り災証明書発行」を行い、窓口業務

が効率化された。（消防防災博物館ＨＰ） 

◆（柏崎市）平成 19 年中越沖地震の柏崎市では、

相談業務と支援金配分業務に焦点を当てた「被災者

生活再建支援台帳システム」が構築された。被災者

台帳に、住民基本台帳・市民税台帳・固定資産税台

帳を取り込み、統合した。各所の相談窓口に PC 端

末を設置し、要件に従い様々な支援策に該当する対

象者を同定・抽出することで、「相談所に訪れてい

ない被災者世帯」や「支援金が未支給の被災者世帯」

を洗い出し、能動的なサービスを実現した。（地域

安全学会①）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)区有施設被害データベース 

① 区有施設の被害、利用状況、復旧状

況などをＧＩＳ上に統合する。 

(2)道路被害データベース 

① 道路の被害、通行状況、復旧状況な

どをＧＩＳ上に統合する。 

(3)空地（公園）利用データベース 

① 道路の被害、通行状況、復旧状況な

どをＧＩＳ上に統合する。 

② 民間空地で暫定利用できるものにつ

いて利用状況を記録していく。 

(4)家屋被害データベース 

① 住家の公的被害認定調査の結果をＧ

ＩＳ上に統合する。 

② 家屋被害認定は住棟単位だが、り災

証明は世帯単位であることに注意す

る。（建物ＩＤで統合） 

③ 家屋被害データベースは、被害概況

調査、応急危険度判定調査、住家の公

的被害認定調査、その他被害状況を重

ね合わせて構築する。 

④ 各々の現場調査用地図は同一のもの

を利用する。 

(5)データベースの利用 

① り災証明書発行や各種区民相談窓口

で利用する。 

② 利用にあたっては、データベースに

利用記録（発行記録、相談記録）を残

す。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・データベースシステム一式 □ 
・入力用データ（被害調査等） □ 
・データベース入力マニュアル □ 
 
 
 
 
 
 

区有施設被害 
データベース 
【各区有施設所管課】 

留意事項 
○ データベースに載せきれない写真や図面な

どの情報は、各所管部課で整理し、区民の
問合せ等に活用する。 

○ データ入力のための人員を確保する。 
 

今後の課題 
○ 個人情報保護に関して、事前に個人情報保

護審議会に諮り、承認を取り付けておくこ
と。 

○ 都と連携し、データベースの構築を図る。 
○ データベースの使用方法については、平時

から研修等をしておくこと。 
 
 

道路被害データベース 

【道路管理課】 

空地（公園）利用 

データベース 

【公園緑地課】 

家屋被害データベース 

【都市整備部】 

データベースの利用 

【各課】 

直後 

１か月 

１か月以降 
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第１章 復興体制の整備    第１節 被害状況と復興需要の把握 

 

５ 生活再建状況の継続的把握 

実 施 責 任 担 当 課 震災復興本部、関係各課 

マニュアル更新担当課 防災課、都市計画課 

活動のあらまし 

区民生活の再建状況に関する継続的な社会調査を実施し、復興計画や復興施策に反映する。 

また、必要に応じて被災者生活実態調査のフォロー調査を実施するなど、区民生活の再建状況

等及び問題点についての情報収集を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月後 各種支援施策の適用状況の把握 

３週間～６か月

程度 
被災者生活実態調査（フォロー調査）の実施 

随時 区民生活の再建状況の把握及び公表 

 留意事項： 

  

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の生活再建状況把握 

 

◆（兵庫県）阪神・淡路大震災から半年が経過した

平成 7 年 7 月 17 日、県の呼びかけによって、12 人

の有識者で構成する「被災者復興支援会議」が発足

し、平成 17 年 3 月まで活動した。復興の一方で、

将来の生活再建への展望が見い出せず明日の暮らし

に不安を抱く被災者が少なくないため、この会議は、

被災者と行政の間に立って生活再建に向けた課題等

を検討し、「被災者」の復興に向けた提案等を行政、

被災者双方に向けて行っていくとされた。 

 この会議では、「現地意見交換会」（メンバーが現

地に赴き、被災者や被災者支援団体との意見交換会）

「土曜いどばた会議」（被災者と会議メンバーが寄

り合い、毎週土曜日開催、251 回）「常時窓口の開

設」、その他復興かわらばん発行や情報コーナー開

設、提案活動など、被災者・支援団体・行政などを

「つなぐ」諸活動が行われた。「仮設住宅自治会づ 

 

くりフォーラム」を皮切りとする様々な集会や、全

国に募金を呼びかけた『年末「愛のもちより」活動』

も展開された。 

 提案をみると第 1 期（～平成 11 年 3 月）では応

急仮設住宅団地の自治会づくり、被災者の心のケア

対策の充実、第 2 期（～平成 13 年 3 月）では復興

住宅における被災高齢者安否確認や見守り、第 3 期

（～平成 17 年 3 月）では被災地内の空き地有効活

用、被災住宅の再建支援制度等でテーマが推移して

いる。この活動は、平成 17 年度より県の「復興フ

ォローアップ」（復興フォローアップ委員会、高齢

者自立支援専門委員会、まちのにぎわいづくり専門

委員会、復興タウンミーティング）に引き継がれて

いる。（兵庫県ＨＰ）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)各種支援施設の適用状況の把握 

① 各部課は、住民生活の再建等のため

に実施した施策の適用状況を把握し、

震災復興本部に報告する。 

② 震災復興本部は、各部課の報告に基

づき、都復興本部に報告する。 

③ 震災復興本部は、各部課の支援施策

の適用状況を集約し、復興計画・施策

の進行管理を行う。 

(2)被災者生活実態調査（フォロー調

査）の実施 

① 被災者生活実態調査のフォロー調査

の実施について、都と協議・検討を行

う。 

(3)区民生活の再建状況の把握 

① 区民からの相談状況や被災者支援団

体等からの情報等を把握する。 

② 区民生活の再建状況等及び問題点に

ついて整理した後、必要に応じて都復

興本部に情報提供する。 

(4)区民生活の再建状況の公表 

① 区民生活の再建状況を把握結果に基

づき、復興計画や復興施策へ反映させ

るとともに、進行管理を行う。 

② 調査結果は表現を工夫し、区民にわ

かりやすく公表する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・被災者生活実態フォロー調査票 □ 
・被災者生活実態フォロー調査報告書 □ 
・区民生活再建状況調査票 □ 
・区民生活再建状況報告書 □ 
 
 
 
 
 
 

各種支援施策の 
適用状況の把握 
【各部課、震災復興本部】 

留意事項 
○ フォロー調査を実施する場合は、第１章第

１節３（P24,25）を参照し、手順等を確認
する。 

○ 復興本部は、問題がある場合は、適切な改
善処置が講じられるよう全体調整を行う。 

 

今後の課題 
○ 区民生活の再建状況を把握するための調査

期間の単位を検討しておく。（数か月、数年
毎等） 

○ 調査方法、調査票案を検討しておく。 
 

区民生活の 
再建状況の公表 

【震災復興本部】 

１か月後 

区民生活の 
再建状況の把握 

【震災復興本部】 

随時 

被災者生活実態 
フォロー調査 

【保健福祉部、関係課】 

３週間～ 

６か月程度 
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 第１章 復興体制の整備    第１節 被害状況と復興需要の把握 

 

６ 市街地の復興状況の継続的把握 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

建物新築動向や復興都市計画事業の進捗状況を適宜把握し、被災区民の視点に立った、復興

計画の適切な進行管理を行う。 

 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 建築確認申請状況の把握集約 

１か月以降 都市復興状況の把握 

１か月以降 生活関連施設の復旧・復興状況の把握 

 留意事項：  

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：復興検証事業の展開 

 

 震災復興は、数多くのプロジェクトを 5 年、10

年と長い年月をかけて実現していく事業である。大

正 12 年関東大震災は昭和 5 年の「帝都復興祭」で

一段落したが、阪神・淡路大震災では 10 年以上か

かっている。 

◆（兵庫県）震災から 5 年後、兵庫県は新聞社との

共催により「震災対策国際検証事業」を実施した。

マスコミ、各種シンポジウム等においてトップテー

マとして取り上げられた項目、国会の論戦や県議会

の質問等で取り上げられた項目など、約 400 項目を

リストアップし、20 テーマを決定し、国内検証委

員と、その推薦により国外検証委員を選任した。各

委員は自ら大部の報告書を執筆し教訓を残し、兵庫

県「阪神・淡路震災復興計画後期 5 カ年推進プログ

ラム」に反映された。 

 10 年目は「阪神・淡路震災復興計画」最終年度

であるため、兵庫県では「復興 10年委員会」を設 

 

置し、復興事業の総括・検証作業を実施した。 

◆（神戸市等）震災 3 年後の平成 10 年 6 月「神戸

市復興・活性化推進懇話会」を設置し、「生活再建」

「安全都市」「住宅・都市再建」「経済・港湾・文化」

の 4分野について、復興状況の検証を実施した。 

 神戸市の場合、学識者による評価だけでなく、幅

広く市民各層に対して復興に関するヒアリング・ア

ンケートなどを実施して様々な意見を聞き、市民と

の協働によって総括・検証を進めた。これらの検証

結果は、「神戸市復興計画推進プログラム」（神戸市）

の策定に反映された。 

 また、「神戸市復興計画」は平成 16 年度に完了

予定であった。総仕上げを行うために、平成 15 年

度から「神戸市復興・活性化推進懇話会」が主体と

なって、復興の総括・検証を行った。芦屋市でも、

震災から 10 年間の復興事業の総括・検証作業を、

市民を交えて実施している。（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)建築動向の把握 

① 建築確認申請件数及び確認状況につ

いて、一定期間ごとに集約し、震災復

興本部に報告する。 

(2)都市復興状況の把握 

① 復興対象地区区分を指定した場合、

区分ごとに市街地の復興状況を把握す

る。 

(3)生活関連施設の復旧・復興状況の把

握 

① 生活関連施設の復旧・復興状況につ

いて、震災復興本部に報告する。 

(4)復旧・復興施策、計画の進行管理 

① 震災復興本部は、復旧・復興状況を

把握し、復興計画及び復興施策の進行

管理と適切な見直しに取り組む。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・建築確認データ □ 
・都市復興データ □ 
 
 
 
 
 

建築動向の把握 
【建築審査課】  

留意事項 
○ 被災者の生活状況などもあわせ、適切な復

興状況の管理を適宜行うこと。 
○ 問題が生じた場合は、適切な措置が講じら

れるよう全体調整を行う。 
○ 復興計画等は調査内容に合わせ、適宜見直

すこと。 
 

今後の課題 
○ 調査内容と調査方法の検討をしておく。 
○ 調査結果は、ホームページ等で公表する。 
 
 

生活関連施設の復旧・

復興状況の把握 

【各所管課】 

都市復興状況の把握

【都市計画課】 

復旧・復興施策、

計画の進行管理 

【震災復興本部】 

直後 

１か月以降 

１か月以降 

随時 
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第１章 第２節 

生活再建支援体制の整備 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住家の公的被害認定調査（東京都マニュアルで言う家屋被害状況調査、内

閣府マニュアルで言う二次判定調査に相当）に基づいて、り災証明書を発行

する。 

り災証明書は個人の財産権に大きく影響するので、各種の調査情報をデー

タベース化し、収集した被災情報を活用するなど、被災者の納得を得るよう

に努める必要がある。また、調査内容に不服がある被災者には、立ち会い内

観調査である追加調査（内閣府マニュアルで言う三次判定調査に相当）を速

やかに実施することにより、被害を確定し、り災証明書を発行する。 

り災証明発行会場に被災者相談窓口を開設することによって、被災者の生

活再建等の支援を行う。 

発災後１週間             １か月以降             随時     

家屋被害状況調査 

発行体制の構築 
・人員確保 

・機材の準備 

・隣接会場に相談窓口を設置 

臨時相談窓口の開設 

り災証明書の発行 

・再調査の実施 

・再調査結果の対応 

被災者総合相談所の開設 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第１章 復興体制の整備    第２節 生活再建支援体制の整備 

 

１ り災証明書の発行 

実 施 責 任 担 当 課 区民部、関係各課 

マニュアル更新担当課 防災課 

活動のあらまし 

り災証明書の発行に必要な要員を確保する。り災証明発行会場を確保し、発行に必要な資機材

を準備する。 

被災者からの申請をうけて、住家の公的被害認定結果をもとに、り災証明書を発行する。 

被災者から再調査の申請が出された時は、被災者等の立会いを要請し、家屋・住家被害状況の

再調査を実施する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以内 り災証明書の発行体制の構築 

１か月以降 り災証明書の発行 

１か月以降 家屋・住家被害状況の再調査 

 留意事項： 

  

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災のり災証明の発行状況 

 

通常の災害でも、被災者は自治体が発行する

「り災証明書」を得て、税金等の減免、損害保

険の請求、見舞金受領などを行う。通例は、被

災者からの申し出を「被災届出証明書」として

被災地の自治体長が発行する仕組みである。 

◆（神戸市）震災後間もない時期から区役所窓

口へ、数多くの市民がり災証明書を取りに来た。

しかし被害程度を確認できない。市災害対策本

部で協議が重ねられ、結果、市内の全建物を調

査し、住宅地図にり災の程度を表示した「り災

台帳」を作成し、台帳に基づいて「り災証明書」

を発行する仕組みとした。 

 2 月 6 日から 9 か所のみ区役所でり災証明の発

行と義援金の交付を開始した。被災者が殺到し、

即日での処理が困難となった。整理券を発行し、

後日予約制にせざるを得なかった。（内閣府①） 

◆（尼崎市）災害の全容がつかめないまま、証 

 

明書の発行が急がれた。その手続きは早急な対

応を優先して、従来の小災害と同様、1) 発行は

支所で 2) 被害を自己申告（社会福祉協議会会長

や民生児童委員が被害の確認）3) 被害程度は全

半壊の判定をせず記述式とした。このように迅

速に証明書を発行したが、後日に大きな課題を

残すこととなった。（内閣府①） 

◆自治体へのアンケートによると、調査を締め

切った後でも被害申告しなかった方が、一部損

壊の被害届を次々と出してきたという。震災か

ら 3 年を経過すると、判断できないケースが出

た。り災証明書の有無では税金面での扱いが違

うため、後からの被害報告が多くあった。また、

商工関係の被害把握にも必要だった。政府系中

小企業金融機関が行う災害特別貸付も、市町村

長の発行する被害証明書または特別被害証明書

が必要になった。（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)り災台帳の作成 

① 応急危険度判定や家屋・住家被害状

況調査等の実施状況、固定資産税関連

情報、建築確認状況等に基づき、り災

台帳を完成させる。 

(2)発行体制の構築 

① り災証明の発行に必要な要員を確保

する。  

② 被災情報のデータベースを確認でき

る端末をセットアップする。 

③ り災証明書を発行する窓口の開設を

準備する。 

④ 隣接会場に相談窓口を設置する。 

(3)り災証明書の受付と発行 

① り災証明発行と被災者への支援内容

等について、広報やホームページ等で

周知する。 

② 申請者に対し、住家の公的被害認定

調査の内容をもとにり災証明書を発行

する。 

③ 内容に不服がある場合には、再調査

の日程を調整する。 

(4)再調査の実施 

① 再調査の申請が出された場合は、被

災者等の立会いを要請し、家屋・住家

被害状況の再調査（第３次調査）を実

施する。 

(5)再調査結果の対応 

① 再調査結果をもとに、り災証明書を

発行する。 
 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・パソコン □ 
・プリンター □ 
・り災台帳 □ 
・住家の公的被害認定調査ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ □ 
・り災証明申請書書式 □ 
・り災証明書書式 □ 
・再調査実施要領 □ 
 
 
 

留意事項 
○ 火災による焼失に関するり災証明書の発行

窓口について、消防署と協議すること。 
○ 証明内容について不服があるときの処理に

ついては、再調査の実施主体である建築審
査課と調整しておく。 
 

今後の課題 
○ り災証明の発行までのフロー（データベー

スの活用方法等）について、平時から研修
等をしておくこと。 

 
 

再調査結果の対応 
【区民部】 

再調査の実施 
【都市整備部】 

発行体制の構築 
【区民部】 

１か月以内 

り災証明書の 
受付と発行 

【区民部】 

１か月以降 

住家の公的被害認定調査 

（家屋被害状況調査） 

（第１章第１節１を参照） 

※資料編 P 資 47～50 参照 
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 第１章 復興体制の整備    第２節 生活再建支援体制の整備 

 

２ 生活再建相談 

実 施 責 任 担 当 課 広報課、関係各課 

マニュアル更新担当課 広報課 

活動のあらまし 

 被災者の生活再建のために各種相談窓口を開設し、必要な情報を総合的かつ一元的に提供す

る。 

法律、不動産、医療、介護など専門的分野の相談にあたっては専門家団体と連携する。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 避難拠点等での被災者相談の展開 

１週間以内 臨時相談窓口の開設 

１か月程度 総合相談所の開設 

 留意事項：   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の相談状況 

 

◆（芦屋市）震災直後、災対本部の電話対応班では

当初 1 週間はベルが止むことはなかった。その後、

県・他市町村職員・ボランティアの応援や夜間当直

を得て 8 月末まで対応した。英、仏、中、ハングル

の対応や英語版情報誌の発行も行った。 

 翌 18 日早朝「総合相談窓口」を設置。当初は市

役所に安否確認に来る市民が多く、受付件数は 30

分間に 100 人を超えた。職員 4 人は 6日目まで泊ま

り込み、翌週から交代要員もきた。 

 借家借地の相談問い合わせが増え、神戸市弁護士

会に派遣を要請、1 月 30 日～2 月 28 日に商工会館

集会室で開催した。派遣経費は無料にしてもらった。

毎日弁護士 3 人が対応した。2 月には松浜公園で県

による日曜法律相談がなされた。3 月からは震災相

談（毎週火曜日）、定例法律相談（毎週木曜日）の

他、弁護士会の日曜一斉相談（7,11,1 月）、総務庁

「震災特別相談所」（6 月）、「震災何でも相談所」

（6月に 2日間）等が開設された。（芦屋市①） 

◆（兵庫県）1 月 24 日、災対本部に総合的窓口

｢情報センター｣を確保、1 週目は 1 日平均 770 件

も電話が殺到した。救援物資、義援金、ホームステ

イ、ボランティアの申し出とともに住宅診断、仮設

住宅、仮設トイレ、風呂、交通、ライフライン等の

問い合わせが多かった。3 月 15 日にはすべての相

談が 1ヶ所で対応できる総合相談窓口「震災復興総

合相談センター」に切り替わった。 

 兵庫県警は、翌 18 日に行方不明者相談所を開き

24 時間体制で全国からの問い合わせに対応した。

翌 19 日には、外国人相談コーナーも開設した。 

 県福祉事務所のベテラン職員による「被災者福祉

なんでも相談」、県立女性センターによる心や生活

上の悩みに関する「女性相談」、兵庫県国際交流協

会「緊急外国人県民特別相談窓口」、兵庫県住宅建

築総合センターなどによる「緊急の総合住宅相談所」

「兵庫県総合住宅相談所」など関連団体や民間にも

多くの相談窓口が生まれた。（兵庫県②） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)臨時相談窓口の開設（り災証明発行

体制構築前） 

① 本庁舎（必要に応じて東・西区民事

務所等）に臨時相談窓口を開設し、被

災情報の提供、応急的な支援の相談等

に対応する。 

② 関係各課は臨時相談窓口への情報提

供及び要員派遣等の支援を行う。 

(2)被災者総合相談所の開設（り災証明

発行体制構築後） 

① り災証明発行会場等に総合相談所を

開設し、生活再建に向けた各種相談に

横断的に対応する。 

② 総合相談窓口、各種相談窓口、各種

申請窓口をワンフロアに設置し、相談

に来た人が相談しながら、その場で手

続きがとれるようにする。 

③ 「災害時における特別法律相談に関

する協定書」に基づき豊島法曹会に派

遣を要請する。また、必要に応じて、

各専門家団体に専門家の派遣を要請す

る。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・被災者相談シート □ 
・被災者相談受付簿 □ 
・受付番号札 □ 
 
 
 
 
 

臨時相談窓口の
開設 

【広報課、関係各課】 

留意事項 
○ 障害のある人、外国人等の対応に留意。 
○ 相談窓口のレイアウトは、個人情報保護に

配慮したものとする。 
 

今後の課題 
○ 想定される相談内容を考慮し、事前に各専

門家団体と協定を結んでおく。 
○ 各専門家団体のリストを作成しておく。 
○ 電話相談のあり方について、事前に検討し

ておく。 
 
 

被災者総合 
相談所の開設 

【震災復興本部、関係各課】 

１週間以内 

１か月程度 

※資料編 P 資 51～52 参照 

被災拠点等での 
被災者相談の展開 
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第１章 第３節 

震災復興基本計画の策定 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災後の速やかな復興を図るため、被災後すぐに復興の枠組みを震災復興

基本方針として区民等に示す。 

続いて、この方針の下に復興に関する実施計画となる震災復興基本計画を

策定し、より具体的な復興への道筋を示していく。 

この震災復興基本計画に基づいて、復興施策を実施していくこととなるた

め、区民等からの意見を聴取し、震災復興基本計画に反映させる。 

 

発災後１週間         １か月        ４か月         ６か月 

区民に向けた復興メッセージの発信 

震災復興基本方針案の作成 

震災復興基本計画の

策定・公表 

震災復興基本方針の決定・公表

震災復興基本計画案の検討 

案の公表と区民意見の反映 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第１章 復興体制の整備    第３節 震災復興基本計画の策定 

 

１ 震災復興基本方針の策定 

実 施 責 任 担 当 課 企画課 

マニュアル更新担当課 企画課 

活動のあらまし 

震災からの速やかな復興を遂げるために、震災復興の目標、復興後の区民生活や市街地形成な

どの基本的な枠組みを、震災後速やかに震災復興基本方針として明らかにする。 

また、震災復興基本方針の中で、震災復興基本計画の策定の手順や構成なども提示しておく。

プロセスのポイント 

発災から 

３日以内 区民に向けた復興へのメッセージ発信 

２週間以内 震災復興基本方針案の検討 

１か月以内 震災復興基本方針の決定・公表 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の復興方針づくり（初期段階） 

 

阪神・淡路大震災では都市復興が先行したが、ど

のような復興を行うかのビジョン等は被災者にはほ

とんど伝わらなかった。県市のトップによる復興へ

の決意表明は 3 月議会でなされ、都市復興より遅れ

た感がある。 

◆（兵庫県）都市復興は、まず先例を学習すること

から始まった。兵庫県では、被災当日、都市住宅部

計画課長が、戦後復興史や関係の資料及び酒田大火

復興の資料を手配した。1 月 20 日に建設省都市局

の区画整理課長らが大混乱の神戸市役所を訪れ、数

時間にわたる会議がもたれ、その結果、重点地区を

定めて事業化する方針が定まったという。建設省も

前日までに酒田大火の資料を取り寄せて参考にして

いた。（兵庫県①） 

◆（神戸市）1 月 26 日、神戸市は、「震災復興計画

に関する基本的な考え方」を示した。都市復興に関

する方針を示したもので、 

①面的に建築物が倒壊・焼失した被災市街地で主要

な区画道路が不足する地区は、土地区画整理事業を

適用する 

②被災市街地で特に都市基盤施設整備と一体的に建

築物の整備を図る必要がある地区は、再開発事業を

適用する 

③被災市街地における防災機能の向上及び道路ネッ

トワークの形成を図るため、街路事業及び道路事業

を適用するという内容であった。（神戸市①） 

◆（芦屋市）1 月末から各市において「復興基本方

針」と「震災復興緊急整備条例」が制定されはじめ

た。2 月 7 日の「芦屋市震災復興基本方針（案）」

をみるとＢ４一枚に、復興の基本方針（早期復旧、

総合的な復興、都市計画事業導入、みどり豊かな国

際文化都市芦屋を再生等）、被災者への住宅供給と

公共用地取得、被害集中地区での事業実施を表現さ

れた。（芦屋市①）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)区民に向けた復興へのメッセージ発

信 

① 震災復興本部の発足、もしくは建築

制限案公表時に区長から区民への復興

メッセージを発信する。 

(2)震災復興基本方針案の検討 

① 災害対策本部からの情報や家屋被害

概況調査の情報をもとに、関係各部課

に対して震災復興基本方針原案の作成

を依頼する。 

② 企画課は、関係各部課の作成した原

案をとりまとめ、必要な調整の後、震

災復興基本方針案として震災復興本部

会議に付議する。  

(3)震災復興基本方針の決定 

① 本部長は、震災復興本部会議での審

議後、震災復興基本方針を決定し、公

表する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・都の基本方針案 □ 
 
 
 

区民に向けた復興への

メッセージ発信 

【企画課】 

留意事項 
 
○ 震災復興基本方針は、東京都の震災復興基

本方針と整合を保つよう調整すること。 
 

今後の課題 
 
○ 区民への公表・発信方法をあらかじめ検討

しておく。 

 
 
 

震災復興基本方針

案の検討 

【企画課、関係部課】 

震災復興基本方針

の決定 

【企画課、関係部課】 

１か月以内 

２週間以内 

３日以内 

※資料編 P 資 53～55 参照 

都市復興基本方針の策定（第２章第２節１を参照） 

震災復興計画の策定（第１章第３節２を参照） 
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 第１章 復興体制の整備    第３節 震災復興基本計画の策定 

 

２ 震災復興基本計画の策定 

実 施 責 任 担 当 課 企画課 

マニュアル更新担当課 企画課 

活動のあらまし 

震災復興基本方針に基づき、復興に関する基本計画となる震災復興基本計画を策定する。 

パブリックコメント等により区民意見を反映させるとともに、震災復興本部会議の審議の後、

震災後６か月以内に策定する。 

プロセスのポイント 

発災から 

３か月以内 震災復興基本計画案の検討 

４か月以内 案の公表と区民意見等の反映 

６か月以内 震災復興基本計画の策定 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：震災復興計画の策定過程  

 

阪神・淡路大震災では、自治体の復興は国の復興

予算の概算要求時期との関係もあり、わずか 6 か月

で進められることとなった。 

◆（兵庫県）1 月 27 日、災害対策本部内に「新都

市再生戦略ビジョンワーキンググループ」を設置し、

防災都市づくりを、人間都市、ネットワーク都市、

未来都市、新産業都市づくりを目指すことを骨子と

した「新都市再生戦略ビジョン作成方針（案）」を

まとめた。2 月 11 日学識者を長とする「都市再生

戦略策定懇話会」が組織された。委員 19 名、うち

10 名は東京の委員であった。続いて、産業、住宅、

外国人など分野別に「復興県民会議」を設置した。

懇話会は 3 月 30 日「阪神・淡路大震災復興戦略ビ

ジョン」を県に提言した。 

 4 月 12 日、提言を踏まえ、たたき台として「阪

神・淡路震災復興計画－基本構想案－」を公表した。

直後に記者発表するとともに、ポスターやリーフレ

ット、新聞などにより意見募集を行った。 

 4 月 24 日県「阪神・淡路都市復興基本計画」、5

月 11 日「阪神・淡路震災復興計画策定調査委員会

発足」、6月 29日に提言を提出。7 月 30 日「阪神・

淡路震災復興計画（ひょうごフェニックス計画）」

を策定した。 

◆（神戸市）平成 7 年 1 月 26 日「神戸市震災復興

本部」設置後、総括局では審議会の設置、3 月まで

の基本方針、6月末計画発表の目標を設定した。 

 2 月 7 日 に 28 名の第 1 回「神戸市復興計画検討

委員会」が開催され、延べ 14 回の委員会等が開か

れた。3 月 27 日に「神戸市復興計画ガイドライン」

を策定した。4 月 22 日には 100 人の委員からなる

「復興計画審議会」が開かれ、3 小委員会も含む 12

回の会議を経て、6 月 29 日に答申が出された。そ

れをもとに 6 月 30 日 「神戸市復興計画」が策定さ

れた。（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)震災復興基本計画案の検討 

① 本部長は、震災復興基本方針決定

後、震災復興基本計画の策定方針を関

係部課に示し、基本計画案の作成を依

頼する。 

② 企画課は、震災復興基本計画を策定

するための体制を確立し、円滑な事務

執行に努めるとともに、計画策定に係

る総合調整を行う。 

③ 関係部課は、策定方針を受け、計画

内容について企画課と調整し、案を作

成する。 

④ 企画課は、基本計画案をとりまとめ

る。 

⑤ 財政課は、財政計画を作成する。 

(2)案の公表と区民意見の反映 

① 震災復興基本計画案を公表し、パブ

リックコメント等により区民意見を反

映する。 

(3)震災復興基本計画の策定 

① 本部長は、震災復興本部会議での審

議後、震災復興基本計画を策定し、公

表する。 

(4)震災復興基本計画の進行管理と修正 

① 国や都の施策状況、まちの復旧復興

状況、区民生活の再建状況、震災復興

基本計画の進捗状況等をもとに、進行

管理し、必要に応じて、都と連携し、

震災復興計画を修正する。 

 

 

 

発災 

震災復興基本方針の決定 

（第１章第３節１を参照） 

必要な物品   
 
・豊島区基本計画 □ 
・豊島区都市計画マスタープラン □ 
 
 
 

震災復興基本計画案の

検討 

【企画課、関係部課】 

留意事項 
○ 東京都の震災復興計画との整合を図るこ

と。 
○ 先行して進む可能性が高い、都市計画等に

係る都市復興基本計画（骨子案）との整合
を図ること。 

 

今後の課題 
○ 検討組織に区議会議員、学識経験者等を加

える場合は、基本構想・基本計画審議会等
の平時のつながりに留意すること。 
 
 

案の公表と区民意見 

の反映 

【企画課】 

震災復興基本計画

の策定 

【企画課】 

１か月以内 

３か月以内 

４か月以内 

６か月以内 

震災復興基本計画の 

進行管理と修正 

【復興統括局（企画課）】 

随時 

※資料編 P 資 56 参照 
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第１章 第４節 

財源確保・復興基金 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

震災が発生した場合には、復興施策の推進に巨額の財政需要が見込まれる

一方で、大幅な税収減が想定されることから、財源対策は極めて重要であ

る。そのため、被災直後の早い段階から財政需要の規模の把握に努めるとと

もに、国や東京都に対して必要な財源措置を求めていく。 

また、東京都において復興基金が創設された場合には、これに協力し、復

興基金を使った復興支援策を検討する。 

 

発災後１週間      ２週間     １か月              ６か月 

復興事業に要する 

財政需要の把握 

震災復興計画に係

る財政規模の算定

 

精

査

復興基金の設立につ

いて東京都と協議 

復興基金の設立・活用 

区の予算措置 

・基本財産に係る出損金 

・運用財産に係る貸付金 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 

応急・復旧事業に要

する財政需要の把握 
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 第１章 復興体制の整備    第４節 財源確保・復興基金 

 

１ 震災復興のための財政需要の推定 

実 施 責 任 担 当 課 財政課 

マニュアル更新担当課 財政課 

活動のあらまし 

財政需要は、予算措置、財源対策や特例措置に係る国や東京都への要望、復興計画の策定等を

行うときの基礎資料になる。そのため、速やかな把握とともに、高い精度も求められる。した

がって、財政需要は数次にわたって見込み、順次その精度を高めていく。 

ただし、特に緊急度が高い対策は、第一次の財政需要見込みの報告に含めるよう努めることと

する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 応急復旧事業に要する財政需要を算定する 

１か月以内 復興事業に要する財政需要を算定する 

６か月以内 震災復興計画に係る財政規模を算定する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の復興に係る財政負担 

 

 阪神・淡路大震災復興では、94 年度から 96 年度

当初及び補正予算を合わせ、総額 3 兆 9,600 億円が

投じられた。94 年度から 99 年度までの 6 年間で、

国・兵庫県・大阪府・被災自治体と阪神・淡路大震

災復興基金の予算から「震災復興関連事業」を集計

した結果、兵庫県の公称被害額（約 9 兆 9,268 億円）

とほぼ同じ規模の累計総額（9 兆 7,000 億円）が算

出されたという。 

 国の復興財源は歳出の振り替え、増税、復興国債

発行など様々な議論があったが、最終的には「赤字

国債」の発行によることとなった。 

 被災自治体では、復興財源の確保が課題となり、

「交付税の増額」「地方債に関する措置」「復興基金

の創設」などが提案された。当時は景気対策に公共

主導型の需要創出を図るという時代で、予算面は非

常にしやすかったという。新たに「阪神・淡路大震

災に対処するための特別の財政援助及び助成に関す

る法律」が 3 月 1 日から施行されて、激甚災害の補

助率アップ、公営企業等も含めた補助対象の拡大が

図られた。 

 それでも自治体の財政に大きい悪影響を及ぼして

いる。神戸市では、震災による市税の大幅な減収と

膨大な復興財源の捻出という二律背反の状況にあっ

て、行政運営は困難を極めた。そこで、「神戸市行

財政改善緊急 3 ヶ年計画（平成 8～10 年度）」を策

定し、組織再編、職員総定数の削減、事務事業の全

面的見直し、震災前に計画された事業の再検討、外

郭団体の統廃合などに取り組んだ。 

 西宮市では、平成 6 年度から 15 年度までの震災

関連事業の執行額の合計は、約 4,301 億円に上り、

この財源は、国庫支出金が 1,717 億円、県支出金が

94 億円の合計 1,811 億円で、42.1％を占め、その

次に借入金である市債が 1,668 億円、38.8％にもの

ぼっている。（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)応急復旧事業に要する財政需要算定 

① 各部課 

 緊急を要する応急復旧事業や被災者

の生活支援に関する財政需要を算定

し、財政課に報告する。 

② 財政課 

 応急復旧事業に要する財政需要を集

約し、震災復興本部に報告する。 

 緊急度の高い対策には、予算の流

用、予備費充当、補正予算の編成等で

必要額を確保し、速やかに予算を執行

する。 

(2)復興事業に要する財政需要の算定 

① 各部課 

 復興事業に要する財政需要を算定

し、財政課に報告する。 

② 財政課 

復興事業に要する財政需要を集約

し、震災復興本部に報告する。 

 財源確保を図るため、起債申請等所

要の手続きを行うとともに、特別措置

について国及び都に要望する。 

(3)震災復興計画に係る財政規模の算定 

① 各部課 

震災復興計画に盛り込まれる各事業

の実施に必要な予算額を算定し、財政

課に報告する。 

② 財政課 

 総予算額（財政規模）及び各年度に

必要な予算額を算定し、震災復興本部

に報告する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・財政需要見込シート □ 
 
 

応急復旧事業に要する

財政需要の算定 

【財政課、各部課】 

留意事項 
○ 国の激甚災害に指定されると、公共施設の

復旧に要する事業費の補助率のかさ上げ措
置が講じられる。 

○ 東京都において復興基金が創設された場
合、これを最大限活用した復興支援策を検
討する。 

○ 財政課への財政需要の報告は、「財政需要見
込シート」により行う。 
 

今後の課題 
○ システムダウン時の予算執行方法の検討。 
 

復興事業に要する 

財政需要の算定 

【財政課、各部課】 

震災復興計画に 

係る財政規模の算定 

【財政課、各部課】 

１週間以内 

１か月以内 

６か月以内 

※資料編 P 資 57 参照 

被害概況の把握 
（第２章第１節を参照） 

都市復興基本方針の策定 

（第２章第２節１を参照） 
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 第１章 復興体制の整備    第４節 財源確保・復興基金 

 

２ 復興基金 

実 施 責 任 担 当 課 財政課 

マニュアル更新担当課 財政課 

活動のあらまし 

東京都では、震災からの早期復興を図るため、行政による被災者の救済と自立支援及び被災地

域に係る総合的な復興対策の取り組みを補完し、被災者の生活の安定を図るための財源とし

て、発災後、国や関係区市町村と協議のうえ、復興基金を創設する予定である。 

区も復興基金に応分の協力をすることによって、被災者の復興を支援することとする。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以内 復興基金の設立について国、東京都等と協議する 

２週間前後 復興基金の設立に係る予算措置を行う 

１か月前後 復興事業の財源に復興基金を活用する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：復興基金の活躍                      

 

◆平成 7 年阪神・淡路大震災では、雲仙・普賢岳噴

火で設けられた災害対策基金を参考に、「（財）阪

神・淡路大震災復興基金」が設立された。2 月、

県・市と国が検討をはじめ、4 月に設立。基本財産

200 億円と県・神戸市が拠出した資産 9,000 億円の

運用益を使って、10 年間で延べ 113 事業に取り組

んできた。 

 10 年間の運用益は約 3,600 億円に上り、主な事

業は「住宅対策」32％（1,140 億円）、「産業対策」

が 15％（541 億円）、被災者自立支援金など「生活

対策」が 51％（1,826 億円）を占めた。最高 120 万

円支給の被災者自立支援金には 1,415 億円が使われ、

住宅再建・購入融資への利子補給は約 3 万 4,000 人

が利用した。2005 年 2 月、運用が終了、運用益の

残余分 40 億円をこれらの課題に充てて取り組むこ

とを決めた。 

 事業内容では、個人・団体を問わず、被災者が自

ら震災の被害から立ち上がる行為を支援するための

事業で、公的な支援制度が存しないか不十分で補完

が必要な場合に限定するとされたが、徐々に様々な

メニューが充実され、法による支援の不備をカバー

していった。なお前例の「雲仙岳災害対策基金」

（総被害額 2,300 億円、基金規模 1,000 億円）と比

べて総被害額を考えると規模は必ずしも十分ではな

かったという意見もある。 

◆「新潟県中越大震災復興基金」は、平成 20 年 3

月 1日に設立された。復興基金の規模は 3,000 億円

とされた。3 月から 4 月にかけて県民等からの提案

を募集した。4 月から 9 月の間に 6 回にわたり 7 分

野（生活支援、雇用対策、住宅支援、産業対策、農

林水産業、観光、教育）54 のメニューが事業化さ

れ、その後も充実されている。なお阪神・淡路大震

災に比して被害額は 1/6 であったが、基金は 1/3 と

なった。（中越①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等

(1)基金創設への協議 

① 復興基金の設立について、東京都と

協議する。 

② 東京都が設置する設立準備委員会に

参加する。 

(2)基金設立に係る予算措置 

① 復興基金の基本財産に係る出捐及び

運用財産に係る貸付けのための予算措

置を講ずる。 

(3)復興事業の財源に復興基金を活用 

① 復興基金の事業内容について、区の

意見を反映させる。 

② 復興事業の財源に復興基金の活用を

図る。 

③ 区に係る復興基金の活用体制を構築

する。 

発災 

必要な物品   
 
 
 

留意事項 
○ 復興基金が使える事業はどのようなもの

か、都の基金であっても運用は区に委任さ
れるような仕組みなどを東京都と協議して
おく。 

○ 区独自の復興事業に基金が使えるよう、東
京都に配慮を求めること。 

 

今後の課題 
○ 復興基金で対応すべき事業をあらかじめ想

定・整理しておく必要がある。 
 
 

基金設立に係る 
予算措置 
【財政課】 

復興事業の財源に 

復興基金を活用 

【財政課】 

２週間以内 

被害概況の把握 
（第２章第１節を参照） 

基金創設への協議 
【財政課】 

２週間前後 

１か月前後 

※資料編 P 資 58～65 参照 
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第１章 第５節 

復旧復興の用地確保と利用調整 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

限られたスペースを有効に活用するために、計画的な利用を検討する。 

利用可能なスペースを把握し、確保するとともに利用内容の調整が必要と

なる。 

災害対策本部決定した利用方法は速やかに周知し、決定された方法で有効

活用を図る。 

利用状況は常に把握し、状況の変化に応じて再検討を行う。 
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 第１章 復興体制の整備    第５節 復旧復興の用地確保と利用調整 

 

１ 用地の確保と利用調整 

実 施 責 任 担 当 課 財産運用課 

マニュアル更新担当課 財産運用課 

活動のあらまし 

限られたスペースを有効に活用するために、計画的な利用を図る。 

利用可能なスペースを確保するとともに、利用決定にあたる優先順位などを定めた「用地調整

基本方針」を策定する。 

基本方針に基づいて、設置された用地調整会議において、調整を行う。 

利用状況は常に把握し、状況の変化に応じて再調整を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 緊急利用状況及び用地の把握 

１週間以内 用地調整基本方針の策定 

１週間以降 用地需要の集約と用地調整会議の開催 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：様々な用地需要の発生 

 

西宮市の記録から関連する出来事をみてみよう。 

◆（物資の保管）被災直後、災対本部物資供給班は、

直後は市庁舎玄関前、公用駐車場、市民会館等に物

資を受け入れし保管したが、その後、5 箇所の体育

館や海音寺南公園のテント、ＪＲ西宮駅南テント等

に保管した。これらの作業は 9月まで続いた。 

◆（遺体の収容）当初、市内体育館 5 箇所を仮安置

所に想定していたが、交通麻痺等から避難所に遺体

安置がある事態が生じた。棺やドライアイスも不足

し混乱したが、1月 30 日には火葬に付した。 

◆（がれき仮置き場）倒壊家屋の撤去申し込みが 1

月 30 日から始まったが、解体による産業廃棄物は

1 月 18 日に県甲子園浜下水処理場拡張予定地 13ha

を借りて仮置き場にした。仮置き場では、廃棄物の

受け入れ、集積、選別（木材、土砂、コンクリート

等）を行い、最終処分に回すことにした。木材は体

積もかさむので直後は野焼き処分を行った。その後、

仮設焼却炉で処理した。4 月から埠頭用地 9ha を借

りて、仮置き場は計 22ha になった。選別処理され

た土砂は、県埋め立て地（泉大津）、その他近くの

公園用地、鳴尾浜船溜まり等の埋立に活用した。 

◆（応急仮設住宅）応急仮設住宅用地で 1ha を超え

たのは、スポーツセンター3.8ha、鳴尾浜野球場

1.9ha、西宮浜 1.8ha、中央公園野球場 1ha である

が、小規模な市営住宅跡 360 ㎡、弁天公園 350 ㎡、

私有地 500 ㎡、道路代替地 506 ㎡など様々である。 

◆（代替施設）卸売市場が大きい被害を受け、業界

から仮設市場の確保要請があり、工場団地の一角に

用地を定め 2 月議会で予算を確保した。その後、6

月に契約したが、国の補助対象から外されたため、

9 月予算で損害賠償を確保し解約した。 

 他にも、各地から自衛隊、水道電力等復旧の応援

やボランティアなどが参集し、テントや宿舎の確保

も課題になった。（西宮市①） 

52



 

 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)用地現状の把握と確保 

① 使用可能な用地の状況確認と確保。 

② その他の利用可能なスペースの確認

と確保に努める。（民有地等を含む） 

(2)用地調整基本方針の策定 

① 想定される利用用途、優先順位等の

考え方を示した基本方針を策定する。

従前から基本方針案を作成しておく。 

(3)用地需要の集約 

① 各課からの用地利用ニーズについて

照会、集約する。 

② 地域からのニーズも受け付ける。 

(4)用地調整会議の開催 

① 「用地調整会議」を開催し、各用地

の利用を決定する。 

■ 利用調整会議のメンバー 

防災課、財産運用課、施設課、 

学習・スポーツ課、都市計画課、 

公園緑地課、教育委員会 

(5)利用状況の把握と再調整 

① 継続的に利用の見直しを行う。 

② 災害時利用の終了と平常時利用の再

開を検討する。 

 

 

 

被災直後 

発災 

緊急利用状況の把握 

必要な物品   
 
・現況報告書 □ 
・用途立て看板 □ 
・オープンスペース一覧表 □ 
 
 

留意事項 
○ 緊急道路の確保用に、路上障害物の一次仮

置き場を決定する。 
○ 一時的な避難者が居座らないように、救援

センターに誘導する。 
 

今後の課題 
○ 災害時オープンスペース利用計画の事前決

定。 
○ 決定された利用項目以外に、すでに使用さ

れていた場合の対処。 
○ 民間私有地の借用方法の検討。 
 

用地現状の把握と確保 

【災害対策本部】 

用地調整基本方針
の確認 

【災害対策本部】 

１週間以内 

用地需要の集約 
【災害対策本部】 

１週間以降 

用地調整会議の開催 

【災害対策本部､復興統括局】 

利用状況の把握と

再調整 

【復興統括局】 

随時 

※資料編 P66～73 参照 
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第１章 第６節 

がれき処理 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災した直後に、緊急道路上の障害となるがれきを排除し、緊急道路の導

線を確保する。 

がれきの受入施設を確認するとともに運搬体制を確保し、公共施設がれき

や民間がれき、事業者がれき等を含む、がれき処理計画を策定する。 

決定された用地利用に基づき確保されたがれき用一時仮置場に、緊急道路

確保を最優先に、公共施設がれきから運搬する。 

区内外での処理施設の稼働状況を確認し、順次搬入する。 

民間住家等のがれきについての処理要望や相談を受け付け、処理業者の紹

介等を行う。 

 

被災直後       被災後１週間       ２週間        １か月以降 

がれき処理の実施 

がれき処理体制の整備 

がれき処理計画の策定 

道路流出がれきの処理 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第１章 復興体制の整備    第６節 がれき処理 

 

１ がれき処理 

実 施 責 任 担 当 課 災害対策本部 

マニュアル更新担当課 清掃環境部、土木部 

活動のあらまし 

がれき処理とは、被災建物の解体・収集・運搬・処分の一連の対応を指すものである。 

被災した直後に、緊急道路上の障害となるがれきを排除し、緊急道路の導線を確保する。 

がれきの受入施設及び運搬業者の確保など、がれき処理推進体制を整備する。 

被災した公共施設及び民間建物を含む、「がれき処理計画」を策定する。 

策定した「がれき処理計画」に基づき、がれき処理を実施する。 

民間住家等のがれきについての処理要望や相談を受け付け、処理業者の紹介等を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 がれき発生量の把握 

２週間前後 がれき処理計画の策定・実施 

１か月前後 民間がれき処理の調整 

 留意事項：がれき処理に関しては、今後地域防災計画と整合性を図り、随時見直すこととする。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の公費解体の功罪 

 

◆（公費解体）平成 7 年阪神・淡路大震災では、1

月 28 日に国は、個人や中小企業の損壊建物等の解

体について、特例的に所有者の了解のもとで公費負

担（国 1/2・県市 1/2）を決定した。所有者が解体

を願い出て区で受付し、市が請負契約業者に発注す

る仕組みであった。 

 神戸市は、早い時期に広報等で「これ以上は要注

意」との趣旨で標準単価を示したが、実勢より高か

ったため、全国から解体業者が神戸に押し寄せた。

後に見直され妥当な額になった。 

 処理量が膨大であるため、単価契約とし、平成 6

年度分は全市で 104 業者と契約した。平成 7 年度に

なって、町、丁目などで区域をブロック化し、業者

を配置する地区割方式を採用し、処理の効率化を図

った（363 ブロック 414 業者）。しかし市発注や自

衛隊によるものが原則であったが、量が多く処理で

きず、三者契約方式も導入され、半数近くになった。 

 この契約方式では 建物所有者が解体業者を選定

でき、工事の日程調整などに所有者がイニシアティ

ブをとれたこと、契約上権利調整に関し所有者が責

任を負担したことなど処理に利点もあった。反面、

業者の利潤追求から所有者との間にトラブルが生じ

たり、「にわか解体業者」や全国各地のダンプトラ

ックが溢れ、交通渋滞を悪化させたなどの問題が発

生した。公費解体は、一定期間を定めて受け付けた

ため、市民は急いで依頼し修繕できた建物もがれき

にしたという批判が生じた。 

◆（柏崎市）中越沖地震では全壊～一部損壊の被災

住宅について、解体は自己負担（被災者生活再建支

援金を充当）とし、収集運搬は市が負担した。解体

にあたって指定登録をした業者のみが解体や運搬が

できることにし、混乱を防止した。（柏崎市広報）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)がれき発生量の把握 

① 被災した公共施設及び民間建物から

発生するがれき（震災廃棄物）の予測

を行う。 

(2)がれき処理推進体制の整備 

① 都や他の処理施設における受入可能

な状況を確認。（最終処分場、リサイ

クル施設等） 

② がれきの運搬体制を確認・確保。 

(3)がれき処理計画の策定 

① 民間がれきを含む「がれき処理計

画」を策定する。 

② 都や他の処理施設における受入可能

な状況を確認。（最終処分場、リサイク

ル施設等） 

(4)がれき処理の実施 

① 民間がれきの処分要望・相談の受付。

（民間処理事業者の紹介等を行う） 

② 民間倒壊家屋のがれき処理等につい

て調整を行う。 

③ がれき運搬・処理体制を強化する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・用地計画地図 □ 
・一時仮置場の配置図 □ 
・がれき等の分別リサイクルの要領 □ 
 
 

留意事項 
○ 極力リサイクル推進に努める。 
 

今後の課題 
○ 各段階の処理方法、役割、費用負担等につ

いて、今後検討が不可欠。 
○ がれきが大量に発生した際の処理施設不

足。 
○ がれき置き場については、区内で全て処理

できるほどの土地がないため、平時から都
や近隣区と協定を結び、広域的な連携の
下、適切な処理に努めること。 

○ リサイクル推進に係る分別方法。 
○ 住まいの解体時の宝探し（貴金属等の処

理）に関する検討。

がれき発生量の予測 
【災害対策本部】 

道路流出がれきの処理 

※資料編 P 資 74 参照 

被災直後 

１週間程度 

がれき処理推進 
体制の整備 
【災害対策本部】 

２週間前後 

がれき処理計画の策定 

【災害対策本部】 

がれき処理の実施 
【災害対策本部】 

１か月以降 
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第１章 第７節 

ボランティア 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害発生直後はもちろん復興期においてもボランティアの支援を欠くこと

はできない。広くボランティアを受け入れることにより、区民ニーズに迅速

に応えることが必要である。 

必要となるボランティア業務は、以下の３種に分けることができる。 

①救援センターの運営補助、物資の仕分け運搬、被災家屋の片づけといっ

た一般的な緊急業務 

②生活支援・コミュニティ再生などの長期的な業務 

③医療・介護・教育・心のケア、復興まちづくりに係る技術者など専門的

な業務 

この節では、以下について記述する。 

①一般的な業務に係るボランティアの受け入れから派遣について 

②長期及び専門的な業務に係るボランティアへの支援について 

 

被災直後      １週間～２週間        １か月          随時 

ボランティア受付窓口開設 

ボランティアセンター立ち上げ 

活動状況報告 

・長期・専門ボランティアの確保 

・長期・専門ボランティアの派遣 

ボランティアの受給調整 

長期・専門ボランティア 

の受給調整 

ボランティアの派遣 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第１章 復興体制の整備    第７節 ボランティア 

 

１ 一般ボランティアの受け入れ 

実 施 責 任 担 当 課 地域防災部、社会福祉協議会、保健福祉部 

マニュアル更新担当課 福祉総務課 

活動のあらまし 

ボランティアの受け入れと、適切な配置を活動の目的とする。 

発災直後から２週間程度に集中する一般ボランティアの需要供給の調整が最も大きな業務とな

る。その後は、長期の活動をにらみ、外部応援ボランティアから区民ボランティアと長期及び

専門的ボランティアへの切替が重要なポイントとなる。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以内 ボランティアセンターの立ち上げ 

１週間以内 一般ボランティアの派遣 

２週間以内 一般ボランティアの需給調整 

 留意事項：応急期のボランティアをそのまま引き継ぐこと。ボランティアに関しては、今後地

域防災計画と整合性を図り、随時見直すこととする。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災ボランティア元年 

 

兵庫県の推計では、97 年 12 月末までに延べ 180

万人が被災地で活動したとされている。 

◆（活動内容）最初の 1 か月間は医療、水・食料配

給、障害者・高齢者の安否確認、情報収集、避難所

運営等の緊急救助活動が中心であった。4 月中旬ま

での活動は、生活物資の仕分け・配分、家の片づけ

や修理・引っ越し支援、子供たちの遊びとケア、高

齢者・身障者のケアなど、4 月中旬以降では仮設住

宅のケアなどがあげられる。水道復旧までの 1 か月

は水の運搬が大きい仕事で、水道復旧後は情報連絡、

通院介助などの個別の対応が重要になった。 

◆（受付）神戸市役所には、当初、募集に対し申し

込みが殺到、受付電話はパンク状態になった。

11,500 人を「登録ボランティア」にしたが仕事の

割り振りはできず、破綻した。大阪ボランティア協

会が中心の現地組織でも、2 日間は登録制によるコ

ーディネートを行ったが、早々に放棄された。 

◆（調整）必要に迫られて、徐々にリーダー的なボ

ランティア団体や統括組織が成立していった。西宮

市では行政組織の各部門と、ボランティアコーディ

ネート組織内の食料、物資などの各部門がそれぞれ

に調整を図り、災対本部会議にまでボランティア関

係者が参加し、最後まで連携がうまくいった。一方、

芦屋市では行政の窓口を一本に絞ったが、調整がう

まくいかなかった。神戸市のある区では自然発生的

に組織が生まれたが、行政窓口としばしば反目する

関係にあったとされている。 

◆（日常への移行）新しい組織も生まれたが、組織

所属のボランティアは全体の 41%にすぎず、個人ボ

ランティアが多かった。時間が経つにつれて、ボラ

ンティア活動が被災者の自立、被災地経済の復旧を

妨げるのではないかとの問題が指摘された。復興の

長期化に伴い、ボランティア活動の主体は、徐々に

被災地内の団体などへと移行した。（内閣府） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)ボランティア受付窓口開設 

① ボランティアセンターが機能開始す

るまでの緊急対応窓口を設置する。 

② 東京都・他自治体・ＮＰＯなどとの

ボランティア確保連絡調整。 

(2)ボランティアセンターの立ち上げ 

① 社会福祉協議会によるボランティア

センター立ち上げ。 

② ボランティアの受付・登録。 

(3)ボランティアの派遣 

① 救援センター・物資集積所などとの

連絡調整。 

② 各部課からの派遣要請に対する調

整。 

③ ボランティアの派遣調整。 

(4)ボランティアの需給調整 

① ボランティアの需給状況の把握。 

② 他自治体、ＮＰＯなどとの需給調

整。 

 

 

 

発災 

ボランティア 
受付窓口開設 

【地域防災部、保健福祉部】 

留意事項 
○ ボランティアセンターの候補地を、あらか

じめリストアップしておく。 
○ ボランティア団体、区関係団体（企業・大

学・労働組合・市民団体・業者団体など）
を把握しておく。 

○ ボランティアの移動手段、救援センター等
の地図・交通機関案内を検討する。 

○ 社会福祉協議会と協定を締結しておく。 
○ 外部から区民ボランティアへの切替を意識

的に行う。 

今後の課題 
○ 個人ボランティアと団体ボランティアの受

付窓口を分ける必要はないのか。 
○ 作業チームの組織をどうするのか。 
○ ボランティアの生活拠点の確保。 

必要な物品   
 
・ボランティア個人登録簿 □ 
・ボランティア個人登録申込書 □ 
・ボランティア団体登録簿 □ 
・ボランティア団体登録申込書 □ 
・ボランティア応援要請書（各部課） □ 
 
 
 
 
 
 
 

被災直後 

ボランティアセンター

立ち上げ 

【地域防災部、社会福祉協議会】 

３日以内 

ボランティアの派遣 
【地域防災部、社会福祉協議会】 

１週間以内 

ボランティアの 
需給調整 

【地域防災部、社会福祉協議会】 

２週間以降 

※資料編 P 資 75 参照 
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 第１章 復興体制の整備    第７節 ボランティア 

 

２ 長期及び専門的ボランティアへの支援 

実 施 責 任 担 当 課 社会福祉協議会、保健福祉部、復興統括局 

マニュアル更新担当課 福祉総務課 

活動のあらまし 

一般ボランティアによる緊急応援の終息後、地域協働型で復興を進めていくためには、長期及

び専門的ボランティアと連携した取り組みが不可欠であり、能力の高い専門的ボランティアの

確保という意味でも、復興基金等を活用した支援策を積極的に推進していく。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以内 長期及び専門的ボランティアへの支援方針の策定 

１か月以降 ボランティア実態調査と支援策の実施 

１年以降 活動交流及び報告事業の実施 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：専門ボランティア 

 

専門能力を活用したボランティアには、医療関係

者、弁護士、建築家などが代表的である。 

◆（阪神・淡路大震災の専門ボランティア）例えば、

建築家のいくつかの団体が、震災直後は住宅の被災

度の診断などを行い、復興期に至ってまちづくりへ

の支援活動などを行っている。また、震災直後から、

パソコン通信やインターネット上で活動していた仲

間が手を組み合った「インターボランティアネット

ワーク」も誕生、2 月 4 日には神戸市の専門学校内

に事務所を置いた。2 月末 26 団体・個人となり、

その活躍ぶりは全国また世界の関心を集めた。 

◆（まちづくり支援）復興にあたって、市民には、

法律、登記、税務、不動産評価、設計など様々な知

識が必要になる。そのために平成 8 年 9 月、関西の

弁護士団体を中心に司法書士、土地家屋調査士、税

理士、不動産鑑定士、建築士の 6 職種・9 団体によ

る「阪神・淡路まちづくり支援機構」が誕生した。

巡回相談活動、学習会への講師の派遣、被災地の復

興支援等の活動を、県市の専門家派遣制度を活用し

実施し実績を上げた。その後、首都圏においても平

成 16 年 9 月に「災害復興まちづくり支援機構」が

設立され、15 職種 19 団体が東京都等と協定を結ん

でいる。 

◆（兵庫県）震災後に、緊急に救援活動に赴くボラ

ンティア登録・派遣制度を創設した。平成 7 年 10

月約 1,400 件の応募があり、研修後の平成 8年 1 月

に「ひょうご・フェニックス救援隊」が発足した。

職種は、救急･救助（消防警察経験）、医療（医療、

歯科、薬剤師、療法士等）、介護（介護福祉士、施

設経験）、手話通訳（上級相当）、建物判定（応急危

険度判定士）、情報通信（アマチュア無線技士、自

動二輪免許保持者）、コーディネーター（団体や青

少年団体リーダー等）輸送（トラック、バス、船舶

会社）の各ボランティアがある。
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)ボランティア支援方針の策定 

① 各課の長期・専門ボランティアの概

要を報告してもらい、支援や連携方針

を策定する。 

② 都、他自治体、ＮＰＯ等と連絡調整

を行う。 

(2)長期・専門ボランティア実態把握 

① 避難拠点、仮設住宅、地域復興協議

会などで、ボランティアによるどんな

支援が続いているか、実態を把握す

る。 

② 調査結果から具体的な支援策を検討

する。 

(3)ボランティア支援策の実施 

① 長期・専門ボランティア支援策を実

施する。 

(4)活動交流及び報告事業の実施 

① 各課は、ボランティアの活動状況を

とりまとめ、報告する。 

 

 

 

発災 

留意事項 
 

○ ボランティア活動が継続しやすい環境づく
り。 

○ 大学、専門家団体を把握しておく。 
○ 一般ボランティアからの切替を意識的に行

う。 
 

今後の課題 
 

○ ボランティアの処遇に統一基準が必要かど
うか検討しておく。 

 

必要な物品   
 
・長期・専門ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ個人登録簿 □ 
・長期・専門ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ個人登録申込書 □ 
・長期・専門ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体登録簿 □ 
・長期・専門ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体登録申込書 □ 
・長期・専門ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ応援要請書（各部課）
 □ 
・ボランティア活動状況報告書 □ 
 
 
 
 
 

随時 

ボランティア 
支援方針の策定 

【復興統括局、保健福祉部】 

１か月以内 

長期・専門ボラン

ティア実態調査 

【社会福祉協議会、 

復興統括局、各課】 

１か月以降 

ボランティア 
支援策の実施 
【復興統括局、各課】 

活動交流及び 
報告事業の実施 
【復興統括局、各課】 
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第１章 第８節 

広報活動 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広報紙の発行、インターネットによる情報発信などにより、復興に関する

情報を、広く被災者（区外避難者含む）に提供する。 

また、要援護者や外国人の方にも手話、音声、通訳等の適切な手段で情報

提供を行う。 

 

被災直後     被災後１週間      １か月           随時 

災害広報、報道機関との連絡 

・広報臨時号の発行 

・ホームページによる広報 

・報道機関への情報提供 

・復興情報の発信 

・区外避難者への情報提供 
要援護者及び外国人への広報 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第１章 復興体制の整備    第８節 広報活動 

 

１ 広報活動 

実 施 責 任 担 当 課 広報課、関係各課 

マニュアル更新担当課 広報課 

活動のあらまし 

災害対策情報や復興支援に関する情報を、広報紙、ホームページ、メール等の多様な広報媒体

を活用し、広く被災者等に提供する。また、報道機関へも随時情報を提供する。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 応急期の災害対策広報 

1 か月程度 復興支援に関する広報 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 コラム：被災地の広報活動 

 

阪神・淡路大震災の被災地内では広報紙発行は印

刷会社被災などにより数日後から始まった。 

◆（西宮市）震災から 6 日目の 1 月 23 日に「地震

災害広報 1 号」が発行され、その後概ね 1 週間毎に

発行し、災害対策本部からの情報を提供した。 

 1 号の発行にあたって 18 日に検討を行ったが、

神戸市内のニュース印刷契約会社は印刷発送が不可

であり、市内業者では 8 万枚まで印刷が可能である

ことが確認できた。新聞折り込みはできないので、

自前の配布とし、20 日に原稿をあげ、Ｂ４で 2 頁

を編集、21 日に出稿校正、その時点の可能部数 11

万部印刷した。以後 3 月 20 日まで、9 号 180 万部

発行した。 

 1 号の配布先は避難所、給水箇所、市役所、支所

等の他広報車、ボランティアで街頭配布を行った。

2 号からは新聞折り込みも始まった。「市政ニュー

ス」発行が可能になったのは 3 月 25 日からで、12

月までに月 2 回「地震災害対策特別号」を発行した。

市外避難者からは広報紙郵送依頼が毎日 100 件以上

寄せられ、11 月 25 日号では 5,074 件に上っている。 

 その他の広報では、被災直後、遺体搬送のため広

報車が使えず、消防広報車によりマイク放送を行っ

た。ＣＡＴＶでの文字放送は 1 月 18 日から開始。

23 日から生放送も交え災害対策や生活情報を放映

した。広報課に仮スタジオを置きＶＴＲで収録し

24 時間繰り返し放送した。4 月まで通算 51 番組を

放送、5月から元に戻った。 

 電話・ファックスによる災害放送案内を 1 月 21

日に 4回線で開始した。2月 13 日に専用電話回線 6

回線を確保、災害情報を 20 分吹き込み、ファック

スは災害広報紙を送った。3 月末までに電話 15 千

件、FAX12 千件、9 月末までに電話 25 千件、FAX 17

千件、市外避難者に役立てた。その他、震災記録の

作成（冊子、ビデオ）、（財）西宮市国際交流協会と

連携して外国人への情報提供・相談、月 1 回の地域

情報紙復活（6月～）がある。（西宮市①）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)応急期の災害対策広報 

① 被災状況、ライフライン復旧状況、

避難所情報等、災害対策本部会議から

提供される情報をまとめ、稼働可能な

広報媒体により広く情報発信する。 

(2)報道機関への情報提供 

① 区内の災害情報・復興情報等につい

て、報道機関に向け、随時発表する。 

② 発表内容は、ホームページ等で公表

するほか、救援センター等に掲示し、

被災者等に情報提供を図る。 

(3) 広報臨時号の発行・配布 

① 各部課は、復興支援や生活支援等、

区民が緊急に必要とする情報を震災復

興本部及び広報課に提供する。 

② 上記情報を取りまとめた広報臨時号

を発行し、ホームページ等に掲載する

ほか、救援センター等に掲示・配布す

る。 

(4) 復興支援に関する広報 

① 多様な広報媒体を活用し、個別具体

的な復興支援に関する情報を随時提供

するとともに、復興基本計画や復興事

業の進捗状況等については、震災復興

本部と調整のうえ、広報特別号を発行

し、全戸配布により広く周知する。 

② 広報紙の郵送等により、区外避難者

等へも支援情報の周知を図る。 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

留意事項 
○ 情報が錯綜しないよう、マスコミ対応窓口

は広報課に一本化する。 
○ 被災者やマスコミ等に対し、どのような情

報を公表するか、予め一定のラインを決め
ておく。 

今後の課題 
○ 新庁舎に向けて整備する災害情報システム

との連携を図るとともに、SNS 等の新たな伝
達媒体の活用について検討する。 

○ 広報臨時号の発行にあたり、契約中の印刷
業者が機能しないことを想定し、事前に他
区県の業者をリスト化する。 

被災直後 

報道機関への 
情報提供 

【広報課】 

１週間以内 

広報臨時号の 
発行・配布 
【広報課、関係各課】 

随時 

※資料編 P 資 76 参照 

１か月程度 

復興支援に 
関する広報 

【震災復興本部、広報課】 

応急期の災害対策広報 
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 第１章 復興体制の整備    第８節 広報活動 

 

２ 区外避難者や多言語での情報提供 

実 施 責 任 担 当 課 広報課、関係各課 

マニュアル更新担当課 広報課 

活動のあらまし 

復興に関する情報や支援の情報を、要援護者や日本語以外の言語の方にも提供する。震災復興

本部及び関係課と連携し、区外へ避難した方にも情報提供できるようにする。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 応急期の要援護者及び外国人への広報 

１週間以内 復興期の要援護者及び外国人への広報 

１か月前後 区外避難者への情報提供 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の域外避難者の把握 

 

当初県外には、約 12 万人が流出したと推計され

たが市外・県外に出た被災者の実態把握は難しかっ

た。 

◆（兵庫県）被災後 2 年弱、平成 8 年 12 月に「ふ

るさとひょうごカムバック・プラン」を発表、「県

外被災者用相談フリーダイアル」を開始した。これ

と県外居住被災者向け情報紙「ひょうご便り」の発

行を主な柱とする支援策をとりまとめたもので、基

本的には被災地居住者と同様の行政サービスの提供

ができるようにした。全国約 3,200 の自治体に依頼

し「兵庫県から避難された方へ」と題する記事の広

報紙への掲載依頼を行ったが、271 自治体が延べ

291 回の掲載となった。情報紙「ひょうご便り」は

8 年続き、ピーク時には全国約 1 万世帯に送ってい

た。情報が住宅関連に絞られてきたため、途中から

県営住宅の入居申し込み案内書の発送に切り替えた。 

◆（市の調査）西宮市は昨年 95 年 7 月、市外に出

た避難者にアンケート調査している。回答は 518 人

で、うち県外は 356 人。自治体の実態調査としては

最初といえるものだった。 

 川西市では、市外に避難されている市民の家庭に、

部長級の幹部職員が訪問、生活状態、戻ってきたい

という思いがあるか、その市では避難者にどういう

対策を講じてくれているかなど情報収集した。これ

は被害が少なかった川西市だからこそできたという。 

 芦屋市では平成 10 年 4 月にホームページを開設

したことにより、市外の避難者に対しての新たな情

報提供が可能となった。 

 神戸市は、97 年 1 月 17 日、市外避難者対象に

「悩み事電話相談」窓口を開設した。市外避難者か

ら神戸市の各部局への電話問い合わせには、いった

ん電話を切って担当部局からかけ直し、長距離電話

料金の負担軽減と電話のたらい回しを防止する「コ

ールバック運動」を開始した。（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)要援護者及び外国人への広報 

① 各担当課と連携し、ボランティア等

を活用しながら、復興施策や生活関連

情報等の必要な情報を、手話、音声、

通訳等の適切な手段で提供する。 

(2)区外避難者への情報提供 

① 区外避難者の把握 

救援センターの利用者名簿を作成す

る際に、区外に避難する予定のある方

には、避難先の住所及び連絡の必要の

有無を記入してもらう。 

② 区外避難者への情報提供の方法 

  ホームページや区広報紙を活用す

る。必要に応じて、郵送等により情報

発信する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

留意事項 
 

○ 東京都防災ボランティア（語学ボランティ
ア）の活用。 

 

今後の課題 
 

○ 区独自に手話・語学通訳等を派遣してくれ
る団体との事前協定の締結。 

○ 区外避難者の把握方法。（救援センターの事
務内容に追加すること。） 

 
 

被災直後 

応急期の災害対策広報 

要援護者及び 
外国人への広報 
【震災復興本部、広報課、 

保健福祉部、文化観光課】 

１週間以内 

１か月前後 

区外避難者への 
情報提供 

【震災復興本部、広報課、 

関係各課】 

※資料編 P 資 77 参照 
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第２編 都市・住宅復興編 

 

第２章 都市の復興 
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第２章 第１節 

被害概況の把握 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

どこが、どの程度の被害を受けたのかを把握することは、都市復興のスタ

ンスを決める上で極めて重要である。 

発災後、災害対策本部に集約された被害情報に基づいて、家屋の被害概況

を把握し、大きな被害を受けたところには、職員の調査チームが現地におも

むき、被害概況を捕捉する。 

被害概況の調査結果をとりまとめて東京都に報告するほか、第１次建築制

限区域の作成等に活用する。 

73



 

 

 

 第２章 都市の復興    第１節 被害概況の把握 

 

１ 家屋被害概況の把握 

実 施 責 任 担 当 課 災害対策本部 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

発災後、災害対策本部に集約された被害情報に基づいて、家屋被害概況を把握する。 

大被害地区及び中被害地区については、職員が調査チームを編成して現地調査により被害状況

の補足調査を実施する。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以内 被害概況を把握する 

１週間以内 被害の大きい地区を現地調査する 

１週間以内 調査票を整理し、東京都へ報告する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の被害概況の把握 

 

平成 7 年阪神・淡路大震災では被害の全容がな

かなか判明しなかった。 

◆（航空写真）国の災害対策本部では、国土地理

院が 1 月 17 日～1 月 20 日空中写真を撮影し、判読

を行い、縮尺 1:10,000 及び 1:25,000 の地形図に、

倒壊家屋等、火災範囲、液状化範囲などを彩色し、

兵庫県南部地震災害現況図を作成した。この図は 1

月 26 日に県市に提供された。測量系の会社も航空

写真を提供し、大まかには 2 週間後に分かった。 

◆（神戸市職員の緊急調査）神戸市では 1 月 18 日

から、土木建築担当や地元関係職員が被災地を住宅

地図を持って調査し、倒壊家屋の集中箇所、火災の

焼け跡を記した被災概要図を作成した。3 日間で

6,000ha をカバーしたという。倒壊 3 万戸という数

字が出たが、これは全壊半壊を判定する被害調査で

はなく、実際倒れたと視認したものであった（後日

の調査で全壊は 10 万棟）。この調査をもとにガレキ

撤去戸数や仮設住宅戸数など数字をつくった。ただ

し、マスコミによって、ガレキの下で人が苦しんで

いるときに区画整理や再開発のために調査をしてい

た、何事やという報道がなされて、この調査結果は

公開できなかった。この大まかな調査をもとに仮設

住宅戸数や重点復興地区の選定、84 条建築制限指

定の手続きをせざるを得なかった。 

◆（被害の悉皆調査）2 月になって、神戸市が建物

悉皆調査に着手しようとした時期、既に都市計画学

会・建築学会の会員と学生による被災地全体のボラ

ンティア調査が始まっていた。学生らは被災地全域

に散らばり、昼間に調査した結果を夜間に 1:2,500

の地図に色塗りする作業を繰り返した。学会調査エ

リアから漏れた郡部などは県が補完した。この被災

状況図は復興計画に有益だっただけでなく、Ａ３版

に縮小され、被災地発の資料として全国に配布され

た。（内閣府①神戸市③）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)被害概況の把握 

① 豊島区及び東京都の災害対策本部に

集結する各種情報（区職員情報、消防

情報、地震被害予測システム及び地震

被害判読システム等）に基づき、被害

概況を把握する。 

② その他、現地からの情報、マスコミ

情報等で補足する。 

(2)現地調査の実施 

① 大被害地区・中被害地区について、

都市整備部職員が中心となり被害状況

の補足調査を行う。 

(3)調査結果の整理と図化 

① 町丁目単位ごとの家屋被害台帳を作

成する。 

② 区別被害分布図を作成する。 

(4)東京都へ報告 

① 東京都ＤＩＳ端末を使用し、東京都

都市整備局に送信する。 

 

 

 

発災 

都市復興基本方針（第２章第２節１を参照） 

第１次建築制限（第２章第２節２を参照） 

必要な物品   
 
・住宅地図 □ 
・調査票 □ 
・筆記用具 □ 
・家屋被害台帳 □ 
・デジカメ □ 
・腕章 □ 
 
 

被害概況の把握 
【災害対策本部】 

留意事項 
 
 
 
 
 

今後の課題 
 
○ 現地調査・調査票作成について定期的な研

修・訓練を行う。 
 
 
 

現地調査の実施 
【災害対策本部】 

調査結果の整理と図化 

【災害対策本部】 

東京都へ報告 
【災害対策本部】 

３日以内 

１週間以内 

※資料編 P 資 78 参照 
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第２章 第２節 

都市復興基本方針の策定と展開 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区は、被災後速やかに都市復興の方向を示すため、２週間以内に都市復興

基本方針を策定・公表する。 

同時に並行して、第１次建築制限の実施、家屋被害状況調査の着手、時限

的市街地づくりの方針設定などを行う。 

また、都市復興基本方針と家屋被害状況調査の結果を踏まえて、復興地区

区分の設定・公表を行う。 

 条例に基づき、復興対象地区内における建築行為の届出を実施し、災害に

強いまちづくりを促進するため、届出した建築主に対し協議等を行う。 

 

発災後１週間      ２週間         １か月          ～２年以内 

・重点復興地区 

・復興促進地区 

・復興誘導地区 

・一般地区 

都市復興基本方針 

の策定 

第１次建築制限 

の実施 

東京都との調整 

家屋被害状況 

調査の実施 

復興地区区分の設定 

時限的市街地の 

方針案策定 ・活動組織編成 

・現地調査と判定案作成 

・調査台帳・図集の作成 

・東京都への報告 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 

建築行為の届出、 

情報提供・協議 
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 第２章 都市の復興    第２節 都市復興基本方針の策定と展開 

 

１ 都市復興基本方針の策定 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

被害概況調査及び第１次建築制限の設定方針を踏まえ、東京都都市復興基本方針との整合を図

りながら、都市復興の将来像を示すため、発災後２週間以内に都市復興基本方針を策定し、公

表する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 都市復興基本方針案を作成する 

２週間以内 東京都等と協議する 

２週間以内 都市復興基本方針を決定・公表する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の都市復興方針の策定過程 

 

避難者が 28 万人を超え、さらにピークに向かっ

ていた 1 月 20 日、建設省の都市局の区画整理課長

らが大混乱中の神戸市役所を訪れた。神戸市都市計

画局は、市役所 2 号館の 7 階に区画整理部、8 階に

計画部を置いていたが、6 階が崩壊し、立ち入り禁

止になり、ごく一部が 1 号館の片隅に移転していた。

市役所の 1 階～3 階は避難者がおり、4 階から上を

市が使っていた。都市計画局 491 人の職員の大半は

長田区内を中心にした避難所の応援に出ていた。本

来の職務に従事していたのは、事業区域の被災調査

などを担当した三分の一にも満たない数の職員だっ

た。 

 建設省と神戸市都市計画局長らと数時間にわた

って話し合いを続けた。市の要望は「減歩０の土地

区画整理事業が欲しい。また短期間でできる制度を

つくって欲しい。」、一方、国としては、被害状況が

分かるデータが必要という意見であった。 

 21 日に図面が出てきた。区画整理課長はこの図

面を東京に持ち帰り、都市局長・建設大臣などに見

せ、道路特別会計が使えないので、一般会計を入れ

ないと復興できないと説明した。大蔵省は要望どお

りで予算化してくれたという。（内閣府①） 

 震災直後の 1995 年 1 月 26 日に、神戸市は「震

災復興計画に関する基本的な考え方」を配布してい

る。「復興事業適用方針」では、「1．面的に建築物

が倒壊また焼失した被災市街地のうち、主要な区画

道路が不足する地区は土地区画整理事業を適用する。

2．被災市街地のうち特に被災建築物の除却が必要

かつ新たな住宅建設が相当量必要な地区は広域的に

住宅市街地総合整備事業を適用する。3．被災市街

地のうち特に権利関係が輻輳し、かつ狭小宅地率が

高い地区は、住宅地区改良事業を適用する。」とし

ている。被災後 10 日目におよその方針が出された

ということになる。（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)都市復興基本方針案の作成 

① 被害概況を踏まえ、都市基盤施設や

市街地の復興、生活再建のための住宅

供給に関する大まかな方向性を提示す

るため、都市復興の基本目標、都市基

盤施設の復興方針、市街地の復興方

針、住宅の復興方針等を示す都市復興

基本方針案を作成する。 

(2)東京都等と協議 

① 東京都及び隣接区と協議し、調整す

る。 

② 可能であれば、都計審委員との協

議・調整を行う。 

(3)決定、公表 

① 震災復興本部会議において、震災復

興基本方針の一部として決定し、広報

手段を通じて区民へ公表する。 

② 東京都が行う第１次建築制限の指

定・告示の前に公表する。 

 

 

 

発災 

被害概況の把握 
（第２章第１節を参照） 

必要な物品   
 
・都市計画マスタープラン □ 
・住宅マスタープラン □ 
・震災復興マニュアル □ 
 
 

都市復興基本方針案の

作成 

【都市計画課】 

留意事項 
 
○ 東京都との協議前に庁内調整が必要。 
○ 東京都都市復興基本方針との整合性に留意

する。 
 
 
 

今後の課題 
 
 
 
 

東京都等と協議 
【都市計画課】 

決定、公表 
【都市計画課】 

１週間以内 

第１次建築制限（第２章第２節２を参照） 

復興地区区分（第２章第２節５を参照） 

２週間以内 

※資料編 P 資 79～80 参照 
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 第２章 都市の復興    第２節 都市復興基本方針の策定と展開 

 

２ 第１次建築制限の実施 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

家屋被害概況調査をもとに、被害の大きい地区を対象とする。 

復興事業を行う地区であるものとする。 

建築基準法第 84 条に基づき、東京都が区域の指定と制限内容を告示するが、原案は区が作成

する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 第１次建築制限区域案を作成する 

２週間以内 第１次建築制限の指定及び告示を行う 

２か月以内 建築制限を実施する 

 留意事項：   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：建築基準法 84 条による建築制限 

 

 復興においては、住まい等は被災者の自主的な再

建が基本であるが、自力再建が急がれるあまり、再

び無秩序な市街地が形成される可能性がある。戦災

復興時の混乱を教訓に、昭和 25 年にできた建築基

準法には、発災から 2 か月間は 30 ㎡以上の延べ面

積の建築物を制限することができるという条項が含

まれている。災害発生後 1 か月または 2 か月の間、

各人がばらばらに建物を再築するのを制限し、その

間に都市計画を定め、無秩序な市街地ができあがっ

てしまうのを防ぐ趣旨もあった。 

  2 月 1 日に神戸市・西宮市、2 月 9 日には芦屋

市・宝塚市・北淡町の 14 地区に震災当日に遡って

建築基準法の 84 条による建築制限が指定され、甚

大な被害を受けた地区においては、当面の建築活動

を抑制することにした。制限期間を最長の 3 月 17

日までとする地区指定を行った。 

 神戸市では、2 月 5 日に「建築が制限される区域

が指定されました」として制限区域図を載せた「震

災復興まちづくりニュース」第一号を発行した。こ

の時期、避難者は避難所や近隣に移動しており、ま

だ建築に目が向いていなかった。一方、マスコミは

建築が全くできないようなニュアンスの報道を行い、

各地で混乱を引き起こした。 

 建築基準法第 84 条第 1 項による建築制限が切れ

る 3 月 17 日神戸市・芦屋市・西宮市・北淡町の 10

地区では土地区画整理事業、神戸市・西宮市・宝塚

市の 6地区では市街地再開発事業等の都市計画を決

定した。この決定によって、同日以降は、都市計画

法第 53 条による建築制限が行われることとなった。

都市計画決定が急がれた背景には建築制限が最大 2

か月間で切れるという背景があった。 

 なお、尼崎市築地地区のみ、液状化により家屋の

傾き・沈下などの被害があったものの、継続居住が

可能な家屋が多かったこと、地元との調整などから、

事業手法の検討を経て、8 月 8 日に都市計画決定し

た。（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)建築制限区域案の作成 

① 家屋被害概況調査により大被害地区

を中心に町丁目単位を基本に区域案を

設定する。 

② 復興まちづくりに取り組む地域とな

るので、事業関連の部局と協議を行

う。 

(2)建築制限区域案の決定 

① 東京都と協議の上、区域案を震災復

興本部で決定し、東京都に提出する。

(3)建築制限区域の指定・告示・広報 

① 指定及び告示は東京都が行う。 

② 区は、区民の理解が得られるよう広

報を行う。 

(4)建築制限の実施 

① 告示に基づく建築確認の実施。 

② 相談や情報提供の窓口を開設する。 

③ 民間確認審査機関に情報を提供し、

協力を依頼する。 

 

 

 

発災 

被害概況調査（第２章第１節を参照） 

都市復興基本方針案（第２章第２節１を参照） 

必要な物品   
 
 
 

建築制限区域案の作成 

【都市計画課】 

留意事項 
 
○ 第１次建築制限は、東京都知事が区域指定

と制限内容を告示するので、区域案作成等
は東京都と事前協議を行う。 

 

今後の課題 
 
○ 建築士の理解・協力が必要であるので、建

築士団体との連携を図る。 
○ 広報について、事前に準備する。 
○ 相談・クレーム対応について、事前に準備

する。 

建築制限区域案の決定 

【都市計画課】 

建築制限区域の指定・

告示・広報 

【都市計画課、建築指導課】 

建築制限の実施 
【建築審査課、都市計画課】 

復興地区区分 

（第２章第２節５を参照） 

１週間以内 

２週間以内 

２か月以内 

※資料編 P 資 81 参照 
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 第２章 都市の復興    第２節 都市復興基本方針の策定と展開 

 

３ 家屋被害状況調査（第１章第１節１の再掲） 

実 施 責 任 担 当 課 都市整備部各課、税務課 

マニュアル更新担当課 建築審査課 

活動のあらまし 

被災地の全住家建物を対象に、被災状況の現地調査を行う。現地調査後、復興本部担当で査定

し、全壊／半壊といった被害区分の仮判定を行う。調査は行政職員が実施する。 

住家被害を公的に認定し、り災証明の根拠となる調査であり、公平性と合理性が求められる。

 調査結果は、都市復興計画を立てていくための最重要資料となる。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 被害概況の把握。調査の準備を整える 

１か月以内 現地調査、判定案作成、台帳及び図集を作成 

１か月以内 調査票を集計し、東京都に報告する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の被害調査（第１章第１節１参照） 

 

 阪神・淡路大震災の各市では、1 月下旬に入って、

調査は市職員が中心となり建物被害調査を実施した。

政府通達「災害被害統一基準」（全壊：滅失損壊が

延べ床で 70％以上、又は被害が時価の 50％以上等）

に従って行われた自治体が多かったが、芦屋市のよ

うに独自に判定基準を策定した例もあった。被災市

町間に、調査方法等による建物の被害認定の差があ

った可能性が指摘されている。 

 初期の被害調査は外観目視による調査が中心で、

それぞれ独自の調査票が用いられ、調査員の主観に

よるところも大きかった。24 万棟を越える未曾有

の建物被害を前に、時間と人手が足りない、専門的

知識が不足しているなど、各市町とも極めて厳しい

条件の中で、自らも被災者であった行政職員、非建

築系の不慣れな職員が中心になった。 

 家主と借家人の関係がトラブルのもとになること 

 

もあった。り災証明書の判定を不服とする再調査の

申請が相次ぎ、再調査は長期間にわたり続けられた。

固定資産税・都市計画税の減免を行うため、家屋及

び家財の全戸被害調査を実施した自治体もあった。

（内閣府①） 

 西宮市の場合、1月 23日～2 月 6日に福祉局職員

が中心になった調査班が、分担区域に住宅地図を持

参して個別調査を行い被害認定した。この時期、道

路に倒壊家屋があったり渋滞等で道路事情は最悪で

あった。この時期に、マンションについては建設省

の肝いりでマンションなど応急危険度判定調査が全

国からの建築系職員で行われ、建築士会の協力で木

造の応急危険度や損保会社の調査もあり、様々な調

査のために、後に混乱を招いた。（西宮市①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)活動組織編成（1 週間以内） 

① 建築審査課が主体となり、都市整備

部が所管する。調査地の順位づけを行

う。 

② 1 チーム 2 人、70 棟/日を目安に調査

計画を構築する。 

③ 人員不足の場合は庁内及び東京都に

応援を要請する。 

(2)現地調査と判定案作成 

① 調査のあらまし（1か月以内） 

２人以上で調査班を構成し、調査票

に基づいて建物の被災状況を評価す

る。建物全景や損壊個所を撮影する。 

調査票をもとに判定マニュアルに従

い、判定案を作成する。 

② 留意事項 

非木造建物については、技術職員が

実施する。 

(3)調査結果の台帳作成 

① 権利関係や建物情報を固定資産台帳

で確認し、画像と共にデータベースに

入力する。 

(4)調査図集の作成 

① 都市復興の基礎資料として、家屋別

被害状況図、街区別被害度分布図等の

図集を作成する。 

(5)東京都へ報告 

① 家屋被害台帳(電子データ)に町丁目

単位の被害状況を入力し、東京都 DIS

端末により東京都都市整備局に送信す

る。 

発災 

被害概況の把握 
（第２章第１節を参照） 

必要な物品   
 
・自転車 □ 
・現地用住宅地図 □ 
・整理用住宅地図 □ 
・調査票 □ 
・筆記具／腕章／画板 □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・デジカメ（電源含む）、その他 □ 
・判定マニュアル □ 
 

調査準備 
【都市整備部各課、税務課、外部応援】 

留意事項 
○ 作業が大幅に遅れ、復興計画策定作業に影

響を生じると見込まれるときは、応急危険
度判定の調査票をもとに被災市街地の建築
物の被害状況を分析し、実働調査に代え
る。 

 

今後の課題 
○ 調査計画立案、調査実施、判定案作成、台

帳作成、調査図集作成といった一連の工程
についてのマニュアルづくり。 

○ 固定資産税台帳のデータ入手について、事
前に都と調整が必要である。 

○ 判定マニュアルの整備。 
 

現地調査と判定案

作成 

【都市整備部各課、税務課、外部応援】 

調査結果の台帳作成 

【都市整備部各課、税務課、外部応援】 

調査図集の作成 
【都市整備部各課、税務課、外部応援】 

東京都へ報告 
【都市計画課】 

１週間以内 

１か月以内 

※資料編 P 資 21～37 参照 

復興地区区分（第２章第２節５を参照） 

り災証明書の発行（第１章第２節１を参照） 
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 第２章 都市の復興    第２節 都市復興基本方針の策定と展開 

 

４ 時限的市街地の方針案策定 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課、関係各課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

都市の復興を円滑に進めるために、本格的な復旧までの過渡的な期間に「時限的市街地」を形

成し、被災者の緊急避難的な生活の場として提供する。 

時限的市街地毎の対応方針を検討し、地域コミュニティに配慮した時限的市街地づくりの方針

案を定める。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以内 時限的市街地づくりの基本方針の設定 

１か月以内 実現可能性の検討 

２か月以内 時限的市街地の展開 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の仮設住宅用地／テント村 

 

阪神・淡路大震災では、災害救助法による「応急

仮設住宅」、市街地整備で手当てされた「事業用仮

設住宅」、駅前や商店街等に建設された「仮設店舗」、

公園等での被災者による「テント村」「バラック村」

など様々な形で展開された。 

◆（用地さがし）神戸市でも、応急仮設住宅建設に

大量の用地確保が必要となったが、加えて上下水道

が整っていること、管理が長期化を予想して基本的

には市街地等の公有地で対応することとした。 

 当初、用地さがしは、無事な庁舎にあった住宅地

図、持ち寄った地図、それと記憶だけを頼りに、他

の部局の用地担当者にも声をかけ、さがし回る日々

が続いた。「早く、大量に」を念頭に地図上だけで

用地の検討していったため、実際には傾斜や崖崩れ、

擁壁亀裂、狭かったりと建てられる場所ばかりでは

なかった。このような土地が出てくると、代わりの

土地さがしにお願いに回り歩く毎日であった。 

 当然、既成市街地での用地確保を最優先としたが、

埋立地や、西北神地域の開発用地が多くなった。戸

数の約 21％は民間・住都公団・国鉄清算事業団か

ら無償で提供した土地である。（内閣府①神戸市③） 

◆（南駒栄公園テント村）長田区にはベトナム人が

多く住んでいた。いったん中学校に避難したが、言

葉の壁や日本人との確執から居づらくなり、南駒栄

公園にテントで暮らすようになり、最大 180 人にも

なった。公園内の日本人・ベトナム人の間にも歩み

寄りができた。多くは仮設よりも公園に残ることを

選んだ。新しく出会う日本人との摩擦を恐れたり、

高齢者は言葉の問題が深刻なためである。公園での

避難生活が終了するのに約 2 年の月日を要した。

（戸田佳子「阪神・淡路大震災の在日ベトナム人の

生活再建」国際協力論集 1998 年 1月）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)時限的市街地づくりの基本方針の設

定 

① 被害状況を踏まえ、どこで、どの様

に時限的市街地づくりに取り組むかの

基本方針を設定する。 

(2)実現可能性の検討 

① 被災状況や、従前のストックの有無

により応急仮設住宅等の必要量と供給

可能量を把握し、時限的市街地の実現

可能性を検討する。 

(3)時限的市街地づくりの具体化方針案

を作成する 

① 国公有地及び民有地の利用方針 

② 応急仮設住宅建設の方針 

③ 仮設店舗・工場等支援の方針 

④ 公的住宅及び民間住宅の空家利用の

方針 

⑤ 事業用仮設住宅建設の方針 

⑥ 住宅応急修理の方針 

⑦ 他自治体への要請事項（応急仮設住

宅用地の提供、疎開者の受入れ） 

⑧ 自力仮設住宅等の支援方針（被災後

の街づくり計画に支障のない様に誘導

する方針） 

⑨ 転出者との連絡体制の確立 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・時限的市街地候補地分布図 □ 
・候補地台帳 □ 
 
 

時限的市街地づくりの

基本方針設定 

【都市計画課、関係課】 

留意事項 
 
○ 被災前のコミュニティを維持しながら、本

格的な市街地づくりへの円滑な移行を念頭
において方針案を作成する。 

 

今後の課題 
 
○ 震災時に利用可能なオープンスペースの調

査を事前に実施し候補地分布図や台帳を整
備する。 

○ 東京都や施設管理者等との利用調整につい
て事前に協議する。 

実現可能性の検討 

【都市計画課、関係課】 

時限的市街地の展開 

【住宅課、都市計画課】 

２週間以内 

１か月以内 

２か月以内 

応急仮設住宅の確保（第４章第２節３を参照） 

地域における時限的市街地（第３章第３節を参照） 

※資料編 P 資 82～87 参照 
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 第２章 都市の復興    第２節 都市復興基本方針の策定と展開 

 

５ 復興地区区分 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

被災市街地の復興を被害の程度や都市基盤整備状況などに応じて計画的に進めるために、第１

次建築制限区域及び都市復興基本計画（骨子案）をもとに復興対象地区を設定する。 

復興対策基本図１～３を参考として、①重点復興地区（抜本改造型）②復興促進地区（部分改

造・自力再建型）、③復興誘導地区（自力再建型）、④一般地区の４地区を設定する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以内 復興対策基本図（被害状況図）を作成する 

１か月以内 復興地区区分を設定する 

２か月以内 復興地区区分を決定し告示する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の神戸市の復興地区区分 

 

平成 7 年阪神・淡路大震災では、被災市街地特別

措置法の制定は時間がかかると判断されたため、市

条例で重点的な復興を行う地区を定める方法が採ら

れた。 

 2 月 16 日に「震災復興緊急整備条例」を制定し、

六甲山南側の市街地 5,887ha を「震災復興促進区域」

に指定した。翌日には特に重点整備を行う「重点復

興地域」が指定された。 

 震災復興促進区域、重点復興地域には、将来のま

ちづくりや事業の動きについての情報提供、建築物

の防災へのアドバイス、共同化の誘導を目的として、

建築行為の届け出が課された。 

「重点復興地域」は、従来より都市基盤や住環境

に課題を抱えており、個別の自力再建だけでは良好

な市街地の形成が困難と考えられる地域や、インナ

ーシティへの住宅の重点供給や都心機能の再生強化

が必要と考えられる地域が指定された。そこは震災

復興の面的整備事業（土地区画整理事業や市街地再

開発事業）の施行予定地区やこれまでの「まちづく

り条例」の協議会が活動しているまちづくり地区で

あった（当初 24地域 1,225ha を指定）。 

 さらに、地元住民のまちづくり気運の高まりのあ

る地域は、積極的に追加指定していく方針により、

平成 8 年度に 1 地域を追加、2 地域を区域拡大した。 

 この中でも土地区画整理・市街地再開発事業等面

整備を進める地域は「黒地地区」と呼ばれ、建築基

準法建築制限を先行して指定してあった。市の復興

促進地域 5,887ha のうち 7 地区 2.5％を占めている。 

 それ以外の地区は「灰色地域」と呼ばれ、数種類

の任意事業が展開されることになった。多くは震災

前からまちづくり協議会が活動していた。 

 行政の支援が薄く住民の自主的な取り組みで進め

る「白地地域」は、震災復興促進区域の 79.2％を

占めた。（神戸市①）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興対策基本図の作成 

① 家屋被害状況調査の成果をもとに、

大・中・小・無被害状況区分からなる

「震災対策基本図３」（被害状況図）

を作成する。 

(2)復興地区区分の設定 

① 復興対策基本図１（現況特性図）、２

（現行計画図）、３（被害状況図）を

重ね合わせ、地域条件に留意の上、重

点復興地区、復興促進地区、復興誘導

地区、一般地区に区分する。 

② 作成した地区区分案を東京都に報告

する。 

(3)復興地区区分の告示 

① 震災復興本部会議で審議し、決定す

る。 

② 豊島区震災復興の推進に関する条例

に基づき、復興対象地区を告示する。 

(4)復興の展開に応じた見直し 

① 地区住民との合意形成に基づく復興

方針の見直しや、第２次建築制限との

整合性を図るなど、地区の状況の変化

等に応じて見直しを行い、震災復興本

部会議で審議し、決定する。 

② 豊島区震災復興の推進に関する条例

に基づき、復興対象地区を告示する。

 

 

 

発災 

家屋被害状況調査 
（第２章第２節３を参照） 

必要な物品   
 
・復興対策基本図１（現況特性図） □ 
・復興対策基本図２（現行計画図） □ 
 
 

復興対策基本図
３の作成 
【都市計画課】 

留意事項 
 
○ 都市復興基本計画（骨子案）と併行して検

討を進める。 
 
 
 

今後の課題 
 
○ 地区区分判定基準を事前に作成し、広報等

により区民に広く周知しておく。 
 
 

復興地区区分の設定 

【都市計画課】 

見直し等 
【都市計画課】 

復興地区区分の
決定と告示 
【都市計画課】 

都市復興計画（骨子案）（第２章第３節１を参照） 

復興まちづくり方針案（第３章第５節１を参照） 

１か月以内 

２か月以内 

適宜 

※資料編 P 資 88～90 参照 
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 第２章 都市の復興    第２節 都市復興基本方針の策定と展開 

 

６ 建築行為の届出・許可 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課、建築審査課 

マニュアル更新担当課 都市計画課、建築審査課 

活動のあらまし 

復興対象地区内（被災市街地復興推進地域を除く）で建築物を建築しようとする建築主に、条

例の規定による届出をさせる。 

建築主の届出時期は、原則として建築確認申請日の 30 日前とする。 

届出を行った建築主に対しては、必要に応じて建築物等の耐震性や耐火性を高めるための技術

情報の提供とまちづくり協議による建築誘導を実施する。 

プロセスのポイント 

復興対象地区の 

指定をした日から 
復興対象地区内の建築行為の届出を実施する 

被災市街地復興推

進地域を定めた日

から 

復興推進地域は特措法による許可申請を要する 

２年以内 必要に応じて情報提供や協議を実施する 

 留意事項：被災市街地復興推進地域内で、土地の形質の変更又は建築物の新築、改築若しくは

増築をしようとする場合は、許可を受けることが必要となる。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：建築行為の届出について 

 

神戸市は、1 月 26 日に「震災復興計画に関する

基本的な考え方」を示した。2 月 16 日には「震災

復興緊急整備条例」が制定され、「復興促進区域」

の指定など、基本的な枠組みが示された。以降、阪

神間の各都市でも類似の条例が制定された。 

このような地域区分を指定したことについては、

１）その後の地域の復興のあり方を規定してしまう、

２）指定区域以外の地域が冷遇される、３）区分の

設定が被災の実態に則していたがどうか疑問、など

の指摘もある。 

神戸市は 2 月 16 日に震災復興緊急整備条例を制

定し、六甲山南側市街地 5,887ha を「震災復興促進

区域」に指定。また、2 月 17 日には特に重点的に

住宅供給・市街地整備を進める「重点復興地域」が

指定された。 

 

震災復興促進区域、重点復興地域には将来のまち

づくり・事業の動きについての情報提供、建築物の

防災へのアドバイス、共同化の誘導を目的として、

建築行為の届け出が課された。 

 

条例では、すまいづくり、まちづくりに緊急に取

り組むという（住宅と市街地の緊急整備）宣言、

市・市民・事業者が一丸となって協力して取り組む

という協働の理念が示されるとともに、災害に強い

まちづくりへの誘導の仕組みとして、震災復興促進

区域と重点復興地域を指定し、震災復興促進区域に

おける一定規模以上の建築行為については事前の届

出を義務付け、協議を要するものとした。（内閣府

①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)建築行為の届出の実施（条例に基づき

重点復興地区、復興促進地区、復興誘導

地区で第１次建築制限区域の解除と同時

に、条例に基づく建築行為の届出を実施

する。） 

① 届出義務期間は、復興対象地区指定

の日から２年以内。 

② 届出者は建築物等を建築しようとす

る建築主（設計者である代理人の代行

可）。 

③ 届出対象は建築物と準用工作物の新

築、改築、増築。 

④ 届出時期は、建築確認申請日の 30 日

前までに区長に提出。 

(2)被災市街地復興推進地域内における

許可申請処理 

① 第２次建築制限を実施する被災市街

地復興推進地域は被災市街地復興特別

措置法により知事への許可申請が必要

である。（平成２４年４月１日より区

に移譲） 

(3)情報提供及び協議の実施 

① 届出を行った建築主に対し、災害に

強いまちづくりを促進するために、必

要に応じて建築物等の耐震性及び耐火

性を高めるための情報の提供を行う。

② 復興まちづくりを検討している地区

においては、届出を行った建築主と災

害に強いまちづくりのために、復興事

業を円滑に促進し、あるいは復興まち

づくり計画に即した建替えを誘導する

ため協議する。 

 

 

 

発災 

復興対象地区の指定 

（第２章第２節５を参照） 

必要な物品   
 
・建築行為届出書 □ 
・被災市街地復興推進地域内建築行為等 
許可申請書 □ 

・区長公印 □ 
 

復興対象地区の 

建築行為の届出の実施 

【都市計画課】 

留意事項 
 
 
 
 
 
 

今後の課題 
 
 
 
 
 
 

被災市街地復興推

進地域内における

許可申請処理 

【都市計画課、建築審査課】 

情報提供及び 
協議の実施 

【都市計画課、地区担当】 

復興対象地区の指定

をした日から 

２年以内 

被災市街地復興推進

地域を定めた日から 

※資料編 P 資 91～93 参照 
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第２章 第３節 

都市復興基本計画の策定と展開 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災後に公表した都市復興基本方針をもとにして、都市づくりの骨格部分

の考え方を示すために、被災後２か月以内を目途に都市復興基本計画（骨子

案）を作成し、公表・周知する。 

また、骨子案を踏まえて復興まちづくりを行う重点地区では、第１次建築

制限が最長２か月で期限となるので、必要な場合は「第２次建築制限」に移

行する手続きを行う。 

さらに、復興まちづくりの重点地区及び地元で復興まちづくりへの意欲の

高い地区等を対象にして復興まちづくり計画の策定を進める。 

これらを踏まえて、被災後６か月以内に都市復興基本計画を策定する。 

 

被災後２か月                             ６か月 

・復興目標 

・土地利用方針 

・都市施設の整備方針 

・市街地復興の基本方針 等

都市復興基本計画 

の策定 

都市復興基本計画 

（骨子案）の策定 

第２次建築制限 

の実施 

復興まちづくり 

計画の策定 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第２章 都市の復興    第３節 都市復興基本計画の策定と展開 

 

１ 都市復興基本計画（骨子案）の策定 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

都市復興基本方針の考え方をより具体化して、都市づくりの骨格部分の考え方を示すため、都

市復興基本計画（骨子案）を被災後２か月以内に策定・公表する。 

骨子案は復興の目標（期間、姿勢など）、土地利用方針、都市施設の整備方針、市街地復興の

基本方針等から構成される。 

計画の策定にあたっては、都及び区市町村ごとに策定される計画との整合性に留意する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以内 都市復興基本計画（骨子案）の原案を作成 

２か月以内 都市復興基本計画（骨子案）を決定する 

２か月以内 都市復興基本計画（骨子案）を公表・周知する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の兵庫県の都市復興計画づくり 

 

 阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて、復興全体の

基本枠組みなど「復興スケルトン」を早期に提示す

る必要があり、そのためにも「事前復興」が重要、

という考え方が生まれている。（内閣府①） 

◆（兵庫県計画課長の話）県計画課では組織の組み

替えに続いて復興計画の策定に取り組んだ。限られ

た情報の組み合わせから市街地の被害状況を概観し

都市復興ビジョンづくりを行った。専門の企画班を

設置し、震災 10 日後に復興計画大綱の私案をまと

め 2 週間後に課の基本方針にした。これが後の都市

復興基本計画の骨格になった。早く出したかったが、

様々な調整があって計画素案として発表が 3 月にず

れ込んだのがくれぐれも悔やまれる。（兵庫県③） 

◆（市街地復興の方針）以下のとおり。 

(1) 三宮等の都心商業地区は、道路等の基盤は概ね

整備済みであり、地区計画、総合設計等で景観等に

も配慮しつつ建物再建を進める。 

(2) 鉄道駅周辺等では、市街地再開発事業、土地区

画整理事業、住宅市街地整備総合支援事業等で、ポ

テンシャルに対応した駅前広場や道路等の都市基盤

と建物再建を併せて行う。 

(3) 淡路地域など基盤未整備地区では、土地区画整

理事業、密集住宅市街地整備促進事業等で、都市基

盤整備と建物再建に必要な敷地整備を併せて行う。 

(4) 耕地整理で市街地の形態ができている地区では、

土地区画整理事業、住市総事業等で、必要な基盤や

住宅の整備を行う。 

(5) 戦災復興土地区画整理事業等で都市計画施設が

整備済みであるが、区画道路等が不足している市街

地で面的に被害を受けた地区では、区画道路を確保

する土地区画整理を行う。一方、被災建物が散在し

ている地区では、自力再建困難な敷地の共同化を住

市総事業、優良建築物等整備事業等を活用して、再

建を支援する。（兵庫県①）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)都市復興計画検討会議の招集 

① 都計審委員等からなる都市復興検討

会議を招集する。 

(2)骨子案の原案作成 

① 都市復興基本方針、復興地区区分、

東京都都市復興基本計画（骨子案）、基

本構想、基本計画、都市計画マスター

プラン等の既定計画を踏まえて、原案

を作成する。 

② 庁内検討組織で整備手法について検

討する。 

(3)骨子案の策定 

① 東京都及び隣接区と協議し、調整す

る。 

② 震災復興本部会議において、都市復

興基本計画（骨子案）を決定する。 

(4)公表・周知 

① 策定後、速やかに広報紙、ホームペ

ージ等で区民へ公表・周知する。 

② 骨子案に対する区民からの意見を広

く集める。 

 

 

 

発災 

都市復興基本方針の策定 

（第２章第２節１を参照） 

必要な物品   
 
・復興対策基本図１・２・３ □ 
・復興対象地区区分図 □ 
・都市復興基本方針 □ 
・都市計画マスタープラン □ 
 
 

留意事項 
 

 
 
 
 

今後の課題 
 
○ 事前に庁内関係課、都計審委員、専門家、

学識経験者等からなる検討会議を組織して
おく。 

 
 

都市復興計画検討会議

の招集 

【都市計画課】 

骨子案の原案作成 
【都市計画課】 

骨子案の策定 
【都市計画課】 

公表・周知 
【都市計画課】 

２週間以内 

１か月以内 

２か月以内 

第２次建築制限（第２章第３節２を参照） 

復興まちづくり計画（第２章第３節３を参照） 

都市復興基本計画（第２章第３節４を参照） 

※資料編 P 資 94～97 参照 
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 第２章 都市の復興    第３節 都市復興基本計画の策定と展開 

 

２ 第２次建築制限の実施 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

第１次建築制限期間内に復興都市計画の決定に至らない場合に指定する。 

重点復興地区を基本とし、事業等の導入が可能な地域とする。 

被災市街地復興特別措置法第 5 条に基づき、被災市街地復興推進地域に区が指定し、同法第 7

条に基づき、地域内の建築行為等を制限する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２か月以内 被災市街地復興推進地域案を作成する 

２か月以内 推進地域の都市計画決定及び告示を行う 

２年以内 第２次建築制限を実施する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と被災市街地復興特別措置法 

 

 平成 7 年阪神・淡路大震災の時、「被災市街地復

興特別措置法」が 2 月 26 日に公布された。この法

律においては、区域を条例で指定することによって

復興事業に関する特例と、最長 2 年間の建築制限が

可能になった。3 月 17 日に、被災市街地復興推進

地域の指定と土地区画整理・第二種市街地再開発事

業の施行区域が同時に都市計画決定され、都市計画

の事業区域に係る建築制限が指定された。結局、兵

庫県・神戸市では、特別措置法の区域指定による復

興事業の特例（土地の交換分合、復興共同住宅区等）

は活用するものの、建築制限は都市計画事業による

規制に移行した。 

 座談会では、当時の副知事は建築制限について、

「土地を物色する動きがあるような噂も聞いており

ますし、事業をするのであれば土地を早く市役所の

方へ集める必要もあろうということで、同時にかけ

る方がよりベターではないかという判断があった」

と発言している。当時の県都市住宅部計画課長も都

市計画全国大会などで、「次に災害があったときは

都市計画の二段階方式を取るとは限らない。なぜな

ら、被災市街地復興特別措置法で 2 年間建築制限が

可能となった」と、話している。当初、県は特別法

が必要と要望してはいたが、とても間に合わないと

思っていた。しかし法律ができると国から使ってく

れ、との強い要請が来た。課長は「今更始めからや

り直すのは無理だ。しかも特別法の建築制限の方が

建築基準法制限より厳しい。住民に説明していた内

容よりも厳しい制限がかかると、手続き上違法のお

それがある」と考えた。種々検討の結果、事業の都

市計画と同時決定ならば厳しい制限は適用されず、

メリットだけを活用できると判断し、3 月 17 日の

都市計画と復興推進地域の決定になったという。

（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)被災市街地復興推進地域案の作成 

① 重点復興地区を基本に、街区または

町丁目を単位として地域を設定する。

② 被災前の事業の有無、地域の一体性

を踏まえ、復興都市計画事業の導入が

必要と判断できるところは、復興促進

地区を地域に入れることも検討する。

③ 東京都との調整を行う。 

④ 地域復興協議会が組織された地域へ

の事前説明を行う。 

(2)被災市街地復興推進地域の決定・告

示 

① 被災市街地復興推進地域案を震災復

興本部に報告する。 

② 東京都知事の同意の上、被災市街地

復興推進地域を都市計画決定し、告示

する。 

(3)建築制限の実施 

① 建築確認の審査を行う。 

② 相談や情報提供のため、地域内に復

興まちづくり事務所を開設する。 

③ ホームページ等により、広報・周知

に努める。 

 

 

 

発災 

第１次建築制限 
（第２章第２節２を参照） 

必要な物品   
 
 
 
 

被災市街地復興推進 

地域案の作成 

【都市計画課】 

留意事項 
 
○ 第２次建築制限は、区が条例に基づいて区

域指定と制限内容を告示するが、区域案作
成等は東京都と事前協議を行う。 

 

今後の課題 
 
○ 都市計画審議会の委員等への周知を含め、

都市計画決定の訓練を行う。 
○ 第２次建築制限は、300 ㎡以上の敷地が対象

だが、狭小宅地が多い豊島区の実態を踏ま
え、対象面積切下げの措置が必要である。 

建築制限の実施 
【建築審査課】 

復興まちづくり計画（第２章第３節３を参照） 

都市復興基本計画（第２章第３節４を参照） 

地域協働による復興まちづくり計画（第３章第５節４を参照） 

被災市街地復興推進 

地域の決定・告示 

【都市計画課】 

２か月以内 

２年以内 

都市復興基本計画 
（骨子案） 

（第２章第３節１を参照） 

※資料編 P 資 98～102 参照 

95



 

 

 

 第２章 都市の復興    第３節 都市復興基本計画の策定と展開 

 

３ 復興まちづくり計画の策定 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

都市復興基本計画（骨子案）で示された都市づくりの骨格部分を踏まえ、個別地区の復興施策

の具体化を図るものである。概ね１か月から３か月で各地区の復興まちづくり計画案及び、

個々の事業別に復興都市計画案、修復型事業計画案について地区住民の参画を得ながらとりま

とめ公表する。その後、都市計画決定や事業導入の手続きを行い、概ね６か月以内に計画決定

する。 

プロセスのポイント 

発災から 

３か月以内 復興まちづくり計画原案等の作成 

６か月以内 復興まちづくり計画案等の作成 

６か月以内 復興まちづくり計画等の策定 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災 3 月 17 日の都市計画決定 

 

神戸市が、まちづくり案を新聞折り込みの広報で

全戸に配布したのは、震災から 1 か月余が過ぎた 2

月 23 日である。JR 新長田駅など市内 6 地区を指定

し、土地区画整理、市街地再開発事業を実施する、

という内容をイメージ図を付して説明したものであ

った。 

 計画では三宮地区地区計画以外の土地区画整理事

業と市街地再開発事業の 5 地区については、3 月 17

日には都市計画決定を目指す、という段取りであっ

た。西宮、芦屋、宝塚の各市と淡路島の北淡町も足

並みを揃えた。2 月 28 日､ 5 市町は 13 ヶ所、約

250ha に達する復興区画整理、再開発等の計画を定

めた復興都市計画案の縦覧を開始したが、急で、周

知と縦覧は十分に行うことができなかった。説明会

も現地で開催したが告知はポスター程度で知らなか

った人が多かった。 

 被災者が避難中で住民不在のままの都市計画決定

手続きへの反対、広域的施設である近隣公園への反

対、住民への説明不足で時期尚早、減歩に反対など

が相次ぎ、神戸市では 2,400 件、西宮市では 600 件

の大量の意見書が提出され、計画の不当性への抗議

が表明された。神戸市東灘区森南地区の住民は、6

割に及ぶ署名を集めた陳情書を提出、計画案の白紙

撤回を求めた。各地の審議会では都市計画決定の当

日、多くの住民が押し寄せ、騒然とした雰囲気に包

まれた。 

 各市町の都市計画審議会を経て、3 月 17 日に兵

庫県都市計画地方審議会では、騒然とした中で、面

整備事業の都市計画については、混乱した被災地の

中で周知や合意形成は成し得ない状況に配慮し、ま

ず施行区域や幹線道路などの大枠のみを決定し、区

画道路や街路道路などの細部の計画は、その後の住

民との協議、合意を踏まえて決定するという「2 段

階方式」都市計画を定めた。（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興まちづくり計画原案等の作成 

① 都市復興基本計画（骨子案）の地区

区分別の方針に沿って、合意形成を図

りながら地区の全体像を明らかにする

復興まちづくり計画原案を作成。ま

た、復興まちづくり計画の実現に向け

た個々の事業について、復興都市計画

原案、修復型事業計画原案（都市計画

決定を伴わない）を作成。 

② 地域住民には広報等で周知を行うと

ともに説明会を開催する。また、一時

転出者にも伝わるよう配慮する。 

③ 地域復興協議会の組織化を行う。 

(2)復興まちづくり計画案等の作成 

① 原案を基に関係機関と調整を行い、

計画案を決定する。 

② 地域復興協議会が組織化された地域 

  ⇒第 3章参照 

③ 地域復興協議会の組織化が困難な地

域 

区が主体となり説明会やアンケート

等で関係権利者の意向を把握し、意

見集約を行う。 

④ 一時転出者等の意向も把握する。 

⑤ 広報活動により地域住民に周知しな

がら進める。 

(3)復興まちづくり計画等の作成 

① 住民意見の反映等を行って、復興ま

ちづくり計画等を作成する。 

② 復興都市計画については、都市計画

決定手続き（告示縦覧、審議会付議

等）、都と調整等を行い計画を確定す

る。  

③ 計画内容について、地域住民に周知

を図る。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

留意事項 
○ 概ね６か月を目処に復興まちづくり計画を

策定する。地域の協働により計画を進める
地区において、概ね６か月の段階で、復興
住民組織が結成されないなど大幅に作成が
遅れる場合は、行政指導型の進め方に切り
替えることも考慮する。 

今後の課題 
○ 道路等の基盤が不足しており、市街地整備

が必要な地区では、事業計画の確定に先立
って公園・道路用地の先行取得を行うこと
について検討しておく。 

○ 復興まちづくり計画の作成や合意形成にあ
たって、必要な場合は専門家（コンサルタ
ント等）を活用する。事前に協力可能な専
門家を把握し、その選定方法等について定
めておく。 

○ 一時転出者の把握方法を検討しておく。 

復興まちづくり 

計画案等の作成 

【都市計画課、地区担当】 

復興まちづくり 

計画等の作成 

【都市計画課】 

復興まちづくり 

計画原案等の作成 

【都市計画課、地区担当】 

都市復興基本計画（骨子案） 

（第２章第３節１を参照） 

第２次建築制限（第２章第３節２を参照） 

３か月以内 

６か月以内 

都市復興基本計画（第２章第３節４を参照）

地域協働の復興まちづくり計画 

（第３章第５節４を参照） 

※資料編 P 資 103～108 参照 
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 第２章 都市の復興    第３節 都市復興基本計画の策定と展開 

 

４ 都市復興基本計画の策定 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

具体的な復興施策を体系的にとりまとめた都市復興のマスタープランであり、被災後６か月を

目途に策定する。都市復興基本計画は、骨子案を基本に復興まちづくり計画等の内容、区民意

見を反映させる。 

プロセスのポイント 

発災から 

２か月以内 都市復興基本計画案の作成 

６か月以内 区民意見の反映 

６か月以内 都市復興基本計画の策定と公表 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：事前の都市計画マスタープランと復興都市計画 

 

◆（阪神・淡路大震災の事前計画）被災地では淡路

を除いて都市計画マスタープラン（整備・開発・保

全の方針）が定められていた。その中の都市再開発

方針では 2 号地区（一体的かつ総合的に市街地の再

開発を促進すべき相当規模の地区）も早くから定め

ていた。震災復興土地区画整理事業及び市街地再開

発事業地区については概ねこの 2 号地区の区域に即

したものになった。 

 しかし大きい問題は、これらの計画内容について、

国、県、市の行政間では合意が得られていても、問

題は市民には十分周知されておらず、それが行政と

住民の間の初期の認識の差にあらわれた。 

 震災後、兵庫県では平成 7 年 8 月都市復興基本

計画を策定し、神戸東部新都心の建設など「多核・

ネットワーク型都市構造の形成」や機能的な防災拠

点、広域防災帯の整備など「防災機能の強化」を盛

り込み、それを全体計画である「阪神・淡路震災復

興計画（フェニックス計画）」に反映させた。また、

都市計画マスタープランである整・開・保方針を平

成 8年 1 月変更したことは震災の教訓を生かしたも

のとして評価できる。しかし進め方は従来通りで、

住民への周知が不充分な点で課題を残している。 

 阪神・淡路大震災の教訓から、震災発生後、早

期に都市復興マスタープランを決められるようにす

べきとの提言が出されているが、むしろ事前の都市

づくりマスタープランを周知しておく方が重要とい

う意見が多い。（内閣府①） 

◆（東京都）東京都では平成 9 年から復興手順を

定めたマニュアル作成に取り組んでいたが、平成

13 年 5 月に震災後の東京のあり方を提案する「震

災復興グランドデザイン」を公表した。この中には、

「緑の環状市街地の構築」など 7 つの戦略プロジェ

クトが提起されている。 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)都市復興基本計画案の作成 

① 都市復興計画検討会議の審議を経

て、骨子案を基本に復興まちづくり計

画等の内容を反映させて作成する。 

② 東京都都市復興基本計画の内容と整

合を図る。 

(2)区民意見の反映 

① 広報紙、ホームページ、説明会など

で計画案の区民へ広報・周知を行い、

区民意見を反映させる。 

(3)都市復興基本計画の作成 

① 区民意見の反映等を踏まえて、震災

復興本部会議に諮り、都市復興基本計

画を策定する。 

② 都市復興基本計画を区民に公表す

る。 

③ 都市復興基本計画の内容を震災復興

基本計画に組み込む。 

 

 

 

発災 

都市復興基本計画

（骨子案）の作成 

（第２章第３節１を参照） 

必要な物品   
 
 

留意事項 
 
○ 都市復興基本計画等の内容、策定経過につ

いて、随時情報提供を行う。 
 
 

今後の課題 
 
○ 都市復興基本計画を示す前の、区の意思決

定の仕組みが必要。 
○ 事前に都市復興計画検討会議を組織してお

く。 
 

区民意見の反映 
【都市計画課】 

２か月以内 

都市復興基本計画

案の作成 

【都市計画課】 

６か月以内 

都市復興基本計画

の作成 

【都市計画課】 

復興事業計画の策定（第２章第４節１を参照） 

震災復興基本計画の策定（第１章第３節２を参照）

※資料編 P 資 109 参照 
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第２章 第４節 

復興事業の推進 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市復興基本計画に基づいて、都市施設の整備や市街地整備事業などの復

興事業計画を作成し、事業を展開する。 

事業計画策定にあたっては、制度的手続や予算措置、関係権利者の理解・

協力が必要になる。 

事業の進捗に合わせて、施設の計画・設計や街並みルールづくりに地域住

民が積極的に参加していけるようにするため、区民のまちづくり活動を支援

していく。 

被災後２か月              ６か月以降 

区民の復興まちづくり 

活動支援 

復興事業計画 

の策定 

・法定事業 

・任意事業 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第２章 都市の復興    第４節 復興事業の推進 

 

１ 復興事業計画の策定 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、事業関連課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

復興都市計画・復興まちづくり計画等に基づき、新規施設整備箇所や面整備事業や修復型の任

意事業を行う地区では、事業推進のための事業計画を地区住民及び関係権利者との協議の上、

策定する。 

事業の推進にあたっては、震災復興のための特別措置の活用を図るとともに、必要な財源の確

保などについて、関係機関との調整を図る。 

プロセスのポイント 

発災から 

６か月以降 復興事業計画案の作成 

１年以内 事業化へ向けての合意形成 

１年前後 復興事業計画の策定と広報 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災復興で使われた主要な市街地整備事業 

 

◆（土地区画整理事業）阪神・淡路大震災において

土地区画整理事業が展開されたが、効果的であった

のは以下のような特例であった。 

・道路特別会計補助（通常費及び臨時交付金）を

適用する都市計画道路幅員が 12m 以上から 6m 以上

に緩和された。 

・被災市街地復興推進地域での一般会計補助によ

る区画整理事業が創設され、仮設住宅整備も補助対

象になった。 

・都市計画決定がなされていれば、事業認可前で

も用地買収可能で 5,000 万円の課税控除が適用され

た。 

・住宅市街地整備総合支援事業、密集住宅市街地

整備促進事業、住宅地区改良事業、まちづくり総合

支援事業、優良建築物等整備事業等が併用され、上

物整備に効果があった。 

 

・地区計画制度、神戸市インナーシティ長屋街区

改善誘導制度（規制誘導）、復興土地区画整理事業

等融資利子補給（復興基金）、被災市街地復興土地

区画整理事業地区内土地利用促進事業融資利子補給

制度（復興基金）など併用され事業推進に役立った。 

◆（震災後の事業展開）阪神・淡路大震災以後、国

でも平成 9 年には、老朽住宅の除去勧告や共同化促

進措置を盛り込んだ「密集市街地における防災街区

の整備の促進に関する法律」がつくられた。事業面

でも、平成 8 年度安全市街地形成土地区画整理事業

の創設、平成 11 年度緊急防災空地整備事業の創設

（土地区画整理事業の予定される地区内）、平成 12

年度まちづくり総合支援事業等が創設された。平成

16 年度からは、市町村のまちづくり計画に対する

総合的支援制度として、新たに「まちづくり交付金」

制度も始まっている。 （内閣府②）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興事業計画案の作成 

① 都市復興基本計画、復興まちづくり

計画、導入する復興事業等に基づき、

復興事業計画を作成する。 

② まちづくり関係課と調整。 

(2)事業化へ向けての合意形成 

① 関係権利者を固定資産税台帳や登記

簿等で把握する。 

② 事業内容について、説明会、戸別訪

問・相談等により関係権利者や地域住

民との合意形成を図る。 

(3)復興事業計画の策定と広報 

① 法定事業（土地区画整理事業、市街

地再開発事業等）の場合は、都市計画

決定等の法的手続きを行う。 

② 任意事業（住宅市街地総合整備事

業、密集住宅市街地整備促進事業等）

の場合でも予算措置や都市計画審議会

等への報告などを行う。 

③ 復興事業計画は、区民への広報とと

もに、事業に応じて関係権利者、地域

住民へ周知する。 

 

 

 

発災 

復興まちづくり計画の策定 

（第２章第３節３を参照） 

必要な物品   
 
・都市復興基本計画（骨子案） □ 
・復興まちづくり計画 □ 
・都市復興基本計画 □ 
・適用する事業の要綱等 □ 
 
 
 

復興事業計画案の作成 

【地区担当、都市計画課】 

留意事項 
 
 
 
 
 

今後の課題 
 
 
 
 
 
 

事業化へ向けての

合意形成 

【地区担当、都市計画課】 

復興事業計画の 

策定と広報 

【都市計画課、地区担当】 

都市復興基本計画の策定 

（第２章第３節４を参照） 

６か月以降 

１年以内 

財源確保（第１章第４節を参照） 

復興まちづくり事業の推進（第３章第７節１を参照） 

６か月以内 

※資料編 P 資 110 参照 
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 第２章 都市の復興    第４節 復興事業の推進 

 

２ 区民の復興まちづくり活動支援 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

復興事業の実施に合わせて、街並みルールづくり、施設の計画・設計など、地域住民が参加す

るソフトなまちづくりを推進する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２か月後 区民の復興まちづくり活動を支援する 

６か月後 復興まちづくり事業への参加を促進する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 コラム：阪神・淡路大震災の復興市民活動 

 

◆（まちづくり地区）震災以前からまちづくり組織

が活動していた地区（長田区真野地区、野田北部等）

では、震災直後から秩序だった復興まちづくり活動

が行われた。震災復興で法定事業が導入された黒地

地域には、行政主導によりまちづくり協議会が発足

した地域も多かったが、活動に対して手厚い支援が

あった。白地地域のまちづくり協議会に対しても、

阪神・淡路復興基金を活用した専門家派遣制度や活

動助成制度によって支援が行われた。 

◆（復興まちづくり支援）まちづくり支援の窓口と

して、兵庫県は、平成 7 年 9 月に（財）兵庫県都市

整備協会内に、「ひょうご都市づくりセンター」を

開設した。当初 3 年の間だけ活動を行う予定であっ

た「復興まちづくり支援事業」は、ニーズが高かっ

たことから、事業期間を平成 16 年度までの 9 年間

延長し、様々な活動を展開した。神戸市では震災前

の平成 5 年 11 月に「こうべまちづくり会館」と各

種まちづくり支援事業を実施する「こうべまちづく

りセンター」が設立されており、この組織を使って

市内のまちづくりを支援した。 

復興まちづくり支援の経費は（財）阪神・淡路大

震災復興基金が負担した。両センターには、都市計

画家、区画整理士、再開発プランナー、一級建築士、

不動産鑑定士等の専門職能家が多数登録され、専門

家派遣に備えている。 

 その他、住民の復興まちづくりを支援する民間非

営利の基金も誕生した。阪神・淡路ルネッサンスフ

ァンド（HAR 基金）、阪神淡路コミュニティ基金

（HAC 基金）、公益信託神戸まちづくり六甲アイラ

ンド基金などが代表的である。（内閣府①） 

◆（防災福祉コミュニティ）震災後、神戸市では小

学校区を単位に、様々なコミュニティが合同して防

災・福祉・防犯などの地域活動を進める仕組みを構

築し、資機材提供、マップづくり等支援している。 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)まちづくり活動支援 

① 復興まちづくりに向けて、区民を元

気づけ、自発的なまちづくりを推進し

ていく活動を育成支援する。 

(2)まちづくり事業への支援 

① 街並みルールづくり、施設デザイン

への参加、復興イベントなど、復興ま

ちづくり協議会や住民団体が行う復興

まちづくりに向けた動きを支援する。

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

まちづくり活動支援 

【地区担当】 

留意事項 
 
○ 復興事業の財源として復興基金の活用を図

る。 
 
 

今後の課題 
 
○ 既存のまちづくり活動団体の把握。 
○ としま未来文化財団と区民への支援につい

ての協定。 
○ 具体的な育成支援方法。 
 

まちづくり事業へ

の支援 

【地区担当】 

２か月後 

６か月後 
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第２編 都市・住宅復興編 

 

第３章 地域協働復興 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

阪神・淡路大震災の教訓として、被災者自らが立ち上がる「自助」、地域

の「共助」、行政による「公助」の３つの力が連携することが、復興を進め

るにあたって重要であることが示された。 

 地域住民の立場からすると、街並みや施設の復興など「市街地の復興」だ

けでは不十分であり、住まいや暮らしの継続も含めた総合的な「まちの復

興」が必要になる。 

 このまちの復興にあたっては、住民が主体的に自分たちのまちの課題を解

決する「地域力」を活かして、行政と協働・連携してまちの復興を進める

「地域協働復興」が重要である。 

 この章では、地域と行政が協働して進める地域協働復興の標準的な手順を

示す。 

※資料編 P 資 111「地域協働復興の進め方フロー」参照 

※資料編  P 資 112「池袋本町地区の復興の手順の流れ（訓練成果）」参照 
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復興準備会と事前準備 

第３章 第１節 

被害の把握と復興への準備 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災後３日後 １週間       ２週間           １か月 

本区では、震災時における防災活動の拠点として、区立の小中学校等を

「救援センター」として指定している。「救援センター」では、災害情報の

伝達、給食・給水、医療救護などの応急活動を実施し、住居を喪失した被災

者に宿泊のための避難所を開設する。この応急対策が一段落する前後から、

まちの復興を準備しておかねばならない。 

ここでは、地域が一丸となって復興に取り組む組織づくりの前段階とし

て、被害概況の把握、復興準備会の立ち上げ、協議会設立のための準備会開

催と事前協議の手順を定める。 

・救援センター単位で区域内の被害情報を集約する。 

・災害対策本部に報告する。 

復興まちづくり 

協議会 

・準備会の参加呼びかけを広く広報する。 

・区ではその地区の担当を定める。 

・地域住民と地区担当とで準備会を開催。 

※調査に用いる地図は共通のものを用いる 

・救援センター等で復興の必要性や区域を話し合う。

・呼びかけ人が、日時、会場を定めて復興準備会の発

足を呼びかける。 

被害概況を集約し報告 

復興準備会の立ち上げ 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第３章 地域協働復興    第１節 被害の把握と復興への準備 

 

１ 被害の概況を集約し報告 

実 施 責 任 担 当 課 各救援センター配備職員 

マニュアル更新担当課 防災課、都市計画課 

活動のあらまし 

地域住民が自ら被害の概況を把握することを通じ、復興の必要性を理解するきっかけとする。

救援センター運営調整会議の情報連絡部を中心に区域内の被害概況をまとめ、全体で共有す

る。救援センター配備職員（区職員）はこの被害情報の内容を災害対策本部に報告する。 

 

プロセスのポイント 

発災から 

３日前後 
（随時） 

救援センター運営調整会議情報連絡部が区域内の被

害情報を集約する 

随時 災害対策本部復興準備室へ報告する 

 留意事項：被害概況は、復興準備会のエリア選定に役立つレベルで足りる。（町会区域、または

町丁目・街区単位で被害が分かる程度でよい。）   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と地域による被害把握 

 

 阪神・淡路大震災では、多くの地区で被災直後は

地域リーダーは応急対応に奔走しており、被災初期

に被害調査を行った地区は少ない。 

◆（神戸市長田区真野地区）以前からまちづくりを

進めていた真野では、震災対策本部を小学校に設置

し、まちづくり推進会や自治会リーダーが集結、地

区内 16 ヶ所の避難所を傘下において様々な救護活

動を展開した。2 月には関西の建築士と新潟の建築

士会ボランティアによって全建物の調査を実施した。

週末毎に 4 回、延べ 330 人が参加した。地区内で

「全壊及び修理不能」606 戸 22.3％、「応急修理が

可能」264 戸 9.7％、「修理により継続居住可能」

1,139 戸 42％、「健全そうに見える」703 戸であっ

た。このデータをもとに 3 月から建築相談が始まっ

た。（阪神復興支援ＮＰＯ編「真野まちづくりと震

災からの復興」） 

 

◆（神戸市長田区野田北部まちづくり協議会）「震

災から 5 日目ぐらいからまちづくり協議会の対策本

部に行き出しました。その時から、震災で住民の方

が散らばってしまって連絡が取れずにいたので、焼

け跡を回り、どこかに連絡場所が書かれていないか。

一軒一軒探して書かれていたものがあったら台帳に

記入し、電話連絡を考えたり、中学校に地区の人々

がどこにいるか探しに行きました。口コミでも誰か

知っていないか尋ね回ったことがありました。そう

した努力の結果、短期間に台帳ができ、尋ね人が多

く来られて教えてあげ、喜んで変えられた方が多か

ったです。」（「野田北部の記憶」） 

◆（被災地市民グループインタビューから）避難所

から出て行く人には、必ず行き先を書いてもらった。

古い商店街ゆえ、地域の強い絆を保つためであった

が、結果的にその後のまちづくりを進めていく上で

も連絡先をおさえていて役立った。（内閣府①） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)集約の方法 

① 避難者等からもたらされる情報を、

救援センター運営調整会議情報連絡部

が地図などを用い整理する。【区・地

域】 

② 区域内の住宅地図（パネル等）に被

害情報（※）を記入し、運営調整会議

及び避難住民全体で情報を共有する。

【地域】 

(2)報告の手順 

① 職員は、上記の被害概況（画像等）

を地域本部に報告する。（電話等不通

時は伝令・使走等による）【区】 

② 地域本部は管内被害情報を災害対策

本部に報告する。なお、必要に応じ

て、都やマスコミからの情報を補完す

る。【区】 

③ 情報の補完等があった場合、救援セ

ンター運営調整会議に報告する。

【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・確認用住宅地図 □ 
・集約・表示用住宅地図 □ 
・家屋被害概況報告書式 □ 
・筆記用具 □ 
・デジカメ □ 

留意事項 
 
○ 今後、救援センター運営調整会議におい

て、被害概況の把握について意識付けを行
っていく。 

 

今後の課題 
 

○ 「集約と報告の仕方」に関する資料（地図
等）作成と訓練。 

○ 救援センター運営調整会議及び職員への周
知。 

 

被害概況の集約 
《救援センター運営調整会議》 

【救援センター配備職員】 

災害対策本部への報告 

【救援センター配備職員】 

※資料編 P 資 78,113 参照 

被害概況の把握 
（第２章第１節１を参照） 

復興準備会の立ち上げ 

（第３章第１節２を参照） 

３日前後（随時） 

随時 

※必要な被害情報例 

 ・街区を超える焼失箇所 

 ・建物全半壊が集中している街区 
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 第３章 地域協働復興    第１節 被害の把握と復興への準備 

 

２ 復興準備会の立ち上げ 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、救援センター配備職員 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

地域協働復興のポイントは、地元に行政とパートナーシップをもって復興まちづくりを進め

ていくための地域復興組織（復興まちづくり協議会）が立ち上がることである。ここでは発意

の手順を示す。原則として、救援センターにおいて、区と救援センター運営調整会議とで、「復

興まちづくり」の必要性及び、地域における「時限的市街地の建設」の必要性を、被害の状況

等を踏まえて協議する。どちらかが必要となった場合は、「復興まちづくり協議会」発足の必要

性（目的・役割・区域等）を確認し、「準備会」開催の準備を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 被害概況等話合いに必要なデータを準備する 

２週間以内 復興の必要性・およその区域を話し合う 

２週間前後 復興準備会の発足を呼びかける 

 留意事項：  

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災にみる協議会の立ち上がり事例 

 

◆（宝塚市川面 3 丁目地区復興委員会）当地区では

未接道の敷地が多く、従前のまま自力再建すると建

築基準法違反になってしまうことが分かり始め、行

政に相談する人が多くなり、これがきっかけになっ

て、行政による事業推進の提案と組織の立ち上げが

呼びかけられた。／そうした人を中心に、地主がか

なり復興委員会に入ったことで合意形成が進みやす

かった。「市に相談に行き、平成 7 年 4 月 28 日に自

治会連合会で話し、5 月 20 日に役員と地主を中心

に 91 名が集まった。6 月 1 日に第 1 回の復興委員

会を行った。その時は連合会の会長が働きかけて

100 人ぐらい集まった。以後、第 2、第 4 土曜日に

活動を行った。復興委員会が立ち上がってからアン

ケート調査を行った。／自治会の組織がしっかりし

ており、地元がまとまっていたことが大きい。役員

も大体顔見知りであった。（兵庫県②） 

◆（西宮市西宮北口地区北口高木まちづくり協議会）

「当地区は、土地区画整理事業の都市計画決定が行

われたが、地元はまとまっていなかった。被災後 8

か月経った頃、一緒にならないと行政も対応してく

れないという声があがり、市からコンサルタントが

紹介されまちづくり協議会の提案がされた。その結

果、区画整理推進派も見直し派も一緒に自治会をベ

ースにし、参加は個人とする協議会を発足した。委

員は 20 名で、実質的な活動は半分のものが続けた」

（兵庫県②） 

◆（伊丹市荒巻地区震災復興推進委員会）「もとも

と自治会以外に財産区があり、それを管理する地区

内整備委員会があって、地区内の水路改修、道路改

修を行っていた。その組織が十分に機能しており、

地元住民の総意でその会をベースに復興推進委員会

にしてまちづくりの窓口になった。」（兵庫県②）
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興の必要性を資料等準備 

① 区内の震災被害の状況。【区】 

② 救援センター単位及びその周辺区域

の被害概況図。【区】 

③ 復興まちづくり、時限的市街地の必

要性提案資料の作成。（協議用）【区】 

④ 救援センター運営調整会議との会合

の設定。（原則、救援センター内）

【区】 

(2)復興についての話し合い 

① 運営調整会議メンバーと区で、「復興

まちづくり」、「時限的市街地の建設」

の必要性を協議する。【地域・区】 

② 震災前からのまちづくりや地域活動

のメンバーに協力を求める。【地域】 

(3)準備会発足の呼びかけ 

① 復興まちづくりが必要な区域をおよ

そ定め、話合いに参加した人が呼びか

け人になって「準備会」発足を呼びか

ける。【地域】 

② 告知は、救援センター内の他、被災

地内外に掲示等可能な手段によって行

う。【地域・区】 

③ 可能であれば、復興本部内の復興ま

ちづくりを担当する部門（都市計画

課、地域まちづくり課、拠点まちづく

り課等）の職員がこの段階から参加す

ることが望ましい。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・区内の被害状況に係る資料 □ 
・救援ｾﾝﾀｰ（周辺服務）被害状況図 □ 
※ベース白図は事前作成しておく。 

・「準備会」説明資料（事前準備） □ 
（地域協働復興の進め方、準備会及び復
興まちづくり協議会の役割等） 

・まちづくり等経験者ﾘｽﾄ（事前準備） □ 
 （町会自治会、防災組織、商店会、まち
づくり協議会、区民ひろば運営協議会、
地域協議会、セーフコミュニティ、ＰＴ
Ａ、その他地元専門家等） 

留意事項 
○ 原則として準備会は、救援センター単位で

立ち上げる。ただし、特定地区など震災前
からのコミュニティが発意する場合、関連
する救援センター運営調整会議と調整して
話合いを進めるようにする。この段階で、
場合によっては、隣接センター合同の準備
会が必要となる。 

 

今後の課題 
○ 平常時の運営調整会議等において、事前に

理解を求め、「救援センター開設マニュア
ル」に記載しておくことが望ましい。 

被害概況の集約 
（第３章第１節１を参照） 

復興の必要性に関する

話し合い 

《運営調整会議》 

【救援センター配備職員】 

話し合い準備 
【救援センター配備職員】 

１週間以内 

２週間以内 

準備会発足の呼びかけ 

《運営調整会議》【救援セン

ター配備職員、地区担当】 

２週間前後 

復興準備会の発足と事前協議 

（第３章第１節３を参照） 

※資料編 P 資 114 参照 
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 第３章 地域協働復興    第１節 被害の把握と復興への準備 

 

３ 復興準備会の発足と事前協議 

実 施 責 任 担 当 課 震災復興本部、地区担当 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

呼びかけを受けて、復興準備会のメンバーを集め、会議を開催する。メンバーは、準備会呼

びかけ人の他、地域組織からの推薦及び関係住民・権利者から募集する。広報は、救援センタ

ー内及び被災地への掲示等を中心とする。準備会の日時・会場を定めて広報し、参加者が準備

会メンバーとなる。準備会は、計画内容を検討する会ではなく、検討の受け皿となる協議会の

フレームを定めることが役割である。目的・復興区域・構成・会の進め方等について話し合っ

て、規約案・役員選出法を検討する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間前後 日時・会場を定めて準備会の開催案内と参加呼びかけ 

２週間以降 復興準備会を開催する 

２週間以降 区と復興まちづくり協議会設立に必要な事前協議を行う

 留意事項：復興区域が複数の救援センターにまたがる場合は、合同復興準備会を検討、実施する。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災復興にみる準備段階の意見交換 

 

◆（再開発事業への動きがあった地区）弓ノ木町4丁目

では、震災前から準備組合の活動が活発であり、迅速な

安否確認と再開発参加の意向の確認が同時に行われた。

西宮北口駅北北東地区では準備組合はあったが事業化に

は至っていなかった。緊急アンケート調査を実施し、結

果、関係権利者は再開発による早期復興を望んでいるこ

とが確認できた。（兵庫県②） 

◆（被災地市民インタビュー結果）行政に負けないよう

に勉強をしようと、新しい町を考える会を作り、十数名

で毎晩様々な区画整理の勉強をした。勉強が大分進んだ

段階で、被災者の意見を聞いて欲しいと行政の方たちに

も来てもらって集会を開いて、皆で市に言いたい事を言

った。行政不信だったのが、言いたい事を言って少し和

んだ時期に、市からまちづくり協議会を作って欲しいと

言ってきた。活動にも経費がかかるし、行政から地元の

公式窓口にならないと提案が受け入れられないので、ま

ちづくり協議会を立上げることにした。（内閣府①） 

◆（尼崎市築地地区）震災翌日 1 月 18 日、社協や町会

メンバーが中心になって福祉会館の災害対策本部を開設

し、被災者救護・広報等に取り組んだ。2 月になってぼ

ちぼち築地をどうするかという話がでてきた。10 日に

「築地の将来を考える会」準備会が動き出した。2月20

日第3回準備会に市から他所と同じく「被災市街地復興

特別措置法」の推進地区に指定して復興を進めたい、と

いう話があった。メンバーからは「内容が分からん、こ

んな重要なことはすぐには乗れん」、結論として「市も

県も、本当に地域のことを思うのなら、他より2,3か月

遅れてもよいのではないか、我々の願いを踏まえて県と

相談してきてもらいたい」と申し入れた。結果として都

市計画決定は8月になったが、年内に復興事業計画は定

まった。（尼崎都市・自治体問題研究所「尼崎・築地復

興まちづくりの一年」）
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)準備会の開催案内と参加呼びかけ 

① 日時と会場を定め準備会の開催と参

加を呼びかける。救援センター及び被

災地内の掲示等によって行う。【地

域】 

② 地域組織等に参加を依頼。【地域】 

③ 呼びかけ人は予め、準備会の進め方

等について事前に相談をしておく。【地

域】 

(2)区の地区担当を定める 

① 準備会の開催案内を受けて、区では

その地区を担当する地区担当を定める。

【区】 

② 地区担当は、都市復興基本方針等を

もとに、当該地区の復興まちづくり区

域案、まちづくりの進め方案などを検

討しておく。【区】 

(3)呼びかけ人を中心に準備会を進める 

① 地域協働の進め方について説明、共

通理解を得る。復興区域案を示す。

【区】 

② 復興区域、協議会の目的・構成・会

の進め方、会員募集方法等を話し合

い、規約案・役員選出方法を定める。

【地域】 

(4)復興まちづくり協議会設立の事前協

議 

① 準備会の話合いによって協議会設立

が定められた場合、区に「復興まちづ

くり協議会設立の事前申請」を行う。

【地域】 

② 区では事前申請を受け、地区担当を

中心に支援方策、専門家派遣の準備を

始める。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・復興まちづくり協議会規約（案） □ 
・復興まちづくり協議会の設立事前申請様式
（関係条例、申請フロー、申請書） □ 

・委員募集チラシ（サンプル） □ 
・議事録作成グッズ（録音機等） □ 
・協議会設立後の作業スケジュール案 □ 
 

留意事項 
○ 準備会に多数参加があり協議が困難な場合

は、規約検討委員を定めるなど進め方を工
夫する。 

○ 話し合いの進め方のサポーター（区職員
等）が望ましい。特定地区等でコンサルタ
ントが業務についている場合は、この段階
で参加を依頼する。 

○ 委員の追加、変更の承認方法案も決めてお
く。 

今後の課題 
○ 混乱期における公募広報等の効果的な方法

の検討。 

準備会の立ち上げ 
（第３章第１節２を参照） 

２週間前後 

復興準備会の開催と 

参加呼びかけ広報 

《運営調整会議有志（呼びかけ人）》 

地区担当を定める 
【震災復興本部】 

２週間以降 

準備会の開催 
《呼びかけ人》【地区担当】 

協議会設立の事前協議 

《準備会呼びかけ人》【地区担当】 

協議会の発足 
（第３章第２節１を参照） 

※資料編 P 資 115 参照 
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第３章 第２節 

復興まちづくり協議会の結成 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災後３日後  １か月       ２か月 

「救援センター」をベースに、復興準備会が被災者や権利者に呼びかけ

て、復興に関する地域合意の形成と復興まちづくり活動を行う「地域復興組

織（復興まちづくり協議会）」を結成する。この組織は、認定を受けること

によって、行政が行う活動支援をうけることが可能となる。 

組織が結成された場合、速やかに復興本部等との協議を行い、その段階に

おける、復興まちづくり計画の進行状況に関する意見交換や協議会の活動方

針づくりを行う。基本的には地域主導で進むことになるが、区職員による地

区担当の役割も重要になり、また、早急に専門家の選定を行い、しっかりし

た活動体制の構築を心がけることが必要である。 

復興まちづくり協議会の

活動を開始 

協議会の活動方針づくり 

・復興準備の話をうけて広く委員募集を行う。 

・協議会を開いて規約等を決定し、区に認定を申請する。 

・区と協議を行う。 

・必要な場合は、この段階での地域としての意

見等を区に伝える。 

・今後の活動方針を定める。 

・区ではその地区の担当を定める。 

・地域住民と地区担当とで準備会を開催。 

復興まちづくり協議会の発足と認定 

復興準備会の開催 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第３章 地域協働復興    第２節 復興まちづくり協議会の結成 

 

１ 復興まちづくり協議会の発足と認定 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

地区住民の意向を結集する「復興まちづくり協議会」は、区とのパートナーシップで「地域

協働の復興まちづくり」を進めるため、条例に基づく「地域復興組織」として発足させる。 

発足の手順は、準備会の呼びかけで、協議会発足の周知及び会員募集を行う。 

最初の会議で、準備会段階で検討した規約案や役員案をもとに決定し、協議会を発足させる。

区長に協議会認定を申請する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以降 準備会が呼びかけて協議会の告知と会員募集を行う 

１か月程度 
協議会を開き、規約等を決める 

協議会の認定申請を行う 

 留意事項：協議会会員は、準備会メンバーが移行する他、関係住民・権利者からの公募を行う。募集

にあたって救援センターや地区内だけでなく、区外避難者、災害広報、区ＨＰなどできるだけ広く周知する。   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災における復興まちづくり協議会の発足 

 

震災前から住民によるまちづくり活動があった地

区では、いち早く被災者救援などを組織的に展開し、

続けて復興に取り組んでいった。そうでない地区は、

様々な苦労が見られた。 

◆（尼崎市築地地区復興委員会）平成 7 年 2 月末に

町会三役、全体から借家人、商店主などを中心に委

員会を立ち上げた。当地区は区域が広いことなどか

ら、常任委員会、借家など 4 分科会、道路、町並の

2 検討部会、町丁毎のブロック委員会で構成した。

復興委員会は規約も作成し決定機関として位置づけ

たが、最終的に 1,000 戸もあるため、ブロック会議

が最終の意志決定の場になった。復興委員会は 38

名、常任委員会は 18 名、ブロック会議は 140～150

名であった。当初は週に 1 回、夕方 7 時からブロッ

ク会議を開催し、さらに住民集会を月に 2 回ほど開

催した。役員は 3 回同じ事を議論し説明することに

なる。（兵庫県②） 

 当初は、住民に情報が届かず不安や不満が広がり、

復興委員会に対抗する「築地のまちづくりを考える

会」が生まれた。住民が分裂するのではないかとい

う不安がでたが、双方は緊張関係にありながらも、

「考える会」がニュースの全戸配布を行うなどで、

補完関係が生まれた。（内閣府①） 

◆（神戸市長田区細田・神楽まちづくり協議会） 

 住宅と作業所・店舗が混在したまちに区画整理が

指定され、当初、住民は減歩の意味も分からなかっ

た。借地借家が多く、事業所の協力も不可欠であっ

た。復興には自治会はお年寄りが多くてうまく対応

できない。そこで 40～50 代が集まってまちづくり

協議会を組織した。住工混在の特性から工場も重要

であったため、最初から企業にも参加してもらった。

協議会は 4 町丁目ごと発足、最終的には 3 協議会で

合同まちづくり提案、4 協議会で提案変更・地区計

画導入を行った。（神戸市③） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)協議会の告知及び会員を募集する 

① 準備会で話し合った内容をもとに、

第一回協議会の開催準備と会員募集を

行う。【地域】 

② 会員募集について、チラシ・ポスタ

ー作成、ＨＰや災害広報、区外避難者

への連絡等の便宜を図る。【区】 

③ 協議会会場の確保を行う。【区】 

(2)規約・役員等を定め協議会を設立す

る 

① 協議会設立の会を開催し、準備会の

メンバーから規約案を提案し決定す

る。次いで役員の選出等を行う。【地

域】 

② オブザーバーとして参加し、地域協

働復興の仕組みや協議会の役割等を説

明する。【区】 

(3)区に認定申請を行い、区では認定通

知を出す 

① 協議会の代表者（会長）は、区に認

定申請を提出する。合わせて希望する

支援内容について提起する。【地域】 

② 区では認定申請を受け、通知すると

ともに、専門家派遣など支援策を展開

する準備を行う。【区】 

(4)協議会設立を広く知らせる 

① 復興まちづくり広報（地区ニュー

ス）を作成し、協議会発足、追加委員

募集、協議会開催予定等を知らせる。

【地域】 

② 復興まちづくり広報の発行を支援す

る。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・復興まちづくり協議会 
（地域復興組織）認定申請の手引き □ 

・地域復興組織認定申請書 □ 
・地域復興組織(認定・不認定)通知書 □ 
・地域復興組織認取消通知書 □ 
・区長公印 □ 
・豊島区震災復興の推進に関する条例 □ 
・豊島区震災復興の推進に関する条例施行規則 □ 
・復興まちづくり協議会規約案 □ 
 
 

留意事項 
○ 認定にあたっては、「豊島区震災復興の推進

に関する条例・条例施行規則」内の認定要
件を確認する。 

○ 地域内に複数の対立組織ができた場合、条
例による地域復興組織としては認定できな
いため、組織としては一つにまとまるよう
努める。 

○ 協議会が発足しない場合、区主導で復興を
進めることになるが、その地区においても
途上で地域復興組織が設立できることが望
ましい。 

今後の課題 
○ まちづくり推進条例で特定地区協議会とし

てすでに認定されている協議会がある場合
の移行措置について検討する。 

復興準備会の立ち上げ 

（第３章第１節２を参照） 

２週間以降 

協議会の会員募集 

《準備会》【地区担当】 

１か月程度 

協議会の設立、 

規約・役員等を定める 

《協議会会員》【地区担当】 

区への認定申請 
《協議会会長》【地区担当】 

広報等 
《協議会》【地区担当】 

活動方針づくり 
（第３章第２節２を参照） 

※資料編 P 資 116～122 参照 
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 第３章 地域協働復興    第２節 復興まちづくり協議会の結成 

 

２ 復興まちづくり協議会の活動方針づくり 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

協議会が設立された場合、協議会では震災復興本部都市復興担当者と意見交換を行う。 

内容としては、復興計画に係る検討状況の確認、復興まちづくりの方向性、それに即した専門

家派遣、説明会開催、復興の進め方等が考えられる。 

協議会は、それらをもとに、区による住民説明のセッティング、住民意向の把握、おおよその

スケジュール等復興まちづくりに関する活動方針、を定める。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月前後 区と協議会の意見交換の場を作る 

１か月以降 協議会より区へ意見具申をする（必要な場合） 

１か月以降 復興まちづくりの活動方針を定める 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災にみる復興初動期の行政と住民の意識  

 

阪神・淡路大震災では復興の初動期に住民と行政

の対立がみられた。多くの地区では、地元からの提

起を行政側が受け止めそれを計画に生かしたことで、

信頼関係がつくられたケースが多い。 

◆（西宮市北口・高木まちづくり協議会）市は地元

に土地区画整理の都市計画の承認を求めていた。手

続きが先行し、地元意見は後でという方針であった。

地元は、協議会結成後も行政が土地区画整理事業は

強引に推進してくると思い込んでいた。 

 平成 8 年 3 月に市は事業計画決定を迫ってきた。

まちづくり協議会総会を開催し、賛否をとったが、

賛成 4・反対 6 であり、市に決定延期を求めた。道

路や公園の過大な計画が反対理由であった。 

 住民は、反対しても市は事業計画決定を強行する

と予想していた。しかし、市はトップの決断で、地

元の意見を汲んで「地元案」ができるのを待つと方

針変更をしてきた。協議会には仰天の決定であった。

否応なく、地元案づくりを開始した。約 2 か月間の

ミニ集会を重ね、計画案のとりまとめを行った。

（兵庫県④） 

◆（西宮市森香櫨園森具地区まちづくり協議会） 

 当初は区画整理への強硬な反対意見が多かった。

転機は、まちづくり協議会から市に対してループ状

道路を提案した後に、反映されないと思っていたそ

の案を市が取り入れた計画案を持ってきた。その時

にみんなの目の色が変わり、市との協働が始まった

と思う。（兵庫県④） 

◆（協議会の役割）震災後の市民の最大の関心は一

日も早いくらしや住まいの再生であった。一方、行

政は、都市や住宅の物的整備を主眼に土地区画整理

事業を導入して、ビジョンを実現しようという意図

であり、その間にすれ違いが生じた。協議会はその

両面を調整し一つの方向に向かう役割を果たした。

（内閣府①をもとに作成）  
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)協議会と都市復興担当との意見交換 

① 復興まちづくり方針案等の策定状況

に応じた説明を行う。【区】 

② 協議会と区が今後の復興まちづくり

の進め方等について意見交換を行う。 

(2)復興計画の進捗状況に応じた意見や

要望を提出する 

①（必要に応じて）協議会より復興まち

づくり方針案等への意見提出を行う。

【地域】 

② 意見を受けて、復興まちづくり方針

案等に反映させる。【区】 

③（必要であれば）区に復興への取り組

み状況等に関する地元説明を要請し、

協議会がセッティングして地元説明会

を開催する。【地域】 

(3)協議会の活動方針をつくる 

① 区による復興まちづくり方針案策定

状況や協議を受けて、協議会の活動方

針や進め方などを定める。【地域】 

② 地区における時限的市街地の必要性

について検討し、必要な場合は区に要

望を行う。【地域】 

③ 地区担当・復興本部は、要望を受け

て、実現方法等を検討する。【区】 

④ 協議会の要請を受けて、広報発行の

支援、専門家の派遣、事務所開設等の

準備を行う。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
（検討段階における） 
・復興まちづくり方針資料 □ 
・復興まちづくり支援メニュー □ 
 
 
 

留意事項 
○ 事前に、区で協議会に対し、支援できるメ

ニューを定めておく。（①周知手段：区広
報、公共施設での掲示、ホームページ、報
道機関等の利用、②原稿作成：PC や FAX の
貸与、印刷会社の手配等） 

○ 復興まちづくりの支援メニューは、区独自
ものだけでなく、都や復興基金で展開され
る制度を活用する。 

今後の課題 
○ 復興まちづくり方針案の周知、協議会広報

について、地域を離れている人（区外避難
者）への対応を検討しておく。 

復興まちづくり協議会 

の認定 

（第３章第２節１を参照） 

１か月前後 

協議会と区の意見交換 

《協議会》【地区担当、都市計画課】 

１か月以降 

区に意見・要望を提出 

《協議会》【地区担当】 

活動方針を定める 

《協議会》【地区担当】 

復興まちづくりへの支援（第３章第４節を参照） 

復興まちづくり計画案の検討（第３章第５節を参照） 

時限的市街地の展開（第３章第３節を参照）
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第３章 第３節 

地域協働復興による時限的市街地の展開 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災後３日後   １か月       ２か月以降           

被災者の中には、その地を様々な事情で離れることができない人もいる。

被災した人々が地域にとどまって生活を続けながら行政と協働して復興を進

めることが重要になる。このため、地域内外に一時的な居住や営業の場を確

保し、地域の「共助」をベースにして生活していくことを、地域と行政で協

働して行う。 

 地域が中心になって、所有者の協力を得ながら地区内で活用できる用地を

確保し、その要請をうけて、区は様々な手法で、一時的な住まい・店舗等の

整備を行う。また、地域では、町会自治会等を単位にした入居方法を提案

し、サポート体制づくりを始める。 

 

時限的市街地の用地さがしと建設 

地域にとどまって復興 

まちづくりを進める活動 

時限的市街地の運営体制づくり 

・応急仮設住宅への地区からの入居者への支援。 

・地域内仮設住宅・一時提供住宅入居者の入居者選定と

入居者への支援。 

・地区内の時限的市街地に対するサポート体制づくり。 

・復興協議会では、応急仮設住宅団地への地域単位の入居を申

し込む。 

・協議会では応急仮設用地さがしと承諾とりつけに取り組む。

・区では、土地に見合った仮設住宅の建設を手配する。 

復興まちづくり協議会発足 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第３章 地域協働復興    第３節 地域協働復興による時限的市街地の展開 

 

１ 時限的市街地の用地さがしと建設 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、住宅課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

地域協働で復興を進める場合、できるだけ多くの住民が地区にとどまって復興まちづくりに

取り組むことが重要になる。その方法として、応急仮設住宅団地等への地区単位入居、地区内

への応急仮設住宅・事業用仮設建物確保、地域内の空き家活用などがある。 

協議会が発意し、土地や建物所有者の同意等建設の条件をつくり、区に時限的市街地建設や確

保を提起する。区では復興まちづくり協議会の要請をもとに、実現に努める。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以降 大規模仮設住宅に地域単位の入居を申し込む 

１か月前後 協議会は時限的市街地の用地さがしを行う 

１か月以降 区では建設方法や配置等を定め、建設を手配する 

 留意事項：応急仮設住宅や空き家活用など一時的な住宅確保方法については、用地確保の手順、

費用負担等様々な検討課題があり、震災前の検討や震災直後に取られる措置に注意する。   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：民有地の応急仮設 

 

阪神・淡路大震災では自己所有地への仮設住宅・

店舗等の建設も検討されたが、公共施設である仮設

住宅への土地所有者優先入居の是非、撤去の際の紛

争などが問題とされ、実現しなかった。 

◆（当時の知事の回想録から）「自分の土地を提供

するので、そこに仮設住宅を建ててください」との

要望が多くあった。もっともなことではあるが、仮

設住宅は全額国費で建てる公共用施設であるから、

それは無理な話である。もし建てられたとしても、

抽選で入居を決めるので、本人が入居できるとは限

らないのである。何とかいい工夫がないかと努力し

たが、実現できなかった。今もって心残りである。

（内閣府①） 

◆自己所有地への仮設建設については、次のような

点で実現が難しいとされた。 

1)自分の優先入居を条件に用地を提供すれば、土地

を持たない被災者との間に不公平感を生む 

 

2)民有地の賃借は明け渡し、撤去などを巡ってトラ

ブルが生じやすい 

3)災害救助法は公有地･国有地の活用を前提として

おり、有償の借り上げは適切ではない 

ただし、次のような方法は考慮される必要がある。 

1)土地所有者がまとまってまちづくり促進に納得し、

行政に土地を提供するならば、こうした民有地の賃

借方式も推進されるべきであろう 

2)個人が他人の土地を借りて、仮設住宅を造ること

のできるような民事の特別立法が必要だったのでは

ないか 

（内閣府②） 

 

 震災後の国の検討委員会等で民有地利用の方法に

ついて提起されているので、次の震災の時点では新

しい方法が打ち出される可能性もある。 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
※時限的市街地担当委員を決めておく。

【地域】 

(1)仮設住宅への地域単位の入居申込 

① 住宅課を中心に応急仮設住宅建設計

画を策定、場所によって地域入居枠を

確保し、情報を地域に提供する。【区】

② 協議会から地域単位入居を要請する。

【地域】 

(2)時限的市街地の用地さがし 

① 区では概ねの建設地の条件を定め、

地域に知らせておく。【区】 

② 協議会で地区内公有地の活用を検討

し、建設候補箇所を設定する。【地域】

③ 仮設建設候補地を募集する。民有地

で活用できそうな土地をさがし、所有

者に意向を打診し了解を得る。地区内

の空き家情報を収集する。【地域】 

(3)地域における時限的市街地の協議要

請 

① 協議会は区に時限的市街地確保を要

請する。【地域】 

② 区は応急仮設住宅及び仮設店舗等時

限的市街地の配置計画を協議会と話し

合って策定する。【地域・区】 

(4)時限的市街地の建設手配 

① 住宅課は要請を受けて、場所を確認

し、応急仮設、事業用仮設等建設方法

に応じて工事を発注し、建設する。

【区】 

(5)入居者選定等の準備 

① 協議会と地区担当は、建設時期に合

わせて、入居者選定、運営体制等の事

前準備を始める。【地域・区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・事前の用地リスト、敷地図 □ 
・民有地の借用に係る協定案 □ 
 
 

仮設住宅への地域

単位の入居申込 

《協議会》【地区担当】 

留意事項 
○ 地域における応急仮設住宅のタイプとし

て、一般型住宅とともに、地域協働型仮設
（ふれあい住宅型・グループホーム型等）
等いくつかのタイプを検討しておく。 

○ 民有地提供に伴う新たな制度や手法につい
て、情報に注意する。 

○ 地域で事前に検討しておくことが望ましい。

今後の課題 
○ 民有地の提供に係る事前検討（借り上げ費

用、土地所有者の入居権等、協定のひな
形）を行っておく。 

 

復興まちづくり協議会 

の発足 

（第３章第２節１を参照） 

用地さがし 
《協議会》【地区担当】 

１か月前後 

建設要請・協議 

《協議会》【地区担当】 

入居方法等の準備 

《協議会》【地区担当】 

仮設等建設手配 

《協議会》【住宅課】 

２か月前後 

２週間以降 

※資料編 P 資 123～127 参照 
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 第３章 地域協働復興    第３節 地域協働復興による時限的市街地の展開 

 

２ 時限的市街地の運営体制づくり 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、住宅課、保健福祉部 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

地域内に時限的市街地を建設した場合、協議会は区と協議し、入居者選定方針や運営の体制

などの大枠を定める。区はそれを受けて実務（入居者選定、入居手続き、契約等）を行う。 

協議会の担当委員は、区のくらしや産業の復興部門等と連絡をとって、時限的市街地の運営

体制を構築する。地区内にふれあいセンターの設置、ボランティア等による生活支援の強化な

ど運営体制の強化を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月前後 大規模仮設住宅への地域入居者への支援 

２～３か月前後 地域内仮設への入居者選定と入居支援 

数か月～２年 時限的市街地の運営、自力仮設支援 

 留意事項：   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災から始まった地域型仮設住宅 

 

 阪神・淡路大震災では、高齢者や障害者に配慮し

た地域型応急仮設住宅も建設された。 

◆（芦屋市のケア付き仮設住宅）スウェーデンのグ

ループホーム制度を取り入れた。3 棟（1 棟に和室

と洋室の個室 16 ㎡が 14 戸）に 41 人の高齢者、障

害者が入居。トイレは各室に完備、風呂は各棟ごと

に 1 つ、各棟の中央に共用スペースがある。1 棟あ

たり 4 人の職員が 1 日 2 交代で 24 時間体制でケア

をした。他に入浴の介助役が 1 名、それでも充分と

いえず、地域の主婦らのボランティアの助力を得て

負担を軽減している。1 か月延べ 90 人のボランテ

ィアという。市福祉公社からの毎夕食の配食、ホー

ムヘルパーの派遣、医師の往診や保健婦の訪問、市

のケースワーカーとの緊密なコミュニケーションな

ど、医療や在宅福祉サービス等を積極的に導入し、

デイサービスセンターへ通う人も多かった。小規模

であるためコミュニティ形成が容易であり、介助者

も入居者の自立を損なわぬよう配慮してケアにあた

ることができた。 

 平成 8 年 2 月に入居者を対象にしたアンケートで

は、8 割以上が「生活に満足している」との回答で

あった。公的住宅に当選したにもかかわらず、「こ

こから動きたくない」と訴えるケースもあるという

ことである。（兵庫県②内閣府①） 

◆（神戸市の地域型仮設住宅）芦屋市などに比べて、

生活援助員の派遣が 24 時間対応でないことに批判

的な指摘が相次いだ。この点について、神戸市では

仮設住宅は「住宅」であることから、全市で提供で

きる在宅福祉サービスのレベルでの取り組みを行っ

たとしている。（内閣府①） 

◆（平成 16 年 10 月中越地震の仮設住宅）この時は、

阪神・淡路大震災の教訓から地域別入居等が行われ

たこともあって、地域型仮設住宅はつくられなかっ

た。しかし、県が設置した団地に集会所等を確保し、

市や社会福祉協議会がデイサービスを行った。（新

潟県①） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)仮設住宅への地域単位の入居の支援 

① 大規模仮設住宅への地域枠入居者の

引越しや生活を支援する。【地域】 

② 他地区の仮設住宅に入居した人や地

区外移転者に情報を発信する。【区】 

(2)地域における時限的市街地の入居者

選定と入居 

① 区と協議し地域における時限的市街

地への入居方針案を設定する。【地

域】 

② 区では、地域復興組織の方針を受

け、入居手続き（募集／選定／入居）

を行う。【区】 

③ 名簿を作成し、都に報告する。【区】

④ ボランティアの協力を得て、入居者

の引っ越しや生活開始のための支援を

行う。【地域】 

(3)地域における時限的市街地の運営と

生活支援 

① 協議会は、区やボランティア組織な

どと役割分担して仮設入居者への支援

体制をつくる。【地域】 

② 区と地域は協働して入居者組織育

成、共同施設運営、環境整備を行う。

【地域・区】 

③ 区では、入居者調査、巡回相談を行

う。地域からの申し入れ等をもとに、

福祉・医療・生活支援を展開する。

【区】 

(4)自力での仮設住宅確保への支援を強

化 

① 自力仮設住宅確保に関する情報を収

集し、工法・価格等情報を提供する。

【地域】 

② 区では、協議会からの申し入れを受

けて自力仮設建設の指導や業者確保、

技術的支援等を行う 。【区】 

 

 

 

発災 

地域での時限的市街
地の建設 

（第３章第３節１を参照） 

必要な物品   
 
・応急仮設住宅の基準（災害救助法） □ 
・地域内時限的市街地入居の考え方案 □ 
 
 

仮設への地域入居

者支援、情報発信 

《協議会》【地区担当】 

留意事項 
○ 災害救助法による応急仮設住宅、復興事業

に伴う仮設住宅とで入居資格が異なること
に留意する。 

○ できるだけ入所者が主体になった運営管理
ができるよう工夫すること。 

今後の課題 
○ 地域内の時限的市街地については、土地提

供者等を優先的に地域仮設住宅へ入居させ
るか検討しておくこと。 

○ 自力仮設（個人が任意に作る仮設住宅）の
支援のあり方についても検討しておくこ
と。 

１か月前後 

地域における時限的 

市街地の入居者選定 

《協議会》【住宅課】 

２～３か月前後 

時限的市街地の 
運営と生活支援 

《協議会》【住宅課、保健福祉部】 

自力仮設建設 
に対する支援 
《協議会》【住宅課】 

数か月～２年 
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第３章 第４節 

復興まちづくりへの支援 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

復興まちづくり協議会発足 

発災後３日後 １か月       ２か月以降 

活動を展開、復興まち

づくり提案をつくる 

支援専門家の派遣 

復興まちづくり事務所の開設 

復興まちづくり協議会が、復興まちづくり計画の検討や提案づくりに取り

組むためには、専門家を始めとする様々な支援や条件づくりが必要になる。

 区から協議会へ行う支援として、ここでは、協議会の活動等を広く知らせ

るための「復興まちづくり広報」の展開、活動の拠点となる「復興まちづく

り事務所」の確保、復興に係る地域の合意形成を促す「専門家」の派遣につ

いて定める。その他、復興基金等を活用して活動費の助成など様々な支援を

行うことも考えられる。 

復興まちづくり広報の展開 

・協議会の派遣要請をうけて、区は地域の合意形成等を支援する

専門家を派遣する。 

・様々な分野の専門家についても、必要に応じて派遣を行う。 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第３章 地域協働復興    第４節 復興まちづくりへの支援 

 

１ 復興まちづくり広報の展開 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

地区内外の被災者に復興に関する情報をしっかりと伝えることが必要である。復興まちづく

り協議会は、広報担当委員を定めるなどして広報発信体制をつくり、行政や専門家の協力を得

ながら復興まちづくり広報紙を発行する。 

●  地域住民や区外避難者にニュース、ホームページ、郵便、掲示、区広報を活用して復興ま

ちづくりの進行状況等を広報する。 

● 救援センターの移動者名簿、ＨＰ連絡などから避難被災者を把握し、郵送する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月前後 復興まちづくり協議会で広報発行体制をつくる 

１か月以降 復興まちづくり広報を作成しＨＰを開設する 

数か月～２年 近接地区や区外避難者に情報を提供 

 留意事項：   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の復興まちづくりニュース 

 

震災直後より、きめ細かな被災者支援のため、 住民

やボランティアの手により多くのミニコミ誌、まちづ

くりニュースも震災直後から多く発行されてきた。ま

ちづくりに関連する情報紙には、次の3種類がある。 

(1)まちづくり協議会や自治会のニュース 

 住民がまちぐるみで復旧・復興に立ち上がろうとし

ているまちづくり協議会や自治会のニュース。 

 記事の主な内容は、総会の記録、アンケート調査の

お知らせと結果、まちづくり学習会の内容、まちづく

り案など、様々である。 

 95年2月～97年2月の間に、都市計画事業地区内で

62 種類（「松本地区まちづくり協議会ニュース」など）、

地区外で 30 種類（「真野っこガンバレ！！」など）が

記録されている。 

(2)行政による情報提供のニュース 

 復興事業の都市計画決定・事業計画決定の情報、 区

画整理等事業手法の解説など、市街地整備を実施する

行政の立場から編集し発行している。 

 特に区画整理や再開発を行う地区ではほとんどで

「○○地区まちづくりニュース」が発行されている。

西宮市北口北東区画整理の場合、行政から「北口北東

プレス」が 95.2～98.5 の間に 48 号、協議会から「北

口・高木ニュースすまい・まち」が95.11～98.11まで

34号の2つが発行された。 

(3)区・市・被災地全体を視野に入れた専門家等のネッ

トワークのニュース 

 各地のまちづくりを支援している専門家ネットワー

クでは、メンバー間の情報の共有化や全国の支援者へ

の情報提供を主な目的に情報誌を発行。もっとも有名

なのは『きんもくせい』で 95.2～97.7 まで 50 号を発

行した。（「阪神大震災復興市民まちづくり」学芸出版

／「復興まちづくり記録誌」兵庫県） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)広報発行体制をつくる 

① 事前に広報経験者等を把握してお

き、発災後、復興まちづくり協議会で

広報部会を設置する。学校 PTA の広報

経験者等を把握しておくとよい。 

② 区は必要に応じてパソコン、プリン

ター、デジカメ、印刷費等を用意す

る。 

(2)復興まちづくり広報・ＨＰの作成 

① 地区担当や派遣専門家の支援を受け

ながら復興まちづくり広報を発行す

る。 

② ＨＰを開設し、広報等を載せる。 

(3)復興まちづくり広報の掲示、配布 

① 救援センターや被災地内の掲示版等

に掲示する。地区内在留者には手分け

をして配布する。 

(4)近接地区、区外避難者への情報提供 

① 区外の仮設住宅入居者や区外避難者

に郵送等で情報を発信する。 

＜注＞移動先の把握 

 協議会が中心になって以下を行う。 

・救援センターで移動先を記録 

・焼け跡等での移動先表示を記録 

・ＨＰや区広報等で呼びかけ など 

② 区広報への掲載。 

③ 隣接の救援センターに掲示、連絡呼

びかけ。 

 

 

 

発災 

復興まちづくり 
協議会設立 

（第３章第２節１を参照） 

必要な物品   
 
・パソコン □ 
・プリンター □ 
・広報紙フォーマット □ 
 
 

留意事項 
○ パソコン、プリンター、広報紙の用意を区

は支援する。 
○ 区外避難者については救援センターで移動

者名簿を作成、ＨＰへの連絡等。 

今後の課題 
○ 復興まちづくり広報のフォーマットをつく

っておく。 
○ ＨＰのサーバー確保について検討してお

く。各復興まちづくり地区を一括して区Ｈ
Ｐに確保するか、区ＨＰが使えない場合
は、どこに開設するか等を検討しておく。 

○ 区外避難者の把握方法について細部を検討
しておく。 
 

広報発行体制を
つくる 
《協議会》 

１か月前後 

広報紙・ホーム
ページ等の作成 

《協議会》 

１か月以降 

広報の掲示、配布 

《協議会》 

近接地区、区外避

難者への情報提供 

《協議会》 

※資料編 P 資 128～129 参照 

数か月～２年 
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 第３章 地域協働復興    第４節 復興まちづくりへの支援 

 

２ 復興まちづくり事務所の開設 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当 

マニュアル更新担当課 地域まちづくり課 

活動のあらまし 

重点復興地区等において地域協働による復興まちづくりを進める場合、当該地区またはその

近傍に、常設のまちづくりの拠点（会議、情報発信等）が確保されていることが望ましい。特

に面的整備など地元での合意形成が重要な復興地区では、区が場所を確保し、協議会が運営す

る「復興まちづくり事務所」を開設する。 

 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以内 復興まちづくり事務所となる場所を確保する 

２か月以内 復興まちづくり事務所の運営体制をつくる 

２か月以降 復興まちづくり活動を展開（会議、情報発信等） 

 留意事項：設置にあたっては、導入する市街地整備事業の事業費や震災復興基金の活用が考え

られる。当面は比較的被害が少ない公共施設の一角を確保する。   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災復興とまちづくり事務所 

 

 阪神・淡路大震災では、協議会方式による復興が

展開されたが、現地では、まちづくりについて話し

合い・集まる場を確保することにも苦慮したとされ

る。 

 神戸市は「まちづくり協議会」の組織化、「現地

相談所」の設置、「まちづくり専門家」の派遣の 3

点を基本に、事業の具体化を進めることとした。 

 震災直後の混乱を脱して生活再建に向けての立ち

上がりを見せ始めると、住民側にも復興に向けて前

向きに考えていく状況が生まれてきた。こうした背

景には、現地相談所において個別相談、地元説明会

を重ね、事業手法の仕組みやそのメリット等につい

て丁寧な説明を繰り返したことがある。（兵庫県②） 

◆（神戸市六甲道駅西地区琵琶町復興住民協議会） 

「当初は避難所の隅で話し合っていたがうるさがら

れ、近くの会館も貸してはもらったがいつまでも無 

 

 

料というわけにいかない。そのため「是非、 みん

なが集まる場所をつくりたい」と強く希望した。御

蔵地区の復興まちづくりリーダーの田中さんからコ

ンテナハウスを三つもらって、公園予定地「琵琶ポ

ケット」に集会所を確保した。それ以降は、毎週水

曜に会合を開くことができた。気軽に集まってまち

づくりを話せる場所があることは本当に重要だ」

（「阪神大震災復興まちづくりセミナー2000」） 

◆（津名郡一宮町郡家地区まちづくり委員会） 

 以前は 4 町内にそれぞれ集会所を持っていたが、

震災で全て倒壊してしまった。そこで、1 ヶ所に大

きい集会所を再建しようと提案され、2 階建てにし

て 2 つの会議が同時にできる施設を建設してもらっ

た。これによって連絡や話し合いがスムーズにいっ

た。（兵庫県②） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興まちづくり事務所の確保 

① 被害状況・地元要請に応じ、事務所

の規模・設置場所を定める。【区】 

② 場所を確保し、設備等を整える。

【区】 

＜事務所の役割＞ 

・会議・情報連絡・広報、展示 

・交流・その他イベント等 

(2)復興まちづくり事務所の運営体制構

築 

① 集会、相談など事務所施設の運営の

要領を定める。【地域】 

② 情報発信、地域への復興啓発、交流

や活性化イベント等を企画し展開す

る。【地域】 

③ 事務所運営経費を支援する。【区】 

④ 復興相談、説明会等復興まちづくり

の現地の拠点とする。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・情報掲示板 □ 
・電話・ＦＡＸ □ 
・パソコン・プリンター □ 
・会議用テーブル、椅子 □ 
・文具等 □ 
 
 

留意事項 
 
○ 当初は近隣の区民集会室等を想定する。 
○ 協議会役員、ボランティア等が常駐できる

体制ができることが望ましい。 
○ 専門家による現地相談等を行う場合は、専

門家派遣制度等を活用する。 
 

今後の課題 
 
○ 支援内容については検討しておく。 
 
 

１か月以内 

復興まちづくり
事務所の確保 

【地区担当】 

運営体制をつくり復興

まちづくり活動を展開 

《協議会》【地区担当】 

２か月以降 

くらしとコミュニティの復興（第３章第６節を参照） 

復興まちづくり活動の継続（第３章第７節２を参照） 

復興まちづくり 
協議会の結成 

（第３章第２節を参照） 
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 第３章 地域協働復興    第４節 復興まちづくりへの支援 

 

３ 支援専門家の派遣 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

復興まちづくりを展開する場合、地域における合意形成や行政と地域が協働しての計画策定

が重要になる。復興まちづくり協議会が発足した場合、区は、協議会の要請を受けて、協議会

活動と復興まちづくり提案を支援する専門家を派遣する。 

専門家の選任にあたっては、復興まちづくりの方向性、これまでの経験等を勘案しながら、区

で候補者を選定し、協議会等の意見を求めて行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１～２か月 協議会発足と同時に専門家の派遣依頼をする 

１～２か月 支援専門家を選任する 

２か月以降 まちづくりの展開に即して専門家の強化等を行う 

 留意事項：特定地区等で震災前からまちづくりコンサルタントが委託や派遣され信頼を得て活動をして

いる場合、地元協議会の意見を聴取した上で、継続してまちづくり支援にあたってもらうよう配慮する。  

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災復興でのまちづくり専門家派遣 

 

 阪神・淡路大震災では、神戸市域では「こうべま

ちづくりセンター」、他の県内は「ひょうご都市ま

ちづくりセンター」が、情報の収集・提供、まちづ

くりに関する調査研究等を実施するとともに、様々

な分野の専門家を登録し、復興まちづくりに取り組

む協議会等派遣を行った。 

 専門家派遣の対象としては、「地区のまちづくり」、

「建築の共同化・協調化」、「コーポラティブ住宅建

設」、「被災マンション建替」、「関連する法律問題等

の相談学習」などがあり、それぞれに専門家といっ

ても職種や適性が異なっていた。 

 検討の初動期には「まちづくりアドバイザー派遣」

を行い、計画策定作業が始まる段階では「まちづく

りコンサルタント派遣」に切り替え実施された。派

遣された専門家は、専門的・技術的なまちづくりの

支援を行うとともに、住民と行政の間に立って、ま

とめ役として大きな役割を果たした。 

 専門家はコンサルタントばかりでなく、弁護士、

不動産鑑定士、建築士などがチームになって復興プ

ロジェクトにあたる地区もあった。 

 また、コンサルタントも 2 区分があった、「事業

コンサルタント」は、行政が土地区画整理事業や市

街地再開発事業などを行う地区で、事業の手順に即

してビジネスとしての結果を出した。再開発プラン

ナーや区画整理士、公的機関としての都市基盤整備

公団などが加わった。 

「まちづくりコンサルタント」は、様々な被災状

況や事業手法の区域で活躍した。行政と住民との間

の相互信頼を築くことから始まり、地元の合意形成

と行政とのコーディネートを務めた。行政計画を変

更するよう提唱した場合も何度かあった。地元被災

地の大学研究者、運動家、建築士や小規模コンサル

タント事務所などで、ボランティアからスタートし

た場合もあった。（内閣府①）
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)協議会から区に対し、復興まちづく

りを支援する専門家の派遣を依頼する 

① 協議会は復興まちづくりの方向性を

踏まえ、区に専門家派遣を要請する。

【地域】 

② 復興地区の状況を勘案して候補者を

リストアップし、可能性を打診してお

く。【区】 

(2)支援専門家の選任と派遣 

① 区では、適性がある専門家に打診し

た後、協議会に推薦し、協議会の意見

を得て派遣を決定する。【区】 

② 原則として以下から候補者を選定す

る。 

ａ コンサルタント 

1）区内のまちづくり等に経験があり、

実績を有するもの 

2）東京都「復興まちづくり支援班」派

遣制度等で登録・推薦されたもの 

ｂ その他専門家 

1）豊島区九士業連絡会に加盟するもの

2）「災害復興まちづくり支援機構」 

③ 選任された専門家と期間と業務内容

を定めて契約する。【区】 

(3)まちづくり経過に応じた強化、修正 

① 派遣された専門家は、定期的に状況

を報告する。【派遣専門家】 

② 専門家の報告、地区担当や協議会等

の意見を踏まえながら専門家の強化、

変更等を行う。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・専門家派遣制度のご案内 □ 
・専門家派遣申請書式 □ 
・専門家連絡先リスト □ 
 
 
 

留意事項 
○ 業務委託にあたって入札や企画審査等の方

法は、時間的に可能であれば、協議会の了
解を得て実施してもよい。 

今後の課題 
○ 認定された復興まちづくり協議会に対する

支援として、専門家派遣を行う仕組みを構
築する。（東京都「復興まちづくり支援班」
派遣制度の活用、区としての登録制度の検
討） 

○ 被害が広範囲であった場合、人材が不足す
る恐れがある。東京都や専門家団体等によ
る人員調整の仕組みが必要である。 

協議会の発足 
（第３章第２節１を参照） 

１～２か月 

専門家の派遣依頼 
《協議会》【地区担当】 

支援専門家の 
選任と派遣 

《協議会》【都市計画課、地区担当】 

概ね６か月毎 

派遣状況の把握と
強化、修正等 

《協議会》【都市計画課、地区担当】 

復興まちづくり計画案の検討

（第３章第５節１～４を参照） 

※資料編 P 資 130 参照 
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第３章 第５節 

復興まちづくり計画案の検討 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災後３日後 １か月   ２か月             ４か月      ６か月 

区では震災後、震災復興基本計画や都市復興基本計画の策定作業を開始し

ている。復興まちづくり協議会が結成された場合、その時点で区が検討を進

めている復興まちづくりに関する方針や計画案について、区と地域が情報を

共有し、協働していくことが必要である。 

 ここでは、区が「復興まちづくり方針案」を提起し、協議会がそれに対す

る意見を「提案」としてとりまとめ、区ではその提案を尊重して「まちづく

り計画」を策定する手順を示す。 

テーマ別・事業別の検討 

復興まちづくり

事業の推進 

復興まちづくり提案の検討と提出

・提案検討に並行して、特定箇所のプロジェク

トや特定テーマの部会の検討を行う。 

・検討成果は、まちづくり提案に盛り込む場合

もあれば、提案後の提出もある。 

復興まちづくり方針説明会の開催 

・協議会は、区の方針案等をもとに専門家の支

援を得て「復興まちづくり提案」を作成。 

・提案への地域の意見反映を行い、区に提出。 

復興まちづくり計画の策定 

・提案を受けて区では協議会と協議

を行いながら「復興まちづくり計

画」を作成する。 

・説明会等区民意見反映を行い、都

市計画手続き等を行う。 

復興まちづくり協議会発足 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第３章 地域協働復興    第５節 復興まちづくり計画案の検討 

 

１ 復興まちづくり方針説明会の開催 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

復興において、区民と区が連携・協働して計画策定を進めていくことが重要である。計画策定は、時

間が切迫する中で展開すべき状況もあり、行政が方針や計画案を提示し、それをたたき台に地域の意

見を反映させ、計画を確定させていく方式が考えられる。 

協議会が発足した地区においては、区は「復興まちづくり方針」策定にあたって、まず方針案について

復興まちづくり協議会に意見を求め、その上で「復興まちづくり方針の地域説明会」を開催する。 

地域への説明会開催にあたっては、事前告知を十分に行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月前後 「復興まちづくり方針案」を協議会に説明する 

１か月前後 「復興まちづくり方針案の地域説明会」を開催する 

１～２か月 「復興まちづくり方針」を広報する 

 留意事項：時期的に「復興まちづくり方針案の地域説明会」の後に協議会が発足する場合もある。そ

の場合は、協議会発足時に方針を説明し、次項の「まちづくり提案」で方針及び計画への意見をまとめる。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の都市計画案説明会 

 

 阪神・淡路大震災の復興事業では、重点地区に係る都市

計画の決定が、被災2か月後になされた。通例では時間を

かけて行われる計画案の発表と縦覧は、地震から1か月後

で、被災者は避難所や疎開して自宅外にいた人が多かった。 

 神戸市では計画案の縦覧場所は三宮の一ヶ所に限定され、

各地区の相談所では計画案を見ることはできなかった。計

画案は複写もできず、住民同士で議論をする材料すら入手

できない状態だった。都市計画審議会も短期間で審議を終

え、委員が住民の意見書に目を通す余裕も、討議を尽くす

時間もなかった。 

 都市計画案の説明会の実施は、広報紙にも書かれておら

ず、各地区に張り紙がしてあるだけだった。私も見逃して

おり、人づてに「公園で説明があるそうだ。」と聞いた。

あの冬の寒い中に公園であった上に、要領を得ない説明で 

あった。しかもよく聞けば減歩で土地を削る事があるとい 

 

うので、地権者が怒り狂って反対することになった。地域

内には戦災復興の土地区画整理事業で 20％以上もの減歩

を受けた経験のある地区もあったためでもある。 

 縦覧や相談業務に対応した職員の多くは計画の作成に参

加していないし、十分な説明も受けていなかった。そのた

め、住民の様々な質問に応える知識も不足していた。 

 計画案をよく見ると従来の区画整理や再開発の手法の枠

から、一歩二歩と制度を改善し、住宅市街地整備総合支援

事業等複合的な事業の実施なども予定されていた。時間を

かけた説明を行い、冷静に考えれば納得してもらえること

でも、いきなりの説明では批判を受けて当然であった。た

だ 3 月 17 日の都市計画決定というスケジュールにはめ込

み、法的要件を満たす資料作成の作業であった。（兵庫県

②）
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興まちづくり方針案を協議会に説

明 

① 概ね１か月を目安に復興まちづくり

方針案（都市復興基本計画骨子案の項

目）をまとめ、協議会に説明し、意見

を求める。時間があれば方針案を修正

する。【区】 

② 協議会への説明と同時期に、会場を

確保し、地域説明会開催の事前周知を

する。【区】 

③ 協議会は、区の復興まちづくり方針

案の説明をうけ、課題や論点を整理

し、意見・質問を提出する。【地域】 

(2)復興まちづくり方針案の地域説明会 

① 復興まちづくり方針案についての説

明会の準備を行う。原則として協議会

に説明した案とするが、時間があれば

修正した方針案とする。【区】 

② 区主催による説明会を開催し、意見

を求める。【区】 

(3)復興まちづくり方針案の広報と意見

募集 

① 協議会及び説明会の意見を反映した

復興まちづくり方針を地域住民及び内

外に周知する。【区】 

（広報、公共施設等での情報提供、ホ

ームページ、マスコミ等による。） 

② 復興まちづくり計画策定に向けての

意見を募集する。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・復興まちづくり方針案資料 □ 
・説明会開催案内 □ 
・説明会会場、資機材 □ 
 
 

留意事項 
 
○ 復興まちづくり方針は、区の当該地区に対

するまちづくりの方針を示すものであり、
都市復興基本計画（骨子案）の策定に先立
って作成し、すみやかに協議会及び地域に
説明する。 

 

今後の課題 
 
○ 区外避難者（関係権利者）への周知の仕方

について。 
 

都市復興基本計画 

（骨子案）の策定 

（第２章第３節１を参照） 

１か月前後 

方針案を協議会に説明 

《協議会》【都市計画課】 

方針案の地域説明会 

【都市計画課、地区担当】 

方針の広報と意見募集 

【都市計画課、地区担当】 

１～２か月 

復興まちづくり提案の検討と提出 

（第３章第５節２を参照） 

※資料編 P 資 131～132 参照 
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 第３章 地域協働復興    第５節 復興まちづくり計画案の検討 

 

２ 復興まちづくり提案の検討と提出 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

復興まちづくり協議会では、区が提起した「復興まちづくり方針」をもとに、「復興まちづく

り提案」を作成し提出する。協議会による提案は、地区全体に係る基本的事項を重点に行うも

のとし、特定の権利者に係る街区や事業の計画については、部会や検討会を設置して検討を行

う。復興まちづくり協議会は、提案にあたり総会や説明会を開くなどして地域住民の意見求

め、それを踏まえて区に提出する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２～４か月 協議会で復興まちづくりに関する検討を進める 

２～４か月 「復興まちづくり提案」への地域の意見を把握する 

２～４か月以内 「復興まちづくり提案」をまとめ、区に提出する 

 留意事項：   

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の協議会の提案づくり 

 

◆阪神・淡路大震災後の復興において、多くの協議

会では、行政に提案する前に、復興市街地整備事業

の必要性や事業手法、制度の仕組みなどに説明や学

習を行う必要があった。 

 まちづくり提案では、協議会が行政案に対する対

案・独自案を作成する方式、施行者が説明会や個別

面談等を繰り返して関係権利者の意向を把握しなが

ら計画を組み立てる方式があった。行政とコンサル

タントが計画案を作成し、それを協議会で修正する

という従来型の手法が採られた地区もあった。 

 復興まちづくり計画の合意形成のためには、権利

者の生活再建の道筋を明らかにすることが重要で、

敷地や建物をシミュレーションしたり、権利者の住

宅再建イメージを具体化して合意形成が進んだ例も

ある。 

 提案のとりまとめ段階では、小グループの会議や 

全体の住民集会を重ね、アンケート等による意向把 

 

握、ニュース等の発行による情報発信を繰り返され 

た。（兵庫県②） 

◆（西宮市森具地区）3 月 17 日に土地区画整理事

業の都市計画決定がなされ、4 月に地元説明会があ

った。住民側からは、3 月の計画は、都市計画道路

が中心で地区内への通過交通の流入が起きる、減歩

率が高い、公園が 2 箇所に分かれる、森具らしさが

ない、などの問題が出された。 

 これらの課題をもとにまちづくり協議会では勉強

会を行い、通過交通が起きない道路ネットワーク、

大きくまとまった公園などを盛り込んだ地元案をま

とめ 9 月に提案した。市はこれをうけて県・国とも

協議し、平成 7 年 12 月に都市計画決定を変更し、

翌年に事業計画が決定した。公園をまとまってとっ

たことによって集会所を設けることもでき、地元も

歓迎している。（兵庫県②） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興まちづくりに関する検討 

① 地区計画や事業の手法などを学習

し、望ましいまちのイメージや課題を

検討する。【地域】 

② アンケート、ヒアリング、懇談会等

を行い、被災者の意見を広く集める。

【地域】 

(2)復興まちづくり提案（たたき台）を

まとめる 

① これまでの検討をとりまとめ、区に

提出する「復興まちづくり提案」のた

たき台を作成することができる。【地

域】 

＜提案内容例＞ 

 ・復興まちづくりの目標、基本方針 

 ・復興まちづくりの計画項目 

 ・復興まちづくりの進め方、役割分担 

 ・その他 

(3)復興まちづくり提案への意見反映 

① 地域住民・権利者に提案（たたき

台）を説明し、意見を募集する。それ

らを基に意見反映を行い、提案を完成

する。【地域】 

② 事前の広報等で提案内容を周知する。

【地域】 

(4)まちづくり提案の提出と周知 

① 協議会は区に、復興まちづくり提案

を提出する。【地域】 

② 協議会はまちづくり広報で提案を周

知する。【地域】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・都市計画マスタープラン等従前計画 □ 
 
 

復興まちづくり検討、 

地域の意向把握等 

《協議会》（専門家）【地区担当】 

留意事項 
 
○ 区は、まちづくり提案が出されなかった場

合の対応を決めておく。 
 

今後の課題 
 
 
 
 
 
 
 

まちづくり提案の提出 

《協議会》【都市計画課、地区担当】 

２～４か月 

２～４か月以内 

復興まちづくり方針案

の説明 

（第３章第５節１を参照） 

まちづくり提案 
たたき台まとめ 
《協議会》（専門家）【地区担当】 

提案への意見反映 
《協議会》（専門家）【地区担当】 

復興まちづくり計画の策定 

（第３章第５節４を参照） 
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 第３章 地域協働復興    第５節 復興まちづくり計画案の検討 

 

３ テーマ別・事業別の検討 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、（事業担当） 

マニュアル更新担当課 拠点まちづくり課 

活動のあらまし 

復興まちづくり協議会は、まち全体の検討を行うが、地域内では、再開発や共同化、地区道路

整備など特定箇所に係るプロジェクトや商業振興・高齢者ケアなど特定テーマの課題解決が必

要になる場合がある。地域全体の合意形成を図る協議会に並行または関連させて、課題別に関

係者や権利者等による検討部会を発足し、特定課題の検討を行う。検討にあたっては、テーマ

に応じた専門家の増員・補充も考えられる。検討成果は、復興まちづくり提案に組み込むか、

別途提案するなどして、復興まちづくり計画に反映する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２か月以内 テーマ別・事業別・街区別検討部会設置を検討する 

３か月以内 課題の関係者に呼びかけ、検討部会を発足する 

６か月以内 課題別の検討を進め、検討成果をとりまとめる 

 留意事項：協議会の提案づくりに先行・並行して部会検討を行う場合もあれば、提案後や計画

策定後に部会検討が必要になる場合もあり、臨機応変に対応する。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の共同化検討 

 

◆（西宮市森具地区の共同化）地区内には狭小敷地

のため再建できない宅地もあり、まちづくり協議会

の中に共同化部会を設置して検討を進めた。「長屋

形式も検討したが 70 ㎡の土地では新しい家が建た

ないような人が多かった。このため総会で共同化部

会の発起人が呼びかけを行った。当初は数名だった

が、勉強会を何回か行い、徐々に増えて、最終的に

は 28 軒になった。共同化は難しいと専門家にも言

われ、それならできなくても恥ずかしくないと開き

直って頑張ったこともある。」 

 一方で実際に計画を進めると 9 階建ての案となり、

周辺から大反対で署名運動も起きたが、最終的には

他の人も「賛成とは言わないが仕方がない」と納得

してくれた。（兵庫県②） 

 

◆（神戸市御管西地区）阪神・淡路大震災で全半壊

率 83％という大きな被害を受けた御管西地区では、

95 年 4 月に「御蔵 5・6 丁目町づくり協議会」がつ

くられ、2 回のアンケートなどを経て「まちづくり

提案」を作成し、96 年 9 月に神戸市に提出した。

97 年 1 月に土地区画整理事業の事業決定が行われ

た。 

 この地区は借地の敷地が多く、協議会と支援して

いたボランティアは、個別ヒアリングを重ね、当初

4 世帯で「準備会」を結成、地区の一角に共同化予

定地を確保した。紆余曲折の末、組合員 14 名によ

る共同化住宅建設組合が住都公団の事業協力を得て、

平成 11 年 12 月住宅 14 戸・店舗・集会所を有する

6 階建て集合住宅「みくら 5」を建設した。（神戸市

都市計画局「協働のまちづくりすまいづくり」）
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)テーマ別・事業別・街区別検討部会

の設置を検討する 

① 道路、公園等の整備、共同化・協調

化など街区の改善、商業活性化等テー

マ別検討など、関係者による検討が望

ましい課題を設定する。【地域】 

(2)専門家の派遣等、検討の準備・支援 

① テーマに合わせた専門家の派遣、会

議場所の確保、部会員の呼びかけ等、

検討部会発足の準備を行う。【地域・

区】 

② 協議会メンバーが進行するなどして

検討部会を発足させる。【地域】 

(3)課題の検討を進め、検討成果をとり

まとめる 

① 部会での学習会、検討会、ワークシ

ョップなど課題に関する検討を進め

る。 

② 検討成果をとりまとめ、協議会がつ

くるまちづくり提案や区が策定するま

ちづくり計画に反映させる。 

③ 必要であれば検討部会による説明

会、アンケート等を行い、関係権利者

等の合意形成に努める。 

 

 

 

発災  

必要な物品   
 
 
 

留意事項 
○ 検討部会の準備としては、課題の明確化、

参加者の呼びかけ、課題に即した専門家
（共同化再開発プランナーや弁護士等）の
確保、第１回会議の設定等が考えられる。 

○ 検討部会の構成 
協議会メンバーが役員となって進行する。 

○ 法定事業地区 
権利者と行政による合意形成が重要な場合は
それを先行し、成果を協議会と共有する。 

今後の課題 
 
 

復興まちづくり協議会の結成 

（第３章第２節を参照） 

２か月以内 

検討部会の準備・発足 

《協議会》【地区担当】 

３か月以内 

６か月以内 

検討部会設置の検討 

《協議会》 

部会検討、とりまとめ 

《協議会》【地区担当】 

復興まちづくり方針 

説明会の開催 

（第３章第５節１を参照） 

復興まちづくり提案の検討と提出（第３章第５節２を参照） 

地域協働復興によるまちづくり計画の策定（第３章第５節４を参照） 
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 第３章 地域協働復興    第５節 復興まちづくり計画案の検討 

 

４ 地域協働による復興まちづくり計画の策定 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、都市計画課 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

区は、復興まちづくり協議会の提案を尊重し、「○○地区復興まちづくり計画（原案）」を作成

する。 

区は、計画原案をもとに広報や説明会を行い、意見反映を行い、「復興まちづくり計画案」を

作成する。修正にあたっては、協議会と意見交換を行う。計画書をとりまとめ、都市計画審議

会等に意見を求めたうえで、「○○地区復興まちづくり計画」を策定する。 

プロセスのポイント 

発災から 

４～６か月前後 
復興まちづくり計画原案を作成し、意見を反映する 

６か月以内 協議会と協議し、計画案を作成する 

６か月前後 復興まちづくり計画を策定する 

 留意事項：協議会が発足しても「復興まちづくり提案」が出されない場合の措置として、都市計画審議

会等広い意見をもとに協議会の凍結等の措置をとって、行政提案型のまちづくり計画策定に移行する。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：２つの復興協議会の計画づくり 

 

阪神・淡路大震災復興に区画整理が計画された地

区で、比較的順調に進んだ地区を 2 例示す。 

◆（鷹取東第一地区まちづくり協議会）被災直後、

地区が重なる野田北部まちづくり協議会に住民やボ

ランティアが結集し、応急対応活動を実施した。3

月初旬に市による区画整理の説明会を受けた後、即

コンサルタントを選任（以前から野田北部地区を支

援していた建築家）し、住民へのヒアリング調査に

入った。4 月には区画整理の勉強会を開始し換地モ

デルの検討などを行って、7 月に協議会を設立した。

その後、確認書を市と取り交わすなどあったが、最

も早く 95 年 11 月事業計画を決定している。事業計

画決定後、減歩率を巡って凍結があったが、協議が

進み、96 年 8 月に仮換地を迎えた。区画整理につ

いて当初の計画決定は一方的という意見があったが、

早い段階で区画整理の必要性が住民には広がってい

た。 

 

以前からまち協があり、協議会成立時にはすでに基

本的な方向性への合意が生まれていた。 

◆（松本地区まちづくり協議会）この地区は、震災

直後に火災保険の支払いを求める運動から始まる。

これを進めた人々によって「松本地区復興委員会」

ができ、仮設住宅申し入れを契機に 5 月に協議会が

できた。この時点では復興委員会から移行したため、

メンバーも暫定的な協議会と認識していた。6 月の

市の説明会、アンケート調査、8 月からの小委員会

などを経て 12 月の総会でまちづくり中間提案がま

とまり、3月の事業計画決定になった。 

 この地区は、被災後に活動を始めた住民による組

織であり、従来の自治会がベースではない。それだ

けにアンケート、小委員会など住民意向の把握を密

度高く行った。また、土地区画整理事業は焼け跡復

興のための手段という意識が比較的早く成立した。 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興まちづくり計画原案の作成 

① 復興まちづくり方針及び協議会の提

案を踏まえて計画原案を作成する。

【区】 

(2)復興まちづくり計画原案の説明、広

報・意見反映 

① 広報を行い、区による計画原案説明

会を開催し、意見書提出を求める。

【区】 

② 協議会と意見交換をする。【区】 

(3)復興まちづくり計画案の作成 

① 説明会意見書、協議会との意見交換

等を踏まえて計画案を作成する。【区】

② 意見に対する回答書を作成する。

【区】 

(4)復興まちづくり計画の審議と策定 

① 復興まちづくり計画案について、都

市計画審議会等で計画書を審議し、計

画を策定する。【区】 

(5)復興まちづくり計画の広報・周知 

① 広報紙、ホームページ、掲示板等で

周知する。【区】 

② 地元説明会や相談会を開催し、事業

に備えての準備等を行う。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

計画原案の作成 
【都市計画課、地区担当】 

留意事項 
 
○ 提出意見書等について、区の回答を作成

し、公表する。 
 
 
 

今後の課題 
 
 
 
 
 

４～６か月前後 

計画原案の説明、

広報・意見反映 

【地区担当】 

計画の広報 
【地区担当】 

計画案の作成 
【地区担当】 

計画案の審議と策定 

【地区担当】 

復興まちづくり計画の策定（第２章第３節３を参照） 

復興まちづくり事業の推進（第３章第７節１を参照） 

復興まちづくり提案の検討と提出 

（第３章第５節２を参照） 

※資料編 P 資 103～108,135～136 参照 
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第３章 第６節 

くらしとコミュニティの復興 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 時限的市街地の確保や復興まちづくり検討に並行して、地域住民にとって

は生活や雇用、住まいの再検討も大きい課題になる。これらの課題解決には

個々人の自助、行政による公助が重要であるが、地域の相互扶助や調整によ

って支援することができる。 

 復興まちづくり協議会では、被災者と被災者の間、行政と被災者の間に立

って、地域住民の生活を再建できるよう、復興まちづくりを展開する。 

 

発災後３日後 １か月   ２か月            ４か月     ６か月 

復興まちづくり協議会発足  

地域における暮らしと健康の回復 

（地域医療、福祉、こころのケア、子どものケア等） 

商店街等の生活拠点の確保、コミュニティ再建 

がれき撤去と住まい再建支援 

・建物解体、がれき撤去につい

て近隣協力等の調整を行う。 

・一時的住宅の確保、被災者の住宅

修繕などに情報提供等支援を行う。 

・運営グループをつく

って仮設商店街、仮設

の地域の拠点づくり。 

・元気づくりイベント、慰霊

祭などコミュニティづくりを

進める。 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第３章 地域協働復興   第６節 くらしとコミュニティの復興 

 

１ 地域におけるがれき撤去と住まい再建の支援 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課、地区担当、（清掃環境部、土木部） 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

地域復興組織（復興まちづくり協議会）が結成された地区では、地域で協力体制を構築して

被災者による住宅の解体・がれきの撤去や応急修理・建築相談等を支援する。（災害救助法に基

づいて都・区が行うものを除く） 

復興まちづくり協議会では、それぞれに担当委員を置いて、被災者の要望を把握し、区や専

門家との協力体制を構築し、被災者への支援を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

２か月以内 住宅の自力解体・がれき自力撤去の調整と支援 

２か月以内 一時的住宅への入居を支援する 

２か月以内 自力での住宅修繕等を支援する 

 留意事項：被災者生活再建支援金の支給に伴って、住宅に係るがれきの撤去や修繕は、所有者

の負担になる。地域で共同してあたることが効果的な場合、協議会がそのコーディネートを行う。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

コラム：地域復興組織が住まい再建に取り組んだ                     

 阪神・淡路大震災の復興まちづくり地区では、

地域が専門家ボランティアを得て被害調査や住ま

いの修繕、ガレキ撤去の支援をした事例がある。 

◆（野田北部まちづくり協議会）公費解体・ガレ

キの撤去には自衛隊が入った。解体の順序など協

議会で調整した上、「私達は自衛隊に、基礎部分を

残し境界線を是非残して欲しい、一記念品を是非

とも掘り出して欲しいとの二つの要望をした。･･･

(中略)･･･当初から自衛隊、復興対策本部役員、大

学のボランティアと一緒に住民立ち会いのもと、

遺品、記念品を泥だらけになって探す「宝さがし」

を行った。お互いに住民の方々とコミュニティが

とれると考えており、生活再建やまちの復興に向

けて大きな意味があった。（兵庫県②） 

◆（同）建物の修繕について、専門家による被災

建物の調査・判定・助言を行った後、信頼のおけ

る工事が必要と考えた。背景には建築施工者不足

だけではなく、法外な価格、あとの面倒見を期待

できない儲け主義的業者の乱入もあった。ツテが

あった福島県三春町の業者に依頼して施工チーム

を編成し、神戸市内業者に協力をしてもらい、修

繕し、後のメンテナンスは引き継いでもらった。 

（内閣府①） 

◆（真野地区まちづくり推進会）2 月に専門家の目

視による被災度判定調査を実施した。引き続き、3

月に京都の建築士会が相談所を開設、76 件の相談

に応じた。3～5 月に「建物レスキュー隊」を設置、

瓦修理やブルーシート張など 45 件を行った。 

 引き続いて真野災害対策本部が保証人になって、

大津市の工務店組合と契約し、建物補修をする体

制を構築した。地域内に大工さんの宿舎を確保し

た。50 件の相談があり、良心的な施工者との協定

で 23 件の工事（新築 3、補修 20）を実施、平成 8

年 6月まで続いた。（真野①） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 
 

◆各段階の活動手順等
(1)住宅解体・がれき撤去の調整と支援 

① 担当委員は、解体・撤去が必要な建

物が集中している街区などで、所有者

に近隣協力しての作業を呼びかける。 

② 共同作業を行う街区では、担当委員

は区と協議して、業者の紹介を受け、

解体・撤去の作業調整を行う。 

③ 区は、必要に応じて業者の情報を提

供すると共に、業者の指導等を行う。 

(2)一時的住宅等の案内 

① 協議会では、共同化・協調建て替え

などで一時的住宅が必要な戸数をとり

まとめ、区に一時住宅の供与を要請す

る。また、地域内の空き家情報を区に

提供する。 

② 区では、都営住宅や民間賃貸住宅等

の都からの割当や区営・区民住宅の空

き家などを一時提供住宅として確保す

る。 

③ 地域は、割り当てられた住宅につい

ての入居者の募集・選定等を行う。 

(3)自力での住宅修繕支援 

① 協議会では、地域内でまとまった数

の住宅修繕が必要な場合、地元業者に

協力を依頼したり、区からの情報を得

て、地区内の住宅等の修繕を任せうる

事業者を確保する。 

② 担当委員は、地域に広報して住宅修

繕依頼を受け付け、所有者に業者をあ

っせんする。修繕完了までの間、サポ

ートをする。 

 

 

 

発災 

がれき処理 

（第１章第６節を参照） 

必要な物品   
 
 
 
 
 
 
 

住宅解体・がれき

撤去の調整と支援 

《協議会》【住宅課、地区担当】 

留意事項 
○ 公費による解体・がれき撤去がなされる場

合は、協議会が行政と話し合って作業等を
調整する。 

○ 私費で行うべき場合でも、組合化すること
で震災復興基金活用の方途が開ける場合が
考えられる。 
 

今後の課題 
○ 所有者から解体・撤去の同意が得られない

場合の対応。 
○ 被災者再建支援金について、庁内体制を検

討しておく。 

一時的住宅等の案内 

《協議会》【住宅課、地区担当】 

２か月以内 

応急的な住宅の確保 

（第４章第２節を参照） 

自力での住宅修繕支援 

《協議会》【住宅課、地区担当】 
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 第３章 地域協働復興   第６節 くらしとコミュニティの復興 

 

２ 地域におけるくらしと健康の回復 

実 施 責 任 担 当 課 保健福祉部、池袋保健所、子ども家庭部、教育委員会 

マニュアル更新担当課 保健福祉部、池袋保健所、子ども家庭部、教育委員会 

活動のあらまし 

被災者が、被災生活から復興の過程でくらしと健康を確保していくことは重要な課題である。

地域医療体制の確保、福祉サービス体制の確保、高齢者等への生活支援など、特に配慮すべき

被災者のくらしの回復に、地域として支援体制を構築する。 

協議会は、行政による様々な支援施策と地域ニーズをつなぐこと、地区内外の人材の確保とネ

ットワークづくりを行うことが重要になる。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以降 復興ボランティアを受け入れる 

２週間以降 地域医療、福祉、保健衛生の活動促進 

２週間以降 こころのケア、こどものケアを行う 

 留意事項：救援センター等で展開される被災者救護の活動体制を引き継いで、復興期のくらし

と健康の回復を、地域コミュニティを生かして進めていくことが重要になる。   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：震災で生まれた新しい住まいと花育て 

 

◆（「コレクティブハウジング」）災害公営住宅の中

に「ふれあい住宅」と呼ばれるコレクティブハウジ

ングが 10 地区に 341 戸できている。入居は高齢者

の方ばかりでなく、半数は多世代共住型住宅である。 

 「久仁塚西ふれあい住宅」は、神戸市営のコレク

ティブで 2 棟 58 戸、各戸からそれぞれ面積を 10％

ずつくらい出して協同の食堂、厨房、談話室を確保、

真ん中に路地広場をとった。 

 ここは、 入居者が早くから決まっており、完成

前から住まい方を考えたり、一緒に花を植えたりし

て「協同居住のトレーニング」をした。路地広場も

自分たちの庭のように設えようと皆で花を植えた。 

 98 年 12 月に入居、入居者 63 人、内女性 72％、

65 歳 74％である。入居後、近くの小学校の児童と

一緒に七夕を楽しんだり、花祭り・ひな祭り食事会

などを開く等 2,3 か月に一回は盛大な食事会をして

いる。手芸クラブにはおばあちゃん達が居間のよう 

 

な雰囲気で集まっている。（阪神①） 

◆（「ガレキに花を咲かせましょう」）阪神・淡路大

震災の被災地で建物解体・ガレキ撤去が進み出した

4 か月後、復興まちづくり支援に携わっていた一人

の女性の呼びかけで「ガレキに花を咲かせましょう」

という運動が始まった。これは復興協議会などに呼

びかけ、その地元の人々の手によってがれき跡に花

の種をまくことから始める活動である。鷹取、海運

町、本山中町など神戸市内 9 ヶ所､ 津知地区など芦

屋市内 4 カ所で、地元の人びとが約 2 週間かけ、沢

山の思い出や涙で固くなった土地を耕し、コスモス

やヒマワリの種をまいた｡夏の炎天下には、発芽や

つぼみを見つけ早く大きくなれと励まし、水をまい

た。秋になって花が咲き出した。花の姿を見て復興

の証しのように勇気づけられ、花を育てることによ

って、もう一度その土地にかかわるきっかけになっ

た。（天川佳美「ガレキに花を咲かせましょう」）
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 
 

◆各段階の活動手順等
(1)ボランティアの要請と受け入れ 

① 地区内のくらし等の状況を踏まえて

ボランティア派遣を要請する。【地域】

② 地域からの要請を受けて、ボランテ

ィアを派遣する。【区】 

③ 派遣されたボランティアをコーディ

ネートする。【地域】 

④ ＮＰＯやボランティアの協力を得

て、高齢者等への見守り体制をつく

る。【地域】 

(2)こころのケア 

① 被災後のストレスやこころの傷の緩

和について地域として克服する体制を

つくる。【地域】 

② 地域の要請を受けて、専門家を派遣

する。【区】 

(3)子どものケア 

① 子どもや青少年の拠点を確保する。

【地域】 

② ＰＴＡ・青少年育成委員会などと協

力して、子どもたちの遊びやイベント

等を行う。【地域】 

③ 活動を支援する体制をつくる。【区】

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

ボランティア等の協力・

地域医療や福祉の展開 

《協議会》【保健福祉部、池

袋保健所、社会福祉協議会】 

留意事項 
 
○ 被災者が応急的な住宅に入居したり自宅に

戻り、学校が再開した段階において、救援
センターを引き継いで被災した地域の生活
を支援する方法や拠点について検討してお
くことが必要である。 

 

今後の課題 
 
 
 
 

こころのケア 
《協議会》【保健福祉部、 

池袋保健所】 

子どものケア 
《協議会》 

【子ども家庭部、教育委員会】 

２週間以降 

復興まちづくり活動の継続 

（第３章第７節２を参照） 
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 第３章 地域協働復興   第６節 くらしとコミュニティの復興 

 

３ 商店街等の生活拠点の確保、コミュニティ再建 

実 施 責 任 担 当 課 生活産業課、文化デザイン課、文化観光課、区民活動推進課他

マニュアル更新担当課 生活産業課、区民活動推進課 

活動のあらまし 

まちの復興にあたって、地域に生活拠点を確保し、被災者への生活サービス提供とイベント

等による復興への“元気づけ・勇気づけ”を行うことが重要である。 

復興まちづくり協議会や商業者団体を軸にして、事業者・地域住民等がグループを結成し、

商店街や公園などを会場に、仮設店舗、テント市場、屋台村などを建設・運営する。 

また地域の発意を中心に、地域を元気づけコミュニティの再生をめざすイベントを展開する。

区は、復興基金等を活用して、それらの活動を支援する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以降 地域で運営・実行グループをつくる 

１～２か月以降 仮設の商店街等の拠点を確保、イベントを実施する 

適宜 慰霊祭や復興イベントを実施する 

 留意事項：様々な生活復興分野の地域活動が含まれるため、担当課は互いに連携して進める。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：被災地の商店街の取り組み 

 

商店街や小売市場が被災した場合に仮設店舗が設けら

れ、被災者の生活を元気づけた例は多い。 

◆（「復興げんき村・パラール」）ＪＲ新長田駅の南部は

大規模な商業地であったが停滞気味で、震災前から再開

発の検討が進められていた。震災後 20ha に市街地再開

発事業の都市計画決定がされた。 

 一角に6街区からなる久二塚地区では、震災後、再開

発を見据えた大規模な共同仮設店舗を実現させた。個別

の店舗で復旧を図っても集客効果が期待できないし、再

開発も進みにくい。このため商業者たちは、被災したス

ーパーマーケットを核に100店で構成する仮設ショッピ

ングセンター「復興げんき村・パラール」を建設した。 

 サーカスのような大きいテントをかけ、市場の喧噪と

賑わいをコンセプトに「パラソルバザール」をもじって

平成7年6月にオープンした。これは将来の再開発に向

けてショッピングセンター形式の経営トレーニングにも

なっている。施設整備は市と復興基金の制度を用いた。

この制度は5軒以上の被災店舗の仮設店舗設置を支援す

るもので、神戸市内では35団体が活用した。（神戸市①） 

◆（新潟県柏崎市えんま通り商店街トレーラーハウス）

平成19 年 7 月中越沖地震から 3 か月後、市内えんま通

り商店街で「笑福市」が開かれた。笑顔と活気を取り戻

し、にぎわいを目指す月 1 回のイベントである。12 月

の第3回には、倒壊した店舗跡地の広場に建設業団体か

ら寄贈されたトレーラーハウスが登場し、夕方にはモミ

の木のイルミネーション点灯、コンサート、熱々の「お

いな汁」などで買い物客らを楽しませ、師走の街をにぎ

わせた。発案した商店主らは「大きなクリスマスプレゼ

ント。復興のシンボルにしたい」「街のにぎわいになっ

たらいい」と期待。クラッカーを鳴らし、復興の拠点施

設の誕生を祝った。（柏崎市の記録等）
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)運営グループ結成 

① グループづくりを呼びかける。【区】

② 協議会をベースに、商業者を中心に

仮設商店街、市場等を設置して運営す

るグループづくりを進める。【地域】 

③ 区と協議して設置箇所、規模など計

画をつくる。【区・地域】 

(2)仮設拠点の確保 

① 仮設店舗、テント市場などの生活拠

点施設を建設し、グループに貸与・供

与する。【区】 

② テント、仮設店舗、集会所など生活

拠点の運営計画をつくる。【地域】 

(3)拠点の運営、イベント等の展開 

① 入居者選定や運営について協議会又

はグループに運営を委託する。【区】 

② イベント等を支援する。【区】 

③ 生活サービスを提供する。復興に向

けた“元気づけ・勇気づけ”を醸成す

る活動を展開する。【地域】 

④ 地域づくりを進めるために、音楽、

アート等によるイベントを開催する。

（復興まちづくり協議会との共催、NPO

やまちづくりバンク登録団体等を活

用、姉妹都市等の活用）【区・地域】 

(4)慰霊祭の開催 

① 地域主導で、節目に慰霊祭を行う。 

（1 か月、3 か月、6 か月、1 年、毎年

被災日）【地域】 

発災 

必要な物品   
 
・仮設テント □ 
・調理器具 □ 
・イベント資機材 □ 
 
 

運営グループ結成 
《協議会》【生活産業課他】 

留意事項 
○ 生活拠点施設や仮設商店街の設置に合わせ

て、福祉等の活動拠点や復興まちづくり事
務所などの施設を併設する。（多機能施設の
整備） 

 

今後の課題 
○ 商店会や商店街連合会への加入促進を支援

するなど商店会等の組織力の強化を図る。 
○ 商店会等に働きかけを行い、復興への協力

と理解を深めてもらう。 
○ 地域コミュニティ再建のため、暫定的に

「地域づくり課」等の設置も検討する。 

仮設拠点の確保 
《協議会》【生活産業課他】 

拠点の運営、 
イベント等展開 
《協議会》【生活産業課、 

文化デザイン課他】 

１～２か月以降 

慰霊祭の開催 

【区民活動推進課】 

復興まちづくり活動の継続 

（第３章第７節２を参照） 

協議会の発足 
（第３章第２節１を参照） 

適宜 

１か月以降 

※資料編 P 資 137 参照 
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第３章 第７節 

復興まちづくり事業の展開 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「復興まちづくり計画」、「都市復興基本計画」が定められ実現していく過

程においても行政と地域の役割分担が重要になる。復興が完了するのは数年

～10 年以上の期間がかかる。その間においても「地域協働復興」の理念に

基づいて事業の展開を行っていく。 

 復興まちづくり事業でも、実現過程に住民参加が望ましい事業、権利者等

の合意形成を必要とする事業、地域や民間が主体になって定めるルールな

ど、協働・連携を要する局面が生じる。 

発災後     ６か月 

復興まちづくり計画の策定 

復興まちづくり活動の推進 

復興まちづくり

の実現 

復興まちづくり事業の推進 

・復興まちづくり計画において、地域が中心

になって行うべきまちづくり活動を推進す

る。例えば、街並みルールづくり、住民参加

の施設づくり、施設や地域コミュニティの維

持運営など活動の継続が考えられる。 

・行政が中心になって事業計画を作成し復興

事業を推進する。 

・事業過程において、地域は地元要望等を伝

え事業の円滑な遂行を支援する。 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第３章 地域協働復興    第７節 復興まちづくり事業の展開 

 

１ 復興まちづくり事業の推進 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当、まちづくり各課 

マニュアル更新担当課 地域まちづくり課 

活動のあらまし 

復興まちづくり計画に基づいて、事業計画を作成する。 

復興まちづくり事業の実施段階においても、復興まちづくり協議会と連携して、広報や計画説

明会を開催し、情報公開に努め、区民の十分な理解を得るように努める。 

プロセスのポイント 

発災から 

６か月以内 復興事業計画を作成する 

６か月前後 計画の周知と、財政措置を行う 

６か月以降 復興事業を推進する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の復興事業 

 

◆（市街地整備の適用状況）阪神・淡路大震災の兵

庫県下の震災復興市街地整備事業 71 地区に関する

調査によれば、事業別の特性は以下のとおりで面的

整備には重点投資が必要なことがわかる。（地区に

は重複適用あり） 

・市街地再開発事業：30 地区（内震災関連 6）、以

前から再開発の動きがあった地区が多い。規模 0.3

～20.1ha/平均 2.1ha、平均事業費 156.3 億円/ha 

・土地区画整理事業：13 地区、一部戦災復興区画

整理済みの区域が含まれた。規模 0.5～87.8ha/平

均 19.7ha、平均事業費 17.7 億円/ha 

・住宅地区改良事業：8 地区、規模 0.8～4.5ha/平

均 2.7ha、平均事業費 43.3 億円/ha 

・密集住宅市街地整備促進事業：20 地区、規模 5.2

～59.6ha/平均 20.1ha、平均事業費 0.8 億円/ha 

その他、住宅市街地総合整備事業 15 地区、優良建

築物等整備事業 167 箇所も重なって指定された。

（兵庫県③） 

◆（先行買収と事業用種地）震災による課税特別措

置として 3 月の決定以後、土地区画整理事業区域内

では以後の土地の先行取得に 5,000 万円特別控除が

適用され、復興事業推進上有効であった。震災を機

に商業者が廃業したり、高齢者が地区外の親族に同

居したり、複雑な権利関係の清算のため資産を換金

するなど、被災者に多様な選択を与えた。 

 再開発や地区改良で戸建て住宅や店舗を希望する

権利者や、密集事業で道路拡幅により従前規模の再

建が困難になる権利者については、代替地を斡旋す

る必要があった。平成 7～11 年度には被災市町村に

おいて行政が土地等を買い取る場合、復興事業の代

替地と見なして土地譲渡所得の 2,000 万円控除の課

税特例が設けられた。（内閣府①） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 
 

◆各段階の活動手順等
(1)復興事業計画の作成 

① 関係地権者等と協議、検討を行い、

各地区における復興計画を作成する。

【区】 

② 各地区の復興計画をまとめるととも

に、事業の優先順位を定める。【区】 

③ 事業計画について説明を受け、事業

の円滑な実施に向けて地域の立場から

アドバイスを行う。【地域】 

(2)計画の周知と財政措置 

① 広報の発行、説明会開催等を行い、

地域への周知と理解を得る。【区】 

② 財政措置など事業に係る手続きを行

う。【区】 

③ 計画の周知等にあたって協力する。

【地域】 

(3)復興事業の推進 

① 定期的に広報・説明会等を行い、事

業の進捗の周知を行う。【区】 

② 関係地権者等との協議等を行いなが

ら事業を進める。【区】 

③ 計画の推進過程において、地元要望

等を伝え、事業の円滑な遂行を支援す

る。【地域】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

復興事業計画の作成

《協議会》【まちづくり各課】 

留意事項 
 
 
 
 
 

今後の課題 
 
 
 
 
 
 

計画の周知と財政措置 

《協議会》 

【まちづくり各課、財政課】 

復興事業の推進 
《協議会》【まちづくり各課、

事業担当課】 

６か月以内 

６か月前後 

６か月以降 

地域協働による復興まちづ

くり計画の策定 

（第３章第５節４を参照） 

復興まちづくり活動の継続 

（第３章第７節２を参照） 

※資料編 P 資 138～140 参照 
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 第３章 地域協働復興    第７節 復興まちづくり事業の展開 

 

２ 復興まちづくり活動の継続 

実 施 責 任 担 当 課 地区担当 

マニュアル更新担当課 都市計画課 

活動のあらまし 

復興まちづくり事業への住民参加を進める。地域のルールづくり、住民参加の施設管理等を

復興まちづくり協議会で取り組む。 

区民からの自発的なまちづくり活動を育成する。特に、コミュニティ再生や高齢者等の分野に

関する様々な復興まちづくり活動を促進する。 

プロセスのポイント 

発災から 

６か月前後 地域や街並みに関するルールづくり 

６か月以降 住民参加の施設づくりなどを行う 

６か月以降 復興まちづくり活動を継続する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：計画提案後の復興まちづくり活動                      

 

 神戸市では「復興まちづくり支援事業」を創設し

地域の活動を支援した。 

◆（松本地区まちづくり協議会）まちづくり協議会

を自治会の活動と重ねて花と子どもをキーワードに

進めている。平成 13 年 9 月、土地区画整理事業で

生まれた 17ｍ道路の歩道に「せせらぎ」が完成し

た。幅は 60～150cm の浅い水路で、完成後、清掃を

月 2 回行っている。1 回約 100 人の人手が必要であ

るが、せせらぎを通じて地元活動にリズムができた。 

 平成 15 年 6 月、住民ワークショップをもとに計

画した「松本うめ公園」が完成した。京都の北野天

満宮から紅白の梅をいただき、築山、あずまや、芝

生広場、多目的遊具等を整備し、西側に「松本まち

づくり会館」もつくった。苗木を小学校で大きくし

てせせらぎ道に持っていく。（兵庫県②） 

◆（深江地区まちづくり協議会）震災以降は、住宅

再建の相談に追われた。翌年になると「まちづくり

に緑を取り入れていこう」という声が出て、早速緑

化調査を数回行った。まず、深江駅前の花壇に着手、

神戸市が確保していた土地を 10 坪ほどを借りた。 

これがきっかけになって、「深江地区を花と緑の町

にしよう」というのがテーマになった。その後近所

で同じ種類の花や木を育てるなどして、良いコミュ

ニケーションが取れるようになりました。今後は松

並木でつくる和風の道を周囲に作ることを地域の目

標にしています。（兵庫県②） 

◆（新長田駅北・東部地区）複数の協議会が集まっ

て組織を作り、「シューズギャラリー構想」や「ア

ジアギャラリー構想」を提案、実現した。また、全

体の協議会が参加する「いえなみ委員会」ができて、

「屋根は道路側に傾斜させる」「塀は作らない」な

ど、下町の雰囲気を壊さず洗練された家並みを目指

す「いえなみ基準」を自主運用し、地区全体の秩序

をつくり出すに至った。（兵庫県②） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)地域や街並みのルールづくり 

① 地域における街並みのルールを検討

する。【地域】 

② 地域の話合いを受けて、必要に応

じ、地区計画等を導入する。【区】 

(2)住民参加の施設づくり 

① 公園やコミュニティ施設等地域に身

近な施設の計画づくりに、ワークショ

ップ等による住民参加の施設づくりを

進める。【地域】 

② 地域の提案を取り入れた施設づくり

を行う。【区】 

③ 公園やコミュニティ施設等の維持清

掃等を地域主体で行う。【地域】 

(3)復興まちづくり活動の継続 

① 様々なテーマ型まちづくり活動を企

画したり支援する。【地域】 

② 区民の自発的な復興まちづくり活動

を支援する。【区】 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

地域や街並みの 
ルールづくり 
《協議会》【地区担当】 

留意事項 
 
 
 
 
 

今後の課題 
 
○ 復興まちづくり活動継続のための区の支援

メニューを検討しておく。 
 

 
 

住民参加の施設づくり 

《協議会》【地区担当】 

復興まちづくり 
活動の継続 

《協議会》【地区担当】 

６か月前後 

６か月以降 

日常的なまちづくりへの展開へ 
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第３章 第８節 

事前まちづくりと復興への準備 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最大の復興対策は、被害を出さないことであり、その意味でも日常的な防

災まちづくりを展開しておくことが望まれる。被災した場合でも、地域が一

丸となり復興にあたっていくためには、日常の地域のつながりが重要であ

る。また、どのような手順でどんな街にするか、事前に理解されていれば、

震災の影響は最小限にできる。 

 ここではそのための留意すべき事項を整理する。 

 

発災前          

震災復興マニュアルの作成 

地域コミュニティの活性化 

地震に強い 

まちづくり 

・ 

被災しても円滑

に復興できる 

まちづくり 

事前復興まちづくりの展開 

・町会自治会、まちづくり協議会、区民ひろ

ば、地域協議会、セーフコミュニティ、商店

会、ＮＰＯ、様々なテーマ型コミュニティなど

既存の地域コミュニティの活動を活性化する。 

・区民への防災意識啓発 

・防災まちづくりの推進 

・事前復興ビジョンの検討と提案 

・地震に強い施設づくり・住まいづくり 

復興への意識啓発と復興まちづくり訓練 

・復興に関する広報啓発 

・職員による震災復興訓練の実施（総則第４節参照）

・地域における「震災復興まちづくり訓練」の実施 

・様々な関係者専門家等との災害時支援協定 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第３章 地域協働復興    第８節 事前まちづくりと復興への準備 

 

１ 事前復興まちづくりの展開 

実 施 責 任 担 当 課 都市計画課、地域まちづくり課、関係各課 

マニュアル更新担当課 地域まちづくり課 

活動のあらまし 

震災が発生する前に、地震に強い・被害が出にくい市街地をつくっておくことが最も基本的な

事前復興対策となる。この観点から区民の防災意識の啓発と災害に強いまちづくりを進める。

居住環境整備事業や地区計画などを活用して、市街地の改善を進めるとともに、個人住宅の耐

震化を促進する。 

事前に震災で被災した場合の「事前復興ビジョン」を検討し、都市計画マスタープランに記載

し区民に提案する。 

プロセスのポイント 

発災前 

地震に関する地域危険度など区民の防災意識啓発 

特定地区等での地震に強いまちづくりを推進する 

事前復興ビジョンを検討し提案する 

 留意事項：   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：事前のまちづくりと復興活動                    

 

 震災前にまち協があった例では神戸市真野・野田

北部が有名であるが、他の地区でも迅速であった。 

◆（神戸市新開地まちづくり協議会）神戸市の繁華

街新開地は衰退に危機感を持った地元の商店主たち

は、昭和 60 年代に「新開地周辺地区まちづくり協

議会」を結成、再生の活動を始めた。アーケードか

ら緑のモールの整備をまず行い、次は再開発の計画

などを話し合っていた。ところが平成 7 年阪神・淡

路大震災で、地区の 7 割強が全半壊した。 

 地震から 5 日後、まちづくり協議会役員会が救援

テント小屋で行われ、「復興で、目指すまちづくり

を実現させること」をみんなで確認した。 

 2 か月で地区のマスタープランをまとめ神戸市に

提出。倒壊アーケードの再生や再開発の動きを一気

に加速させた。その中で効果を発揮したのが「まち

なみデザイン誘導制度」で、長年空地となっていた

いくつかの箇所でもこれに即して開発された場所は

10 ヶ所にも及んだ。平成 11 年にはまちづくり会館

を購入。新組織「新開地まちづくりＮＰＯ」を同時

に設立した。このＮＰＯはタウンマネージメントを

展開し、実績を上げている。 

◆（神戸市味泥地区復興委員会）は、復興都市計画

事業の対象でない一般的地区であるが、震災前に

「味泥まちづくり委員会」ができ、歴史や自然の再

生に注目したシンボル事業やイベントを中心に活動

をしてきた。震災後 1 か月弱で最初の「味泥復興委

員会」が開かれた。復興委員会では、被害建物の診

断相談会を実施、接道不備敷地が多いため、地区毎

に「住宅再建懇談会・相談会」を重ねて、隣地権利

者間の調整を行った。その取り組みの縁延長上で共

同建替が 2 街区で実現した。（復興まちづくり支援

ネットワークＨＰ）
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 
 

◆各段階の活動手順等
(1)区民に対する防災意識の啓発 

① 防災課 

地震に関する地域危険度や被害想定

等を広報し、防災意識の啓発、地域に

おける防災体制強化等を図る。 

(2)特定地区等での地震に強いまちづく

りの推進 

① 都市計画課 

  都市計画マスタープランにおいて、

災害に強いまちづくりを盛り込む。ま

ちづくりの相談があった場合には、防

災まちづくりの観点からも助言する。 

② 地域まちづくり課  

特定地区等において、居住環境整備

事業や地区計画などにより、地震に強

いまちづくりを推進する。 

(3)事前復興ビジョンの検討と提案 

① 都市計画課 

・被災後の豊島区の復興都市づくりに

ついて「事前復興ビジョン」を検討す

る。 

・都市計画マスタープランに記載して

区民に提案する。 

(4)地震に強い施設づくり・住まいづく

りの展開 

① 建築指導課  

住まいの耐震診断や耐震改修助成に

より建築物の耐震化を促進する。 

② 道路整備課  

地区防災道路等になる都市計画道

路、生活幹線道路等を整備する。 

③ 公園緑地課、その他各種施設関連 

公的施設の耐震化とともに災害時を

想定した防災や復興に役立つ施設づく

りや緑化等に取り組む。 

 

 

 

必要な物品   
 
・都市計画マスタープラン □ 
・まちづくり推進条例 □ 
 
 

区民に対する 

防災意識の啓発 

【防災課】 

留意事項 
 
○ 平常時から地震災害を防ぐための防災意識

啓発やまちづくり活動に区民の理解を得
る。 

○ 耐震診断や耐震改修に関する助成事業の充
実を図るとともに、住まいの耐震に関する
意識啓発を行う。 

 

今後の課題 
 

 
 

発災前 

特定地区等での地震に

強いまちづくりの推進 

【都市計画課、地域まちづくり課】 

地震に強い施設づくり・

住まいづくりの展開 

【建築指導課、道路整備課、 

公園緑地課、関係各課】 

被害を出さないまちづくりの実現へ 

事前復興ビジョンの 

検討と提案 

【都市計画課、地域まちづくり課】 

※資料編 P 資 141～145 参照 
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 第３章 地域協働復興    第８節 事前まちづくりと復興への準備 

 

２ 地域コミュニティの活性化 

実 施 責 任 担 当 課 区民活動推進課、関係各課 

マニュアル更新担当課 区民活動推進課 

活動のあらまし 

都市においてはコミュニティ意識が希薄化しがちであるが、震災時の応急期や復興にあたって

は隣近所の助け合いなど「共助」が重要になる。 

このため既存コミュニティの活性化や新たなコミュニティ活動を支援する。具体的には、平常

時の町会自治会、区民防災組織、地域会議、区民ひろば運営協議会、まちづくり協議会、商店

会、ＰＴＡ活動、地域づくりを支援するＮＰＯなど震災時に機能するコミュニティ活動を支援

する。 

プロセスのポイント 

発災前 
地域コミュニティの活動状況の把握 

地域コミュニティの活性化を展開 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 コラム：地域での助け合い 

 

 地震前の地域の結束が、震災後に大きい効果があ

るのはよく知られている。平成 7 年阪神・淡路大震

災でも震源地に近い北淡町豊島地区では、全半壊建

物が 8 割と甚大な被害であったにもかかわらず、近

隣同士で救助活動が迅速に行われ、さらに地元消防

団の活躍により行方不明者の捜索が地震当日の夕方

には終了した。漁村集落で集落のほとんどが知り合

いであったためである。 

◆（新潟県柏崎市北（きた）条地区）平成 16 年 10

月の中越地震で、新潟県柏崎市の中山間地北条地区

（1,000 世帯）は大被害を受けた。このときは防災

組織がなく、地区内の町内会でも炊き出しをする人

もなく、安否確認すらできなかった。 

 平成 18 年度になって地区のコミュニティ振興協

議会では、6 つの対策に取り組んだ。防災組織の整

備、災害時要援護者台帳と防災福祉マップづくり

（ご近所の情報も入れて町内・市・地区で保管）、

10 月の定例防災訓練、コミュニティで惣菜屋「暖

暖（だんだん）」の開設（最初は宅配だったが後の

コミュニティビジネスで店舗開設）、避難道路の新

設、町内会の無線ネットワーク化などである。 

 3 年後、平成 19 年 7 月に再び「中越沖地震」が

発生した。1 時間後に災害対策本部を設置、2 時間

後には町内の情報を集約し市と連絡した。安否確認

や誘導も極めてスムーズになされた。3 日後から

「暖暖」によって炊き出しが始まった。さらに町内

パトロール、通院介助、家屋の片付け等も無料で実

施した。 

 平成 20 年 2 月には震災復興イベント「スノーフ

ェスタ in 北条」を実施。越後広田駅に 1 万 2 千個

のイルミネーションを点灯した。その他、音楽祭、

運動会のイベント、特産品の開発など地域住民が一

緒に作業できる場をつくり、交流を深めている。

（中越沖①） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 
 

◆各段階の活動手順等

(1)地域コミュニティの活動状況の把握 

① 町会、自治会等の既存コミュニティ

を始めテーマ型の各種区民団体、ＮＰ

Ｏ等を、地区単位等で整理しておく。 

② 日常的に新しい区民等が参加しやす

い情報を発信する。（区広報、ホームペ

ージの活用等） 

(2)地域コミュニティの活性化の展開 

① 区民活動推進課  

町会、自治会等の既存コミュニティの

活性化策を検討する。 

② 地域まちづくり課  

特定地区のまちづくり協議会の活動を

支援する。 

③ 生活産業課  

商店会の活動を支援し活性化を図る。 

④ 防災課  

区民防災組織の活動を強化する。 

⑤ 都市計画課 

地域のまちづくり活動やテーマ型まち

づくりを支援する。 

⑥ 地域区民ひろば課 

各区民ひろばの活性化を通じて、地域

での交流を増進する。 

 

 

 

必要な物品   
 
・各コミュニティのリスト、活動状況 □ 
 
 

地域コミュニティの 

活動状況の把握 

【各担当課】 

留意事項 
○ 平常時のコミュニティ組織は、地域協働復

興の主役となる復興まちづくり協議会の母
体になる可能性があることに留意する。こ
のため、コミュニティ組織に地域協働復興
の仕組みを理解してもらうよう工夫する。 

○ 様々なコミュニティに精通するキーパーソ
ンと日常的に交流を深め、復興時の地域リ
ーダー探しに役立てること。 

 

今後の課題 
○ 様々なコミュニティ活動に新しい人が気軽

に参加できるような仕組みをつくること。 

発災前 

地域コミュニティの 

活性化の展開 

【各担当課】 

震災が生じても地域の力で助け合う 

コミュニティづくりへ 
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３ 復興への意識啓発と復興まちづくり訓練 

実 施 責 任 担 当 課 地域まちづくり課、都市計画課、防災課 

マニュアル更新担当課 地域まちづくり課、都市計画課、防災課 

活動のあらまし 

迅速な復興を展開するため、震災前から区民と職員が協働して、震災復興まちづくりに関する

訓練を行う。訓練においては、被害イメージづくりと被害調査、時限的市街地の確保、復興ま

ちづくり方針の検討、その他様々な復興課題の解決などに関する訓練を行う。 

その地区の復興の進め方案など復興まちづくり訓練の成果を震災復興マニュアルに反映すると

ともに、区民に対し復興に関するまちづくり意識の啓発に努める。 

プロセスのポイント 

発災前 

復興に関する広報・啓発活動 

震災復興まちづくり訓練の実施 

訓練成果の反映 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：◆東京から始まった「震災復興まちづくり訓練」 

                 

 平成 7 年阪神・淡路大震災の教訓から、東京都は

「事前復興対策」を開始、平成 15 年 3 月には「震

災復興マニュアル（プロセス編）」を策定し、「地域

復興組織」をつくって地域と行政が協働して、一時

的な生活の場の確保や復興計画づくりを進めるとい

う復興の進め方を打ち出した。 

 このため、行政･住民・専門家が一体となって、

復興過程を仮想体験し、復興まちづくりや防災に必

要な＜地域力＞を高める「震災復興まちづくり訓練」

が開発された。 

 訓練は、平成 15 年の墨田区や練馬区を皮切りに

30 近い地区で実施されている。 

 通例は以下のように実施されており、地区特性や

回数に応じた訓練プログラムが作成される。 

①参加者：地域住民（地域リーダー、公募）、行政

職員、専門家、大学研究者等 1回あたり 30～100 名 

②回数：通例は月 1 回ペース 3～5 回（2 回の簡便

型訓練もある） 

③方法：震災復興の時間的経過と手順に即してテー

マを設定した連続ワークショップとして実施される。 

④訓練例：1）復興まちづくり訓練ガイダンス 

 2）第 1回：街を点検し災害のイメージをつくる 

 3）第 2回：地域にとどまって復興を進める 

 4）第 3回：まちの復興計画づくりを検討する 

 5）第 4回：このまちの復興の進め方をつくる 

 6）訓練成果の地域報告会 

 訓練では、参加者が頭と体と手を使って話し合っ

たり体験するプログラムも多い。例えば、まち中を

歩いて被害を受けそうな箇所や復興資源を探す、住

宅模型を並べて被災後の暮らしを考える、被害を想

定して復興計画案をつくるなど、楽しみながら学べ

る訓練プログラムになっている。 

（首都大学東京「震災復興訓練の手引き」） 
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◆行動の手順（《 》内は地域、【 】内は区。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 
 

◆各段階の活動手順等

(1)復興に関する広報・啓発活動 

① 震災復興マニュアルに基づいて、区

民に、復興の理念及び手順等を啓発す

る。【区】 

② 本格的な復興訓練が難しい場合で

も、講演会や研修会を実施し、復興訓

練を模擬体験してもらう。 

(2)震災復興まちづくり訓練の実施 

① 地域リーダーに呼びかけて実行委員

会を立ち上げ、大学・支援専門家等に

協力を依頼する。（防災訓練、避難所運

営訓練と連動した形で復興訓練を実施

すると効果的である。）【区・地域】 

各回の訓練テーマ、回数及びプログ

ラムは、地域に則したものとする。 

② 復興まちづくり方針等を職員が作成

し、説明する訓練を組み込むと効果的

である。【区】 

③ 訓練の経過及び成果は、ホームペー

ジ及び回覧板等で広く周知する。【区】

(3)訓練成果の反映 

① 訓練でまとまった震災復興の進め

方、まちづくり方針、課題等の訓練成

果は「事例集」にまとめ、復興マニュ

アルの資料編に収録する。【区】 

② 訓練の中から、復興準備会の候補者

リスト、復興手順など確認しておく。

【地域】 

 

 

 

必要な物品   
 
・震災復興マニュアルのパンフレット □ 
・震災復興まちづくり訓練の案内 DVD □ 
・震災復興まちづくり訓練ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ案 □ 
・支援専門家との協定等 □ 
 
 

復興に関する 
広報・啓発活動 
【都市計画課、防災課】 

留意事項 
○ 災害危険度が高い地区について、住民防災

組織や救援センター運営連絡会議、まちづ
くり協議会等に呼びかけて、重点的に実施
する。 

○ 訓練にあたっては豊島区九士業連絡会など
地元の専門家に声をかけて実施する。 

 

今後の課題 
○ 復興訓練の企画、実施、成果報告に係る費

用を確保する。 

震災復興まちづ
くり訓練の実施 
《地域》【地域まちづくり課、 

都市計画課、防災課】 

訓練成果の反映 
【各担当課】 

発災前 

円滑な復興まちづくりの展開 

日常的なまちづくりや地域活動への反映へ

※資料編 P 資 146～151 参照 
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第２編 都市・住宅復興編 

 

第４章 住宅の復興 
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第４章 第１節 

被害状況の把握 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災者の自力再建を支援し、着実な住宅復興を促進することにより、早期

に被災者の生活の安定を図るため、住宅の被害状況を的確に把握する。 
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 第４章 住宅の復興    第１節 被害状況の把握 

 

１ 住宅の被害状況の把握 

実 施 責 任 担 当 課 災害対策本部 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

被災直後に、応急的な住宅（一時提供住宅･応急仮設住宅）と恒久的な住宅の必要量の概算

や、区の住宅復興計画の策定等に必要となる公共住宅・民間住宅の被害状況の把握・分析を行

う。 

これに基づき、大規模応急仮設住宅の必要戸数を東京都に申請する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 家屋被害概況等の把握・分析を行う 

１か月以内 
家屋被害状況調査等の把握・分析を行い、応急修理

実施（予定）戸数を把握する 

１か月程度 
全体必要量（応急的な住宅と恒久的な住宅の必要戸

数）を算出し、都に報告する 
 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の被災住戸数の把握 

 

◆被害状況の調査は、被災者については世帯単位で

あり、建物については棟数単位が通例で、住宅戸数

に関する調査は一般には行われていない。このこと

が阪神・淡路大震災では応急仮設住宅やその後の供

給必要戸数を巡る混乱の原因となった。 

 住宅復興計画を立案するためには建築主体別住宅

形態別に被害戸数を整理し、住宅復興需要を推計す

ることが必要である。しかし、都市計画等の基礎に

なる棟数の被害、災害救助法の適用や生活再建支援

に必要な被災世帯や人口については迅速な調査が行

われるが、住宅計画の基礎になる戸数について、こ

れまで精確な把握はなかなかされていなかった。 

◆阪神・淡路大震災では、被災後 2 週間目から約

10 日間にわたって日本都市計画学会と日本建築学

会が被災地の建物被害の悉皆調査を実施した。この

調査を、都市住宅学会が住宅案内地図に転記し、そ

の地図から集合住宅の戸数等を読み取り推計して、

4 月になってようやく住宅被害の全貌が把握された。

その結果、復興 3 ヶ年計画で 12.5 万戸（持ち家 46

千戸、借家系 79 千戸）の数字が用いられるように

なった。それまで行政でも概数で把握されたものし

かなく、不安視されていたとのことである。 

 震災で失われた住宅戸数の把握については、その

後も様々な検証が続けられ、96 年 3 月には被災者

が市町に出した公費解体処理申請書（棟数単位）を

兵庫県が再調査し、戸数単位に集計した結果が公表

された。この集計によると、住宅解体戸数は

136,730 戸とされている。（兵庫県①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)家屋被害概況調査の把握 

① 被害概況調査を分析し、被害を把握

する。 

② 区営住宅等の被災度区分判定結果を

分析し、被害を把握する。 

③ 東京都に報告する。 

※第４章第１節２ 区営住宅等の被災度

区分判定の実施 

(2)家屋被害状況調査の把握、被災者生

活実態調査の把握 

① 家屋被害状況調査及び被災者生活実

態調査をもとに、住宅復興計画の策定

等に必要な情報（家屋被害の詳細等）

の把握・分析を行う。 

② 東京都に報告する。 

※第１章第１節 被害状況と復興需要の

把握 

(3)応急修理実施戸数の把握 

① 家屋被害状況調査及び被災者生活実

態調査を分析し、応急修理を実施する

ことで居住が可能になる戸数を想定す

る。 

※第４章第２節 被災住宅の応急修理 

(4)応急的な住宅と恒久的な住宅の必要

戸数の把握 

① これまでの分析をもとに、応急的な

住宅（一時提供住宅及び応急仮設住

宅）の必要量を算出する。 

※第４章第２節２ 一時提供住宅の確保

※第４章第２節３ 応急仮設住宅の確保

② 恒久的な住宅について、区営住宅等

の供給可能戸数を算出する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・被害概況調査（地図・調査票） □ 
・被害状況調査（地図・調査票） □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・被災者実態調査データ □ 
 
 

家屋被害概況調査
の把握 

【災害対策本部】 

留意事項 
○ 住宅の供給については、応急修理や一時提

供住宅等の施策を中心に検討し、可能な限
り仮設住宅建設の戸数を減らすよう留意す
ること。 

○ 各種被害情報が職員間で共有できるよう、
データベースの構築を進めておくこと。 

○ 豊島区として、応急的な住宅の供給ビジョ
ン（応急仮設住宅中心、あるいは一時提供
住宅中心）を明確にしておくこと。 

○ 最終的な応急修理戸数や全体必要量は、東
京都が算出するものと整合を図ること。 

今後の課題 
 
 

家屋被害状況調査の把握 

被災者生活実態調査の把握 

【災害対策本部】 

応急修理実施戸数
の把握 

【災害対策本部】 

全体必要量の把握 
【災害対策本部】 

１週間以内 

１か月以内 

１か月程度 

※資料編 P 資 152～153 参照 
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 第４章 住宅の復興    第１節 被害状況の把握 

 

２ 区営住宅等の被災度区分判定の実施 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

区営住宅、高齢者住宅、従前居住者住宅については、その速やかな復旧に向け、被災した建物

について、建替えか補修かを判断するため、被災度区分判定の実施により施設の損傷の程度や

状況を的確に把握する。 

都営住宅等については都・公社が判定を実施する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間程度 被災度区分判定の実施体制を整える 

１週間以降 被災度区分判定を実施する 

終了後 判定後、結果を集約し、都に報告する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の公共施設復旧の対応 

 

行政が所有している施設についても、被害状況調

査、応急危険度判定調査を急ぐとともに建て替える

かどうか「被災度区分判定調査」が必要になる。阪

神・淡路大震災の事例を見てみよう。 

◆（兵庫県）1 月 19 日県立学校の一次危険度判定

調査を、引き続いて 1 月 24 日に県営住宅等の被災

状況調査を開始した。当初は 50 人程度で調査を開

始し、順次増員した。調査により判明した被害の甚

大な高層住宅等については、（財）日本建築総合試

験所などによる建物の構造診断と緊急補修を実施し

た。被害状況調査の結果、県立学校 174 校中、152

校に被害、うち改築が必要な学校は 11 校、市町立

学校 1,835 校のうち、944 校に被害うち大規模な被

害は 69 校、改築が必要な学校は 43 校が判明した。

県営住宅で、建て替えを要する被害は 4 団地 201 戸、

補修を要するものは 168 団地 25,309 戸であった。 

 

◆（神戸市）震災の翌日から 3 日間、教育委員会事

務局職員が 2 人 1 組になって、被害が些少であった

北区・西区を除く全神戸市立学校園の被害状況など

を調査し、危険校舎等への立入禁止を指導した。 

 1 月 19 日から約 2 週間、2 次災害の防止と施設の

使用可否の判断を行うことを目的に、住宅局営繕部

と教育委員会が共同で、旧市街地内の 223 校園の被

害箇所の調査を行った。結果、21 校園 27 棟の校舎

を建て替える方針を固めた。そのうち、放置すると

倒壊等の危険があり 2 次災害を起こす恐れのある校

舎は緊急に解体する必要があった。15 学園・16 棟

について 3 月末までに解体を完了した。残る校舎の

解体は、後日文部省の派遣する構造判定専門家によ

る国庫補助金の査定の前提の全・半壊等の診断調査

（3 月 3日～10 日実施）の結果をもとに、学校施設

の復興計画を進めていく中で行うことにした。（内

閣府①）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)実施体制の整備 

① 施設の被害概況を把握する。 

② 建築職を招集し、実施スケジュール

を設定する。 

(2)判定の実施 

① 震災建築物の被災度区分判定基準及

び復旧技術指針に準拠し、判定する。

(3)結果の集約、東京都に報告 

① 被災度区分判定の結果を集約し、東

京都に報告する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・住宅施設所在地リスト □ 
・設計図面 □ 
・各施設の被災概況データ □ 
・デジカメ □ 
・筆記具 □ 
・調査器具 □ 
 
 

実施体制の整備 
【災害対策本部】 

留意事項 
○ 被災度区分判定は、基本的には建築所有者

や管理者が、建築構造技術者に依頼し実施
するものである。区民には、民間住宅の被
災度区分判定実施機関の紹介を検討する。 

○ 被災度区分判定に係る調査班職員の事前養
成方法を検討すること。 

 

今後の課題 
○ 借上げ公営住宅のオーナーに対する支援対

策を検討する必要がある。 
 
 

判定の実施 
【住宅課、施設課】 

結果の集約、 
東京都に報告 

【住宅課】 

１週間程度 

１週間以降 

判定終了後

※資料編 P 資 154 参照 
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 第４章 住宅の復興    第１節 被害状況の把握 

 

３ 応急危険度判定の実施 

実 施 責 任 担 当 課 建築指導課、建築審査課、道路管理課、道路整備課 

マニュアル更新担当課 建築指導課、道路管理課 

活動のあらまし 

被災直後において、余震等による二次被害を防止するため、被災した住宅・宅地、道路等につ

いて倒壊や崩落などの危険性を迅速に調査・判定し、調査結果（危険度ランク別ステッカー）

を建物等に掲示する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１日目 「応急危険度判定実施本部」を設置する 

１週間以内 判定員を招集し、被災地に派遣する 

２週間以内 住宅・宅地の危険度判定を実施する 

 留意事項：   

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 コラム：応急危険度判定の事例 

 

 阪神・淡路大震災では、国、公団、周辺都府県等

から派遣された建築技術者により、被災建築物の応

急危険度判定が実施された。説明やＰＲの不足もあ

り、住宅所有者との間にトラブルも発生した。 

◆（阪神・淡路大震災）翌日から被災建築物の応急

危険度判定に取りかかった。最初の 5 日間は安全チ

ェック（一次判定）とし、用途、規模は特定しない

で明らかに危険な建築物に「使用禁止」札を貼った。

約 1,400 人が従事し神戸市を中心に 2,825 棟になっ

た。続いて 1 月 23 日～2 月 9 日に被災度チェック

（二次判定）として、県、市、住都市公団、35 都

道府県職員 5,068 人を動員、全共同住宅及び長屋を

中心に概観を目視調査し、その結果を赤「危険」、

黄「要注意」、緑「調査済」を貼った。結果、調査

総数 46,610 棟、「危険」6,476 棟、「要注意」9,302

棟、「調査済」30,832 棟であった。被災宅地の危険

度判定も実施した。 

 神戸市では判定の対象外の個人住宅については、

建築士等の民間ボランティアの協力を得て、市民か

らの相談に応じることとした。1 月 24 日～2 月 10

日、登録 253 人、 延べ 2,540 人が従事した。 

阪神・淡路大震災後、「全国被災建築物応急危険

度判定協議会」が設立され「応急危険度判定士」の

養成、登録が始まった。（内閣府①） 

◆（中越地震）平成 16 年の新潟県中越地震では、

その教訓が生かされた。地震翌 24 日小千谷市に県

職員の判定士を先遣隊で派遣、同日県内や関係団体

に、235 日からは山形県など県外に派遣を依頼し 25

都道府県から応援があった。18 日間で約 3,800 人

（県内 817 人、県外 3,004 人、民間 337 人）の判定

士が、36,143 棟を診断、危険赤 14.5％、要注意黄

30.8％、緑調査済 54.7％であった。（中越①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)実施本部の設置 

① 区域内において地震により多くの建

築物が被災した場合、「応急危険度判

定実施本部」を設置する。 

(2)判定の招集・派遣 

① 豊島区応急危険度判定ネットワーク

に支援要請を行うとともに、判定員の

資格を持つ区職員を招集する。 

② 都の防災ボランティア制度に基づく

応急危険度判定員を要請する。 

③ 家屋被害概況調査を分析し、応急危

険度判定員を被災地に派遣する。 
(3)判定の周知、住宅・宅地の危険度判

定の実施 

① 広報等により、被災者に対し応急危

険度判定の目的について周知を図る。

② （住宅）都市整備部作成の応急危険

度判定班実施マニュアル及び被災建築

物応急危険度判定業務マニュアルを参

考に実施する。 

③ （宅地）危険度の高い箇所について

事前にまとめたリストをもとに、被災

宅地応急危険度判定連絡協議会の被災

宅地危険度判定士危険度判定ファイル

を使用し調査を実施する。 

④ 被災建築物を危険度ランク別にステ

ッカーで分類し、建築物等に掲示す

る。 

(4)判定の周知、道路等の危険度判定の

実施 

① 危険度の高い箇所について、通行・

立ち入り禁止の措置をとる。 

(5)調査結果の集約 

① 住宅・宅地の調査結果をとりまと

め、震災復興本部に報告するととも

に、防災課に設置されている東京都Ｄ

ＩＳ端末を使用して、都に報告する。 

② 調査結果をデータベースに入力する。

 

 

 

発災 

必要な物品   
・被害概況調査（地図・調査票） □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・判定員リスト □ 
・デジカメ □ 
・判定器具一式（ステッカーなど） □ 
・判定員手帳 □ 
・マニュアル □ 
 

実施本部の設置 
【建築指導課、道路管理課】 

留意事項 
○ 被災度区分判定との目的・調査方法の違い

に留意する。 
○ 各判定業務について、資格者（特に区職

員）の人員確保の計画を事前に策定する。 
○ り災証明書発行のための調査については、

別途、住家の公的被害認定調査（家屋被害
状況調査）として実施する。 

○ 危険個所リスト等を別資料として作成す
る。 

○ 応急危険度判定実施本部の中に、宅地応急
危険度判定の班を設ける。 

今後の課題 
○ 応急危険度判定員の宿泊施設の提供につい

て検討する必要がある。 
○ 応急危険度判定の訓練を定期的に行う必要

がある。 

判定の周知、住宅・宅

地の危険度判定の実施 

【建築指導課、建築審査課】 

調査結果の集約 
【建築指導課】 

被災当日 

判定終了後 

判定の周知、道路等の

危険度判定の実施 

【道路整備課】 

判定員の招集・派遣 
【建築指導課、建築審査課】 

１週間以内 

２週間以内 

※資料編 P 資 155～156 参照 
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第４章 第２節 

応急的な住宅の確保 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災後３日    １週間         １か月    ２か月     入居  退去 

避難所生活を早期に解消して、一日も早い生活復興に向けての足がかりと

するため、被災住宅の応急修理及び一時提供住宅・応急仮設住宅の供給を行

う。 

半焼・半壊の住宅については、地域での居住継続を確保するとともに、が

れきの一時的大量発生を抑制するため、可能な限り応急修理・補修で対応す

る。 

全焼・全壊住宅の居住者のうち自己の資力で住宅を確保できない者につい

ては、応急的な住宅（一時提供住宅・応急仮設住宅）を供給する。 

 

施工確認 

応急修理予定 

戸数の把握 

空き家情

報の収集 

応急修理の 

募集・選定 

建設可能

用地情報

の収集 

一時提供住宅

供給可能量の

算出 
仮設住宅の

建設協力 

応急的な住

宅の必要量

の算出 

応急仮設住

宅の撤去 

入居者の募集

入居者名簿作成 

入居者調査実施 

巡回相談等の実施 

入居者組織の育成 

住宅のメンテナンス 

入居手続き

入居作業

支援 

入居者の 

選定 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第４章 住宅の復興    第２節 応急的な住宅の確保 

 

１ 被災住宅の応急修理 

実 施 責 任 担 当 課 建築指導課、建築審査課 

マニュアル更新担当課 建築指導課、建築審査課 

活動のあらまし 

震災によって半焼・半壊した自力での修理が困難な民間住宅のうち、継続して利用が可能な住

宅に対し、居住に必要な最小限の応急修理を東京都と連携して行う。応急修理の募集・選定は

区が行い、業者との契約は都が行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以降 応急修理実施予定戸数を算出する 

１週間以降 応急修理の募集・選定をする 

１か月まで 都の依頼を受け、施工を確認する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の「応急修理」 

 

 災害救助法による被災住宅の補修費助成の広報は、

阪神・淡路大震災では公費解体受付の後となった。 

◆（神戸市）1 月下旬から実施について検討したが、

余震が続いていて、全壊半壊の認定ができていない、

業者手配が難しいという理由でしばらく見合わせた。 

 2 月下句、実施準備を始めた。3 月 3 日神戸市建

築協力会に協力依頼、13 日に記者発表、14 日「住

宅応急修理事務所」を開設、市広報紙で知らせた。

しかし、結果として実績は 577 世帯に実施と低迷し

た。修理代は平均 15 万 4 千円で当時の基準税込み

295,000 円を大きく下回った。県のまとめでは、神

戸市分を含め 9,642 世帯、うち約 8,500 世帯は屋根

を覆うブルーシートの支給だった。 

 なぜ利用が低調で不満が多かったか。法の要件や

修理対象が被災者のニーズと大きくズレがあった。

「半壊」被害の家屋で、かつ自力で修理できない被

災者に限られ、一般的な所得階層や借家は対象外で

あった。修理対象も台所、トイレ、居室と屋根に限

られ、ブルーシートで屋根を覆う、破損した開口部

をベニヤで補強する等のとりあえず処置に限られた。 

 施工者からも、現地に行ったが申請者が避難中で

電話連絡が取れない、工事価格の枠が理解されない、

修理箇所限定の理解が得られにくい（特に浴室が対

象外であったことは強い不満）、高齢者が多く家具

や荷物の移動も手伝った、工事内容の説明に手間取

った、完了まで約 5 か月を要し苦情が多かったなど

困難があったと報告されている。（内閣府②） 

◆「住宅修繕支援隊」の創設（中越地震） 

 降雪を前に被害が軽い住宅への修繕を支援するた

め、新潟県は県内住宅建設関係団体の支援を受けて、

①被災者への地元工務店の紹介（工務店の登録、相

談窓口、見積もりや紹介等）、②地元工務店への支

援（登録、要員派遣等）を行う「住宅修繕支援隊」

を創設した。（中越①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)応急修理予定戸数の把握 

① 応急危険度判定調査及び家屋被害状

況調査の結果をもとに、応急修理をす

ることで居住可能な戸数を把握し、都

に報告する。 

(2)応急修理の募集・選定 

① 東京都の被災住宅応急修理基準をも

とに、募集・選定を実施する。 

② 応急修理の募集・選定結果につい

て、応急修理選定住宅一覧を作成し、

応急修理申込書の写しを添付して都に

報告する。 

(3)応急修理の施工確認 

① 都からの依頼により、施工を確認す

る。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・応急危険度判定調査（地図・調査票） □ 
・被害状況調査（地図・調査票） □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・応募者リスト □ 
・筆記具 □ 
 
 
 

応急修理予定戸数
の把握 

【建築指導課、建築審査課】 

留意事項 
 
 
 
 

今後の課題 
 
○ 国に対し、災害救助法における適用要件や

支援対象（生活保護世帯等の「自らの資力
で対応できない者」の範囲、修理対象部
位、修理のレベル）の拡大や柔軟な運用を
要請する。 

 

応急修理の募集・選定 

【建築指導課、建築審査課】 

施工確認 
【建築指導課、建築審査課】 

１週間以降 

１か月以内に完了 

※資料編 P 資 157～161 参照 
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 第４章 住宅の復興    第２節 応急的な住宅の確保 

 

２ 一時提供住宅の確保 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

家屋被害状況調査等に基づいて算出した応急的な住宅の必要数を踏まえ、区は、応急仮設住宅

の建設に時間を要することが予想される場合、空き公営住宅の災害時一時使用や民間アパート

等の賃貸住宅を一時提供住宅として借り上げる。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以降 空き家情報の収集 

１週間以降 一時提供住宅供給可能量の算出 

１か月程度 応急的な住宅の必要量の算出 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の空き家住宅確保 

 

 阪神・淡路大震災では応急的な住宅として、災

害救助法の応急仮設住宅 48,300 戸が建設されたが、

それ以外にも「公営・公団住宅への一時入居」、「民

間アパート等賃貸住宅の提供」、「社宅や保養所の提

供」等が行われた。 

 震災当日、県は住宅供給公社各事務所に連絡し、

県営住宅の空き家情報を把握し、550 戸ほどを神戸

市に提供することにした。1 月 23 日には雇用促進

事業団の雇用促進住宅の 1,733 戸が確保できたため

一時募集を始めた。1 月 24 日には岡山県の公営住

宅や住都公団空き家の提供が始まった。 

 1 月 28 日段階で一時入居可能戸数は 25,444 戸、

入居は 1,987 戸、4 月 27 日可能戸数 29,971 戸、入

居 10,302 戸となった。3 月後半から相談が減少し、

公営住宅、公社住宅等では 8 月以降、一時入居者を

正式入居に切り替えたり住宅斡旋などに努めること

になった。 

 民間のアパート等賃貸住宅を借り上げて高齢者

等健康面で不安がある世帯に提供する借り上げ住宅

は 2 月 8～10 日に申し込みを受け付けた。730 世帯

の応募があり、そのうち 111 世帯が 2 月下旬までに

入居することになった。3 月 8～10 日に 2 次募集、

268 世帯が申し込み 28 世帯が入居であった。 

 原則として 6 か月間の提供を予定していたが、

住宅確保の目途が立たない人も多く平成 8 年 3 月ま

で延長した。入居者はその後公営住宅、自宅再建、

民間アパートと契約、応急仮設住宅への入居などで

借り上げを解消した。（兵庫県③） 

これらが低調だった原因は「原則 6 か月」とさ

れた使用期間にあった。また、遠隔地であったり、

もともと空き家で老朽化していた、「浴室あり・浴

槽なし」という奇妙な物件など低質な住宅も混ざっ

ていたという。（内閣府②） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)空き家情報の収集 

① 都営住宅、公団、公社及び他の区市

町村に空き家の提供を求める。 

② 借り上げ、あっせん等で民間賃貸住

宅の確保を図る。 

(2)一時提供住宅供給可能量の算出 

① 区営住宅等のうち、一時提供住宅と

して供給可能な量を算出し、リストに

まとめ、都に報告する。 

② 民間賃貸住宅管理会社、宅建協会へ

空き部屋情報を確認するとともに、一

時使用の申し入れを行う。確保可能な

量をリストにまとめ、都に報告する。 

(3)応急的な住宅の必要量の算出 

① 第４章第１節１ 住宅の被害状況の把

握で算出した応急的な住宅の必要量を

もとに、応急的な住宅の必要戸数を算

出し、都に報告する。 

※「３ 応急仮設住宅の確保」と共通 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・被害概況調査（地図・調査票） □ 
・被害状況調査（地図・調査票） □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・被災者実態調査データ □ 
・公共施設分布図 □ 
・一時提供住宅リスト □ 
 
 

空き家情報の収集 
【住宅課】 

留意事項 
 
○ 応急的な住宅を必要とする人数・世帯数を

把握するため被災者生活実態調査（P24,25
参照）の中で確認・把握する。 

 
 

今後の課題 
 
○ 速やかに住宅を確保できるよう、民間賃貸

住宅については企業や業界団体との協定協
議を行っておく必要がある。 

一時提供住宅 
供給可能量の算出 

【住宅課】 

応急的な住宅の 
必要量の算出 

【住宅課】 

３日以降 

１週間以降 

１か月程度 

※資料編 P 資 162～163 参照 
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 第４章 住宅の復興    第２節 応急的な住宅の確保 

 

３ 応急仮設住宅の確保 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課、施設課 

マニュアル更新担当課 住宅課、施設課 

活動のあらまし 

家屋被害状況調査に基づき、応急仮設住宅を都と協力して建設する。 

区は、建設可能用地の確保、概算必要量・供給可能量の算出等を行い、都に必要数を報告す

る。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以降 建設可能用地情報の収集 

１か月程度 応急的な住宅の必要量の算出 

２か月以内 応急仮設住宅の建設協力 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の応急仮設住宅の建設用地 

 

◆（戸数の算定）兵庫県は、避難所 726 箇所での被

災者ヒアリング調査の結果から、避難者総数は約

30 万人約 10万世帯を母数に、1月 23日の避難所緊

急パトロール隊によるアンケート調査から得られた

全壊・半壊 7 割、自力住宅確保可能 1 割という数字

をもとに、一時提供住宅 3 万戸、応急仮設住宅必要

戸数 3 万戸とした。（この時点では被災戸数の詳細

は分からなかった）結局、遠隔地等における公営住

宅への入居希望は少なかったり、再度避難所での調

査を行った結果、最終的に応急仮設住宅を 48,300

戸とした。（兵庫県①） 

◆（民有地の対応）県には、民有地の申し出も 149

件（電話応対は 300 件以上）、広さにして 146ha あ

ったが、特に個人所有地は、広さや借地期間等の問

題がありほとんど利用できず、会社等が所有する比

較的規模の大きい用地を原則、無償で借用した。ま

た、民有地で被災者の土地は、優先入居等すると不

公平という厚生省の見解や、被災した土地所有者は

その土地での自力復興が望ましいとの結論から借用

しないこととした。（内閣府①） 

◆（芦屋市）46 ヶ所、2,914 戸であるが、運動公

園・スポーツセンターなど 5 ヶ所 1,235 戸と、スポ

ーツセンター建設用地 654 戸といった大規模用地と

は別に 20 戸以下の小公園などが 19 ヶ所を占めた。

埋立地への建設を断念したため小中高校 7 ヶ所、

302 戸、10.3%と教育用地の転用を余儀なくされて

いる。また、芦屋大学グランド 336 戸、こうベコー

プ 206 戸など民間の協力があった。政府関係では日

銀用地が 14 戸あるだけである。（芦屋市①） 

◆（西宮市）仮設住宅用地は市内で 122 ヶ所、

3,900 戸。圧倒的に多いのは公園で、10 戸前後の用

地が目立つ。次いでスポーツ施設で年金スポーツセ

ンター647 戸をはじめとして、市内の運動公園は全

部なくなった。（西宮市①）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)建築可能用地情報の収集 

① あらかじめ選定している応急仮設住

宅の建設可能用地を再調査し、用地リ

ストを都に報告する。 

(2)応急的な住宅の必要量の算出 

① 第４章第１節１ 住宅の被害状況の把

握で算出した全体必要量をもとに、応

急的な住宅の必要戸数を算出し、都に

報告する。 

※「２ 一時提供住宅の確保」と共通 

(3)仮設住宅の建設協力 

① 都が区内で実施する応急仮設住宅の

建設に際して、工事監理面等で都から

の依頼に応じ協力する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・被害概況調査（地図・調査票） □ 
・被害状況調査（地図・調査票） □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・被災者実態調査データ □ 
・公共施設分布図 □ 
・都市計画概要図 □ 
・用地リスト □ 
 
 

建設可能用地 
情報の収集 

【公園緑地課、用地・施設

各所管課】 

留意事項 
○ 応急的な住宅を必要とする人数・世帯数を

把握するため被災者生活実態調査（P24,25
参照）の中で確認・把握する。 

○ 区内に仮設住宅を建設できる広大な敷地が
ほとんどない状況にある。 

○ 道路等、区の公共施設の一時使用の検討を
行う。 

今後の課題 
○ 事前に、学校法人、企業等が所有する大規

模な用地及び駐車場などについて、仮設住
宅用地として使用できるか検討する。 

○ 被災後、速やかに住宅を確保できるよう、
上記の用地及び民間賃貸住宅については学
校法人、企業、業界団体との協定協議を行
っておく。 

応急的な住宅の 
必要量の算出 

【住宅課】 

仮設住宅の建設協力 

【災対都市整備部、施設課】 

３日以降 

１か月程度 

２か月以内 

※資料編 P 資 164～166 参照 
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 第４章 住宅の復興    第２節 応急的な住宅の確保 

 

４ 応急仮設住宅の建設・撤去 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課、施設課 

マニュアル更新担当課 住宅課、施設課 

活動のあらまし 

被災者向けの応急的な住宅の建設を行うため、東京都と協力して建設工事の工事監理を行う。

また、都と調整しながら不要になった応急仮設住宅を撤去する。 

プロセスのポイント 

発災から 

工事着工後 応急仮設住宅建設の工事監理を行う 

入居者退去後 都と調整しながら応急仮設住宅を撤去する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 コラム：応急仮設住宅の工事と環境整備 

 

◆（応急仮設住宅の建設）：（社）プレハブ建築協会

に対する建設大臣の要請により、兵庫県は第 1 次分

として 2,961 戸の応急仮設住宅を発注、うち 4 地区

482 戸については 20日から工事に着手した。 

通常の世帯用（１ＤＫ）単身用住宅（１Ｋ）の他

に、高齢者・障害者向け仮設住宅として、Ⅰ類型グ

ループホームケア事業型とⅡ類型生活援助員派遣型

を供給した。アメリカ、イギリス、オーストラリア、

韓国からの輸入仮設住宅もあった。 

◆（応急仮設住宅の環境整備）本部に「応急仮設住

宅入居者等サービス調整推進本部」を設置するとと

もに、県市町で構成する「応急仮設住宅対策会議」

を設置し、住環境対策の強化を図った。 

 入居する高齢者を想定して 50 戸以上の仮設住宅

地に「ふれあいセンター」を 236 ヶ所設置した。新

規以外に、近隣の既存施設や空住戸を活用した。 

 それまで、応急仮設住宅には原則として冷暖房機

の設置は認められていなかったが、特例により設置

が認められた。クーラーは、1 台につき 89,610 円

（消費税込み）を上限に、関係市町が設置した。あ

わせて、応急仮設住宅の環境整備として、スロープ

や手すり、踏み台等の設置や雨水排水対策を関係市

町を通じて実施した。全戸にエアコン、庇を設置し

た他、トラ張りによる耐風対策、外灯、ぬかるみ対

策、床下排水対策等を実施した。（内閣府②） 

◆（建設トラブル）「建設現場から緊急通報が入っ

た。電話によれば、付近住民達が建設反対を叫んで

周辺道路を車でロックアウト封鎖し、気勢をあげて

いると言う。住民達は、激しい口調で批判を始めた。

曰く、何故、県は事前に説明しないのか。もっと適

した土地は他にいくらでもある、入居被災者が問題

を起こすと困る等など、現場周辺は住環境の良い閑

静な住宅地であり、意識が高い反面、住民エゴに似

た感情も強く感じた。」（内閣府①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)応急仮設住宅の建設 

① 都から工事監理の協力依頼を受け

る。 

② 都と協力して工事監理を行う。 

(2)応急仮設住宅の撤去 

① 都と協力して撤去の工事監理を行

う。 

② 撤去に際しては、部材等の再利用に

努める。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・仮設住宅位置図 □ 
・仮設住宅設計図面等 □ 
・デジカメ □ 
・筆記具 □ 
 
 

応急仮設住宅の建設 

【災対都市整備部、施設課】 

留意事項 
 
○ 都と区の役割分担・費用分担について、東

京都と協議しておくこと。 
 

 

今後の課題 
 
 
 
 
 
 

応急仮設住宅の撤去 

【災対都市整備部、施設課】 

工事着工後 

入居者退去後 

※資料編 P 資 167～168 参照 
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 第４章 住宅の復興    第２節 応急的な住宅の確保 

 

５ 入居者の募集・選定 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

応急的な住宅（応急仮設住宅、一時提供住宅）の入居者募集・選定・入居手続きを東京都と連

携して行う。また、入居時における引っ越し等、様々な支援をボランティアと協力して行う。 

なお、入居募集にあたっては、被災者に対し、募集情報を迅速かつ的確に伝達する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以降 入居者の募集事務の開始 

２か月以内 入居者の選定作業 

入居時 入居作業支援（ボランティアの活用） 

 留意事項：優先すべき入居者の選定基準、応急仮設と一時提供住宅の振り分け等の基準をあら

かじめ決めておく必要がある。   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と中越地震の入居方法 

 

◆（阪神・淡路大震災）被災から 10 日後の 1 月 27

日～2 月 2 日の第一次募集から、以後 7 月の第五次

まで応急仮設住宅と空家入居の募集を行った。 

 当初、神戸市は第一次募集では、戸数の 8 割を全

体で抽選し、残り 2 割を高齢者・障害者・母子家庭

のみで行うことを決定し、1 月 24 日に記者発表し

た。しかし、国・県から 1 月 25 日未明に、寒い避

難所に多数の高齢者等がいることから、人道的に災

害弱者を優先すべきであるという強い指示があった。

抽選方法を急遽変更し、全面的に優先順位による弱

者優先方式とした。結果として第 1 順位の世帯のみ

21,581 世帯での抽選となり、高齢者や障害者ばか

りが入居し、その後に課題を残した。 

 「避難所生活の高齢者・障害者などの弱者救済を

一刻も早く」という論理が正論に聞こえたが、結果

的には弱者を郊外や人工島に追いやってしまった。

仕事や商売で地元を離れられない比較的若年層が長

らく避難生活を余儀なくされた。弱者の隣人関係や

相互扶助、「医・職・住」のソーシャルケアが寸断

され弱者が疎外された、という批判が相次いだ。 

◆（入居方法への教訓）この反省から、阪神・淡路

大震災以降、応急仮設住宅についても、地区別抽選

方式、仮設住宅ケアの重視、住宅の補修支援による

仮設住宅の需要抑制、社宅や民間賃貸住宅活用等の

多様化、自宅跡地への建設推進、仮設住宅のタイプ

の多様化などの提案が相次いだ。（内閣府②） 

◆（中越地震）仮設住宅団地の配置は、冬の積雪寒

さに対するとともに、できるだけ被災地の近くなど

地域コミュニティに配慮して建設・運営された。 

①集落のまとまりに配慮して各団地の建設戸数を決

定、②入居者の希望に即した入居先、③健常者と障

害者・高齢者が偏らないよう住戸タイプを混合配置、

④集会所や談話室の確保、⑤1 住戸 1 駐車場確保な

どに配慮するなどである。（中越①） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)入居者の募集 

① 災害広報や報道機関等を通じて、入

居者を募集する。 

② 入居受付については、各避難所で職

員とボランティア、または住民の協力

を得ながら行う。郵送での申し込みは

区役所で受け付ける。 

(2)入居者の選定 

① 都及び区が定める選定基準に従っ

て、入居者を選定する。 

② 区独自の選定基準を運用する場合や

地域協働復興で取り組む応急的な住宅

対策については、随時都と調整を行

う。 

③ 都外の住民への入居希望者について

は、都に報告する。 

(3)入居手続き 

① 入居決定を被災者へ通知する。 

② 入居決定者に対し、入居説明等手続

きを行う。 

③ 入居者名簿を作成する。（次項参照）

④ 入居者名簿を集約し、都に報告す

る。 

(4)入居作業支援 

① 入居の際、高齢者や障害者の引っ越

し等の様々な入居支援をボランティア

と協力して行う。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・仮設住宅設置箇所図 □ 
・各種手続き書類 □ 
・ボランティア登録リスト □ 
・選定基準 □ 
・筆記具 □ 
 
 

入居者の募集 
【住宅課】 

留意事項 
 
○ 選定にあたっては、様々な世代の世帯をバ

ランスよく選定し、社会的弱者のみの団地
にならないよう留意する。 

○ 地域でまとめた入居案（複数家族のグルー
プ入居、高齢者ケアのために近所づきあい
を重視した入居等）が実現可能かどうか事
前に都と協議を行っておく。 

 

今後の課題 
 
 

入居者の選定 
【住宅課】 

入居手続き 
【住宅課】 

入居作業支援 
【住宅課】 

１週間以降 

２か月以内 

入居時 

※資料編 P 資 169 参照 
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 第４章 住宅の復興    第２節 応急的な住宅の確保 

 

６ 応急的な住宅の管理 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

応急的な住宅（応急仮設住宅、一時提供住宅）の運営・管理を行うとともに、入居者に対する

安否確認、巡回相談等の生活支援サービスを行う。 

プロセスのポイント 

入居後 

入居者名簿を作成する 

入居者に対する巡回相談を実施する 

入居者組織を育成する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：宝塚市で取り組んだ応急仮設住宅団地の維持・運営 

 

◆（専門ボランティア訪問）阪神・淡路大震災での

仮設住宅入居者に対しては、社会福祉士会の専門職

ボランティアが入居の全世帯を訪問し、相談活動、

要援護者の実態の把握、必要な在宅サービスの提供

を行うとともに、日本建築士会とも連携して、車い

す用のスロープの設置を始めとする必要な改造箇所

の点検を行い、住宅課において改造を実施した。 

 ボランティア本部に、住宅改造に取り組むボラン

ティアグループ「でーくさんず」が結成され、数百

件にも及ぶ要援護者の要望に応えた。 

◆（生活支援）全国から寄せられた家電製品や家具

等の支給については、要援護者を優先して実態に即

して決定し、ボーイスカウトの協力により各戸に届

けた。 

◆（自治会支援）社会福祉士会では自治会の立ち上

げの支援にも取り組み、3 月末まで活動した後、逆

瀬台デイサービスセンターの職員に引き継いだ。 

◆（要援護者対応）仮設住宅の要援護者に対しては、

民生委員が仮設住宅ごとに支援チームを結成し、実

態の把握、相談など支援するとともに、福祉事務所

と連携したサービスの提供、緊急時には近くの入居

者の支援が得られるよう安心マップと安心カードを

作成した。 

 社会福祉協議会では、仮設住宅での人間関係の形

成、楽しみの提供などを狙いにして、仮設住宅への

情報紙の月 1 回定期配布や全仮設住宅から公衆浴場

への送迎サービスを秋から実施した。 

◆（高齢単身者対応）被災した高齢単身者など要援

護の単身者については、KDD の独身寮 2 ヶ所の提供

を受けて 100 人が入居した。それぞれが被災した

ことによる生活上の様々な問題を抱えている状況に

対応するために、12 月から連合婦人会の協力を得

て生活相談事業に取り組んだ。（兵庫県②） 

（ケア付き仮設住宅：第 3章第 3節 2コラム参照） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)入居者名簿の作成 

① 応急的な住宅の入居者名簿を作成

し、都に報告する。 

(2)入居者調査の実施 

① 調査内容、方法等を都と協議し決定

する。 

② 入居者調査を実施し、調査結果を集

計後、都に報告する。 

(3)巡回相談等の実施 

① 入居者の健康管理、メンタルヘルス

ケア等の生活支援対策のため、必要に

応じ、保健福祉部・池袋保健所と連携

して、保健師等による巡回相談等を実

施する。 

(4)入居者組織の育成 

① 仮設住宅団地内において、入居者に

よる住民組織を育成する。 

② 入居者組織は、各種イベントの発

案・実施、入居者の把握・ボランティ

アとの協働、区との連絡調整等を行

い、仮設住宅団地の管理運営を区と協

働で行う。 

(5)住宅のメンテナンス 

① 応急的な住宅の入居者の要望を受

け、適宜補修等の手配をする。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・入居者リスト □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・被災者生活実態調査データ □ 
・調査票 □ 
・筆記具 □ 
 
 

入居者名簿の作成 
【住宅課】 

留意事項 
 
○ 入居者調査の調査内容、方法について都と

調整すること。 
 
 
 

今後の課題 
 
 
 
 
 

入居者調査の実施 
【住宅課】 

巡回相談等の実施 
【住宅課】 

入居者組織の育成 
【住宅課】 

住宅のメンテナンス 

【住宅課】 

入居後 

※資料編 P 資 170～172 参照 
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第４章 第３節 

住宅復興計画の策定 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

早期に被災者の生活の安定を図るため、住宅復興の基本的な考え方と施策

について明らかにする。 

住宅復興委員会（仮称）において、都市復興基本計画等の検討を踏まえな

がら、住宅復興計画骨子案、住宅緊急整備計画、住宅復興計画を策定する。

 

発災後１週間            １か月      ３か月        ６か月 

策定スケジュール等 

の作成 

住宅復興計画の

策定・公表

住宅の被害状況の把握 

住宅復興委員会（仮

称）の設置 

住宅復興計画骨子案 

の策定・公表 

住宅緊急整備計画の 

策定・公表 

住宅復興計画原案 

の策定・公表 

専管組織の設置 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第４章 住宅の復興    第３節 住宅復興計画の策定 

 

１ 住宅復興計画の検討体制 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課、都市計画課 

マニュアル更新担当課 住宅課、都市計画課 

活動のあらまし 

復興期における、区の住宅施策のマスタープランとなる住宅復興計画を策定し、区民に公表す

るための組織を立ち上げる。 

 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 計画策定のための専管組織を設置する 

１か月以内 策定スケジュール等を作成する 

１か月以内 住宅復興委員会（仮称）を設置する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の住宅復興計画 

 

阪神・淡路大震災の住宅復興計画は、応急住宅建

設から始まり、順次様々な施策が展開され、それら

を集成して策定された感がある。結果、災害復興公

営住宅建設が大きい比重を占めることになった。 

◆（復興計画の立ち上がり）平成 7 年 1 月 24 日深

夜の知事の指示を受け、県は恒久住宅の建設と支援

策を内容とする住宅復興計画を策定することになっ

た。都市住宅部で検討を開始し、「兵庫県住宅再生

計画（案）」として、2 月 4 日に災害対策本部会議、

6 日に現地対策本部幹事会等で中間報告をした。 

 2 月 8 日には学識経験者や行政、事業者等委員 48

名の「ひょうご住宅復興会議」の設置が決定、6 日

開催の同会議で、基本的な考え方や委員の意見が出

され、部会検討を開始した。その後、計画は 3 ヶ年

で 12,500 戸を建設するという「ひょうご住宅復興

3 ヶ年計画（案）」として、2 月 20 日の復興本部会

議で説明がされ、3 月 9 日議会災害対策委員会に提

出・公表した。5 月 12 日の第 2 回住宅復興会議で

「ひょうご住宅復興に向けての提言」がつくられた。 

 平成 7 年 8 月に、県の復興計画「阪神･淡路震災

復興計画（ひょうごフェニックスプラン）」が策定

され、3 つの緊急 3 ヶ年計画として産業復興、都市

復興とともに「ひょうご住宅復興 3 ヶ年計画」が策

定された。震災前に「ひょうご住宅マスタープラン」

の策定が進行中で、その成果を受け継いでいる。 

◆（神戸市）震災から 6 日後の 1 月 23 日特別編成

したプロジェクトチームの住宅局「復興計画班」が

動き出し、1 月 31 日には「震災復興市街地・住宅

緊急整備の基本方針」発表した。3 月 17 日には

「神戸市震災復興住宅 3ヶ年計画」を発表した。 

 1 年後、仮設住宅調査なども踏まえて「神戸のす

まい復興プラン」として供給目標等も見直され、低

所得者向け公営住宅の供給増、公営家賃の低減、民

間への支援強化などがはかられた。（兵庫県②） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)専管組織の設置 

① 災害対策本部内に住宅復興計画策定

のための専管組織を設置する。 

② 復興本部設置後は、復興本部に事務

移管する。 

(2)策定スケジュール等の作成 

① 専管組織は、震災復興基本方針を踏

まえて、策定のスケジュールを定め

る。 

② 住宅復興計画のフレーム案を基に、

計画策定に着手する。 

(3)住宅復興委員会（仮称）の設置 

① 専管組織の下に住宅復興計画につい

て専門的・技術的な助言、提言等を行

う住宅復興委員会（仮称）を設置す

る。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・震災復興基本方針 □ 
・都市復興基本方針 □ 
・学識経験者リスト □ 
 
 
 

専管組織の設置 
【災害対策本部】 

留意事項 
 
 
 

今後の課題 
 
○ 住宅復興分野全体として、住宅課が担当せ

ざるを得ない活動が多いため、人員の増強
等、体制の強化を図る必要がある。 

○ 住宅復興委員会（仮称）での検討におい
て、どのように住民意見の反映を図るか、
検討が必要である。 
 

１週間以内 

策定スケジュール

等の作成 

【住宅課、都市計画課】 

１か月以内 

住宅復興委員会 

（仮称）の設置 

【住宅課、都市計画課】 

※資料編 P 資 173～174 参照 
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 第４章 住宅の復興    第３節 住宅復興計画の策定 

 

２ 住宅復興計画の策定と公表 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課、都市計画課 

マニュアル更新担当課 住宅課、都市計画課 

活動のあらまし 

復興期における、区の住宅施策のマスタープランとなる住宅緊急整備計画及び住宅復興計画を

策定し、区民に公表する。 

計画策定に関しては、都市復興基本方針及び都市復興基本計画との整合を図る。 

必要に応じ都市計画審議会等の審議を受け、計画を策定する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以内 
住宅復興委員会（仮称）を設立する 

住宅復興計画骨子案を策定し、公表する 

３か月以内 住宅緊急整備計画を策定し、公表する 

６か月以内 住宅復興計画を策定し、公表する 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の住宅復興計画の内容 

 

 兵庫県「ひょうご住宅復興 3 ヶ年計画」平成 7 年

3 月に盛り込まれた内容は以下のとおりである。 

1．基本的な考え方 

 震災により失われた大量の住宅ストックを早期に

回復し、将来に向けて災害に強く次世代につながる

計画的で美しい住宅市街地を復興し、高齢者等に優

しい安全・快適で恒久的な住宅の供給を図ることを

目的とする。 

2．供給方針 

 ① 3 ヶ年での恒久的住宅建設 

 ② 公的賃貸住宅の積極的支援 

 ③ 新市街地等での早期の住宅建設 

 ④ 面的整備に伴う住宅建設 

 ⑤ 地域の防災性を高める住まいづくり 

 ⑥ 人にやさしい住まいづくり 

 ⑦ 多様な復興メニューづくり 

⑧ 輸入住宅・規格型住宅等による良質で多様な

住宅建設 

3．供給計画 

（1）全体計画：12.5 万戸（内訳 平成 6 年度以前

着工 1.5 万戸、新規 11 万戸で災害復興公営 2.4 万、

準公営 1.8 万、公団公社 2.2 万、民間 4.6 万） 

（2）地域別供給計画（略） 

4．計画実現のための主要な施策 

（1）災害復興（賃貸）住宅の供給促進 

（2）民間住宅の再建支援（融資や基金、分譲住宅

供給、住宅再建支援等） 

（3）その他の支援策（防災、福祉、相談窓口、輸

入住宅、特別融資等）等 

 

 なお、目標戸数について震災直後の情報から推定、

その後様々なデータで補強、検証していった。後日

の調査によれば、滅失率は、全壊で 80％、半壊建

物 35％、一部損壊 15％であった。（兵庫県②） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)住宅復興計画骨子案の策定・公表 

① 家屋被害状況調査及び被災者生活実

態調査を基に、住宅被害を把握、分析

する。 

② 震災復興基本方針、都市復興基本方

針を踏まえ、住宅復興計画骨子案を策

定する。策定にあたっては住宅復興委

員会（仮称）を開催する。 

(2)住宅緊急整備計画の策定・公表 

① 住宅復興計画骨子案を基に、住宅緊

急整備計画の策定と公表を行う。 

(3)住宅復興計画原案の策定・公表 

① 復興本部会議等に住宅復興計画原案

を付議する。 

② 東京都へ意見照会を行い、調整す

る。 

③ 原案を公表し、パブリックコメント

等により住民意見を反映させる。 

(4)住宅復興計画の策定・公表 

① 復興本部会議等に、震災復興基本計

画の一部として住宅復興計画案を付議

する。 

② 策定後、速やかに公表し、周知す

る。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
・被害状況調査（地図・調査票） □ 
・家屋被害台帳（電子データ） □ 
・被災者実態調査データ □ 
・震災復興基本方針 □ 
・都市復興基本方針 □ 
 
 
 

住宅の被害状況の把握 

（第４章第１節１を参照） 

留意事項 
 
○ 住宅復興計画は、東京都が策定する住宅復

興計画と十分な調整を行う。 
 

今後の課題 
 
○ 住宅復興計画（骨子案）は、東京都復興マ

ニュアルに示されている住宅復興計画のフ
レーム案（資料編参照）を参考に、事前に
用意しておくこと。（被災度別に数パター
ン） 

 

住宅復興計画骨子案の

策定・公表 

【住宅課、都市計画課】 

住宅復興計画の 
策定・公表 

【住宅課、都市計画課】 

１週間以内 

１か月以内 

３か月以内 

６か月以内 

住宅緊急整備計画

の策定・公表 

【住宅課、都市計画課】 

住宅復興計画原案

の策定・公表 

【住宅課、都市計画課】 
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第４章 第４節 

自力再建への支援 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅復興にあたっては、被災者による自力再建を基本とし、行政支援の充

実によって自力再建が促進されるような条件整備を図っていく必要がある。

このため、自力再建に係る情報提供や被災者の相談に対応できる体制を整

備するとともに、震災の程度や社会経済状況、財源の状況等に応じて、住宅

再建に対する支援メニューを検討していく。 

 

発災   ２か月           数か月          １年６か月 

国や都が行う住宅

再建事業の周知 

生活再建支援金の支給 

区が独自で行う住

宅再建事業の周知

国や都が行う生活再建

メニューの周知 

再建事業の募集事務、 

審査資格事務の実施 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第４章 住宅の復興    第４節 自力再建への支援 

 

１ 民間住宅に対する修繕及び再建支援 

実 施 責 任 担 当 課 建築指導課 

マニュアル更新担当課 建築指導課 

活動のあらまし 

住宅の修繕による継続利用は、避難所の早期解消、応急仮設住宅の需要抑制、被災住宅の撤去

にかかるがれきの抑制等のメリットが考えられるため、積極的に周知を図るとともに、被災者

が良質な民間住宅（持家・民間賃貸住宅等）を確保できるよう、土地資産の有効活用を含めた

住宅再建支援を行う。特に被災後においては、平常時に比べて資金の調達が困難になることが

予想されるため、関係機関等と連携して支援する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２か月以降 国や都が行う再建支援事業を周知する 

２か月以降 区独自で行う再建支援事業の募集を行う 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：民間住宅等の再建支援策 

 

◆（平成 7 年阪神・淡路大震災）住宅再建にはこれ

までにない様々な支援策が展開された。 

1）情報提供・人的支援（神戸復興住宅メッセ等）、

2）融資面での支援（市、公庫、県、ひょうご県民

住宅復興ローン、神戸市リバースモゲージ等） 

3）阪神・淡路大震災復興基金事業（利子補給、高

齢者住宅再建等支援、二重住宅ローン対策等） 

4）マンション再建／5）共同化・協調化（優良建築

物等整備事業等、小規模建替等事業補助等） 

6）規制緩和による支援（神戸市インナーシティ長

屋街区改善誘導制度、総合設計制度等） 

7）特に再建が困難な場合への対応 

 特に、復興基金の高齢者住宅再建支援補助は好評

であった。他の利子補給制度は高齢者が融資を受け

られないケースが多かったためである。「親孝行ロ

ーン」、「不動産処分型特別融資制度」も使われた。

被災者自らが建設資材を共同購入することなどによ

って再建を目指す「神戸震災住宅復興生活協同組合」

なども設立され支援された。 

◆（平成 19 年 3 月能登半島地震）意向調査の結果、

8 割を超える約 2,000 世帯が自力再建を希望して

いた。石川県では、国の被災者生活再建支援制度を

補完する独自の制度を創設した。 

 さらに、「能登ふるさと住まい・まちづくり支援

事業」として、耐震･耐雪、バリアフリー、景観配

慮、県産材活用など一定の基準の住宅を建設・購

入・補修する場合、補助する制度（全壊世帯で上限

200 万円）も準備した。その他、地震により柱・梁

等が傾斜した住宅をワイヤーによる牽引、揚家等に

より正常な状態に修復する「建ておこし」への支援

も行われた。 

その結果、義援金の配分や融資及び利子補給によ

り、試算では、全壊で住宅を建設すると、助成金が

最大 770 万円、復興住宅融資最大 1,440 万円（5 年

間利子補給）が実施されることとなった。 

また、建築関係団体やメーカーが集まって低価格

な「能登ふるさとモデル住宅」を開発・展示した。

これらの施策で円滑に住宅再建が進められた。 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)国や都が行う住宅再建事業の周知 

① 住宅金融支援機構や国、都で行う民

間住宅に対する住宅再建支援事業につ

いて、広報に募集情報を掲載する。 

② 国や都から依頼された場合、募集事

務を行う。 

(2)区が独自で行う住宅再建事業の募集 

① 区が行う新規再建支援事業につい

て、広報に募集情報を掲載する。 

② 募集事務を行う。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

国や都が行う 

住宅再建事業の周知 

【建築指導課、都市計画課】 

留意事項 
 
○ 民間住宅に対する被災度区分判定の支援に

ついて検討する。 
○ 持ち家被災者及び被災建物所有者（オーナ

ー）に対する、国や都で行う公的支援につ
いては資料編を参照。 

 

今後の課題 
 
○ 関係団体との協定を締結する等、修繕工事

を行う業者の確保を図ることが必要であ
る。 

２か月以降 

区が独自で行う 

住宅再建事業の募集 

【建築指導課、都市計画課】 

※資料編 P 資 175～177 参照 
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 第４章 住宅の復興    第４節 自力再建への支援 

 

２ 賃貸住宅入居者に対する生活再建支援 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

応急仮設住宅からの移転者や、応急住宅としての民間借上げ住宅などに入居後２年を経過した

被災者のうち、民間賃貸住宅に入居する者について、一定期間、家賃負担の激変緩和措置など

の支援を図る。 

プロセスのポイント 

発災から 

１年６か月程度 
国や都が行う再建支援メニューを周知する 

１年６か月程度 募集事務・資格審査事務を行う 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 

 

 コラム：借家層への支援 

 

◆（罹災都市借地借家特別措置法）この法律は、

昭和 21 年にできた法律である。当時戦災で焼失し

た住宅から店子保護のためにつくられた法律で、被

災家屋の借家人は、土地所有者に申し出れば優先し

て相当な借地条件で、その土地を賃借することがで

きるというものであった。当時との時代背景が違う

こともあって有効性が議論となった。「多数の借家

人がいる場合への対応が不明」、「借家人の権利があ

っても家賃が上がれば入居できない」、「借地権の買

値は地価の半額以上といわれ再建が困難」など円滑

な住宅供給を阻害することになった。 

 県内の裁判所に起こされた関連の係争は、9 月末

までに 68 件、膨大な借家の被害・トラブルに比べ

れば少ない。弁護士は「借地権を買い、建物を造る

には、相当な出費がいる。権利があってもその先が

一歩も進まない。結局、り災都市法で救済できる社

会的弱者はごくわずかだ」と指摘する。 

◆（民間賃貸住宅の入居者への家賃助成）それま

でも神戸市をはじめ被災市町から要望は出ていたが、

個人補償という厚い壁に阻まれて実現できないでい

た。しかし、一般の民間賃貸住宅に入居する被災者

には、有効な支援策がなく、不満も多かった。（中

略）個人補償と見なされないために入居者に直接家

賃助成するのではなく、家主に補填することで同じ

効果を狙った。平成 8 年 7 月には、被災者の家賃の

初期負担の軽減を目的として、月 3 万円を限度に、

平成 11 年度末まで家賃助成を行う「民間賃貸住宅

家賃負担軽減制度」ができ上がった。個人補償の壁

に隙間を開けた瞬間であった。その後も制度は延長

され、これまでに延べ約 3 万 5 千件の実績を誇って

いる。（兵庫県②） 

 その後、被災者生活再建支援法ができ、転居者

には支援金があるのに、アパート所有者には支援が

ないという意見も出されるようになった。 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)国や都が行う生活再建メニューの周

知 

① 広報等に、都が決定した支援事業の

募集情報を掲載する。 

(2)再建事業の募集事務、資格審査事務

の実施 

① 募集事務及び資格審査事務を行うと

ともに、都に審査結果を報告する。 

② 都の交付決定に基づき、事務手続き

を行う。 

③ 区独自の支援についても検討する。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 
 

国や都が行う生活再建

メニューの周知 

【住宅課】 

留意事項 
 
○ 定住希望者を把握の上、オーナー支援策を

組み立てる必要がある。 
○ 賃貸住宅居住者の追い出しにならないよう

留意する必要がある。 
 

今後の課題 
 
 
 
 
 

再建事業の募集事務、 

資格審査事務の実施 

【住宅課】 

１年６か月程度 

生活再建支援金の支給 

数か月程度 

※資料編 P 資 175～177 参照 
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第４章 第５節 

集合住宅再建への支援 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災集合住宅の再建を速やかに行うためには、区分所有者の合意形成が不

可欠である。マンションの建替えの円滑化に関する法律に基づく建替えや、

改修の実現をコンサルタントの派遣等により支援する。 

また、被災後においては、平常時に比べて資金の調達が困難になることが

予想される。そのため、国や都で決定した融資制度等の情報提供など、関係

機関と連携しながら再建を支援する。 

 

発災後１週間      ２週間      １か月          ３か月 

マンション補修・建替え

に係る支援事業の募集 

被害状況の把握 

アドバイザー派遣

の実施 

相談窓口の設置と

各種アドバイザー

制度の周知・募集 

被害状況の分析 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第４章 住宅の復興    第５節 集合住宅再建への支援 

 

１ 分譲マンションの再建 

実 施 責 任 担 当 課 建築指導課、マンション担当課 

マニュアル更新担当課 マンション担当課 

活動のあらまし 

被災集合住宅の再建を速やかに行うためには、区分所有者の合意形成が不可欠である。 

分譲マンションの建替えの円滑化に関する法律に基づく建替えや、改修の実現をアドバイザー

の派遣等により支援する。また、被災後においては、平常時に比べて資金の調達が困難になる

ことが予想される。そのため、国や都で決定した融資制度等の情報提供など、関係機関と連携

しながら再建を支援する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 分譲マンションの被害状況の把握と分析を行う 

１か月以降 
相談窓口の設置と各種アドバイザー制度を周知し、

募集する 

３か月以降 マンション補修・建替えに係る支援事業を行う 

 留意事項：   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災で出されたマンション再建の問題 

 

 集合住宅（マンション）の問題として「補修か建

て替えかの判断」、「建物調査の方法と費用」、「容積

率の確保等各種規制」、「多棟の場合を含む費用配分」

などがあげられた。 

◆（修繕か建て替えか）マンション再建には被害の

詳細な調査が必要だったが、建替派が多いと調査費

が無駄な費用とされ、補修派はもっと調べろという

対立を生んだ。調べるには費用がかかりそれを出す

にはみんなの了解がいる。公的機関がどこに金を出

すべきかと言えば、調査費用だったという意見があ

る。 

 被災マンションで「建て替え」と「補修」の対立

が訴訟にまで発展したのは、分譲マンションを巡る

状況と、ダメージを受けたマンションの再生システ

ムの不備や、不完全さによるものと言える。 

 建て替えには、自治体によるコンサルタント派遣

制度や震災復興型の総合設計制度による既存不適格

建築物の援助策があった。また、優建制度の補助が

あり、建物の解体も公的費用という手厚い支援策が

用意された。一方、補修に対しては、金融公庫の低

利融資があるのみで公的融資らしいものはなかった。

このように建て替えには支援策がいくつも並んだの

で、補修による復旧が可能なマンションでも建て替

えを選んだものも少なくない。（内閣府①） 

 区分所有建物の補修・再建については、合意形成

が大きな課題となった。被災地には約 5,000 棟の分

譲マンションがあったとされ、建て替えの必要な分

譲マンションは、約 130 棟、一万戸にのぼった。 

 いち早く、管理組合の中にしっかりした復興委員

会のような体制を整え、専門家がはりついて、手順

を踏まえて、区分所有者が参加して、十分な情報と

話し合いがされるようなところは問題はあっても克

服して前に進んでいるし、このレールに乗るのに失

敗したところは手こずっているようだ。（内閣府②） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等
(1)被害状況の分析 

① 被害状況調査及び被災者生活実態調

査をもとに、復興計画の策定に必要な

詳細情報の把握・分析を行う。 

(2)相談窓口の設置と各種アドバイザー

制度の周知・募集 

① 被害を免れたマンションの集会室・

区有施設に、相談窓口を設置する。 

② 東京都の分譲マンション建替え・改

修アドバイザー制度について、募集情

報を提供する。 

(3)アドバイザーの派遣事務の実施 

① マンション管理組合からの要請に基

づき、東京都防災・建築まちづくりセ

ンターにアドバイザーの派遣を要請す

る。 

② アドバイザーが不足するときは、災

害復興まちづくり支援機構から専門家

の派遣を要請する。 

(4)マンション補修・建替えに係る支援

事業の募集 

① 都のマンション改良工事助成や国の

優良建築物等整備事業を活用し、マン

ション補修・建替えを支援する。 

② マンション建替え等の合意形成を支

援する。 

③ 国や都のマンション補修・建替え事

業などの制度内容について、周知を図

る。 

 

 

 

発災 

被害状況の把握 
（第２章第１節を参照） 

必要な物品   
 
・分譲マンションリスト □ 
・机 □ 
・椅子 □ 
・筆記用具 □ 
・パンフレット □ 
 
 

被害状況の分析 
【建築指導課、マンション担

当課】 

留意事項 
○ 事前に、都市整備局、まちづくりセンター

の区民への支援について、協定を締結して
おく。 

○ 必要に応じて、アドバイザー等の人材の確
保を図る。 
 

今後の課題 
○ 迅速かつ適正に事務処理が行えるよう、制

度や事業概要について、理解を深めておく
必要がある。 

○ 二重債務者に向けた対策を関係機関へ要請
し、区としての対応を検討しておく。 

相談窓口の設置と各種アドバ

イザー制度の周知・募集 

【マンション担当課】 

アドバイザーの 
派遣事務の実施 
【マンション担当課】 

マンション補修・建替え

に係る支援事業の募集 

【マンション担当課】 

１週間以内 

１か月以降 

３か月以降 
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第４章 第６節 

区営住宅 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災者の住宅の復興は、被災住宅の自力再建を基本とするが、各種自力再

建支援策をもってもなお自力再建が困難な被災者に対応するため、豊島区、

東京都、東京都住宅供給公社や都市機構の協力の下に、公営住宅等の公的住

宅の的確な供給を進める。 

その際、被災者のニーズ、将来の人口動向、用地取得の可能性等の諸事情

を総合的に勘案したうえで、長期的な視点に立って施策を推進する。 

また、災害時の一時的な需要量の増加に対し、民間賃貸住宅の借上げ等を

主体とした住宅供給促進を図る。 

 

被災直後    被災後１週間        ３か月        ６か月 

区営住宅の 

補修補強工事の実施 

区営住宅の建替え 

入居者の募集・選定 

区営住宅の被災度区分判定 

仮設住宅居住者に対

する意向調査の実施 
民間住宅の 

買取・借上げの検討 

※実線枠（影付き）は作業項目、点線枠は関連作業、太枠線は最終作業項目。 
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 第４章 住宅の復興    第６節 区営住宅 

 

１ 区営住宅の補修・建替え 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

被災度区分判定により、補修・補強が必要とされた区営住宅等について、迅速・適切に補修・

補強工事を実施する。同様に、建替えが必要になった区営住宅等も速やかに建替えを行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以降 区営住宅の補修・補強工事の実施 

３か月以降 区営住宅の建替え 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の様々な復興公営住宅施策 

 

 阪神・淡路大震災の住宅復興では、時間の余裕の

ない中で公共賃貸住宅の建設が急がれたが、その中

でも様々な工夫が展開された。主な施策を示す。 

◆（災害復興（賃貸）住宅の供給関連制度等） 

・災害復興公営住宅、特定借上・買取賃貸住宅建設 

・高齢者向け仕様住宅（全住戸のバリアフリー化、

緊急通報システムや安否自動確認システム等） 

・シルバーハウジングの推進（生活援助員派遣） 

・コレクティブハウジング（協同居住型集合住宅） 

・災害復興グループハウス（生活援助員が常駐） 

・災害復興準公営住宅（特定優良賃貸住宅）（復興

基金により住宅建設に補助） 

・災害復興（賃貸）住宅管理協議会で一元的募集 

・グループ募集実施（コレクティブハウジング等） 

・県営住宅ペット共生モデル事業の実施（ペットと

一緒に暮らせる県営住宅） 

◆（家賃補助、入居・移転支援） 

・災害復興公営住宅等の家賃補助 

・災害復興準公営住宅（特定優賃住宅）家賃補助 

・災害公営住宅の入居予定者に対する事前交流事業 

・公営住宅等の入居待機者に対する支援 

・災害復興県営住宅の住宅特別交換制度 

◆（入居者に対する生活支援） 

・いきいき県住推進員の派遣 

・災害復興公営住宅高齢者元気アップ活動支援事業 

・生活復興のためのＮＰＯ活動支援事業 

・介護予防・地域支え合い事業（生活援助員派遣） 

・被災高齢者自立生活支援事業 

・高齢世帯生活援助員（ＳＣＳ）の設置 

・夜間・休日見守り・安心システム（内閣府②） 

◆（復興公営住宅の問題）新しい取り組みやソフト

面での対策が講じられたが、一方で、地域的な偏り

が発生したこと、高齢者等を優先した入居選定のた

めに高齢者団地が出現したこと、従前コミュニティ

のつながりが希薄になったこと、大量に公営住宅を

建設したため管理・更新に膨大な費用を要すること、

入居できた被災者とそうでない被災者の支援格差な

ど、様々な問題が指摘されている。（兵庫県②）
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)区営住宅の補修補強工事の実施 

① 被災度区分判定等の結果を居住者に

通知する。 

② 補修・補強工事に係る説明会を実施

するとともに、居住者の一時移転先を

確保する。 

③ 都の応急補修実施基準等を参考に、

住宅の補修・補強工事を行う。 

(2)区営住宅の建替え 

① 被災状況、被災度区分判定等の結果

により、建替え工事を決定する。 

② 公営住宅等の建設の例に準じ、居住

者や近隣住民に説明会を実施し、工事

に着手する。 

③ 必要に応じて居住者の一時移転先を

確保する。 

 

 

 

発災 

区営住宅の 
被災度区分判定 

必要な物品   
 
 
 

区営住宅の補修
補強工事の実施 

【施設課、住宅課】 

留意事項 
 
○ 建替えについては、従前の戸数よりできる

だけ上回ることを目標とする。用地の効率
的利用を図る。 

 
 

今後の課題 
 
 
 
 
 

区営住宅の建替え 
【施設課、住宅課】 

１週間以降 

３か月以降 
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 第４章 住宅の復興    第６節 区営住宅 

 

２ 民間住宅の買取・借上げ 

実 施 責 任 担 当 課 住宅課 

マニュアル更新担当課 住宅課 

活動のあらまし 

各種自力再建支援の施策によってもなお自力再建が困難な被災者に対しては、災害復興公営住

宅の供給を図る必要がある。その際、迅速な公的住宅の供給が求められることから、区として

民間住宅の買取・借上げによる供給についても検討する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以降 民間住宅の買取・借上げの検討 

６か月以降 仮設住宅居住者への意向調査の実施 

６か月以降 入居者の募集・選定・手続きを行う 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の民間住宅借り上げ 

 

◆（公営住宅の供給方法）阪神・淡路大震災以降

様々な供給方式が可能になった。公営住宅には整備

基準があり、借り上げ等の場合は注意を要する。 

①直接供給方式（都区が自ら建設する公営住宅） 

②買取り方式（民間等が建設した住宅を買取り） 

③借上げ方式（民間等が建設した住宅を借上げ） 

④ＰＦＩ手法（民間が住宅を建設し買取り又は借り

上げ） 

⑤等価交換方式（土地を提供し等価交換で取得） 

⑥民間住宅家賃助成方式（一般の民間賃貸住宅に入

居する公営住宅需要層への家賃助成） 

◆（阪神・淡路大震災の借上げ・買取り）公営住宅

の供給においては、県・市が建設するだけでなく、

住宅都市整備公団や住宅供給公社、民間事業者を活

用した多様な手法が採択された。特に、先導的な取

り組みとなったのは、平成 7 年 4 月に制度化され

た「特定借上・買取賃貸住宅制度」に基づく事業が

実施されたことである。購入分として 3,100 戸、

借上分としては 7,400 戸が計画され、それぞれ計

画戸数を若干上回る実績を上げた。こうした多様な

手法を採用することにより、早期大量供給が可能に

なった。また、限界はあったとはいえ、住宅立地や

住戸計画に一定の幅をもたせることができた。 

 この点は、民間が建設する賃貸住宅を、住宅供給

公社や民間の管理法人が借り上げたり、または管理

受託して供給された「災害復興準公営住宅」にも当

てはまる。「特定優良賃貸住宅制度」を活用して実

施された「災害復興準公営住宅」の供給は、助成制

度の拡充や入居資格の緩和と併せて、家賃負担能力

の低下した被災者に早期に恒久住宅を提供すること

に寄与した。この制度は、民間賃貸住宅の支援策と

しては最も手厚い制度であり、不足が懸念された民

間賃貸住宅の供給を促進する上で一定の役割を果た

した。（兵庫県②） 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目）  
 

◆各段階の活動手順等

(1)民間住宅の買取・借上げの検討 

① 区営住宅の新規供給に係る用地取得

が困難な場合は、民間住宅の買取・借

上げによる災害復興公営住宅の供給を

検討する。 

② 買取・借上げ住宅の認定基準をつく

り、物件の審査・認定を行い、適合す

る住宅について、所有者と売買契約ま

たは賃貸借契約を締結する。 

(2)仮設住宅居住者に対する意向調査の

実施 

① 仮設住宅居住者に対して、公的な住

宅への正式入居の意向調査を実施する

とともに、都に調査結果を報告する。

(3)入居者の募集・選定 

① 意向調査で区営住宅を希望する被災

者を対象に募集審査を行い、選定す

る。 

② 入居者手続き、買取・借上げ物件の

運営管理基準については、区営住宅の

管理基準に準じて定める。 

 

 

 

発災 

必要な物品   
 
 

民間住宅の 

買取・借上げの検討 

【住宅課、財産運用課】 

留意事項 
 

○ 災害復興公営住宅の大量供給は、将来の区
の財政を圧迫することから、借上げ等の施
策を積極的に活用する。 

 

今後の課題 
 

 
 
 
 
 

仮設住宅居住者に対す

る意向調査の実施 

【住宅課】 

入居者の募集・選定 

【住宅課】 

１週間以降 

６か月以降 
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第３編 生活・産業復興編 
 

第５章 くらしの復興  

 

第１節 医療と福祉の確保 
１ 地域医療サービスの確保 

２ 福祉施設の被害調査と復旧再建支援 

３ 地域福祉需要調査と一時入所 

４ 福祉サービス体制の整備 

５ 震災福祉復興計画の策定 

 

第２節 保健・衛生の維持 
１ 被災者の健康管理 

２ 水、食品の安全確保 

３ ペット等の一時保護 

４ 感染症の防止（防疫） 

５ 公衆浴場の状況把握と再開支援 

６ 生活衛生施設の状況把握と再開支援 

７ ごみ処理等 

 

第３節 生活支援対策 
１ 生活資金等の支援 

２ 生活保護 

３ 税等の減免 
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第５章 第１節 

医療と福祉の確保 
 

 

 

震災により多くの死傷者が発生する一方、医療施設や福祉施設の被害

や機能低下も生じる。被災直後には救援センター（避難所）等での応急

医療や福祉対応がなされる。 

応急対応期に引き続いて、復旧・復興期では、必要な医療サービスの

提供に向けて、区民への情報発信、仮設医療拠点の確保、医療機関の再

開支援にとりくむ。 

また、震災により様々な福祉需要が発生する。復旧復興期では、まず、

従前の福祉サービス水準の回復に向けて、施設の再建を支援するととも

に、ついで、新しい福祉需要を適切に把握しサービス体制を構築する。 

なお、医療・福祉分野は重点課題のひとつであり、迅速な対応を行う

ことに並行して都の対策と整合をはかりながら「震災福祉復興計画」を

策定し、総合的・連続的な医療と福祉分野の復興を推進する。 

 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療･福祉分野の応急対策の展開 

（地域防災計画等） 

１ 地域医療サービスの確保 

３ 地域福祉需要調査と一時入所 

４ 福祉サービス体制の整備 

５ 震災福祉復興計画の策定 

２ 福祉施設の被害調査と復旧再建支援 
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実 施 責 任 担 当 課 地域保健課・生活衛生課 

マニュアル更新担当課 地域保健課 

活動のあらまし 

震災によって病院や診療所、歯科医、薬局等が被災し、医療水準が大幅に低下するおそれが

ある。震災直後に応急医療対策を展開するとともに、地域医療サービス低下をカバーし、医療

施設の再開を支援し、速やか応急医療を収束し、従前の水準に回復することが重要である。 

このため、関係団体と協力し、医療機関の被災状況と再開状況を把握し、医療再開が遅れる

たり応急仮設住宅等で医療需要が増大した箇所には、仮設診療所を開設する。また、被災した

医療機関の再開支援の方策を定め、再開、復旧の支援を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 医療機関の被災状況及び開院情報の集約と発信 

１週間以降 医療不足地区の把握と仮設医療拠点の設置 

１週間以降 医療機関の再開支援 

 留意事項：情報と収集ルートの早期確立、刻々と変化する情報をどのように把握、伝達するか

の方法をあらかじめ決めていくことが重要である。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：医療施設の被災と仮設診療所  
 

◆阪神・淡路大震災の医療施設被害 

 阪神・淡路大震災では、ライフラインの寸断や医

療機器破損に見舞われた。水は、医療用水のほか、

ボイラー用水やコンプレッサー・自家用発電機等の

冷却水が不足した。神戸市立中央市民病院では、人

工呼吸器が故障し 16 人の患者の生命を脅かした。

空調保温がダウン、手術室内の保温や器材の洗浄消

毒も出来なくなった。約千人の入院患者がいたが調

理器具が使用不可能になった。搬送機・エレベータ

ー、患者の情報を入れたコンピューターも停止した。

兵庫県の調査によると、病院では、MRI（70％）、人

工透析装置（37％）、CT スキャン（30％）、単純 X

線装置（22.％）、血管連続撮影装置（27.％）の被

害があった。また単純 X 線装置を所有する診療所の

うち 65％が被害を受けたと回答している。(内閣府

阪神・淡路大震災教訓情報資料集) 

 

◆仮設診療所と巡回診療車 

 医療機関の復旧が遅れている地域や、避難所及び

応急仮設住宅付近で医療ニーズが拡大した地域に対

して、兵庫県は、国の補助を得て、仮設診療所(９

施設)及び巡回歯科診療車(10 台)を設置した。仮設

住宅での９カ所の仮設診療所は、約４年間の診療を

終え、1999 年 4 月 16 日を最後に、すべて閉鎖され

た。（内閣府復興対策事例集） 

（東日本大震災でも３県の仮設住宅群すべてに原則、

仮設の診療所を整備する方針になっている） 

◆医療機関開業状況の発信 

 東日本大震災の医療機関の開業状況は、石巻市で

は 1 か月後 60％、3 か月後 78％、半年後 82％。気

仙沼市では 42％、60％、66％である。再開につい

て、県や各市では「休日当番医」ＨＰや広報紙を使

って発信している。なお、病院・診療所・歯科診療

所は、保健所に休止届・廃止届を提出する事になっ

ている。(宮城県医療整備課ＨＰ) 

第５章 くらしの復興 第１節 医療と福祉の確保 

１ 地域医療サービスの確保 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)医療機関の被災及び開院情報の集約

と発信（医師会所属は医師会に依頼非

会員は生活衛生課で対応する） 

① 情報の収集 

・医師会員・非会員に分けて対応。会員

は医師会事務局。非会員は区が対応。

② 情報の発信 

・医療施設の開院状況についてＨＰ、マ

スコミ等で随時、発信する 

(2)医療不足地区の把握 

・(1)から医療不足地区を把握し、実態

調査を行う。不足地区には仮設医療拠

点の設置や、被災施設の緊急再開支援

を検討する。 

(3)仮設医療拠点の設置 

・建設場所、設備機器医師等の確保等を

行い、仮設診療所の建設・開設する。

(4)医療機関の再開支援 

① 支援方法の確立 

・再開意向や支援ニーズの把握 

・国都の支援制度を確認し、支援内容を

決定する。必要に応じて区独自の施策

等も検討する。 

② 再開支援の実施 

・支援に関する広報や募集を行い、資金

貸付、助成等具体的な支援を実施す

る。 

③ 支援成果の確認 

・補助等の実施報告の集約、精算等 

発災 

必要な物品 
 
・イエデンワ、携帯 TEL □ 
・区の地図（大きなもの） □ 
・医療機関のリスト（種別、 
スタッフ規模）、地図 □ 

・自転車 □ 
・パソコン □ 
・コピー機 □ 
・文房具 □ 
 

留意事項 
○ 薬局や歯科医等の需要も考えられる 
○ 入院できない病人、医療機関に通院できな

い在宅者への医療ケア体制も検討してお
く。 

今後の課題 
○ 医療機関の被災状況や再開に関する情報に

ついて、収集方法・共有方法の協議。収集
頻度、再開情報などの確認について検討し
ておく。 

○ 医療不足地区の認定基準を検討しておく。 
○ 仮設診療所の設置について、必要な施設設

備、医師の確保等具体的な方法を検討して
おく。 

応急医療の展開 
【災害対策本部】 

直後～ 

１週間以降 

医療不足地区の把握
【地域保健課・生活衛生課】 

医療機関の再開支援
【地域保健課・生活衛生課】 

仮設医療拠点の設置
【地域保健課・生活衛生課】 

医療機関の被災及び 
開院情報の集約と発信

【災害対策本部】 

１週間以内 
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実 施 責 任 担 当 課 福祉総務課・子ども課・高齢者福祉課・障害者福祉課

・介護保険課・保育園課・子育て支援課 

マニュアル更新担当課 福祉総務課 

活動のあらまし 

震災によって、各種の福祉施設にも被害が発生する。入所者の保護等応急対策を行う一方、

速やかに施設の再開、再建の準備を進める。区立施設については、すみやかに従前の機能を確

保し、復旧を行う。また、民間施設の速やかな再建を支援する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以内 被害状況調査の実施 

６か月以内 福祉施設の復旧・再開方針の策定 

１か月以降 民間施設の再建支援 

 留意事項：救援センター指定施設は優先的に実施、施設の建替再建は「震災復興福祉計画」 

(第５章第１節４)で扱うものとする。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：社会福祉施設の被害と再建  

 

◆阪神・淡路大震災の被害概況 

 地震発生当時、高齢者福祉施設、身体障害者福祉

施設、精神薄弱者福祉施設は兵庫県下に 550 施設あ

った。施設が全壊したのは 1 箇所、施設内死者は１

名であった。児童福祉施設 91 のうち神戸市兵庫区

の母子寮１箇所で建物全壊により入所者 2,児童 2､

職員 1名が死亡している。 

 アンケートによると施設外に避難したのはおよそ

1/3 で、建物被害や火災など安全確保ための避難と、

ライフライン停止、介護人手不足など生活機能充足

のための避難とに分かれる。避難せざるを得なかっ

た施設では、病院や他の養護施設に避難している。

避難しなかった施設では、水・食料の確保が大きい

課題になった。一方、地域やボランティアの人的支

援が得られたのは全体の４割であった。 

 地域によっては避難拠点（福祉避難所）の役割を

果たした社会福祉施設も多かった。避難してきた人

で多かったのは、地域に居住する高齢者や障害者等

の在宅弱者で、震災発生後３か月以上いる人も多い。

施設によっては、地域の避難所に職員を派遣し、避

難所の弱者の把握や援助、家族への助言相談を行っ

たり、引き取りをした施設もあった。在宅弱者の緊

急ショートステイや、ボランティアの拠点になる施

設もあった。社会福祉施設を大切な復興資源にする

視点が重要である。（重川希志依 地域安全学会論

文報告集 1996-11） 

 

◆福祉施設の復旧支援 

 東日本大震災では、福祉施設の復旧は「社会福祉

施設等災害復旧費補助」が県と通じて市町村や社会

福祉法人等に行われている。また、建物再建などの

復興にあたっては、厚労省は事務次官通達「社会福

祉施設等施設整備費の国庫補助（東日本大震災復興

特別会計）」を平成 24 年 5月に発している。 

２ 福祉施設の被害調査と復旧再建支援 

第５章 くらしの復興 第１節 医療と福祉の確保 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目）） 

◆各段階の活動手順等
(0)応急危険度調査の実施） 

・福祉救援センター、二次救援センター対

象施設、入所型施設の応急危険度調査を

実施。立ち入り禁止等応急措置をとる。

・施設が使用できなくなった場合は、入所

者の移送を行う。 

(1) 社会福祉施設の復旧に関する調査の

実施 

３日以内：福祉救援センター、入所施設

１週間以内：その他社会福祉施設 

① 被災状況(第１次)調査の実施 

 対象施設の現地調査を行う 

・調査対象施設・区域の担当割の決定 

・調査票に沿った調査の実施 

② 調査内容の集約（～２週間以内） 

③ 被災度判定調査(第２次)調査の実施 

・被害が甚大なものについて､施設課の

指導の下で建築士等による診断を実施

し、補修か建て替えか等を調査する。

・対象の選定 ・人員の確保 

(2)福祉施設の復旧・再開方針の策定 

・復旧すべき施設の選定方針、復旧内容

・復旧の優先度（順位） 

・仮設施設や代替施設の確保の必要性の

検討 

・民間施設の復旧、再建支援の方針 

(3)区立施設の復興 

・復旧方針に沿った、応急復旧工事の実

施、本格復旧策の実施。 

(4)民間施設の再建支援 

・国、都の情報収集、区独自施策の検討

で支援策の検討。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災 

直後～２週間程度 

１～６か月以内 

１か月以降 

応急危険度判定調査の実施
【災害対策本部】 

社会福祉施設の復旧
に関する調査の実施

【施設所管課・施設課】 

区立施設の復旧 
【各施設所管課】 

民間施設の再建支援 
【保育園課・福祉総務課、他】 

福祉施設の復旧・再
開方針の策定 

【福祉総務課・子ども課】 

必要な物品 
 
・調査票 □ 
・施設リスト（民間含む） □ 
・各施設のデータ、設計図書 □ 
・地図 □ 
・筆記用具 □ 
・自転車（ノーパンクタイヤ） □ 
・デジカメ □ 

留意事項 
○ 区立直営以外の施設については運営法人と

の連携協力体制をとる。 
※関連各課との調整が必要になると思われる
（特に子ども分野） 

 

今後の課題 
○ 調査対象施設の特定、リスト化（主管課の確

認） 
○ 調査人員体制の確保 
○ 施設の被害状況判断要員の確保（専門家） 
○ 復旧、復興の優先度の判断 
○ 調査内容の精査（ハード・ソフト） 
○ ＢＣＰとの整合性 
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実 施 責 任 担 当 課 福祉総務課・高齢者福祉課・介護保険課 

・中央保健福祉センター・社会福祉協議会 

マニュアル更新担当課 福祉総務課 

活動のあらまし 

災害発生後、福祉サービスの提供能力が低下する一方で、生活環境の激変や精神的・肉体的ショ

ックにより様々な福祉需要が発生し、従来の水準確保と新たなサービスの提供が求められる事態が

予想される。 

こうした事態に対し、①サービスニーズの把握および集約、②一時入居・入所に向けた支援の実

施、③地域福祉需要調査の実施を行い、福祉サービス提供態勢の再構築を図っていく。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以内 福祉ケアニーズの集約 

２週間以降 一時入所・入居の支援の実施 

１か月以降 地域福祉需要調査の継続(数次にわたり実施) 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の福祉需要調査  
 

◆実施された福祉関連調査 

 兵庫県では、震災 1 か月の間に「福祉施設等の緊

急一時入所希望調査」「ボランティアニーズの把握

調査」「避難所における健康医療関係調査」「避難所

の生活実態調査」を実施した。また、3 月までに

「ボランティア・炊き出し状況調査」、「避難所状況

調査」、4～7 月には避難所における世帯数等の把握

調査、ボランティア活動状況調査等を実施した。 

◆生活実態調査の方法と内容 

 高齢者等の場合、アンケートへの回答が難しく、

生活実態調査は、避難所や仮設住宅での訪問による

聞き取り調査が基本となる。発災後初期にはサンプ

リング調査を行い、その後、悉皆調査やアンケート

調査を行う。なお、遠隔地へ避難した被災者につい

ても、マスコミ広報等や郵便局の協力を通じて調査

を行う。また、生活実態の把握は、継続的に行う。 

・調査項目：a.生活実態調査（被災前の生活状況

（収入、資産等）、資産被害、収入減少及び支出増

加、生活上の問題点等。b.健康調査：健康状況の調

査及び被災者・児童、行政職員等の心の健康に関す

る調査等。 

◆要援護者・世帯調査のあらまし 

a.緊急調査：要介護高齢者・障害者及び要保護児童

について避難所や仮設住宅の入居者、在宅の被災者、

各種施設入所者に対する調査を行う。保健所職員、

ホームヘルパー、民生委員等が行った。 

b.抽出調査：無作為抽出等によって、要援護者・世

帯の実態を調査・分析する。調査項目は、1）安否

確認、身体状況等の変化、緊急ショートステイや緊

急一時受入施設の必要性、2）ホームヘルプサービ

ス、デイサービス、入浴サービス、日常生活用具、

補装具の支給、障害者手帳等の再交付、仮設住宅に

おける改修のニーズ等。＜内閣教訓阪神＞

第５章 くらしの復興 第１節 医療と福祉の確保 

３ 地域福祉需要調査と一時入所 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(0)地域福祉需要調査 

※第１章第１節３参照 

(1)福祉ケアニーズの集約 

・救援センターから災対本部にあがって

くる福祉ニーズを集約する。 

(2)各施設からの福祉ケアニーズの集約 

・各施設に情報収集を行い、福祉ケアニ

ーズを集約する。 

＜全般＞保健福祉センター 

＜障害者＞心身障害者福祉センター、福

祉作業所、福祉ホーム、手話通訳者派

遣センター、障害者就労支援センター

＜高齢者＞高齢者総合相談センター、特

別養護老人ホーム、高齢者在宅サービ

スセンター、介護老人保健施設、ケア

ハウス 

(3)一時入所の調整・実施（個別支援） 

・福祉需要調査で関わった各課において

仮設住宅や施設入所に向けた調整・支

援を実施 

(4)地域福祉需要調査の継続 

・避難所生活者、応急仮設住宅居住者、

在宅避難者、区外避難者のそれぞれに

対して、少なくとも１か月（仮住まい

開始時点）、６か月、１年と継続して

調査を実施し、5-1-5 震災福祉復興計

画に反映させる。 

・必要に応じて調査項目の見直しを行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１週間～１か月 

救援センターからの
福祉ケアニーズの集約

【関連各課】 

各施設からの 
福祉ケアニーズの集約

【関連各課】 

地域福祉需要調査の実施
（第１章第１節３を参照） 

一時入所の調整･実施
【関連各課】 

地域福祉需要調査の継続
【関連各課】 

発災 

２週間以内 

２週間以降 

１か月以降 

必要な物品 
 
・福祉施設台帳 □ 
・施設単位のケアニーズの連絡票 □ 
・地域福祉需要調査の調査票、 
調査マニュアル □ 

・り災証明書発行システム □ 

留意事項 
○ 応急期の支援職員や組織からの情報の引き

継ぎ方法、前回調査等との関連に留意して
おく。（調査公害にも留意） 

○ 一時入所以外においても情報集約の中で必
要なケアが見いだせた際は臨機応変に対応
する。 

○ り災証明書発行等に伴って変化する被災世
帯の心理や再建方針に配慮して、ケアの必
要性を検討する。 

今後の課題 
○ 地域福祉需要調査とり災証明書発行システ

ムとの情報を関連付けた整理（被災者台帳
等）。 

○ ケア支援情報が必要な世帯に、速やかでわ
かりやすい情報提供。 

○ 区民本人が手元でニーズ提出、ケア履歴が
参照できる方法の検討（ex.健康手帳、障害
手帳、愛の手帳）。 

○ 在宅避難者や区外避難者にも対応した地域
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実 施 責 任 担 当 課 ・福祉総務課・高齢者福祉課・生活福祉課 

・介護保険課・中央保健福祉センター 

・社会福祉協議会 

マニュアル更新担当課 福祉総務課・高齢者福祉課 

活動のあらまし 

被災時には多くの要援護者が救援センターに避難すると考えられる。このため、①救援センタ

ーへの自力移動困難者・避難生活による健康被害など二次的被害の発生への対応、②在宅（施

設）に戻った後の生活を維持可能にするための体制整備、③行政機関だけでなく民生委員・ボラ

ンティア等の地域力を活用した「見守り活動」の実施、④要援護者各人に応じた対応が可能な体

制の構築により、要援護者の安心・安全な在宅生活の維持・孤立化防止を推進する。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 福祉サービス体制の構築 

２週間以降 個別支援対策の推進 

６か月以降 地域見守りシステムの整備 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の福祉対応  

 

◆明石市のケアネットシステム 

 仮設などで暮らす高齢者や障害者を支えるため、

ケア連絡員（市社協の登録ヘルパー15 人）は、担

当家庭を二週間に一度訪ねる。入居者の状況をつか

み、市内八ブロックの「担当機関」に連絡する。担

当機関は、市高年福祉課や社協、社会福祉施設など

が分担している。新たな措置が必要と判断すれば、

ホームヘルパー派遣や医師会に往診を依頼する。

（中略）同市で 91 年から開いてきた市や社協、医

師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所などの定期的

会合がケアネットは、ベースになった。 

（中略）ケア連絡員も専門職ではなく、ものすごく

入り込んでしまう人や問題を背負い込んでしまう人

がいる。アルコール依存とか、お金に困っている人

の問題など、そのまましょって帰るのは大変なので、

月に一度は、連絡員が吐き出せる場所をつくって、

保健所職員が話を聞いたり専門的な研修もした。＜

内閣教訓阪神＞ 

◆神戸市の福祉対応 

 慣れない避難所、仮設住宅暮らしの肉体的・精神

的ストレスで心身の不調をきたす人が少なくない。

なじみの病院から遠隔地になり生活のリズムが変調

し、健康にも悪影響を及ぼした。公的健康ケアチー

ムの巡回診療、ふれあいセンターの整備などによっ

て、1年後には比較的安定した生活となった。 

 仮設住宅入居者の心身のケアやコミュニティづく

りの支援に向けて、民生委員・児童委員等による

「地域見守り活動」の推進や、新たに「ふれあいセ

ンター」の整備、運営補助、「ふれあい推進員」の

配置などを行ってきた。在宅福祉サービスでは、相

談からサービスの提供まで一貫した援助を行う「あ

んしんすこやか窓口」を設けた。＜内閣教訓阪神＞ 

第５章 くらしの復興 第１節 医療と福祉の確保 

４ 福祉サービス体制の整備 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)福祉サービス対応体制の構築 
・要援護者の被害状況把握 
・福祉サービスのための人員確保 
・障害の内容など、要援護者の状況に応

じたサービス対応体制づくり 
・地域の分担 

(2)救援センターや福祉救援センター等で
の福祉対応 

・健康状態等の状況把握（健康推進課） 
・面接・相談等による福祉サービスの要

否判定・緊急性の判定 
・サービス提供 

(3)要援護者の訪問支援、介護及び日常生
活支援等の体制の整備 

・必要なサービス、提供可能・不可能な
サービスの選別・サービス提供事業者
の把握 

・提供方法（手段）の決定 
・アナウンス、広報、メール、チラシ 
・相談窓口設置場所（地域包括支援セン

ター、区民ひろば、応急仮設住宅） 
・相談員の確保 
・訪問によるサービスのニーズ把握 
・必要なサービス提供 

(4)応急仮設住宅等での福祉サービスの提供 
・相談窓口設置、相談員確保 
・定期的訪問実施 
・サービスのニーズ把握 
・サービス提供可能事業者確保 
・必要なサービスの提供（方法決定） 

(5)地域見守りシステムの整備 
・見守り対象者リスト作成と優先順位 
（要援護者リストと連携、ヘルプカード） 
・対象者の現状把握 
・見守り活動の担い手の確保、確認 
・見守り方法の設定（留意すべき点） 
・定期的な見守り態勢への移行 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災 

必要な物品 
 
・救援センターとの連絡手段 □ 
・イエデンワ・携帯 □ 
・地図 □ 
・自転車 □ 
・介護保険関係事業所一覧・地図 □ 
・医療機関一覧・地図 □ 
・文房具 □ 
・パソコン □ 
・受付名簿・相談票（計画表） □ 
・テーブル・椅子 □ 
・相談スペース（つい立て、ボード等） □ 

留意事項 
○ 事前から、地域団体（町会、民生委員、ＮＰ

Ｏ等）に福祉サービス体制と協力についての
理解を得る。 

 

今後の課題 
○ 活動手順（必要な物品等）の担当者レベルで

の詳細な整理・検討（シミュレーション
等）。 

○ 時限的市街地（応急仮設住宅）を含む、地
域見守りシステムの整備。 

○ 地域の集会場等の使い方、地域住民と仮設
住宅住民との交流方法・手段の事前検討 

救援センター等に 
おける福祉対応 

【災対福祉部】 

在宅･在所(みなし仮設含
む)福祉サービスの提供 
【高齢者福祉課、介護保険課 

中央保健福祉センター】 

地域見守りシステムの整備
【高齢者福祉課・社会福祉協議会＋他課】

福祉サービス体制の構築 
【災対福祉部】 

応急仮設住宅等での
福祉サービスの提供

【高齢者福祉課、介護保険課 
中央保健福祉センター】 

直後～ 

１か月以降 

２か月以降 

地域福祉需要調査の実施
（第１章第１節３を参照） 

６か月以降 

２週間以降 
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実 施 責 任 担 当 課 ・福祉総務課・高齢者福祉課・生活福祉課 

・介護保険課・中央保健福祉センター 

・社会福祉協議会 

マニュアル更新担当課 福祉総務課 

活動のあらまし 

福祉サービス体制の構築とともに、区としての震災復興計画に合わせて震災福祉復興計画を作

成する。震災 1 か月後程度の状況を把握し、復興過程における福祉需要を勘案し計画を策定す

る。計画策定にあたっては委員会を設置し、専門家や現場の声を反映する。 

なお、計画内容について、被災直後から取り組んだ福祉対応を盛り込むとともに、時点々々の

状況を把握し、随時修正していく復興計画とする。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以降 状況の把握と震災福祉復興計画フレームの検討 

２か月以降 震災福祉復興計画策定委員会の開催 

６か月以降 震災福祉復興計画策定と実施 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：福祉部門の復興計画について  

◆兵庫県・市町生活支援委員会 

 仮設住宅等での仮住まいと恒久住宅での生活の支援

は、住まいの環境改善、健康チェック、食事の心配、

人々との交流、社会参加、仕事など全生活分野にわた

り、様々な専門家をはじめＮＰＯ、ボランティアが地

域の第一線で被災者に接している。平成９年７月、こ

れら関係者が一体となって対応をするため、市町単位

で関係者が集い、行政民間の枠を越えて情報を共有し

て検討する「市町生活支援委員会」を設置した。県に

は、市町レベルで解決しにくい制度やシステム上の課

題への対応や被災者の方々の苦情相談等を担う「県・

市町生活支援委員会」がつくられた。 

 行政内部の機関であったが、メンバーは第一線で現

実課題にあたっている方々だけに、個別事例に対して

適切な解決アプローチをとることができた。被災者の

生活復興という点では、現場感覚と課題解決への取り

組みの両立が重要である。＜内閣教訓阪神＞ 

 

◆岩手県「地域支え合い体制づくり事業」 

 平成 24 年復興基本計画での福祉分野で取り組む

対策として「地域支え合い体制づくり事業」が提起

されている。 

・仮設会議・福祉サービス拠点づくり事業 

 --市町村が仮設住宅で行う高齢者サポートセンタ

ー、グループホーム型仮設の設置運営を支援 

・被災地要介護高齢者生活支援事業 

 --仮設での専門職による相談、支援等の経費補助 

・被災地要介護予防支援事業- 

 -介護予防活動、地域リハビリ活動の支援等 

・高齢者ふれあい交流促進事業 

 --高齢者が気軽にできる運動教室や交流会 

・被災地地域包括ケア支援事業 

 ---被災地の地域包括支援センター業務の支援 

<岩手県震災復興計画ＨＰ＞ 

第５章 くらしの復興 第１節 医療と福祉の確保 

５ 震災福祉復興計画の策定 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)状況の把握と震災福祉復興計画フレ

ーム・方針の検討 
福祉分野の活動や需要の状況を把握

し計画目的・体制・プロセス等計画の
フレーム・方針を検討する。 

① 震災福祉復興計画策定委員会の準備 
・委員への連絡調整、会場等開催の準備

を行う 
② 進行状況等の把握と課題の整理 
・被災者の状況把握とサービス提供状況

の把握し、短期間・長期間に取り組む
べき課題、復興に向けた支援体制の構
築について検討する。 

③ 復興に向けた取組みの役割を整理 
・公的機関、民間事業者、ボランティ

ア、ＮＰＯ等のそれぞれの役割の整
理。 

・施設系とサービス系の両方を踏まえた
計画内容を検討する。 

④ 計画案の作成、まとめ 
・現況、課題、目的、方針、計画内容、

実現プロセスを体系的に整理する 

(2)震災福祉復興計画策定委員会の開催 
・被災状況、計画案をもとに修正する。 
・策定経過を周知し、区民意向等の反映

に努める 

(3)計画策定と実施 
① 計画内容の周知 
・広報等を通じて計画内容を周知する 
② 計画の実施 
・関係課や関係団体が連携して計画を実

施する。継続的に進行状況を把握し、
見直し・強化等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災 

１か月以降 

２か月以降 

６か月以降 

計画策定と実施 
【関係各課＋社会福祉協議会】 

状況の把握と計画フ
レーム・方針の検討

【災対福祉部】 

震災福祉復興計画 
策定委員会の開催 

【災対福祉部】 

地域福祉需要調査の実施
（第１章第１節３を参照） 

必要な物品 
 
・震災福祉復興計画策定委員会 
設置要綱 □ 

 

留意事項 
○ 国や都の福祉支援策、補助メニューについ

ての提案を必要に応じて行う 
○ 策定経過、内容の周知に関する庁内連携に

配慮する。 
 

今後の課題 
○ 震災福祉復興計画策定委員会設置要綱の策

定 

○ 震災福祉復興計画策定委員会に関する既存
の会議体等の活用。 

○ 計画内容の事前検討。 
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第５章 第２節 

保健・衛生の維持 
 

 

 

被災者は、生活環境の変化、衛生状態の低下や心理的不安等の理由か

ら、身体的及び精神的に変調をきたしやすい。このため、保健対策とし

てメンタルヘルスケアや健康相談、食生活支援等の健康管理を実施する。 

また、被害に伴う環境悪化。ゴミ・瓦礫の発生に適切に対応すること

が必要である。応急対策に引き続いて、感染症予防や食中毒対策、公衆

浴場に関する情報提供と再開支援及び食品・飲料水の安全確保に努める。

なお、食中毒・感染症が発生した場合には、関係機関等と連携し、速や

かな対応を図り、被害拡大防止を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保健・衛

生分野の

応急対策

の展開(地

域防災計

画等) 

４ 防疫（感染症の防止） 

５ 公衆浴場の状況把握と再開支援 

６ 生活衛生施設の状況把握と再開支援 

１ 被災者の健康管理 

２ 水、食品の安全確保 

３ ペット等の一時保護 

７ ごみ処理等 
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実 施 責 任 担 当 課 地域保健課・健康推進課・長崎健康相談所 

マニュアル更新担当課 健康推進課 

活動のあらまし 

2012 年 4 月に出された首都直下地震等による被害想定によれば、豊島区の避難生活者は

34,115 人におよぶと想定されている。これらの避難生活を支える救援センターおよび応急仮設

住宅を中心に、被災者の健康を守るための支援を行う。 

① 被災直後では、医療救護活動とのスムーズな連携を図り、活動を展開する。 

② 長期化する避難生活では、廃用性症候群・低栄養・心の健康に対する支援を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以降 
救援センターでの健康管理、食生活・口腔ケアの支

援 

２週間以降 在宅療養者の健康管理 

２か月以降 仮設住宅等での健康管理 

 留意事項：各救援センターや仮設住宅の自治会責任者や住民組織と連携した健康づくりに努める。 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の健康管理と孤独死  

 

◆神戸市の健康相談体制等 

 応急仮設住宅全入居者に健康相談・健康診査等を

行い、要指導者には保健婦が訪問指導した。また、

全入居者に健康状態や身体状況等の調査を実施した。

在宅高齢者には、必要な保健・福祉サービスを気軽

に利用できるよう、一貫した援助を行う「あんしん

すこやか窓口」を設けた。 

 また、単身人居者について期間を設定し全戸訪問

を実施し、必要なケースについては保健・福祉サー

ビスを行った。＜内閣教訓阪神＞ 

◆孤独死の傾向と対策 

 孤独死者は、無職が多く、職があっても不安定で

ある。震災による喪失体験→社会からの離脱・自宅

への閉じこもり→対人関係の断絶→過度の飲酒・不

十分な栄養・慢性疾患の放置→ビタミン不足・虚弱

化・慢性疾患の悪化→衰弱死・急病死という経過を

緩慢にたどる。仮設の不便さと各種のストレスを除

けば、日常の孤独死と同質である。 

 孤独死阻止には、１日２回の面会など外部からの

密接な接触が効果的である。アルコール中毒や飢餓

状態、栄養障害や脱水など時間がかかるものは、手

遅れ前に医療機関や福祉施設に転送することで防げ

る。 

 アルコール依存症は「閉じこもり」の状態に陥っ

ている。神戸市北区の仮設住宅では、ボランティア

が、毎日のように患者と接し、食べ物を差し入れ、

危ないときには入院させている。 

 神戸協同病院の上田院長は「生きがいがあれば、

ストレスも乗り越えられるが、仮設住宅入居で『あ

したもがんばって生きよう』という気持ちをなくし

てしまっていることが大きい」と指摘する。＜内閣

教訓阪神＞ 

１ 被災者の健康管理 

第５章 くらしの復興   第２節 保健・衛生の維持 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)救援センターでの健康管理 

救援センターで以下の活動を行う。

・巡回健康相談（一般・メンタル） 

・妊婦、乳幼児、高齢者などの災害弱者

への健康相談 

・要医療者への医療機関情報の提供 

・要支援者が在宅へ移動される場合の引

き継ぎ 

・各種健康教育の実施 

(2)食生活・口腔ケアの支援 

救援センターを中心に以下の活動を

行う。 

・避難者の栄養状態の把握 

・特殊食品利用者への適切な栄養指導 

・都、食品業者、給食施設との連携 

・体重管理による生活習慣病予防や低栄

養の予防 

・歯ブラシ、補助道具による清掃支援 

(3)在宅療養者の健康管理 

民生委員や地域の協力を得て以下を行う。

・人工呼吸器装着や透析・難病患者等の

要医療援護者の巡回健康相談 

・電話による療養相談の実施 

・要医療者への医療機関情報の提供 

・健康リーフレットの配付等 

(4)仮設住宅等での健康相談 

ボランティア等の協力を得て以下を行う。

・巡回健康相談 

・巡回精神保健相談チームによる相談 

・救援センターでの要支援者の継続支援

・各種健康教育の実施 

・交流会等自治組織活動への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災 

２週間以降 

３日以降 

２か月以降 

救援センターでの 
健康管理 

【地域保健課・健康推進課 

・長崎健康相談所】 

在宅療養者の健康管理 
【健康推進課・長崎健康相談所】 

食生活・口腔ケア 
の支援 

【健康推進課・長崎健康相談所】 

仮設住宅等での 
健康管理 

【健康推進課・長崎健康相談所】

救援センター開設 

必要な物品 
 
・帳票類、健康手帳 □ 
・被災状況等集約された医療機関リスト □ 
・健康管理の資機材 □ 
（体重計、血圧計、体温計、マスクや 
口腔ケア等衛生材料） 

・各種リーフレット □ 
・課内要支援者リスト □ 
（人工呼吸器装着者等） 
・パソコン、文具類 □ 
・「災害時における栄養・食生活支援者 
活動マニュアル」 □ 

留意事項 
○ 平常時の「健康手帳」を活用する（避難所

での健康情報を追記） 
○ 救援センターでの保健活動スタッフカンフ

ァレンス等の実施により、円滑な組織運営
と住民の健康づくりに努める。 

○ 平常時業務への移行に留意する。 

今後の課題 
○ 歯科（口腔衛生）支援活動について、関係

団体等連携について検討。 
○ 派遣医療活動職（医師･保健師・栄養士・心

理等）とボランティアの采配方法を検討。 
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実 施 責 任 担 当 課 生活衛生課 

マニュアル更新担当課 生活衛生課 

活動のあらまし 

食品の製造、流通等に大きな支障が起こり、適正な食品の供給体制が確保されるまでの間、

弁当等の緊急食品の取扱い不良等を原因とする食中毒の発生が心配される。また、水道やマン

ション等の建物の給水系統に支障が起こり、安全な水の供給についても心配される。 

区は、食中毒や感染症の発生予防のための知識・情報を周知し、区民自らが、衛生管理につ

いて十分留意して安全な食品と水を確保することを目指す。また、区による調査・監視指導も

あわせて行うことにより、区民が安全な食品と水を確保できることを目指す。 

プロセスのポイント 

発災から 

６か月以内 救援センターの衛生管理指導 

６か月以内 食品関係施設、水道施設等の衛生監視指導 

６か月以降 通常監視指導体制へ移行 

 留意事項：上記プロセスは、状況に応じて、前後または同時並行して行われることがある。 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の衛生管理  
 

◆飲料水の水質確保 

 市街地で水道水の供給が再開された後も、市民は

飲用を躊躇し、通水後の給水栓に「この水道水は飲

めません、沸かしてから飲んで下さい」といった貼

り紙等が多くみられる状態があった。 

 給水タンク車等からの運搬給水に頼る傾向があり、

マスコミ関係者から水質試験所に「水道の水を引用

して大丈夫か」等の問い合わせがかなり寄せられた。

このため、避難者数の多い学校等の主な避難所で、

1 月 28 日より給水後、水質検査を実施した。また、

給水が再開されていない場合は、水道担当に通水次

第検査することを伝え、連絡を依頼、通報があり次

第、試験所から直接出向き順次水質検査を実施して

いった。（中略）この結果を各避難所に報らせ、タ

ンク車による応急給水が必要ないことを伝え、市民

の不安を払拭し、自衛隊等の応急給水部隊の撤退が

可能となった。 

 また、全国から寄せられた応急給水用のポリ容器

について「これら容器に入れた水が何日間保持でき

るか」という問い合わせも多かったのでタンク色別

の残留塩素残存率等を調査した。＜内閣教訓阪神＞ 

◆避難所の食品衛生 

 被災者や避難所の管理者及びボランティアに対し、

給食弁当等の衛生確保に関する啓発と指導を実施し

た。保健所指導に加え、製造所を管轄する自治体に

衛生監視を依頼し、メニューを選定、各避難所に弁

当数の保管用冷蔵庫の設置等を実施した。夏場の食

中毒シーズンには避難所で弁当の細菌検査を行った。 

◆露天等の衛生監視 

 ＪＲ・私鉄、代替交通機関等の駅前などの歩道、

車道上あるいは損壊ビル解体現場付近等で、露店、

自動車による飲食店、弁当販売等が多く見られるよ

うになり、衛生監視指導を行った。＜内閣教訓阪神

＞

２ 水、食品の安全確保 

第５章 くらしの復興 第２節 保健・衛生の維持 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)救援センターの衛生管理 

生活衛生課は、救援センター管理者

と協力して以下の活動を行う 

① 救援センターの状況を把握する。 

② 救援センター管理者及び避難者に対し

て、食品や水の衛生的な取扱いについ

て指導、助言を行う。 

③ 救援センター管理者及び避難者に対し

て、食品や水に関する衛生情報を提供

する。 

 

(2)食品関係施設、水道施設等の衛生監視

指導 

生活衛生課は、関係事業者の協力を

得て以下の活動を行う 

① 救援センター、食品集積所、炊飯所・

食品調理施設、仮設店舗等において、

食品の衛生的な取扱いを指導する。 

② 区内建築物の貯水槽設備の点検や残留

塩素の測定等を行い、貯水槽設備の管

理者等に適正な助言を行う。 

③ 区民及び飲食店等営業者等に対して食

品や水に関する衛生情報を提供する。 

 

(3)通常監視指導体制へ移行 

・速やかに通常の監視指導体制に移行す

る。 

 

発災 

水・食品の安全確保 

留意事項 
○ 食品の流通は広域にわたるので、国や関係自

治体との情報交換、連携が重要である。 
 
 
 
 
 

今後の課題 
○ 救援センターへの避難者以外の方に対する衛

生情報の提供・周知の手段を検討しておく 
 
 

 

食品関係施設、水道施
設等の衛生監視指導 

【生活衛生課】 

通常監視体制へ移行
【生活衛生課】 

救援センターの 
衛生管理 
【生活衛生課】 

必要な物品 
 
・残留塩素測定器 □ 
・共栓付試験管（滅菌スピッツ）   □ 
・衛生情報のパンフレット、チラシ等 □ 
・食中毒調査マニュアル □ 
 

６か月以内 

６か月以内 

６か月以降 
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実 施 責 任 担 当 課 生活衛生課・池袋保健所 

マニュアル更新担当課 生活衛生課 

活動のあらまし 

豊島区では飼い犬は 12,000 頭、飼い猫はその 3～4 倍と推定されており（平成 19 年度「豊島

区人と動物の共生会議提言書」）、被災時には多くが飼い主とともに「家族の一員」として救援

センターに避難したり、火災や家屋被害によって多数が飼い主と離れるものと考えられる。 

このため、①被災直後の救援センターでの対応、②獣医師会や愛護団体と連携した被災動物

の保護、③被災後の仮設住宅や復興公営住宅等での配慮等を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

２か月以内 救援センターでのペット対策 

２か月以降 被災ペットの一時保護・送還と里親捜し支援 

２か月以降 ペットと暮らせる住まいの確保 

 留意事項：この分野は行政主導で行うより、獣医師会や動物愛護団体等の活動をサポートする方向

で展開する 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：ペットと震災  
 

◆避難所での問題 

 1995 阪神・淡路大震災で、飼い主とはぐれたり、

負傷するなどした被災推計頭数は、犬 4,300 頭、猫

5,000 頭にも及んだ（兵庫県保健環境部）。生き残

ったものは被災した飼い主と一緒に避難所に集った。

しかし、動物を飼う十分な広さがなかったため、ト

ラブルが生じるのに時間は要しなかった。1 月 20

日から避難所での犬や猫の飼い方のリーフレットを

配ったところ、｢動物は不潔だ｣ ｢毛により喘息発

作がおきる｣など反発があった。犬猫なども被災家

族の一員として保護することを基本におき、避難所

で生活する市民の多様な意見と調整しつつ、飼い方

に関する啓発や指導を進めた。＜内閣教訓阪神＞ 

◆ 迷子ペットの一時保護と里親さがし 

 被災した動物の救援施設が 27 日に神戸市北区、

２月 14 日に三田市に建設され、ボランティアの応

援を得て多くの動物を預かった。その後、この２セ

ンターを改築し、５月中旬及び６月中旬にそれぞれ

完成した。８月末には、原則的に被災動物の受け入

れは終了したが、その後も神戸動物センターを中心

に里親探しを行うとともに、各地で開催される動物

愛護週間の事業への参加等を行った。11 月末に三

田動物救護センターを閉鎖し、神戸動物救護センタ

ーに統合した。＜内閣教訓阪神＞ 

◆ペットと公営住宅入居 

 明石市の仮設住宅に残った一世帯は、借家の一部

損壊で支援金の支給がなく、公営住宅への優先入居

の対象にならず不満を持ち、入居応募もしなかった。

さらに、ネコを多数飼育し、そのままでは公営住宅

に入居出来ないため、動物ボランティアの支援を得

て避妊施術や里親探しなど一つずつ問題を解決し、

公営住宅に移ることが出来た。＜内閣教訓阪神＞ 

◆3.11 東日本大震災とペット対応 

 公益財団法人日本動物愛護協会内に、動物愛護団

体 4 団体と日本獣医師会による「どうぶつ救援本部

（正式名称 緊急災害時動物救援本部）」が設置さ

れた。各地の行政や獣医師会等と連携をとって、被

災動物の救護等のための人材派遣・物資提供・資金

供与等救援活動を行っている。＜同協会ＨＰ＞

３ ペット等の一時保護 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)救援センターでのペット対策 

① ペット利用空間の区分設定 

・動物の収容場所、同行避難可能スペー

スを設定し周知する。 

② ルールパンフの作成 

・避難所での同行避難のルール（しつけゲ

ージ、口輪､エサ等）を作成し周知す

る。 

③ 応急手当 

・同行避難している飼い主から動物の手

当依頼等があった場合は、担当地域の

救援センターに獣医師が出動する。 

(2)復旧復興期の一時保護と里親捜し支援

① 被災ペット支援体制の構築 

・東京都、豊島区獣医師会、民間ボラン

ティア等、都「動物救援本部」等と連

携して、被災動物の支援体制に協力す

る。 

② 被災地内の被災動物一時保護と返還 

・飼い主や地域から情報を受ける。 

・都に保護依頼をする。 

・飼い主が分かる場合は飼い主に返還する。

③ ペットの保護と送還・新しい飼い主

の確保のしくみづくり 

・保護場所の確保(都施設を活用) 

・ペットの保護と台帳化 

・飼い主との再会、送還 

・新飼い主の募集 

・ボランティアとの連携 

(3)ペットと暮らせる住まいの確保 

① ペット同行可能な仮設住宅の確保と

飼養マナーの啓発指導 

② 災害復興公営住宅等での飼養マナー

の啓発指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

発災 

救援センターでの 
ペット対策 
【生活衛生課】 

一時保護・送還と 
里親捜し支援 

【生活衛生課】 

ペットと暮らせる 
住まいの確保 

【住宅課・生活衛生課】 

２か月以内 

２か月以降 

救援センター開設 

必要な物品 
 
・関連協力先の連絡リスト □ 
・救援センタ－マニュアル □ 
 

留意事項 
○ 家屋等が無事な場合、同行避難は避けるよ

うに指導する。 
○ (2)について、都レベルの広域的活動と連携

を図る。 

今後の課題 
○ 犬猫以外の種類のペットへの対応について

も検討しておく。 
○ 獣医師会、民間ボランティア、都動物愛護

推進員等と事前に体制を検討しておく。 
○ (1)①、③のルールは事前に作成し、周知し

ておく。 
○ ペットショップとの連携について都と調整

していく。 
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実 施 責 任 担 当 課 生活衛生課・健康推進課・長崎健康相談所 

マニュアル更新担当課 生活衛生課・健康推進課・長崎健康相談所 

活動のあらまし 

被災後には救援センターへの避難者集中や被災箇所などによって、衛生環境が悪化すること

も多い。 

このため、状況に対応して、感染症の発生を防止するための活動（防疫活動）を行う。ま

た、蔓延を防ぐため、災害対策初動期に引き続いて、予防のための広報、健康調査・相談、感

染症防止指導、及び必要に応じて殺虫・消毒活動を行う。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以降 救援センター等で感染症の発生防止の指導 

（必要に応じ） 救援センター他での殺虫・消毒活動 

 留意事項：感染症の発生を防ぐため、東京都や隣接自治体との協力体制を整える。 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：災害と衛生状態の低下  
 

◆避難所の防疫 

 阪神・淡路大震災でも避難所では大量のし尿が発

生、水が不足し手洗いができなくなるなど最悪の衛

生状況になった。また、冬期であったことからイン

フルエンザの蔓延や赤痢等の伝染病の発生が懸念さ

れた。避難所等の防疫対策として、各避難所にクレ

ゾール石鹸液及び噴霧器や手指消毒用逆性石鹸液の

備蓄分を配布するとともに、使い方を指導した。

（阪神・淡路大震災－神戸市の記録 1995 年） 

 また、加熱乾燥車を所有する兵庫県ぺストコント

ロール協会と契約し、２月から避難所の毛布乾燥を

実施した。仮設住宅では、害虫などに関するリーフ

レットを作成、配布し、住民自治で解決するよう指

導した。また、地域型仮設住宅などへは戸別訪問等

個々に対応した。＜内閣教訓阪神＞ 

◆インフルエンザ予防接種の実施 

 阪神・淡路大震災は冬期の災害であり、１月末か

ら 2 月中旬にかけて、厚生省接種班及び神戸市医師

会の協力を得てインフルエンザ予防接種を実施した。

２月中旬以降は、接種希望者に「一般勧奨予防接

種」実施の地域医療機関を紹介した。その他、外部

からの応援でうがい薬、ガーゼ、マスク等を確保し、

避難所に配布し、指導した。また、倒壊家屋跡地周

辺の衛生対策として、消毒等を実施した。＜内閣教

訓阪神＞ 

◆東日本大震災のハエ対策 

 東日本大震災の太平洋側沿岸の被災地では、魚介

類・水産加工品の放置とクロバエ類の繁殖期に重な

ってハエの大量発生をみた。単なる薬品駆除では問

題を生じるので、殺虫剤を適所適材で使いつつ、発

生源の除去、蛹の除去、成虫のトラップ捕殺などを

状況にあわせて組み合わせている。また、ハエを叩

いて捕殺することの不衛生であることを広報すると

ともに、洗濯物・野外の炊き出しにおける危険性を

喚起し、その防止策を講じている。（FDF-JapanＨ

Ｐ）

４ 防疫（感染症の防止） 

第５章 くらしの復興 第２節 保健・衛生の維持 



 

241 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)感染症発生予防のための広報及び健

康指導（継続） 

・ポスター等の掲示、配布等により周知

の徹底を図り、健康指導を行う。 

(2)感染症防止活動の実施（継続） 

① 防疫班等の編成 

・必要に応じて健康班（健康推進課・長

崎健康相談所）、衛生班（生活衛生

課）を編成する。 

② 健康調査、健康相談及び感染症防止

指導等（健康班） 

・被災住民に対して健康調査及び健康相談

を実施し、患者を早期に発見し、感染症

の発生状況を把握し、感染症の防止指導

（うがい・手洗い等）を実施する。 

③ 救援センター等の殺虫・消毒（衛生

班） 

・必要に応じて救援センターの消毒の実

施、及び消毒方法の指導等を行う。 

・トイレやごみ保管場所等の消毒を実施

する。 

・必要に応じて、仮設トイレ、ごみ保管

場所の消毒を実施、又は消毒薬を配布

し、使用方法の指導等を行う。 

※消毒薬の使用方法の指導、配布につい

ては両班の連携を図る。 

(3)感染症発生予防のための広報及び健

康指導（継続） 

・ポスター等の掲示、リーフレットの配

布等により周知の徹底を図り、健康指

導を行う。 

 

 

発災 

必要な物品 
 
・消毒業務に従事できる業者（東京都 
ペストコントロール協会）緊急時 
連絡先リスト □ 

・救援センター等で使用する殺虫剤、 
噴霧器 □ 

・救援センター、仮設トイレ、 
ごみ保管場所等衛生管理の各手引き □ 

・ライト □ 
・残留塩素測定器 □ 
・共栓付試験管（滅菌スピッツ） □ 

留意事項 
○ 施設管理者（救援センター、土木部等）と

の連携を図る。 
○ 感染症の発生防止のため、発災早期から広

報活動、発生情報を把握し、それに基づき
必要に応じて殺虫・消毒を行う。 

今後の課題 
○ 環境衛生の確保の方策の詳細な検討。 
○ 遺体収容所の使用時及び使用後の衛生確保

の検討。 
○ 感染症死亡の疑いのある遺体の管理方法検

討 
○ 救援センター、仮設トイレ、ごみ保管場所

各衛生管理の手引き更新 
○ 殺虫・消毒薬の備蓄更新 
○ 噴霧器の整備 

感染症防止活動の 
実施 

【生活衛生課・健康推進課 
・長崎健康相談所】 

感染症防止活動の実施 

１週間以降 

広報及び健康指導 
【生活衛生課・健康推進課 

・長崎健康相談所】 

広報及び健康指導 
【生活衛生課・健康推進課 

・長崎健康相談所】 
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実 施 責 任 担 当 課 生活衛生課・生活産業課 

マニュアル更新担当課 生活衛生課 

活動のあらまし 

大地震に伴う水や電気・ガスの供給不足等により、自宅で入浴ができない区民が出てくること

が想定される。公衆浴場の被災状況を把握し、営業情報を区民へ提供することにより、区民が

入浴する機会を増やすことを支援する。そして入浴により体の清潔を保ち、心身の疲れをとる

ことを通じて、区民の保健衛生を維持することにつなげる。また、営業再開のための相談に応

じるとともに、融資等による営業再開の支援策を講じる。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後～ 公衆浴場の被災状況を把握する。 

１週間以降 営業をしている浴場の情報提供を行う。 

１か月以降 営業の再開に向けた支援を行う。 

 留意事項：営業をしている浴場の情報提供に先立ち、施設の安全、衛生面に留意する。 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：震災と公衆浴場（銭湯）  

 

◆阪神間の銭湯 

 震災で神戸市内の銭湯の６割が全壊・半壊の被害

を受けた。しかし、被害が少なかった銭湯の多くは、

ガス・水道等が比較的自立しているため、早期に営

業を再開し、被災者にとって貴重な入浴施設になっ

た。また、井戸水を地域に配ったり、避難所に使用

された銭湯もあった。神戸市では高齢者等の入浴支

援事業「ふれあい浴場」を実施し、設備改善等に助

成金を交付している（神戸大学門川信一郎 平成

12 年） 

◆銭湯の再建 

 震災で全焼し、仮設で営業を続けてきた神戸市長

田区の老舗銭湯「菊水温泉」が 2008 年 6 月 4 日、

新店舗の営業日を迎えた。三代目店主は会社を退職

し、96 年春、跡地に仮設の銭湯を開業した。復興

区画整理で移転する提案もあったが、地元での存続

を期待する声に押されての新店舗再開である。 

 隣接マンションの一部を買い取り、別棟で営業す

る形で建設のめどを付けた。【神戸新聞】 

◆震災銭湯をつくる運動 

 鎌倉市では「震災銭湯」を作る市民運動が 2011

年から始まっている。〝震災銭湯″とは、耐震構造

の 3 階建て。平常時は、1 階が駐車場・コインラン

ドリー、2 階に銭湯、サテライトデイサービス、3

階は、ふれあいの場（コミュニティスペース）であ

る。これが震災時には、1 階には、救援対策本部と

困りごと相談コーナー、ボランティアコーナー、防

災用具貯蔵コーナー、給水車、簡易トイレなども設

置する。2 階は、震災銭湯。 3 階は、情報コーナー、

救急介護コーナー、休養スペースを設ける。設置は

市が行い、管理運営を公衆浴場業組合が市から受託

するという方式を構想､署名活動等を始めている

（鎌倉生活ＨＰ 2011.3）

５ 公衆浴場の状況把握と再開支援 

第５章 くらしの復興 第２節 保健衛生の維持 
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◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)公衆浴場の被災状況や営業再開の意

向を把握 

・公衆浴場の被災状況、安全状況、営業

再開の意向を把握する。 

・再開支援窓口（生活産業課）を案内す

る。 

 

 

(2)区民への営業情報の提供 

・営業をしている公衆浴場の情報につい

て広報等を通じて区民に提供する。 

 

 

(3)営業施設の衛生監視指導の実施 

・監視指導により衛生を確保する。 

・営業許可に関する相談等を通じ、早期

に再開が可能となるよう支援する。 

 

 

(4)再開に向けての相談・支援の展開 

・都や国の支援制度の紹介をする。 

・相談対応をする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

留意事項 
○ 被災状況は、公衆浴場（32 施設）にて把握

し、利用者への安全面、衛生面にも留意す
る。 

○ 公衆浴場組合との連携も視野に入れる。 
○ 再開に合わせて自衛隊等の入浴支援活動を終

息する。 
 
今後の課題 
○ 電気が復旧しない場合、地下水のくみ上げも

ダウンし、営業には困難が想定される。 
○ 近隣区の営業情報の収集について検討する。

必要な物品 
 
・公衆浴場リスト □ 
・環境衛生監視指導記録票 □ 
・残留塩素測定器一式 □ 
・共栓付試験管（滅菌スピッツ） □ 
・照度計 □ 
・ライト □ 
・ポスター、びら、拡声器等 □ 
 

発災 

営業情報の提供 

【生活衛生課】 

営業状況の把握 
【生活衛生課】 

再開の支援 
【生活産業課】 

衛生指導の実施 
【生活衛生課】 

直後～ 

１週間以降 

１か月以降 

１週間以降 
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第５章 くらしの復興 第２節 保健衛生の維持  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 生活衛生課・生活産業課 

マニュアル更新担当課 生活衛生課 

活動のあらまし 

生活衛生関連施設のうち区民の保健衛生の維持に直接関わりのある施設（理容所・美容所・ク

リーニング所）の被災状況を把握する。その営業情報を区民へ提供することにより、施設利用

の機会を増やすことを支援する。また、営業再開のための相談に応じるとともに、融資等によ

る営業再開の支援策を講じる。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後～ 
営業施設（有害物質使用クリーニング施設）の被災
状況と安全確認をする。 

２週間以内 理容所、美容所の衛生状態の確認を行う。 

１か月以降 衛生指導、営業の再開に向けた支援を行う。 

 留意事項：営業をしている施設の情報提供に先立ち、施設の安全面、衛生面の確認をする。 

 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：東日本大震災と理容・美容業界  

 

◆理容美容師のボランティア活動 

 東日本大震災を契機に、理容美容の関係者による

ボランティア組織が誕生し、被災地への支援が展開

されている。あるＮＰＯでは、震災発生後、最も衛

生支援やメンタルケアが必要となってくる 6 月～8

月に理美容師を被災地に集団派遣するプロジェクト

を企業と連携し進めた。計 150 名を超える理美容師

を被災地の福祉避難所や高齢者・障害者の介護施設、

保育園、孤立集落などへ送り込んだ。別のＮＰＯは、

被災した理美容師にハサミや櫛、ブラシ等理美容機

材を届ける支援活動も行った。別の団体では、被災

地での技術研修、美容物資のマッチング支援（全国

の美容関係者と、被災した美容室からの要望をマッ

チング）、集客支援（営業再開を知らせる新聞広告

支援と被災サロン限定集客ポータルサイト）、被災

した美容師への物資（着付けセット等）支援、 チ

ャリティセミナーの開催などを行っている。 

 

◆店舗の再建 

 厚生労働省は､東日本大震災復興にあたって生活

衛生業者を対象に平成 23 年度予算で補助金 7 億 24

百万円を確保し、「被災事業者による被災者支援プ

ログラム」を実施することにした。短期的施策とし

て、被災した理容師、美容師が仮設店舗で簡易理美

容室を開設（生衛モデル事業でハサミ等を購入）・

訪問理美容の規制緩和（通常は訪問営業を婚礼・福

祉に限定しているが、避難所や仮設住宅等に緩和し

て被災者支援を可能にする）などとしている。 

 また、同時に、地域生衛業者の復興を支援するた

めに、外部地域からの無料カットなどのボランティ

アは制限することも併せて通知している。 

一方、短期的な資金面の支援策では、 返済猶予

（措置済み）、元本・利子の据え置き（一部措置済

み）の拡充、運転資金の導入を行っている。長期的

には（株）日本政策金融公庫が、設備資金や運転資

金を融資している。（厚労省ＨＰ）

６ 生活衛生施設の状況把握と再開
支援 
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衛生状況の確認 

【生活衛生課】 

被災状況の確認 
【生活衛生課】 

再開相談・支援 
【生活産業課】 

衛生指導の実施 
【生活衛生課】 

発災 

直後～ 

できるだけ 
速やかに 

１か月以降 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)施設の被災状況を把握 

・クリーニング所（有害物質使用施設）

の被災状況を確認し、有害物質の漏え

いについて安全確認をする。 

 

 

(2)店舗の衛生状況の確認 

・理容所、美容所の衛生状態を確認し、

必要に応じその確保を図る。 

 

 

(3)営業施設の衛生監視指導の実施 

・通常の衛生指導を実施する。 

・再開のための営業確認に関する相談を

通じ、早期に再開が可能となるよう支

援する。 

 

(4)再開に向けての相談・支援の展開 

・都や国の支援制度の紹介 

・相談対応 

 

 

 

留意事項 
○ 生活衛生関係の各組合との連携を図る。 
○ 営業状況の収集に際し、施設（※）の安全、

衛生面にも留意する。必要に応じて危なそう
なところは、現場に行くようにする。 

○ 訪問営業（クリーニング除く）、仮設店舗営
業は法上原則禁止（災害時における除外規定
なし） 

※組合施設数（理容所１４３・美容所１９０・
クリーニング６４） 

 
今後の課題 
 
 
 

必要な物品 
 
・営業施設リスト □ 
・環境衛生監視指導記録票 □ 
・遊離残留塩素測定器  □ 
・共栓付試験管（滅菌スピッツ） □ 
・照度計 □ 
・ライト □ 
・ポスター、びら、拡声器等 □ 
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７ ごみ処理等 

第５章 くらしの復興   第２節 保健・衛生の維持   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 資源循環課・豊島清掃事務所 

マニュアル更新担当課 資源循環課 

活動のあらまし 

災害発生後は、家庭ごみの排出抑制を働きかけるとともに、被害や復旧の状況を踏まえた限定

的な作業計画に基づくごみ収集を実施しながら、速やかに通常の収集体制への回復に努める。 

また、オープンスペースの災害時利用状況等を考慮しながら、東京都等と連携してがれき・廃

棄物の仮置き場選定や分別方法等処理計画を策定する。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 清掃関連施設の被害状況等の把握 

２日目以降 被害状況に応じたごみ収集の実施 

２か月程度 がれき処理計画の策定 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災とごみ処理  

 

◆西宮市の状況 

 地震当日と翌日は、市内が大混乱のためごみの収

集ができず、職員の多くは遺体の収容作業などに従

事していた。震災後３日目の 1 月 19 日にごみの収

集を再開したが、市の２収集事務所の内の一つが倒

壊したうえ、道路・橋の損壊、路上に倒壊した家屋

等による道路閉鎖、大量の資材運搬車両の集中など

によって、収集作業は大幅に遅れ、遠隔地や被害が

特に甚だしい地域などでは収集ができなかった。＜

内閣教訓阪神＞ 

◆神戸市のごみ処理状況 

 神戸市では市内６カ所に仮置き場が設置された。

用地さがしは、緊急活動なり物資基地等の救援活動、

あるいはガレキ置場、仮設住宅用地等他と競合した

ため、（略）民間用地も含め、確保に苦労した。

（略）臨海部に仮置場を設けられたので、中継によ

り荒ごみを主体に処理した。しかし、広い仮置場も

どんどん溜まるごみで溢れだしそうな状況となり、

これの搬出が問題となった。中継の方も、昼間は走

れないため夜間に活動を行って、仮置場のごみを最

終処分地へ搬入した。ようやく確保した仮置場（大

阪ガス跡地・兵庫突堤）も、仮設工場や瓦礫置場等

と競合し、明け渡さなければならなかった。＜内閣

教訓阪神＞ 

◆市内のごみの散乱 

 神戸市内でも震災後いたるところで、弁当ガラ・

空缶等の散乱がみられたほか、空地、道路上などに

大量のごみが捨てられるなどの不法投棄が多発した。

いわゆる「ごみがごみを呼ぶ」状態が夏頃まで続い

た。一方では、家庭系・事業系を問わず、本来ごみ

ステーションでないところに、ごみが出ているなど

の苦情が相次いだ。とくに、ライフラインが復旧し

店舗が再開するようになると、苦情処理が待ったな

しの状況におかれ、大きな負担となった。一方で、

まちを美しくしようと自ら取り組むとする地域や企

業の動きもでてきた。＜内閣教訓阪神＞｡
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必要な物品 
 
・関係機関・事業者等の連絡リスト □ 
・イエデンワ □ 
 

留意事項 
○ 発災後、段階的に機能回復すると思われる

清掃事務所の収集体制に応じて、災害時の
集積場所の選定や収集方法を決定すること
が重要となる。 

 

今後の課題 
○ ごみ収集のほか、災害時にはライフライン

の寸断等で水洗トイレの使用が不可能とな
ることも予想される。災害用仮設トイレの
し尿収集が必要となった場合には、被災を
免れた他府県等より車両を確保するなど都
が主体となった広域的支援が欠かせない。 

○ がれき処理計画の策定にあたって、広い空
地を確保するには東京都との調整が必須と
なる。 

発災 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)清掃関連施設の被害状況等の把握 

・各関連部署、関係機関と連携し、清掃

関連施設等の被害状況や救援センター

の開設状況等の情報を収集する。 

 
 
(2)被害状況に応じたごみ収集の実施 

・住民や事業所へごみの排出抑制を広報

する。また、応急活動や復旧活動の状

況に応じて、ごみの分別や集積場所な

どを段階的に広報する。 

・道路や建物の被害状況や交通規制の状

況、救援センターの開設状況等を考慮

し、その時点での事務所の収集能力に

応じた収集を行う。 

 

 

(3)家庭ごみ収集体制の回復 

・被災状況や施設の復旧状況に応じて、

速やかに通常の体制に近づける。 

 

 

(4)がれき処理計画の策定 

・災対土木部や東京都と連携し、オープ

ンスペースの利用状況等を考慮しなが

ら、がれき・廃棄物の仮置き場選定や

分別方法等処理計画を策定する。 

 

 

清掃関連施設の 
被害状況等の把握 

【資源循環課】 

直後～ 

被害状況等に応じた
ごみ収集の実施 

【豊島清掃事務所】 

家庭ごみ収集体制の
回復 

【豊島清掃事務所】 

２日目以降 

がれき処理計画の策定
【災対清掃環境部】 

２か月程度 
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第５章 第３節 

生活支援対策 
 

 

 

震災では日常から生活基盤が脆弱ないわゆる生活弱者が、より生活再

建が難しくなる傾向が強く見られる。それに対して、災害救助法や被災

者生活再建支援法等にもとづく生活支援対策が展開されることから。生

活支援のための施策として、生活資金の貸付け、生活保護、税の減免等

をスムーズに展開し、きめ細かい被災者の生活再建支援を行う。 

なお、り災証明書の発行や被災者等に関する総合生活相談（第１章参

照）と関連づけて展開することが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活支援分野の応急対策の展開 

（地域防災計画等） 

１ 生活資金等の支援 

２ 生活保護 

３ 税等の減免 
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１ 生活資金等の支援 

第５章 くらしの復興 第３節 生活支援対策   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 総務課・福祉総務課・子育て支援課 

・社会福祉協議会 

マニュアル更新担当課 総務課 

活動のあらまし 

震災直後は、応急的な資金貸付等を救援センター等で周知し、貸付を行う。また、罹災証明

等で被害状況が把握された段階で災害弔慰金等の支給を行う。 

他自治体や各団体・個人等からの義援金品については、直後に受け入れ態勢を構築し、寄せ

られる義援金、物品を被害の状況に応じて配分する。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以降 義援金品の募集・受入・配付、生活資金等の周知 

1 か月前後 災害弔慰金等の支給、義援金の配分等 

２か月以降 被災者生活再建支援金の支給 

 留意事項：弔慰金等の支給や支援金の支給はり災証明書（第２節１参照）の発行後になる。 

義援物品については、ボランティア等の協力を得て、適切に対応する。（受け入れ停止措置等も検討） 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：中越地震時の生活資金の支援状況 （新潟県ＨＰ） 

 

 2004 中越地震で被災者世帯に行政から給付され

た資金等は以下のとおり。他に融資や保険がある。 

●被災者生活再建支援金（被災者生活再建支援法）

支給限度：全壊 300 万円、大規模半壊 100 万円等 

●新潟県中越地震被災者生活再建支援金（県制度）

支給限度額：全壊、大規模半壊 100 万円、半壊 50

万円（国制度との合算可） 

●義援金の配分 

【第１回】全壊 200 万円、大規模半壊 100 万円、半

壊 25 万円、一部損壊 5万円 

【第２回】各市町村が配分（例：旧山古志村では、

全壊 180 万円、大規模半壊 90 万円等） 

【第３回】仮設住宅入居 1 世帯あたり 5 万円）＋市

町村が配分（例：旧山古志村では、全壊 44 万円、

大規模半壊 22万円等） 

●応急修理制度（災害救助法）大規模半壊世帯、半

壊世帯支給限度額：60 万円（現物給付） 

●応急修理制度（県制度）、支給限度額：100 万円

（大規模半壊）、50 万円（半壊）※国との合算可能 

●被災宅地復旧工事（県制度：復興基金事業）法面

の保護、排水施設、整地、擁壁の設置等が対象、補

助率 1/2 2/3 

●公営住宅の提供（国制度：公営住宅法他） 

●公営住宅入居支援（県制度：復興基金事業） 

 被災して公営住宅に入居する高齢者（65 歳以

上）又は障害者（市町村への間接補助）に最低家賃

との差額（収入 6 万円/月以下）、家賃の 1/3（収入

6 万円/月超）（5年間） 

●民間賃貸住宅入居支援（県制度：復興基金事業）

被災して民間賃貸住宅に入居する高齢者（65 歳以

上）又は障害者 限度額：3 万円/月（5年間） 

●親族等住宅同居支援（県制度：復興基金事業）自

宅再建を断念して親族宅等に同居する高齢者（65

歳以上）又は障害者補助額：2万円/月（5 年間）
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義援金の募集、配分
【総務課】 

１週間以降 

発災 

必要な物品 
 
・各申請書 □ 
・受付マニュアル □ 
・受付名簿 □ 
 
 

留意事項 
○ 義援金配分の手順・基準を明確にする。 
○ 被災者に十分の周知を行う。 
○ 被災程度によって特別な措置を検討（ロー

ンの利子補給等）。 
○ 金融機関の再開状況や措置等確認しておく 
 

今後の課題 
○ 被災者台帳システムが構築されると、受給

資格等が即座に把握できる。 
○ 区民の生活再建ニーズに即した、生活資金

支援制度を随時提案する。 

り災証明書発行／各種相談

（第１章第２節を参照） 

生活資金の周知、貸付 
【災対本部、各課】 

災害弔慰金等の支給
【災対本部、各課】 

被災者生活再建支援
金の支給 
【総務課】 

直後～ 

１か月以降 

２か月以降 

義援物品の収容場所
の確保 
【総務課】 

随時 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)生活に必要な資金の周知、貸付 

① 災害援護資金の貸付 

② 応急福祉資金の貸付 

③ 生活福祉資金の貸付 

・制度の周知、書類の準備 

・職員の応援等 

(2)義援金の募集、配分 

1)募集・配分委員会の設置 

2)配分計画の作成 

3)交付窓口設置、申請受付 

4)義援金の交付判定 

5)義援金の交付 

(3)災害弔慰金等の支給 

① 災害弔慰金の支給 

② 災害障害見舞金の支給 

・制度の周知、書類の準備 

・死亡者や遺族の確認（医師等要協力）

・口座振り替え等で支払い 

③ 母子福祉資金、生活福祉資金、災害

援護資金の貸付 

(4)被災者生活再建支援金（国制度）の

支給 

・「被災者生活再建支援法」に基づく支

援金支給の手続きを行う。 

1)制度の周知 

2)申請書のとりまとめ 

3)被災世帯から提出された申請書を都

に送付する。 

(5)義援品の収容場所の確保 

・速やかに収容場所を確保する。 
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２ 生活保護 

第５章 くらしの復興   第３節 生活支援対策  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 生活福祉課・西部生活福祉課 

マニュアル更新担当課 生活福祉課 

活動のあらまし 

生活保護法は、憲法第二十五条に基き、国が生活に困窮するすべての国民に対し、困窮の程度

に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長するこ

とを目的とする制度である。従前受給者の被災や移動及び被災による負傷・疾病の悪化、雇用

の中断等により、生活維持が困難な被災者が出現する可能性がある。救援センター等の生活相

談等を引き継いで受給対象者を把握し、ケースワーカーを派遣し認定等を行う。基本的には日

常的業務を迅速に適用するものとする。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以降 生活相談結果をもとに訪問調査を実施する 

２週間以降 被保護者の避難、移動状況等の把握と対応 

１か月以降 保護を必要とする被災者にケースワーカーを派遣 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：災害と生活保護  

 

◆阪神・淡路大震災と生活保護 

 阪神・淡路大震災では、一般的市民層よりも生活保

護世帯の方が大きな被害を受けたとされている。生活

保護世帯数は、被災者の県外転出、施設入所、死亡、

親族との同居などにより、廃止が開始を上回ったため、

震災前からおよそ1,000世帯減少した。 

また、避難所においては災害救助法等により必要最小

限度の需要（保護）が満たされており、生活保護の適

用になじまないなどの災害時における運用に関する問

題が提起された。 

 兵庫県では、平成７年１月～平成８年１月の生活保

護廃止件数は 9,692 件で、うち 2,400 件は県内の仮設

住宅等への入居、県外への転居など、被保護者の転出

によるものである。 

 震災が原因で新たに生活保護の対象となった世帯数

が４月末現在で 539 世帯、保護対象に陥った理由とし

ては、勤務先の倒壊により収入が途絶えたケースが

152 件と最も多い。このほかに震災時の火災で財産を

焼失したり、住家の倒壊で一家が離散したケースなど

がある。通常は世帯主の病気による困窮というケース

が約 8 割を占めるが、震災関連では失職、住宅事情に

よる申請が目立っている。 

 

◆東日本大震災で執られた措置 

 厚生労働省から、生活保護受給世帯が義援金などを

受けた場合、その世帯の自力更生のために充てられる

額は収入に認定されず、また、地方自治体の判断によ

り、包括的に一定額を収入認定除外とするなど被災者

の実情に応じた弾力的な取り扱いができると通知が出

された。しかし、生活用品などの生活再建費用などを

上回った場合、その分を「収入」とみなす、などとし

たため、生活保護取り消しがあいつぎ問題化している。 
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必要な物品 
 
・調査票 □ 
・認定基準マニュアル □ 

留意事項 
○ 救援センター開設中は、災害救助法による

医療救助、生活扶助等、応急仮設住宅では
住宅救助があるため、これらを勘案して適
用を行う 

○ 高齢者介護や災害救助との関連（優先等）
を整理しておく 

 

今後の課題 
○ 生活保護は原則として申請主義なので、被

災者生活実態調査、生活相談と連携して対
応を行政から促すことが生活保護法、個人
情報保護条例等の関係から大丈夫か検討し
ておく。 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)対象者の把握と訪問調査の実施 

① 訪問調査の準備 

・聞き取り項目の作成、調査票の準備 

・調査員の確保と割り当て 

（外部からの応援者の確保） 

② 現地での聞き取り調査 

・調査票に基づき聞き取りを行う 

③ まとめ 

・要保護者の確認 

 

 

(2)被保護者の状況把握と対応 

・災害前に保護を受けていた人の避難、

移動、その他安否情報を把握し、保護

の移管・停止や強化などの措置をとる

 

 

(3)ケースワーカーによる訪問と認定 

・対象者の把握、手持ち資金の確認 

 

 

(4)生活保護の実施 

・保護費を支給する 

・民生委員等による継続的ケアを展開す

る 

 

 

発災 

２週間以降 

対象者把握と 
訪問調査の実施 
【生活福祉課、保健福祉部全課】 

被
保
護
者
の
状
況
把
握 

【
生
活
福
祉
課
・
西
部
生
活
福
祉
課
】 

ケースワーカーの
訪問・認定 

【生活福祉課・西部生活福祉課】 

１か月～半年 

生活保護の実施 
【生活福祉課・西部生活福祉課】

生活相談の実施 
（第１章第２節２を参照） 

１か月以降 
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３ 税等の減免 

第５章 くらしの復興 第３節 生活支援対策   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 税務課・国民健康保険課・高齢者医療年金課 

・介護保険課 

マニュアル更新担当課 税務課 

活動のあらまし 

区民の被害状況の把握をするとともに、国や都から、特別区民税・都民税、国民健康保険料、

高齢者医療年金保険料、介護保険料、及び一部負担金やサービス利用料等の減免措置制度の確

認を行うなど、広く情報収集をし、各種情報を一括してまとめる。また、その情報を広報紙や

HP を通じて周知する。さらに、受付時の体制づくりを行い、各主管課および救援センターや仮

設住宅等でも減免の処理や減免決定通知書、減免証明書の発行ができるようにする。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以内 税等の減免措置の把握 

２週間以降 税等に関する広報・相談体制の強化 

２か月以降 税等の減免の処理と減免決定通知書等の発行 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の税や手数料等の減免  

 

◆税や手数料等の減免内容と広報 

 大災害が起きた場合、法や条例にもとづき、国

税・地方税減免だけでなく、授業料､保険料や保険

診療、年金保険料の免除、雇用保険の特別措置、電

力・ガス料金、郵便料金等が減免される。 

 兵庫県は、これらの特例措置等を、ＦＭラジオ県

発行の「震災ニュ－ス」「ニュ－ひょうご臨時号」

「県民だよりひょうご」で広報したほか、リ－フレ

ット、ポスタ－を作成し、各税務事務所、市・区役

所、町役場をはじめ避難所にも配布した。６月には

冊子「阪神・淡路大震災にともなう県税の減免等ミ

ニガイド」を作成した。 

 神戸市でも、市の税金や諸証明手数料、保育所徴

収金、市営住宅使用料、建築確認申請手数料、高校

授業料などの減免がなされた。＜内閣教訓阪神＞ 

◆ 減免等による支援効果 

（財）神戸都市問題研究所の調査によれば、自力再

建のための住宅再建支援策を金額ベースでみると、

義援金、利子補給、租税軽減などで試算した例が示

されている。これによれば、「給与収入 600 万円 夫

婦子２人 家屋全壊により 1,000 万円損失 2,000 万

円の家を新築のケース（95 平方㎡の木造家屋を解

体撤去）」で、約 500 万円の支援がなされたと同様

になる。 

 被災企業のアンケートでは、税の減免・期限延長、

及び災害特別融資が特に高い評価となった。次いで、

雇用維持支援に係る資金的な支援策の評価が高い。

評価される理由は、「資金繰りが助かる」こと、混

乱した時期に「時間や手間が助かる」とする意見が

多い。逆に手間のかかる手続きは改善を希望する意

見が多かった。 

 震災による収入減と政策的減免の影響で市税収入

は 25％減。震災前の水準への回復は 10 年後と推計

される。＜内閣教訓阪神＞
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発災 

必要な物品 
 
・申請書 □ 
・受付マニュアル □ 
・システム（税・国保・介護） □ 
・住基システム □ 
・パソコン（防災課で用意したもの等） □ 
・区民に説明できる周知用の資料 □ 

留意事項 
○ 申請主義のため、広報を充実させる。 
○ 税、国保、高齢者医療等での窓口の一本化。 
○ 介護保険事業者等への周知を行う。 
○ 継続的に基準の見直しをする。 
○ 処理要綱の対象時期等を各課で統一させる。 

今後の課題 
○ 対象者の所得状況等の把握方法を検討しておく。
○ り災証明と連動したワンストップ窓口システム

の構築、被災者台帳等を用いて情報を共有化で
きるよう検討しておく。 

○ 受付マニュアル等で減免基準や資格確認方法
等を明確にしておく。 

○ 税、保険料その他を一本化できるシステムを
検討する。 

○ 外部から申告できる方法について検討する。 
○ 税理士会等の関連団体との連携を検討する。 

２週間以内 

２週間以降 

２か月以降 

税等の減免措置の 
把握 

【税務課等】 

税等に関する広報・
相談体制 
【税務課等】 

減免の処理と減免決
定通知書等の発行 
【税務課等、応援担当課】 

租税等の徴収猶予
及び減免 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)税等の減免措置の把握 

税のほか、国保・高齢者医療年金・

介護保険の保険料、一部負担金やサー

ビス利用料、（年金）等が対象 

① 都や国から情報を収集､問い合わせを

行い、減免措置の全容を確認する。 

② 各種情報を一括してまとめる。 

 

 

(2)広報・相談体制の確保 

① 広報紙やＨＰを通じて制度周知 

② 救援センターや仮設住宅等に相談窓

口を開設し、案内する。 

③ 受付時の体制づくり（仮受付等） 

④ ボランティアや災害協力員との連携 

 

 

(3)減免を処理し、証明書や決定通知を

発行 

① 減免基準、処理要綱を確認する。 

② り災証明等で被害を確認する。 

③ 申請書をもとに減免を処理する。「減

免決定通知書」、「減免証明書」を発行

する。 
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第３編 生活・産業復興編 
 

第６章 教育・地域・文化の復興  

 

第１節 教育の復興と子どものケア 
１ 区立の学校施設の復旧・再建 

２ 区立の学校等の教育の再開 

３ 子どもに対するケア 

 

第２節 文化と都市活力の復興 
１ 文化・生涯学習施設等の再建、活動再開 

２ 文化財等の復旧・復興支援 

３ 文化・芸術、都市イメージの回復 

 

第３節 コミュニティの復興 
１ 地域コミュニティ活動への支援 

２ 復興市民活動の支援 

３ 大学との連携 

４ 外国人への支援 



 

258 
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第６章 第１節 

教育の復興と子どものケア 
 

 

 

被災直後において区立学校は、救援センターとして被災者の受け入れ

や生活支援に重要な役割を果たす。しかしながら、学校の再開が早期で

あればあるほど、人心の安定や復興への動きが早まる。 

学校施設の復旧・再建を迅速に行うとともに、応急教育に引き続いて

の日常的な授業再開を図るとともに、被災した小・中学校の被災児童・

生徒、園児などのケアを行う。ケアについては、学校だけに任せるので

なく、子どもに関連する部課が連携し、実際に活動等をしている外部組

織の支援も得て、総合的に情報共有と課題解決にとりくむ「子どもケア

センター」を設立して重点的な対策を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育分野の応急対策の展開 

（地域防災計画等） 

２ 区立の学校等の教育の再開 

１ 区立の学校施設の復旧・再建 

３ 子どもに対するケア （通常体制に移行） 
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１ 区立の学校施設の復旧・再建 

第６章 教育・地域・文化の復興 第１節 教育の復興と子どものケア   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 学校施設課・教育総務課・教育指導課・施設課

マニュアル更新担当課 学校施設課 

活動のあらまし 

学校は、児童を預かる教育施設であるとともに、震災時は救援センター等重要な役割を有して

いる。地震直後には、児童・生徒の安否確認とともに施設の被害状況を確認し、必要な応急措

置をとる。応急危険度判定調査等によって速やかに使用可能か否か判定し対策をとるととも

に、施設・設備の応急復旧を図る。甚大な施設被害が生じた場合は、専門家による被災度判定

調査を行い、本格復旧か再建かを判定し､計画を策定する。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後 学校による被害状況の把握 

早期 施設課職員による被害状況の確認及び復旧 

早期 被災度判定調査の実施と学校施設の再建方針の策定 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と学校の機能と施設被害  

 

◆神戸市の学校施設被害 

 阪神・淡路大震災当日、学校園のライフラインが

使用できた状況は、全学校園でみると電気 67.8％、

上水道 17.5％、下水道 46.6％、ガス 33.7％、電話

69.4％だった。本格復旧時期は、電話・電気は比較

的早く、4 日後には電気で 93.9％、電話も 91.4％

の学校園で使用可能になっている。上水道は、2 月

5 日には 70.8％、2 月 25 日には 92.2％の学校園が

使用可能になった。 

 これに対して、避難所となった学校園に限定して

みると、地震の被害も大きくライフラインの復旧も

遅れた。学校園再開日での復旧率を見てもガスで

24.6％、上水道で 59.0％にとどまっている。特に、

上水道の復旧の遅れによって、トイレの水洗装置が

使用できないなど不便な中で、避難所となった学校

園の約 4 割が再開せざるを得なかった。水の確保が

学校教育再開にとって、極めて重要な課題である。

＜内閣教訓阪神＞ 

◆避難所と仮設校舎の確保 

 阪神・淡路大震災の神戸市では、小・中・高校等

に 1,413 教室の仮設校舎が建てられた。このうち、

291 教室は、校舎の損壊ではなく、被災者の受け入

れで教室が不足したため設置されたものである。 

 兵庫高校のように校舎自体は大きな被害は受けな

かったが、建物内が被災者であふれ、授業そのもの

を行うことが不可能な学校も多くあった。（中略）

この理由での校舎建設は制度的に補助に対象になら

なかった。そうこうしているうち、文部大臣が兵庫

県入りすることになった。「被災地の学校の現状を

みていただこう。そうすれば分かっていただけるか

もしれない」（中略）ほどなくこの理由による仮設

校舎建築が特例として認められ、仮設校舎が建てら

れた。それらが全て撤去されて児童生徒全員が恒久

校舎に移るには、3 年度まで待たねばならなかった。

＜内閣教訓阪神＞ 
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早期 

発災 

必要な物品 
 
 

留意事項 
○ 教育エリアと避難所エリアの区分けを早急

に行う 
○ 在籍児童がいる世帯に学校再開の周知を行

う 
 
 

今後の課題 
○ 再開する学校の順位付（改修順位） 
○ 教員の確保（教育指導課） 
○ 教材の確保（教育指導課） 

被害状況の把握 
【学校】 

学校施設の再建方針
の策定 

【学校施設課・施設課】 

授業再開に向けた 
施設・設備の確保 

【学校施設課】 

直後 

代替教室の確保、 
仮設校舎の建設 

【学校施設課・教育指導課】 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)被害状況の把握 

・児童・生徒の安否確認 

・児童・生徒の被災状況把握 

・校舎の被害状況の把握（危険箇所では

立ち入り禁止等の応急措置をとる） 

・通学路の被害状況の把握 

(2)代替教室の確保、仮設校舎の建設 

① 代替教室の確保 

・近隣の学校その他施設等の状況を把握

し、代替教室を確保する。 

② 仮設校舎の建設 

・専門家による応急危険度判定調査を受

けて、利用出来ない場合は、仮設校舎

の建設を検討する。 

(3)学校施設の再建方針の検討 

・専門家による被災度判定調査を行って

再建方針を定める 

・学校施設の復旧計画を策定する 

・他の公共施設の活用を検討する 

・避難所と学校活動エリアの区分 

・再建に向けた改修工事の優先順位 

 

(4)授業再開に向けた施設・設備の確保 

・修繕等を実施する 

・備品等の確保､給食設備等の復旧など

教育環境を確保する 

・校庭等屋外スペースの確保 

・学校再開の周知 
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２ 区立の学校等の教育の再開 

第６章 教育・地域・文化の復興  第１節 教育の復興と子どものケア  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 教育指導課・学校運営課 

マニュアル更新担当課 教育指導課 

活動のあらまし 

学校・幼稚園施設が使用可能になった段階で、教職員と園児・児童・生徒の安全確保を確認

し、授業再開のための対応を行う。 

 

 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以降 授業再開の決定、応急教育計画の実施 

早期 児童・生徒の心のケア、学用品不足等への対応 

早期 給食の再開等教育環境の回復 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：神戸市の学校教育再開  

 

◆神戸市の学校園再開の取り組み 

 教育委員会の指示で震災直後の休校を行い、以降

の学校園の再開は、校園長と教育委員会の協議で決

定していった。教育委員会は学校施設の応急復旧の

状況や、被災校舎の立入禁止等の安全対策、通学路

の安全確保の態勢等を確認し、避難者の意識、上水

道の復旧状況、使用可能な教室数、登校可能な児童

生徒数等も考慮して学校園の再開を決定した。被害

の大きかった市街地では､再開が困難な学校が多か

った。 

 震災 2 週間後の全市校園長会で、教育委員会から

以下の類型を提示し、早期再開に踏み切った。 

「学校再開の類型」：(1)単独開校 (2)本校舎と仮

設校舎併用 (3)仮設校舎のみ (4)臨時校区による

開校 (5)周辺校で分散 

「学習指導の類型」：Ａ学級再編成 Ｂ二部授業 

Ｃ隣接校等との連携による分散授業 Ｄ校区内の施

設利用 Ｅ教室・屋外の併用 Ｆ教室・特別教室な

どの併用 Ｇ他市・他府県施設の利用（中略） 

 この結果、大学の空教室、企業や団体の会議室、

校庭のテント、貸切バスを利用して他校で開校など

様々な形で開校し、約 1 ヵ月後に全校再開ができた。

なお、給食設備の全校での再開は 3 か月を要した。 

◆神戸市の学校園再開に向けてのチェック項目 

以下のとおりであった 

・子どもの状況／震災前の児童生徒数と再開日登校

可能者数、通学路の安全対策 

・建物等の状況／建物の安全判定の有無、危険建物

の立入禁止措置、応急復旧の状況、危険個所の有無 

・ライフライン／電気、上下水道、ガスの復旧状

況・使用可能教室数／普通教室、特別教室、体育館 

・避難住民への説明の有無 

・運動場の状況／テント、駐車車両の有無、地割れ

の有無 

・再開に対する住民の意識等＜内閣教訓阪神＞ 
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発災 

授業再開の決定 
【教育指導課】 

応急教育計画の実施 
【教育指導課】 

教科書等学用品給与 
【学校運営課】 

給食再開 
【学校運営課・学校】

１週間以降 

通常授業の
再開 

【教育指導課】 

児童・生徒の心のケア 
【教育センター・学校】 

区外･私立
通園通学
児童･生徒
の受入 

【学校運営課】 

必要な物品 
 
・学校防災マニュアル □ 
・応急教育計画 □ 
・児童・生徒名簿 □ 
・幼稚園・学校の連絡先一覧 □ 
 

留意事項 
○ 教員の確保 
○ 子どもの心のケアについて、学校（園）外

と連携が必要な場合は、次項参照 
○ 児童・生徒の通学安全確保 
○ 外国へ帰った、去った生徒の把握 
○ 必要な給食調理人員の確保 
 

今後の課題 
○ 応急対策計画の事前作成 
○ 給食の再開に向けた施設、食材、人員等、

運営方法の検討 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)授業再開の決定 
・教育委員会は、各学校（園）と協議の

上、授業の再開時期のめどをつける。
これに基づき学校（園）長は、学校
（園）の実情に応じて再開時期を決定
する。 

・協議の際には、学校（園）施設の応急
復旧状況、通学路の安全確保対策、使
用可能な教室数、登校可能な児童・生
徒数、避難住民の意識等を考慮する。

(2)応急教育計画の実施 
・事前に作成した応急教育計画に基づい

て、学校（園）再開に向けた取り組み
を進める。 

(3)児童・生徒の心のケア 
・スクールカウンセラーや巡回指導等に

よる聞き取りを実施する。（第１章第
１節３参照） 

(4)教科書等学用品給与 
・被災状況により、教科書以外の学用品

の必要性について、個別支援の必要が
あるかを学校（園）から申請等により
把握する。東京都を通じて教科書を給
与する。 

(5)通常授業の再開 
・保護者等にメール等で通知する。 

(6)区外･私立通園通学児童・生徒の受入
・区内に避難してきた児童・生徒や、学

校施設の被害等により通学・通園でき
なくなった私立学校（園）の児童・生
徒を受け入れる。  

(7)給食再開 
・給食施設及びライフラインの復旧状況
(給食施設の衛生管理を含む)を考慮する
とともに、学校給食関係業者の被害状況
を考慮した上で食材調達の確保を図る。
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３ 子どもに対するケア 

第６章 教育・地域・文化の復興 第１節 教育の復興と子どものケア   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 子ども課・子育て支援課・保育園課 

・教育センター 

マニュアル更新担当課 子ども課 

活動のあらまし 

震災は、子どもたちに強い影響を与えるとともに、住宅の被害や学校教育の中断によって居場

所が喪失する可能性が高い。学校・幼稚園等の教育の再開まで、子どもたちの居場所を確保し

て各種相談を受けるケアセンターを立ち上げ、子どもたちと家庭を支援する。 

また 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以内 子どもケアセンターの立ち上げ（組織体制の確立）

１週間以降 ケア体制の構築と事業展開の可能な拠点確保 

１週間以降 一時預かりや家庭支援の展開 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：震災と子ども  

 

◆阪神・淡路大震災の子どもの状況 

 学校は授業を再開したが、ほとんどの子どもは、

激震を体験しショックをうけており、すぐには正規

の授業復帰はできなかった。また、ほとんどが、避

難所と共生した学校での授業であり、教室の数も充

分にでなかった。さらに、被災により、家族を失っ

た子どもや、家族と共に一時的に遠方に避難したも

のも多く、子どもの状態を正確に把握するには、相

当の時間を必要とした。 

 このような状態では、それぞれの子どもに話をさ

せ話し合いの中で共通の地震体験を共有することが

必要で、このような準備段階教育を経て正規のカリ

キュラムに復帰することができた。子どもたちはこ

の応急教育をのちのちまで記憶しているようである。 

◆子どもとボランティア 

 子どもたちは学校で一生懸命働いているボランテ

ィアの姿を見て、勉強も大事であるが「自分にも何

か出来ることはないのか？」「本当に自分は何もし

なくてもいいのか？」と考えるようになった。避難

所で生活している生徒は、避難所で寂しい思いをし

ている高齢者、無口で一人佇んでいる高齢者を見て

「何か助けてあげることはできないか？」と思うよ

うになった。ある小学生は、高齢者がガレージで生

活している様子を見て「何かしてあげたい」と思い、

食べ物や水を運んでいくといった行動を起こした。

＜内閣教訓阪神＞ 

◆中学生向けボランティア教育 

 二つの大震災を契機に、学校でも防災教育の新た

な展開が見られる。埼玉県では中学生向けの「危機

管理・防災に関する教材」を発し、そこでは被災地

の手記等から自分で出来るボランティアを考える学

習が提起されている。中高生のボランティア展開に

は安全管理等様々な課題を検討しておく必要がある。

（埼玉県ＨＰ）
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発災 

ケ
ア
体
制
の
構
築
と

拠
点
の
確
保 

【

子
ど
も
課
・
子
育
て
支
援
課 

・
保
育
園
課
・
教
育
セ
ン
タ
ー
】

子どもケアセンターの
立ち上げ 
【子ども課】 

１週間以内 

一
時
預
か
り
や 

家
庭
支
援
の
展
開 

【
子
育
て
支
援
課
・
保
育
園
課
】 

１週間以降 

通常態勢への移行 
/子どもの引継ぎ 

【子ども課・子育て支援課 

・保育園課】

１週間以降 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲みなしは関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)子どもケアセンターの立ち上げ 

人員及び必要な物品を確保し、東西

１か所ずつ立ち上げる。 

・相談窓口の開設について全体に周知す

る。 

・避難所の子どもの状況について調査・

情報の集約を行う。 

・中高生によるボランティアを募る。 

 

(2)ケア体制の構築と拠点の確保 

施設課の耐震・安全確認の終了した

施設から､子どもの精神ケアの拠点とな

る場を確保する。 

・施設準備要員の確保 

・必要な物品の確保 

・最新情報・状況の把握 

 

(3)一時預かりや家庭支援の展開 

ひとり親家庭や被災世帯などの子ど

もについて確保した拠点で､ボランティ

ア等の協力を得て、子どものケア事業

や一時預かりや家庭支援の事業を展開

する。 

・支援事業等の周知 

・支援の開始 

・優先順位の確定 

 

(4)通常態勢への移行 

保育、支援の開始にあわせ、解散及

び引継ぎをする。 

・子どもケアセンターで得た情報の提供 

留意事項 
○ ＮＰＯや子育て支援グループとの連携を図

る。 
○ 都を含めた他機関との連携を図る。 
 
 

今後の課題 
○ ２４時間及び長期保護を必要とするケースに

ついて対応方法を検討しておく。 
○ 引継げない子どもへの対応､移動先との連携

等について検討しておく。 
○ 子どもがボランティアを行う場合の安全確保

について検討しておく。 

必要な物品 
 
・通信手段（携帯電話・無線） □ 
・パソコン □ 
・自転車 □ 
・乳幼児用食料・用品 □ 
・調理用具 □ 
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第６章 第２節 

文化と都市活力の復興 
 

 

 

衣・食・住の応急対応が一段落した後の復旧・復興期には、慰霊とと

もに、住民の生活の潤い、復興への気運醸成に必要な文化・社会教育・

スポーツ等の活動が重要となる。拠点となる文化・生涯学習施設等の復

旧・再建を迅速に行うとともに、また、貴重な文化財等を次代に引き渡

す観点から所有者等の協力を得て、その再建や復旧について対応を図る。

また、被災者の心をいやす、復興への意識づけなどに資する各種の文化

的なイベントの実施等を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文化財等の応急対策の展開 

（地域防災計画等） 

２ 文化財等の復旧・復興支援 

１ 文化・生涯学習施設等の再建、活動再開 

３ 文化・芸術、都市イ

メージの回復 
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第６章 教育・地域・文化の復興  第２節 文化と都市活力の復興   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 学習･スポーツ課・生活産業課・文化デザイン課

・図書館課・施設課・施設計画課・区民ひろば課

・区民活動推進課 

マニュアル更新担当課 学習・スポーツ課 

活動のあらまし 

直後対応に引き続き、各施設の特性を活かした活用を図る。 

① 文化施設、旧校舎等での被災者の収容。 

② スポーツ施設のグランドを活用した物資の提供や被災者保護。 

また、再建が必要な施設については、従前の課題も踏まえた施設再建計画を策定し、実施す

る。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後～ 被災状況調査と応急対策への施設供用 

１か月以降 施設再建の策定 

６か月以降 施設活動の再開 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の施設被害と活動再開  

 

◆阪神・淡路大震災の文化・社会教育施設 

 公立私立の芸術文化施設は物的被害だけでなく間

接的な影響も抱え込んだ。一点目は、これらが公共

的施設であるがゆえに、被害の出た地区によっては

避難所が足りないという事情もあったようで、ホー

ル、美術館、図書館、水族園などの一部は避難所と

なった。芦屋市立図書館や宝塚市立図書館、須磨海

浜水族園など一時的に被災者を受入れ、震災後は避

難所としても機能した。またこの須磨海浜水族園で

は、教室が不足した市立鷹取中学校に授業の場を提

供し、「鷹取中学校水族園分校」が３月の卒業式ま

で開校されたのであった。 

 第２の点は間接的な影響で、職員が災害復旧本部

の応援に行かざるを得ず、そのために本来の業務で

あるはずの社会教育・芸術文化施設そのものの復旧

や再開が後回しになった。神戸市立博物館の職員の

ほとんどは区役所から避難所への物資搬入などの救

援援助に向かい、館には副館長以下４名が残留した

だけだったという。震災直後から、建物、設備の点

検はもちろん、余震に備えて収蔵品のチェックや調

査と避難搬出などの多くの本来業務は後回しになら

ざるを得なかった。＜内閣教訓阪神＞ 

◆スタッフの問題 

 震災は、来館客（需要）の減少や公共施設の活動

停止に伴う技術スタッフ等の失業という問題を引き

起こした。震災後半年たっても、いくつかの文化団

体や文化施設はまだ活動を再開できず、芸術文化は

低迷している。最大の問題は、震災の結果、客が激

減したこと、すなわち需要が縮小してしまったこと

である。＜内閣教訓阪神＞

１ 文化・生涯学習施設等の再建､ 
活動再開 
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発災 

被害状況調査と応急
対策への施設活用 

【各担当課】 

施設再建計画の策定
と実施 

【各担当課・施設課】 

施設活動の再開 
【各担当課】 

被災度区分判定調査 
【各担当課】 

１か月以降 

１か月以内 

直後～ 

応急危険度判定調査 

６か月以降 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)被害状況調査と応急対策への施設活

用 

① 被害状況調査 

・文化･生涯学習施設としての機能を中

断し、施設ごとの調査票により実態を

把握する。 

② 応急対策への施設活用 

・応急危険度調査の判定結果をもとに、

施設機能を活かした被災者の受入れ

等、応急対策ニーズに応じた供用を行

う。 

・指定管理者及び業務委託業者等との連

携を図る。 

・図書館等の資料を保護する。 

 

(2)被災度区分判定調査による施設再建

検討 

・必要に応じて被災度区分判定調査を行

い、復旧または再建の方針を定める。

 

(3)施設再建計画の策定と実施 

・復旧もしくは建てかえ、新施設の計画

を策定し、計画に沿って再建を進め

る。 

 

(4)施設活動の再開 

・応急対策への施設供用の役割終了後、

早急に本来の施設として活動を再開す

る。 

 

必要な物品 
 
・調査票 □ 
・収容可能施設への食糧物資設置 □ 
・簡易トイレの設置 □ 
・ＡＥＤの設置 □ 

留意事項 
○ 各施設に残されている個人情報の保護を図

る。 
○ 施設再開、再建に至る過程の記録を教訓と

して残す。 
○ 区や警察等の各種拠点施設の代替施設とし

て使われることを留意しておく。 
 

今後の課題 
○ 美術館等民間施設との連携について検討し

ておく。 
○ 指定管理者及び業務委託者等への業務中断

と災害時対応について事前検討を行う。 
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２ 文化財等の復旧・復興支援 

第６章 教育・地域・文化の復興 第２節 文化と都市活力の復興  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 教育総務課 

マニュアル更新担当課 教育総務課 

活動のあらまし 

区内には国指定・登録文化財が１１件、都指定文化財が１３件、区指定・登録文化財が３５０

件ある。これらの文化財に損害が出た場合、一刻も早く復旧しなければならない。そのために

は被害状況の把握と、文化財所有者の理解、適切な技術支援を行って、文化財の保全を図る。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以内 文化財等の被害状況の把握 

１年以内 所有者との協議・復旧計画の策定 

１年以降 予算の確保、文化庁・都教育庁へ協力依頼 

 留意事項：文化財の保護は、本来的には、文化財所有者がその責を負うが、生活の再建と文化財保

護の両立について理解してもらうことが重要になる。 

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と文化財  

 

◆文化財建物の復旧 

 兵庫県教委によると、阪神・淡路大震災で歴史・

文化的建造物約 1200 件のうち 800 件が被害を受け

た。国庫補助制度は拡充されたが、未指定の補修に

は公的な補助はまったくないため、県は復興基金を

財源に未指定の建造物に対して修理費を助成する制

度を創設し、寺社や酒蔵など約 300 棟の復旧を支援

した。その他、モーターボート特別競争収益金や文

化財保護振興財団による助成を活用して復旧を行っ

た例もある。＜内閣教訓阪神＞ 

◆文化財の修復・救出 

 文化庁は「文化財等救援委員会（文化財レスキュ

ー）」を設置し、この間 16 回の出動を行った。なお、

学会やボランティアによる組織もあり、平凡な生活

記録（写真や個人日記など）を含む歴史史料の救

出・修復、鑑定作業を行った。また文化庁に先立ち、

震災後いち早くアメリカの財団の調査団が来日、災

害時に対応する文化財保護のためのマニュアルを配

布した。歴史学会による阪神大震災対策歴史学会連

絡会･歴史資料ネットは、古文書や民具など民間の

被災歴史資料保全に取り組んだ（東日本大震災復興

でも活動中）。＜内閣教訓阪神＞ 

◆埋蔵文化財の特例 

 市内の埋蔵文化財包蔵地は約 900 か所、その面積

は約 3,400ha にも及んだ。本来ならばすべて発掘調

査と記録作成が必要であるが、これに対応するため、

国は埋蔵文化財の取り扱いに関する基本方針を策定

し、県もそれを受け、埋蔵文化財の取り扱い適用要

領を定め、埋蔵文化財発掘調査の緩和措置をとった。

これにより、個人住宅や小規模な集合住宅の建設に

ついての発掘調査は、原則、緩和されることとなっ

た。また、復興事業に伴う届け出件数は、前年比 2

倍に増加したが、発掘調査件数は、この緩和策によ

り届け出の 18％（前年 30％）にとどまっている。

＜内閣教訓阪神＞ 
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発災 

文化財等の被害状況
の把握 

【教育総務課】 

所有者との協議 
復旧・復興計画の 

作成と支援 
【教育総務課】 

国・都等への協力依頼 
【教育総務課】 

文化財復旧計画の実施
【教育総務課】 

６か月以内 

１年以降 

１年以内 

１か月以内 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)文化財等の被害状況の把握 

・登録リストをもとに所有者に連絡・確

認を行う。 

・被害を受けた文化財に区職員等による

現地調査を行い、確認する・ 

・非指定文化財については連絡等をうけ

て対応する。 

 

(2)所有者との協議による復旧計画の作

成と支援 

① 所有者との協議 

・所有者と協議を行い、復旧方針を検討

する。 

② 復旧計画の策定と支援 

・技術指導等復旧の支援態勢を、都や関

連団体と連携して構築する。 

・所有者とともに復旧計画を策定する 

・有形文化財については一時保管の必要

性を検討し対応する。 

(3)国･都等への協力依頼 

・補助金申請・補助率の協議 

・技術支援の要請 

・文化財レスキューとの連携 

・震災時埋蔵文化財緊急調査指針の検討

(4)文化財復旧計画の実施 

・復旧計画の進捗管理 

・文化財修復技術者の確保 

・財源の確保 

・文化庁、東京都教育庁との連絡調整 

 

必要な物品 
 
・文化財保護台帳 □ 
・デジカメ □ 
・パソコン □ 
・プリンター □ 
・自転車 □ 

留意事項 
○ 文化財保護という観点を見失わない。 
○ 流出や破壊をくいとめる。 
○ 優先順位の決定（紙→木→石） 
 
 

今後の課題 
○ 文化庁、都教育庁との連携 
○ 民間展示施設の把握（古代オリエント博物

館等） 
○ 非登録文化財所有者の把握 
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第６章 教育・地域・文化の復興  第２節 文化の復興と元気づくり  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 企画課・文化デザイン課・文化観光課 

マニュアル更新担当課 文化デザイン課・文化観光課 

活動のあらまし 

震災後の適切な時期に音楽、演劇、美術、映画等のイベントを活用して復興機運を盛り上げる

とともに、来街者を呼び寄せ豊島区の都市イメージを回復する。 

甚大な被害が生じた場合は、モニュメントや施設などによって震災の記憶を残す。 

区民の協力も得ながら、震災～復興にいたる記録や映像を収集し、記録誌等で教訓を残す。 

プロセスのポイント 

発災から 

３か月以降 ボランティアによる持ち込み型イベントの展開支援 

１年以降 慰霊、祈念等復興イベントの実施・恒例行事の再開 

１年以降 文化・芸術活動の展開、記録・記憶づくり 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と芸術復興  

 

◆復興基金による芸術文化活動の展開 

 兵庫県は、震災翌年から復興基金による「被災地

芸術文化活動補助事業」を始めた。これは被災した

芸術家の支援策で始まったもので、音楽、舞踊、美

術、文芸などの分野に、10 年間で延べ 1,603 事業、

3 億 5 千万円にのぼる助成を実施してきた。震災に

より破損した芸術文化団体の活動用具の修理・購入

経費も一年限りであったが、69 件、補助額は約 600

万円程度助成した。＜内閣教訓阪神＞ 

◆アート・エイド・神戸の活動 

 被災地の芸術家による活動が多々展開された。震

災の余燼が生々しい翌月の２月 18 日に、海文堂書

店で「アート・エイド・神戸」実行委員会が結成さ

れている。その他「アクト・コウベ・ジャパン」や

ＣＡＰなど多くの文化活動が震災後新たに生まれた。

（中略）4 年後には、様々な文化イベント団体が連

携し「神戸アートウォーク」が開始された。5 年間

で、「アート･エイド･神戸」被災芸術家の緊急支援、

チャリティー美術展やチャリティーコンサートの開

催、震災を記録する出版物の刊行、震災後の芸術文

化活動への支援、工事現場の仮囲いへの壁画制作な

どを実現し、ほぼ当初の役割を終えた。これをふま

えて「アート･サポート･センター神戸」の設立が計

画され、活動を始めた。＜内閣教訓阪神＞ 

◆神戸ルミナリエ 

 阪神・淡路大震災犠牲者を鎮魂し、復興・再生へ

の夢と希望を託し、1995 年の 12 月に『神戸ルミナ

リエ』が開催された。神戸の冬を彩る荘厳な光の芸

術作品として、震災の記憶を語り継ぎ、都市と市民

の「希望」を象徴する恒例行事となり、12 月末 2

週間の開催で数百万人が来場する観光イベントにな

った。（神戸ルミナリエＨＰ等） 

◆東日本大震災の有名人の支援 

 東日本大震災でも、石原軍団（炊きだし）､ジャ

ニーズ事務所（イベント）、レディーガガ（募金）

などが話題になった。

３ 文化・芸術、都市イメージの回復 
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発災 

必要な物品 
 

留意事項 
・復興の進行具合に配慮して展開する 
 
 
 
 

今後の課題 
 

持ち込み型イベント
の調整 

【生活産業課、文化観光課、 

文化デザイン課】 

復興イベントの 
実施・行事再開 

【企画課、文化デザイン課、 

文化観光課】 

文化・芸術展開、 
記憶づくり等 

【文化デザイン課、文化観光課】 

３か月以降 

１年以降 

１年以降 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)ボランティアによる持ち込み型イベ

ントと受け入れ先を調整する 

・アーティストやミュージシャンから自

発的に起きる支援イベントに、会場紹

介等適切な機会を与える 

 

 

(2)復興イベントの実施・恒例行事再開 

・１年後を目安に慰霊祭を行う。 

・震災で中断していたイベントを再開す

る（大塚阿波踊り、ふくろ祭り）又は

再開を支援する(御会式等) 

 

 

(3)文化・芸術活動の展開、記録・記憶

づくり 

・震災を機に芸術文化都市にふさわしい

プロジェクト等を企画する(演劇、映

画、音楽等) 

・震災の記録を映像や文書にまとめ後世

に教訓を伝えるとともに、震災を記憶

し祈念するモニュメントや施設につい

て企画検討する。 
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第６章 第３節 

コミュニティの復興 
 

 

 

生活復興期においては、被災者の自立と生活再建に向けて、地域にお

ける共助・協働による取り組みを強化することが重要になる。災害前か

ら地域コミュニティを担ってきた町会・自治会、区民ひろば、まちづく

り協議会など地域のコミュニティ活動を支援し、地域の復興を促進する。 

また、地域外からのボランティアやＮＰＯ等各種市民団体や企業その

他が幅広くネットワークを結びながらテーマ型の復興支援活動を展開す

る傾向も見られる。ボランティアニーズ等に関する情報を収集・提供す

るとともに、被災地域の復興状況に応じて、地域住民や地域の活動団体

に円滑に引き継がれていくよう、調整等を行うこととする。 

また、区内には、言語や生活習慣、文化などが異なる外国人が多数あ

り、震災発生時には、これらの人々は、必要な情報が得られず、被災生

活に大きな支障が出る恐れがある。このため、都と連携して、相談や情

報提供のための特別窓口等を設置するなどの適切な措置を実施する。 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域や救援センター等での応急対策

の展開（地域防災計画等） 

２ 復興市民活動の支援 

１ 地域コミュニティ活動への支援 

３ 大学との連携 

４ 外国人への支援 
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第６章 教育・地域・文化の復興 第３節 コミュニティの復興  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 区民活動推進課・地域区民ひろば課 

マニュアル更新担当課 区民活動推進課 

活動のあらまし 

震災から立ち上がるためには、被災者個々の自立を支援するだけでなく、助け合いなど地域

の力が重要になる。地域コミュニティの再生と活性化を図る必要から、活動拠点となる区民ひ

ろば・区民集会室等の再開・運営支援を行うとともに、町会・自治会、その他復興に取り組む

区民活動グループの活動を支援する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１か月以降 救援センターや町会・自治会等の活動を支援 

２か月以降 区民ひろば・区民集会室等を段階的に再開する。 

適宜 慰霊祭や復興事業・イベントを実施する。 

留意事項：テーマ型コミュニティの支援（次項）と連携して行う 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と中越地震のコミュニティ支援  

 

◆地域コミュニティ活動の展開 

 震災前の新長田駅北地区は、自治会活動すらあま

り活発でない地区でありイベントもまれであった。

しかし、まちづくり協議会の活動とともに同時多発

的に自発的な「ふれあい祭」が始まった。(中略)･

新長田駅北地区の「ふれあい祭」は、行政もコンサ

ルタントもあまり関与をしておらず、ほとんどが住

民の自主的なものであるが、その企画力とパワーに

は驚くべきものがある。住民だれもが喜んで楽しく

参加できる場であり、心の連帯の回復の場になって

いる。＜内閣教訓阪神＞ 

◆中越地震の復興基金によるコミュニティ支援 

地域コミュニティ支援に関連して復興基金で展開さ

れた主なプロジェクトは以下のとおり。 

・地域コミュニティ再建（ソフト事業 

---自治会などの集落等の復興プラン作成や元気づ

くりイベントの支援 

・地域コミュニティ施設等再建支援 

---自治会などの集会所、神社等コミュニティ施設

の建替または修繕に費用を補助。 

・地域共用施設等復旧支援 

 --町内会などが設置・維持管理している私有道、

消雪パイプなどの復旧に要する経費を補助 

・集落共用施設等維持管理支援 

 震災により戸数が２割以上減少した集落の集会所

などの維持管理や生活環境整備 

・中山間地域再生総合支援 

---集落環境の整備・保全のため必要な山腹の緑化

保全などに要する経費を補助。 

・地域復興支援員設置支援 

 コミュニティ機能の維持、再生や地域復興支援の

ため、公共的団体等が「地域復興支援員」を設置す

る経費を補助。被災者の見守りやケア、地域おこし

活動の支援等「復興に伴う地域協力活動」を通じコ

ミュニティ再構築を図るため､人材を派遣、1 5 年

間、報酬 200 万円＋活動費を措置（同基金ＨＰ） 

１ 地域コミュニティ活動への支援 
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発災 

町会・自治会等の 
活動支援 

【区民活動推進課】 

活動拠点の再開と運営
【区民活動推進課・ 

地域区民ひろば課】 

復興イベントの展開
【区民活動推進課・ 

地域区民ひろば課】

慰霊祭の実施 
【区民活動推進課・ 

地域区民ひろば課】

１か月以降 

２か月以降 

適宜 

適宜 

応急仮設住宅団地での
自治会活動支援 
【区民活動推進課】 

適宜 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)町会・自治会等の活動支援 

・救援センターや区民ひろば、又は単位

町会・自治会、連合会など既存の地域

コミュニティが行う被災者のための復

興支援活動を支援する。 

 

(2)活動拠点の再開と運営 

・活動拠点（区民ひろば・区民集会室）

の復旧・再開を行う。（区・地域） 

・復興関連進捗状況を把握し、適切な運

営事業計画を立てる。（区・地域） 

・事業運営に必要な資機材等を確保す

る。（区・地域） 

(3)応急仮設住宅団地での自治会活動支

援 

・応急仮設住宅団地で概ね入居した段階

で、自治会の立ち上げや自治会が行う

居住者等のための復興支援活動を支援

する。 

 

(4)慰霊祭の実施 

・区主催の慰霊祭（全体祭）を行うとと

もに、地域ごとの慰霊イベント等を必

要に応じて行う。（区・地域） 

(5)復興イベントの開催 

・地域住民の元気づくりを目的とした復

興事業・イベントを計画し、ＮＰＯ法

人、ボランティア団体等の地域活動団

体の参画を図るなかで、地域復興支援

の後押しをする。（区・地域） 

 

必要な物品 
 
 

留意事項 
○ 従前の地域コミュニティをベースに新しい

運営グループが設立されることも歓迎する 
○ 被災者の状況をみながら継続的に呼びかけ

を行う。 

今後の課題 
○ 復興支援における地域コミュニティの「地

域単位」の位置づけなどの整理が必要にな
る。 

○ 事業、イベントを断続的に実施する資金的
裏付けについて検討しておく 
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２ 復興市民活動の支援 

第６章 教育・地域・文化の復興  第３節 コミュニティの復興  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 区民活動推進課・福祉総務課・社会福祉協議会 

マニュアル更新担当課 区民活動推進課 

活動のあらまし 

 震災で甚大な被害が生じた場合、初期の様々なボランティア活動に続いて、復興期では、芸

術文化、福祉など様々なボランティアや区民活動が展開する。地域コミュニティをベースにし

た活動だけでなく、テーマ型の市民活動が行われることもあり、行政として地域の実情に即し

た活動を展開する観点から、区内外の市民活動団体と地域との連携を支援する。 

プロセスのポイント 

発災から 

２週間以降 活動グループ等の状況と意向把握 

１か月以降 地域とのマッチング、活動支援態勢の構築 

３か月以降 区民活動団体に対する支援 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の復興市民活動例  

 

◆まちづくり会社（ＴＭＯ） 

 2000 年、長田 TMO は、「買いもん楽ちんバス（無

料）」（期間限定実験）運行を行った。次に､長田を

「観光のまち・食のまち」に転換しようを提案し、

新長田駅南地区商店街を中心にイベント、勉強会、

修学旅行の誘致に奔走した。当初、商店主の一部か

ら抵抗があったが説得して実施すると、商店主は実

体験を真剣に聞く修学旅行の生徒達に驚き、当初

80 店ほどから今では 300 店ほどに広がった＜内閣

教訓阪神＞ 

◆ＮＰＯの活発化 

 震災を契機に活発化したのは資金面からです。復

興基金や阪神・淡路ルネッサンスファンド（ＨＡＬ

基金）とか、コミュニティ基金などの民間の基金で

もずいぶん被災地を優先してお金を出してくれまし

た。従来からの共同募金とか震災がらみで兵庫県に

集中して投入された金額は相当額になっている。 

 かなりのお金が兵庫県の広義のボランタリー分野

に流れ込んできた。それによってさまざまな団体や

活動が助けられてきた＜内閣教訓阪神＞ 

◆鉄人 28号 

 2009 年 10 月神戸市長田区の若松公園で「鉄人 28

号」モニュメント像の完成セレモニーが行なわれた。

1/1 スケール像で、足を伸ばした全長が 18m になる

ように製作された。中は鉄骨、外は耐候性鋼板製。

重量はおよそ 50 トン。両足の下、深さ 6m に埋めら

れたおよそ 150t の基礎で支えられている。復興・

商店街活性化のシンボルとして製作したのは長田区

の商店主らによるＮＰＯで、総工費は 1 億 3,500 万

円。神戸市から補助金 4,500 万円が拠出され、残り

は個人や企業からの寄付・協賛金でまかなった。

（RobotWatchＨＰ）なお、2007 年、生地である兵

庫県神戸市長田区の新長田駅周辺の商店街などでは

毎年夏頃に「三国志祭」が開かれていた。原作者の

横山光輝氏は 1934 神戸市生まれ,2004 豊島区千早

で死去した。
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発災 

２週間以降 

１か月以降 

３か月以降 

ボランティアの受け入れ、
支援体制づくり 

活動グループの状況
と意向把握 

【区民活動推進課、社会福祉協議会】 

地域とのマッチング、
活動支援態勢の構築 

【福祉総務課、区民活動推進課、 

社会福祉協議会】 

区民活動団体に 
対する支援 

【区民活動推進課、社会福祉協議会】 

通常区民活動の再開 
【区民活動推進課、社会福祉協議会】

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)活動グループの意向と状況把握 

・テーマ型の復興市民活動に取り組む

グループに、活動意向などを把握し、

（区、社協、団体）、データベースを

作成する 

 

(2)地域とのマッチング、活動支援態勢

の構築 

・各グループの活動意向と、地域等の

復興需要をマッチングさせる。 

・福祉部門の活動については、地域福

祉需要調査等により支援の対象・内

容を決める。その際、社協ボランテ

ィアセンターと連携し、外部ボラン

ティアの活動と区民活動団体の活動

の整理をする。（区、社協） 

 

(3)区民活動団体に対する支援 

・区民活動団体の活動内容に応じて、

支援を行う。復興基金等による支援

の他、活動拠点の確保及び物品の提

供、情報連携等が考えられる。（区、

社協） 

 

(4)通常区民活動の再開 

・本来の団体のテーマによる活動の再

開を区民活動センターや社協ボラン

ティアセンターのホームページに掲

載する。（区、社協、団体） 

 

必要な物品 
 

留意事項 
○ 区外の団体は、区内活動団体とパートナー

で活動を行っていただくことを歓迎する。 
 

今後の課題 
○ 区内活動団体との日頃からのつながりをつ

ける。 
○ 震災前に区内活動団体と震災時の復興支援

のための協定を締結する。 
○ どのような活動を公的支援の対象にするか

について事前に検討しておく。 
○ 貸出物品の確保、調達について検討してお

く。 
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３ 大学との連携 

第６章 教育・地域・文化の復興  第３節 コミュニティの復興  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 防災課 

マニュアル更新担当課 防災課 

活動のあらまし 

区内には、学習院大学・立教大学・大正大学・東京音楽大学・帝京平成大学・東京福祉大学・

女子栄養大学等の大学や短大が位置している。多数集合施設であるため、発災時は混乱防止等

の措置など災害対応が重要になるが、復興時には、空間的資源・人的資源を有していることか

ら、持続的に復興支援に取り組んでいただけることが期待できる。日常からの交流をベースに

しながら、災害時に情報連絡を確保し、連携する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１～２週間 大学キャンパスの状況把握、連絡体制の構築 

１か月 協定等締結等による復興支援体制の確立 

３か月 長期的復興支援体制への移行 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と神戸商船大学の活動   

 

・阪神・淡路大震災の当時、東灘区にある神戸商船

大学（現神戸大学海事科学部）での被災後の活動は

目を見張るものがあった。 

①寮生による救出活動 

；地震から約 20 分後，乗船実習で使う安全靴や軍

手，懐中電灯に身をかためた寮生は，壊滅状態にな

った近くの商店街に次々と出動した．真っ暗の中，

呼びかけ，崩れ落ちた屋根の梁や壁，柱などを手作

業で一つひとつ取り除き，老人や子供たちを助け出

した。マイカーを持っている寮生は，救出した被災

者を芦屋市民病院まで搬送し続けた． 

②避難所の提供 

 近隣の住民が続々と避難した。5 日後の時点で体

育館・武道館と学生寮に 1,060 人。市の支援が皆

無という状況の中で，大学自身が避難住民を助けざ

るを得なかった。 

③遺体の収容  

 神戸市の要請で，遺体安置所として 3 教室を提

供、遺体の数もピーク時には 160 体にも及んだ． 

④近隣の小・中学校への支援 

 本庄小学校，本庄中・魚崎中の 3 学期の授業の

ため 11 教室を提供した． 

④支援団体への支援 自衛隊の支援基地として，テ

ニスコートを提供した。後、本庄小・中学校の仮設

教室に提供した．また，大阪ガスの拠点基地として，

グランドを 4 月 14 日まで提供した。 

⑤災害救援物資の受け入れ 

 各国立学校から大量の物資が届き、山積みの救援

物資ができた。しかし次々と送り込まれるため音を

あげたことも事実である． 

⑥災害時の船舶の活用：他大学の練習船も含めて、

舟艇で救援物資の荷揚げ、炊き出し支援、仮設宿泊

施設の提供、また，日を限って，本学教職員や避難

住民にシャワールームを開放し，大変感謝された．

（日本マリンエンジニアリング学会誌 第 47 巻 

第２号 2012） 
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発災 

必要な物品 
 
・大学等のデータ □ 
（校地の状況、連絡窓口、事業所防災 
計画等） 

留意事項 
○ 区外の大学等でも事前からの関連等があれ

ば協力体制を構築する 
○ 大学との包括的継続的な協力体制だけでな

く、研究室単位の活動も混乱をしないよう
に復興本部で窓口を一元化しておく 

今後の課題 
○ 大学との協定書のひな形について検討して

おく 
○ 用地借用（費用、原形復旧等）、ボランティ

ア保険等について検討しておく 

＜事前からの交流＞ 

状況把握と連絡体制
の確保 
【防災課】 

復興支援要請と協力
体制の構築 
【復興本部事務局】 

長期的復興支援体制
の構築 

【復興本部事務局】 

随時 

随時 

早期 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(0)各大学と事前に連絡体制をつくる 

・事業所防災対策の一環として、事前に

各大学の災害時対応体制やＢＣＰ等策

定を把握し、できたら区と応援協定を

締結しておく 

・大学の概要、キャンパスの使われ方、

災害時利用計画等を整理しておく 

(1)キャンパス等の状況把握と連絡体制

の構築 

・災害発生時の被害状況、学生や教職員

状況、避難者等の状況を把握するとと

もに、大学側と災対本部の連絡窓口を

確保する 

(2)復興支援要請と協力体制の構築 

・復興に伴う用地需要や人的資源や専門

家の派遣要請を大学側に行う。また大

学側からの要請（応援申込、研究活動

等）を集約して対応する。 

・キャンパス周辺のまちの復興に向けて

地元からの要請等を受けて、当事者間

の連携が取れるよう手配する。 

(3)協定等長期的復興支援体制の構築 

・継続的に連携するために区長と大学で

応援協定を定め、負担や不測事態に対

応する。 

・復興本部で、どの大学や研究者がどこ

で活動を行っているかを把握し、デー

タベースとして公開する。 
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４ 外国人への支援 

第６章 教育・地域・文化の復興  第３節 コミュニティの復興  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 文化観光課・防災課・広報課 

マニュアル更新担当課 防災課 

活動のあらまし 

豊島区の地域の特性から外国人被災者が多数発生することが予想される。外国人は言語や生活

習慣、文化の違いから震災に関する体験や知識をもたない場合も多く、不安解消や行動選択の

ための情報提供等の支援を実施する。 

プロセスのポイント 

発災から 

直後～ 要支援外国人の把握 

１週間以降 救援センター等での支援体制の構築 

１か月以降 外国人生活再建支援センターの開設 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と外国人  

 

 阪神・淡路大震災や新潟中越地震では、外国人の

指定外箇所への避難が多発している。外国人など新

規住民にとって指定避難所はなじみがなく、災害時

の情報提供は指定外の箇所の対応がポイントとなる。

また、在留資格の更新や帰国のための諸手続、健康

保険未加入者の治療費などの問題もある。 

◆神戸市がとった措置 

 外国人被災者がいる指定外避難所に救援物資を配

布、各領事館等への情報提供と諸団体の自国民保護

策に対する支援、「こうべ地震災害対策広報」の英

訳と領事館・区役所等約 60 箇所に FAX 送信と掲示

依頼、翻訳ボランティアの登録制度、外国人電話相

談窓口開設、復興計画推進プログラムでの組み込み

（外国人用施設や外国人学校等への支援、生活支

援 、ボランティアの活用、就業機会の確保）など

がある。 

 

 

◆民間等による外国人被災者への支援活動 

○マスコミ、ＣＡＴＶによる英語による音声多重放

送、居住外国人への情報提供を実施した。 

○被災地域へのＮＧＯの活動を調整する組織として

｢阪神大震災地元ＮＧＯ救援連絡会議｣ が設立され

た。 

○神戸ＹＭＣＡクロスカルチュラルセンター、神戸

ＹＷＣＡ学院は、被災外国人県民の受入れ、外国語

による相談、情報提供、貸付金の支給などを行った。 

○外国人地震情報センターは、多言語によるニュー

スレターの発行や相談窓口を設置した。 

○神戸市長田区では、定住外国人生活復興センター

が開設され、ＦＭわぃわぃが開局した。 

○被災者とＮＧＯを中心に、「市民とＮＧＯの『防

災』国際フォーラム」が 1 年後に開催され、海外の

ＮＧＯや外務省が参画した、シンポジウム、音楽、

演劇、炊き出しなどのイベントが実施された。 
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発災 

必要な物品 
 
・救援センター利用者名簿 □ 
・日本語学校のリスト □ 
・語学ボランティアの名簿 □ 

留意事項 
○ 基本的には外国人コミュニティをベースに

支援した方がよいので(仲間同士のサポー
ト)、それらへの支援策を検討しておく 

○ 事前からの語学ボランティアの確保につい
て都や関係団体等と検討をしておく（大学
留学生等も活用出来よう） 

今後の課題 
○ 語学ボランティアの確保 
○ 救援センターしていない方への外国人把握

と情報提供（周知方法：電柱、区掲示板、
区施設などに掲示） 

○ 平常時からの外国人コミュニティの把握 

要支援外国人の把握
【防災課】 

情報提供と支援体制
の構築 

【広報課、文化観光課】 

外国人生活再建支援
センターの開設 

【文化観光課】 

１か月以降 

１週間以降 

直後～ 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆各段階の活動手順等
(1)要支援外国人の把握 

・救援センターの利用者名簿や医療拠

点、地域からの連絡等からの情報によ

って、支援が必要な外国人を把握す

る。 

 

 

(2)外国人向け情報提供と救援センター

での支援体制の構築 

・ホームページなどにより救援センター

への参集と情報集約を行う 

・各救援センター、区施設等で必要な言

語、人員を把握し、都との連携*や区

内団体、在日外国人、日本語学校等へ

の協力を依頼し、人員を派遣する 

・都に登録されている語学ボランティア

（防災ボランティア）を活用する。 

 

 

(3)外国人生活再建支援センターを開設

する 

・都や関係団体の協力を得て、生活再建

や住まいの確保、母国等の連絡等を支

援する総合的情報センターを、設置す

る。 
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第３編 生活・産業復興編 
 

第７章 仕事と産業の復興 

 

第１節 産業の復興 
１ 被害の把握と産業復興計画の策定 

２ 中小企業の再開・復興支援 

 

第２節 雇用・就業の確保 
１ 雇用・就業の確保 

 

第３節 消費者の保護 
１ 消費者相談等の実施 
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第７章 第１節 

産業の復興 
 

 

 

産業部門では、企業や従業員が早期に再建を図れるように、資金制度

の紹介等を通じて、事業所再建や経営支援などの中小企業施策、離職者

の再就職の促進などの雇用・就業施策などを行う。 また、復興過程に

おいて自力再建までの一時的な事業スペースの確保への支援、施設再建

のための金融支援などの対策を展開する。 

具体的な行動項目としては、東京都の施策と連携して、区内産業の被

害状況等の把握、賃貸型共同仮設工場・店舗の設置及び支援、施設再建

のための金融支援等の実施等を行う。 

なお、近年、事業所ではＢＣＰ（非常時の営業継続計画）を作成して

いるところが増加し、民間独自で営業再開・復旧復興を行うのを支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 中小企業の再開・復興支援 

１ 被害の把握と産業復興計画の策定 
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第７章 仕事と産業の復興 第１節 産業の復興  

 

 
実 施 責 任 担 当 課 生活産業課 

マニュアル更新担当課 生活産業課 

活動のあらまし 

地震による豊島区内に存在する事業所の被害について、東京都や関係団体と連携しながら迅速

に被害状況を把握する。 

また、産業の復旧・復興が円滑かつ発展的に行われる計画を策定する。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以降 被害状況の把握 

２週間以降 産業復興計画の検討 

１か月以降 新たな支援策の検討 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の産業被害と復興  

 

◆阪神・淡路大震災の被害把握 

 兵庫県では、１月 18 日に商工関係の被害状況調

査を開始したが、通信網と交通網の被害や、社屋や

工場等の被災により情報収集は進まなかった。 

 商店街・小売市場については、１月 18 日に商店

街・小売市場の被害状況調査を開始した。１月 21

日以降、神戸市と連携し、市内の現地調査を実施し

た。2 月 6 日～2 月 10 日、10 市３町の商工会議

所・商工会に対し､商店街・小売市場のうち､災害復

旧高度化事業及び商業基盤施設等整備事業（復旧関

係）の適用可能性のある組合に対し、資産の被害状

況、復旧予定等に関する調査を依頼した。災害復旧

事業の査定開始期限は、通常発災から 60 日後とな

っているため、査定申請のための被害調査を早期に

行う必要があった。その調査及び資料の作成は、2

月 28～3 月 31 日に他府県からの応援職員の協力を

得て行われた。 

 

◆産業復興計画の策定 

 震災翌月に分野別の復興県民会議が動き出した。

産業復興会議はもっとも早く 2 月 5 日に開催された

平成 7 年 6 月末に産業復興計画をまとめ、これがそ

の後、県と各市の産業の復興計画のベースとなった。 

 平成 9 年 8 月に、国の阪神・淡路復興対策本部事

務局は、「産業復興実務者会議」を設けた。メンバ

ーは産業復興に関係する各省庁の課長クラス並びに

兵庫県、神戸市の実務担当者（部・局長クラス）で、

詳細な実態調査を実施するとともに、並行して、各

業界の要望事項を検討し、被災地における産業別の

復興支援ニーズを整理し、施策についての検討を行

った。この検討結果を踏まえ、平成 9 年 10 月 3 日

に兵庫県、神戸市が産業復興支援の基本的考え方及

び具体策を「産業復興支援充実策」として取りまと

めた。＜内閣教訓阪神＞

１ 被害の把握と産業復興計画の策定 
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発災 

必要な物品 
 
・区内産業経済団体の連絡リスト □ 
 

留意事項 
○ 都と産業経済団体等への事前周知と緊密な

連携を図っておくことが重要である 
○ 産業復興計画策定のための外部専門員も含

めた検討委員会メンバー設定等事前の準備
を行う 

 

今後の課題 
○ 調査項目、調査様式を事前に作成しておく.
 

被害状況の把握 
【生活産業課】 

産業復興計画の検討
【生活産業課】 

新たな支援策の 
検討、広報 
【生活産業課】 

３日以降 

２週間以降 

１か月以降 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)被害状況の把握(都との連携） 

① 都や区内産業経済団体と連携し、迅

速かつ正確に被害状況の把握に努め

る。 

 

 

(2)産業復興方針及び計画の検討 

東京都と連携して豊島区に関する産

業復興方針及び復興計画を検討する。

① 都から提供される被害や復旧状況の

分析結果を、基礎データとして活用す

る。 

② 現状調査や区内産業経済団体へヒア

リングを実施し、支援ニーズを把握す

る。 

③ 産業振興計画原案は、都と意見調整

のうえ作成する。 

 

 

(3)新たな支援策の検討、広報 

復興計画の周知を行うとともに、あ

らたな支援策について検討する。 

① 産業振興計画原案の作成 

② 事業者への周知と意見反映 

③ 新規支援策の検討 
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２ 中小企業の再開・復興支援 

第７章 仕事と産業の復興 第１節 産業の復興   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 生活産業課 

マニュアル更新担当課 生活産業課 

活動のあらまし 

震災で被災し、一時的な事業スペースの確保を求めている事業者に対して、賃貸借型の仮設店

舗、仮設共同工場を設置する。 

被災した事業所の再建を図るための金融支援を東京信用保証協会とも連携しながら促進し、区

内産業の早期復興を積極的に支援する。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以降 仮設店舗、仮設共同工場等の確保支援 

２週間以降 金融支援等への対応 

２か月以降 産業再生の支援への対応 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災の商業の復興  

 

◆商業の復興状況 

 商店街の店舗の約 1/3、小売市場は約半分が全

壊・全焼の被害を受け、震災後に店舗数が約 2/3 に

減少した。経営者に高齢者が多く借家が多かったの

が原因である。 

 また、商店主が遠方の仮設住宅に住むことになり、

休業せざるを得なかった人も多い。現地に店と住宅

が再建されるまでに約１年はかかった。以前から衰

退傾向であった上に、顧客が遠方の仮設住宅に入っ

て地域にいなくなった。震災後は商店街を歩く人が

めっきり少なくなり、店舗も５年近くを経て半数程

度しか再開していない。＜内閣教訓阪神＞ 

◆全国からの支援 

 他地域からの支援はほとんど見られなかったが、

「神戸新鮮市場」に多くの救援物資が届き、被災商

業者を奮い立たせた。背景には、全国 8 市場(釧路

和商市場、東京アメ横等)による有名市場サミット

が、神戸市において実施され、そこで交流があった

ためである。また、個店には、取引先のメーカー、

系列企業からの支援を受けた事例もあった。＜内閣

教訓阪神＞ 

◆共同仮設店舗 

 共同仮設店舗については 復興基金からの補助制

度なども用意されることとなった。ただ、助成策に

は「利用しにくい」という声が被災地の商店主から

あがっている。「補助対象が一店あたり 20 ㎡では、

冷蔵庫や洗い場などをつくると売場スペースがわず

かしか取れない」「棟続きのうち一店でも被害が軽

いと話がまとまらない」などが紹介されている。 

 新長田駅南地区では、まちづくり協議会が用地を

借り、100 店舗規模の大型共同仮設店舗「パラー

ル」を建設し､いち早く復興の気運を盛り上げた。 

 駅前商業地等では、仮設店舗用地確保が難しい場

合が多かった。立地条件が悪化し営業上苦戦したり、

適当な用地を確保できず後の工事の支障となった事

例が見受けられた。＜内閣教訓阪神＞
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発災 

必要な物品 
 

留意事項 
○ 東京信用保証協会や制度融資金融機関への

事前周知と緊密な連携 
 
 
 
 

今後の課題 
○ 調査票の作成 
 
 
 
 

１週間以降 

２週間以降 

２か月以降 

仮設店舗、仮設共同
工場等の確保支援 

【生活産業課】 

金融支援等への対応
【生活産業課】 

産業再生の支援への
対応 

【生活産業課】 

被害状況の把握 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

 

 

 

 

 

 

 

◆各段階の活動手順等
(1)仮設店舗、仮設共同工場等の確保支

援（都と連携） 

① 都が主導して仮設店舗、仮設共同工

場等の設置を行うため、それに即して

現地調査や検討体制を整備する。 

② 事業者に物件の情報を提供するとと

もに、入居希望者の募集・管理を行

う。 

③ 仮設店舗村等の運営組織の育成と支

援を行う。 

 

 

(2)金融支援等への対応（都と連携） 

① 被害状況及びそれ基づいて発生する

資金需要を的確に把握する。 

② 被災した事業所の速やかな再建を図

るため、東京信用保証協会とも連携

し、既存の制度融資や都や国による震

災時の特別融資制度等について、幅広

く周知し活用の促進を図る。 

 

 

(3)産業再生の支援への対応（都と連

携） 

① 被災の状況に応じて、都が既存支援

施設の拡充や新たに創出した支援制度

を活用する。 
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第７章 第２節 

雇用・就業の確保 
 

 

 

生活の再建のためには、住まいや生活支援とともに、「職」の維持・

確保が重要である。東京都が行う雇用の維持確保の施策と連携して、区

でも相談業務、新しい仕事の開発等を通じて被災者の仕事を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 雇用・就業の確保 
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１ 雇用・就業の確保 

第７章 仕事と産業の復興 第２節 雇用・就業の確保   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 生活産業課 

マニュアル更新担当課 生活産業課 

活動のあらまし 

震災被害によって事業所の廃止や休止が生じると、それに伴って解雇や離職者の増加が発生さ

れる。国や東京都と連携して､雇用の維持を促すとともに離職者の再就職支援や､新規雇用の創

出に努める。 

プロセスのポイント 

発災から 

１週間以降 国や都と連携して雇用の維持を促す 

１か月以降 離職者の再就職支援に努める 

６か月以降 新規雇用の創出を図る 

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：災害と雇用問題  

 

◆雇用保険の問題 

 阪神・淡路大震災の離職者では、雇用保険未加入

者がかなり多く、未払い保険料を支払う遡及条件で、

失業給付を支給するという対応も実施された。 

 特に問題になったのは、パート労働者、零細自営

業者など雇用保険法の適応を除外されてきた者への

救済であったが、この問題は解決しなかった。 

 一番深刻だったのは、女性の不当解雇の問題だっ

た。母子家庭で何年も真面目にパートで勤めて来た

のに電話 1 本で解雇、震災による事務所の移転で女

性のみが解雇、共働きなのに夫は会社へ行ってしま

い、余震に怯える子どもを置いては行けず、勤め先

からはもう来なくてもいいと言われた、などがあっ

た。パート労働者は、事業主ときちんと契約を結ん

でいなかった事も多く不利益をこうむった人も多か

った。＜内閣教訓阪神＞ 

◆阪神・淡路大震災における雇用の促進 

 仮設住宅団地などへの「一日ハローワーク（出張

相談）、仮設住宅全居住者対象の「ふれあいハロー

ワーク」では、巡回相談で得た被災者個々のニーズ

ににあわせた求人開拓を行うというそれまでにない

やり方もとられた。 

 平成 11 年度ころから「生きがいしごとサポート

センター」「被災地コミュニティ・ビジネス離陸応

援事業」「被災地育児支援グループ助成事業」等、

半雇用型ともいうべきビジネス支援が採用された。

これらは、震災を経験したボランティア意識の高い

人たちの起業支援として重要な役割を果たしている。

＜内閣教訓阪神＞ 

◆東日本大震災の雇用対策 

 当面の緊急総合対策として①雇用調整助成金の特

例措置 ②雇用保険失業給付の特例措置 ③職業紹

介、職業訓練④新卒者等の就職支援 ⑤派遣労働者、

有期契約労働者及びパートタイム労働者の雇用維

持・確保 ⑥未払賃金立替払制度 ⑦雇用創出等 

⑧労働相談などが行われている＜参議院資料＞
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必要な物品 
 
・看板 □ 
・テーブル □ 
・椅子 □ 

留意事項 
○ 国への事前周知と緊密な連携 
 
 
 
 

今後の課題 
○ 就労相談票の作成 
 
 
 
 
 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)雇用状況の把握 

① 区内産業経済団体を通じ、事業者に

迅速かつ正確な雇用状況を把握する。

 

 

(2)関係機関との連携による雇用の維持 

① ハローワーク池袋等関係機関と連携

し、事業者に雇用の維持を要請する。

② 災害時における各種助成金の支給申

請について、周知徹底を図る。 

 

 

(3)離職者の再就職促進 

① 被災離職者に対し、求人ニーズに対

応した職業訓練の場を提供する。 

② 都の職業訓練施設への入校者の募集

について、周知徹底を図る。 

 

 

(4)新規雇用の創出(復興関連事業等） 

① ハローワーク池袋等と連携し、新規

雇用先の募集を行う。 

② 臨時の就労相談窓口を設置する。 

 

 

 

 

発災 

雇用状況の把握 
【生活産業課】 

連携して雇用の維持
【生活産業課】 

離職者の再就職促進
【生活産業課】 

新規雇用の創出 
【生活産業課】 

３日以降 

１週間以降 

１か月以降 

６か月以降 
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第７章 第３節 

消費者の保護 
 

 

 

震災後の混乱した状況の下においては、物資供給、住まい修理などに

関連して便乗値上げや悪質な商法による被害が発生することがありうる。 

このため、消費者保護の観点から東京都や警察等と連携しながら、注

意の喚起・啓発や、相談窓口の設置を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

震災直後   ２週間→ １か月→ ２か月→   ６か月→ ６か月以上

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域や救援センター等での応急対策

の展開（地域防災計画等） 

１ 消費者相談等の実施 



 

298 

１ 消費者相談等の実施 

第７章 仕事と産業の復興 第３節 消費者の保護   

 

 
実 施 責 任 担 当 課 生活産業課 

マニュアル更新担当課 生活産業課 

活動のあらまし 

消費生活に係る情報を幅広く収集し、広報等を通じて被災者に情報提供する。 

区民生活の援護のために消費生活相談窓口を開催し、必要な情報提供や消費生活専門相談員に

よる相談活動を行い、区民の生活再建に寄与する。 

プロセスのポイント 

発災から 

３日以降 情報の収集と広報 

２週間以降 消費者相談の実施 

  

 留意事項： 

   

▲ 詳細な行動手順は次ページ、または巻末の資料編を参照 

 コラム：阪神・淡路大震災と消費者相談  

 

◆消費者相談所の開設 

 震災直後は、震災に便乗した値上げ等に関する相

談が多く、その後住宅の復旧が進むと工事費が高す

ぎるなどの相談がみられた。このような震災を利用

した便乗値上げ、悪質商法等に関しては、兵庫県、

兵庫県警、各市が物価ダイヤル、悪質商法 110 番な

どの相談所を開設した。 

◆情報紙の発行 

・兵庫県は、物価ダイヤルに寄せられた相談をもと

に、冊子「物価と私たちのくらし」を作成し配布し

た。屋根修理の工事費の目安や賃貸住宅の家賃の便

乗値上げ、外壁補修の適正価格、修理業者の日当等

を記載し、便乗値上げや悪質業者への注意を呼び掛

けた。 

 また、神戸市も、情報紙「くらしのかわらばん」

を作成し、避難所、区役所、駅等で掲示、配布した。 

◆賃貸住宅の需要動向と家賃調査 

・兵庫県が実施した、被災地及び近郊不動産取り扱

い業者約 300 杜の調査によれば「震災から半年ぐら

いの間は、賃貸物件アリと答えた業者は平均 2 3

割、11、12 月になると５割の業者が物件があると

答えている。また、空き物件は高額なものやワンル

ームタイプに限られている」という。 

◆消費者相談の内容 

 兵庫県と県立神戸生活科学センターに 2 か月間で

受け付けた相談は 673 件となっており、瓦・家屋補

修関係が 381 件(内容は工事価格の相場がわからな

い、目安の価格を知りたい、というものが主なもの

である)で、その他、日用品が 47 件、不動産(家

賃)47 件、食料品が 27 件などとなっている。 

◆「悪徳商法 110 番」 

・県警の半年間の相談件数は 90 件で、前年同期の

44 件からほぼ倍増した。うち、34 件が震災関連で

あり、県警生活経済課が計 28 事件を摘発し、延べ

19 人を逮捕、44 人を書類送検している。(内閣府復

興対策事例集)



 

299 

３日以降 

２週間以降 

必要な物品 
 
・パソコン □ 
・消費生活関係協力機関（民間企業を 
含めた）の連絡リスト □ 

・相談回答マニュアル □ 
 

発災 

情報の収集と広報 
【生活産業課】 

消費者相談の実施 
【生活産業課】 

◆行動の手順（【 】内は主管課。斜体は災害対策本部の仕事。囲み無は関連項目） 

◆各段階の活動手順等
(1)消費者関連情報の収集と広報 

① 消費者庁、国民生活センターとの連

携による情報収集 

② 東京都及び区市町村消費生活センタ

ーとの連携による情報収集 

③ 生命保険会社等消費生活関連企業と

の連携による情報収集 

④ 収集した情報を整理したうえで、ネ

ット等を通じて被災者に必要な情報を

定期的に提供する。 

 

(2)消費者相談の実施 

① 被災状況をもとに、震災復興本部事

務局と協議のうえ、消費生活相談窓口

を庁舎や区民施設に設置する。 

② 関係各課や消費生活に関係が深い公

共的な機関・民間企業と連携して消費

生活相談窓口を運営する。 

③ 相談窓口の開設について、広報等に

より被災者に周知を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

留意事項 
○ 区民が必要とする情報を必要な時期に、適

切な媒体で提供する。 
○ 復旧の段階に応じた相談内容に適切に対応

し、区民ニーズに沿った相談体制を整える。 
○ 総合相談窓口（第１章第２節２参照）との

一体化に努める。 

今後の課題 
○ 事前の情報通信手段の点検・確認、過去の

相談事例分析をしておく。 
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